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 平成13年４月、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」（以下「配

偶者暴力防止法」という。）が成立し、同年10月13日（配偶者暴力相談支援センター等に

関する規定については平成14年４月１日）から施行されている。配偶者暴力防止法は、配

偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を目的としており、都道府県の婦人相談所その他

の適切な施設が配偶者暴力相談支援センターとして、被害者の相談、カウンセリング、一

時保護などを行うことや、被害者の申立てに基づいて裁判所が加害者に対し保護命令を発

することなどについて規定している。 
 
 被害者の保護のためには、その実態等について正確に知ることが必要であることは言う

までもない。これまで、被害者の実態等に焦点を当てた有意義な調査研究は、様々な機関、

団体が行っており、内閣府においても、平成11年度には「男女間における暴力に関する調

査」、平成12年度には「配偶者等からの暴力に関する事例調査」をそれぞれ実施したころ

であり、平成14年度には、「配偶者等からの暴力に関する調査」を実施している。 
 
  一方、配偶者からの暴力の防止のためには、被害者の保護とともに、加害者の更生が大

変重要となるが、我が国においては、加害者の更生に関する調査研究が十分行われている

とは言い難い状況にある。こうした状況を踏まえ、配偶者暴力防止法は第25条において、

国及び地方公共団体が「加害者の更生のための指導の方法」等に関する調査研究の推進に

努めるよう規定している。平成14年４月２日に開催された男女共同参画会議においても、

加害者に関する調査研究として、「加害者に関する先駆的取組を行っている海外の状況や

国内の加害者の実態等について調査を行うことが必要である。」ことが意見として決定さ

れている。 
 
 そこで、内閣府では、平成14年度に「配偶者からの暴力の加害者更生に関する調査研究」

を実施した。調査研究に当たっては、有識者７人からなる研究会を立ち上げ、合計５回の

研究会を開催し、関係者からのヒアリングや議論を行った。また、イギリス、ドイツ、韓

国、台湾の４か国の海外調査も実施した。 
  関係者の間では、加害者更生のための指導の方法、いわゆる「加害者更生プログラム」

に対する関心が高いところであるが、今回は、各国においてどのような内容のプログラム

により加害者更生を実施しているかについて深く調査研究は行わず、加害者更生を行うた

めの制度や仕組みを中心に調査研究を行ったところである。 
 したがって、本報告書は、「加害者更生プログラム」の内容についてはほとんど触れて

おらず、諸外国における加害者更生に関する制度等を中心にまとめている。 
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 なお、本報告書は、研究会における議論などを参考にしつつ、その内容については、内

閣府の責任において取りまとめたものである。ただし、本文中、執筆者名が明示されてい

る部分は、内閣府からの依頼により、当該執筆者が執筆を担当した部分である。 
 
 配偶者からの暴力の加害者更生については、その必要性も含め、更なる議論が必要な分

野であり、調査研究を行わなければならない事項は多く残されている。引き続き、様々な

機関によって、有益な調査研究が実施されることを期待している。 
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Ⅱ 各国の加害者に関する制度の概要 
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第１ イギリスにおける配偶者からの暴力の加害者に関する制度等に  

ついて 
 
１ イギリスの法体系 

イギリスは、イングランドとウェールズ、スコットランド、北アイルランドが連合し 
た連合王国である。この中でスコットランドは、イングランド法とは異なった大陸法系

の法体系を有している。 
地方公共団体としては、バラ、カウンティ、ディストリクト、ユニタリー等が存在す 
る。イングランドの一部でカウンティの下にディストリクト（又はユニタリー）が置か

れる２層制を採るほかは、基礎的な地方組織１層のみの構造となっている。 
国として単一の憲法典は有していないが、マグナカルタ（1215 年）、権利請願（1628 
年）、権利章典（1689 年）等が憲法的重要性を持っている。また、判例集に掲載された

上位裁判所（※１）の判決は、先例拘束性により下位の裁判所の判断を拘束する。これ

ら判例法（case law）はコモン・ローと呼ばれ、憲法規範の重要な法源を構成している。

さらに、「習律（convention）」と呼ばれる慣行も、憲法規範の重要な部分を構成してい

る。 
裁判所については、最高裁判所である貴族院（House of Lords）、第二審裁判所でああ 
る控訴院（Court of Appeal）、第一審裁判所である高等法院（High Court）及び刑事裁判

所（Crown Court）が設置されている（※２）。これら裁判所の裁判官は、すべて弁護士

の中から任命されている。また、下級裁判所として、県裁判所（County Court）と治安 

判事裁判所（Magistrates’Court）が置かれ、県裁判所では民事関係の事件を中心に、治 

安判事裁判所では刑事関係の事件を中心に扱っている。 
      ※１ 管轄権について、事物、訴額等に制限のある裁判所を下位裁判所（inferior     

courts）、一般管轄権を有する裁判所を上位裁判所（superior courts）という。 

貴族院、控訴院、高等法院、刑事裁判所はすべて上位裁判所である。 
      ※２ 控訴院、高等法院、刑事裁判所を併せて最高法院（Supreme Court of Judicature）     

という。 
 
２ イギリスにおけるいわゆる「ドメスティック・バイオレンス」に関する法律 
イギリスにおいては、いわゆる「ドメスティック・バイオレンス」に関する刑事特別 
法はなく、 
      ・ 1956 年性犯罪法（Sexual Offence Act） 
   ・ 1861 年人身に対する犯罪法（Offence Against the Persons Act） 
   ・ 1986 年公共秩序法（Public Order Act） 
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   ・ 1988 年刑事司法法（Criminal Justice Act） 
      ・ 1997年嫌がらせからの保護法（Protection from Harassment Act） 
 などにより、強姦、傷害、暴行等の刑罰が定められている。 
また、「1984年警察・刑事証拠法（Police and Criminal Evidence Act）」により、逮捕の 

要件等が定められている。 
「家族法第４章（1996年）」や、「嫌がらせからの保護法（1997年）」により、民事の 
各種命令等について定められている。 

 
３ ＤＶとは 
ＤＶについては、様々な定義があるが、内務省では、「親密な人間関係にある現在又 
は過去のパートナー間におけるすべての暴力であり、場所や時間を問わない。その暴力

には、身体的、性的、感情的又は経済的虐待が含まれる。」と定義している。 
法律に規定されている犯罪でＤＶに適用されうる主なものについては、以下のとおり 
である。 
  ○ 強姦（性犯罪法第１条） 
      無期を上限とする拘禁 
 ○ 加重暴行（人身に対する犯罪法第47条） 
      拘禁刑 
 ○ 重大な身体傷害（人身に対する犯罪法第18条） 
      終身懲役刑 
 ○ 傷害（人身に対する犯罪法第20条） 
      懲役刑 
 ○ 嫌がらせ（嫌がらせからの保護法第２条） 
      ６か月以下の禁固若しくは5,000ポンドの罰金又は両者の併科 
  ○ 暴力のおそれに陥れる（嫌がらせからの保護法第４条） 
      ５年以下の禁固若しくは罰金又は両者の併科 
  ○ 平穏侵害（公共秩序法第３条） 
      正式裁判で３年以下の拘禁刑、罰金刑又はその両方、略式裁判で６月以下の拘禁刑、

  罰金又はその両方 
 ○ 一般暴行（刑事司法法第39条） 
   略式裁判により、６月以下の懲役若しくは5,000ポンドの罰金又は両者の併科とな 

 る。逮捕可能犯罪（５(2)参照）ではないが、逮捕の一般要件（５(2)※のⅰからⅴ） 

 に該当すれば、一定の要件の下、逮捕することは可能となる。 
 
 



 

- 9 - 

４ 加害者に対する命令 
(1) 家族法第４章（1996年）による保護命令 

民事上の命令について規定していた「ＤＶ及び夫婦関係手続法（1976年）」「家事手続 
及び治安裁判所法（1978年）」「婚姻関係家族法（1983年）」の関係規定が、家族法第４章

（1996年）に整理統合されている。 
家族法は、虐待禁止命令及び占有命令について規定している。これらの命令は、関係 
人が申し立てることができる。関係人とは以下の者をいう。 
   ○ 配偶者及び元配偶者 
      ○ 同棲相手及び元同棲相手 
      ○ 同一世帯として暮らしている又は暮らしていたもの（被雇用者、賃借人、下宿

    人及び寄宿人を除く。） 
      ○ 両者が親族関係にある場合 
      ○ 婚約者（婚約解消後３年以内の者を含む。） 
      ○ 子どもに関する命令の場合は、当該子どもの親である又は親としての責任を有

    する者 
      ○ 両者が、同一の家事手続事件における当事者である場合 
ただし、占有命令については、申立てのできる関係人に制限が付されている。 

 ア 虐待禁止命令（non-molestation orders） 
関係人からの申立て又は家事手続事件における裁判官の判断により、裁判所は加害 
者に対し、 
・ 自分と関係のある他人に虐待（※）を行うことを禁止する 
・ 関連児童に対する虐待を禁止する                     
命令を発することができる。 
 （※）虐待（molestation）の定義は明確ではないが、暴力より広く、どのような 
    形態であれ、ひどく困らせたり、執拗に悩ませたりすることを含んでいる。 
命令の有効期間は、通常６か月であるが、無期限又は他の虐待禁止命令が発せられ 
るまでのいずれかとすることも可能である。 

 イ 占有命令（occupation orders） 
当事者間の住宅の占有を定めるもので、以下のような形態がある。 

       ① 申請者が住宅に残留する権利を行使する 
       ② 申請者が住宅に入居、占有することを相手方に認めさせる 
       ③ 相手方が住宅を占有する権利を禁止、停止、制限する 
       ④ 相手方を住宅から退去させる 
       ⑤ 相手方が住宅から一定の地域内への立入りを禁止する 

住居の所有形態や当事者間の関係によって、命令の期間は異なっている。 
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なお、配偶者、元配偶者、同棲相手以外の関係人については、既存の財産占有権が 
ある場合のみ、占有命令を申請することができることとなっている。 

 ウ 一方的命令（ex parte orders） 
一方的命令とは、相手方に事前に通知せずに発する命令である。裁判所は緊急の場 
合には、一方的な虐待禁止命令又は占有命令を発することができる。 

 エ 命令違反 
命令の相手方が、被害者又は関連児童に対して、暴力を振るった又は振るうと脅迫 
したような場合には、裁判所は命令に身体拘束権限（※）を付与しなければならない。

一方的命令にも身体拘束権限を付与することができる。 
    ※ 身体拘束権限とは、民事の裁判所命令を遵守させるため、違反があった場合

     の身体拘束を認めるもの 
また、命令に身体拘束権限が付与されていない場合であっても、命令の相手方は命 
令を遵守しない場合は、被害者は関連司法当局に対して身体拘束令状の発出を申請で

きる。 
命令違反の罰則については、裁判所侮辱罪が適用される。 

 オ 引受（undertakings） 
引受とは、一方当事者の裁判所の対する約束である。他方当事者に暴行や嫌がらせ 
をしない、一定の距離内に近づかないといった約束が考えられる。 
引受に対して、身体拘束権限を付与することはできない。 

(2) 嫌がらせからの保護法（1997年）による差止命令 
被害者からの請求に基づき、裁判所は、嫌がらせ行為の差止命令を発することができ 
る。相手方が命令に違反した場合は、被害者は裁判所に対し、身体拘束令状を請求する

ことができる。 
差止命令に違反した場合は、処罰されることとなっている（正式起訴の場合は５年以 
下の拘禁刑、罰金刑又はその両方、略式起訴の場合は、６月以下の拘禁刑、罰金刑又は

その両方）。 
 
５ 司法手続 
(1) 捜査 
警察職員は、すべての入手可能な証拠を収集し、訴追すべきかどうかについて十分な 
情報に基づく決定ができるようにしなければならない。 
(2) 逮捕 
何人も、現に逮捕可能犯罪（※）を行っている者、現に逮捕可能犯罪を行っていると 
疑われる合理的な理由のある者については、逮捕状なしで逮捕することができる。 
逮捕可能犯罪が既に行われた場合は、何人も犯人及び犯人と疑われる合理的な理由の 
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ある者を逮捕状なしで逮捕することができる。 
警察官は、逮捕可能犯罪が既に行われたと疑う合理的な理由があるときは、犯人と疑 
われる合理的な理由のある者を逮捕状なしで逮捕することができる。 
警察官は、逮捕可能犯罪を正に行おうとしている者、正に行おうとしていると疑われ 
る合理的な理由のある者について、逮捕状なしで逮捕することができる（以上、警察・

刑事証拠法第24条）。 
      ※ 逮捕可能犯罪とは、 
            ① 絶対的法定刑に当たる罪 
            ② 前科を有しない21歳以上の者につき５年の拘禁刑を科すことができる罪 
        などを指す。 
警察官は、逮捕可能犯罪以外の罪については、逮捕の一般要件（※）に該当し、召喚 
状の送達が実行不能又は不適切であると認められる場合は、当該関係人を逮捕すること

ができる（警察・刑事証拠法第25条）。 
      ※ 逮捕の一般要件 
            ⅰ 氏名が明らかでなく確認も容易でない。 
            ⅱ 当該関係人が告げた氏名が真のものか疑う合理的な理由がある。 
            ⅲ 召喚状の送達可能な住所を明らかにしない又は告げた住所が真のものか

       疑う合理的な理由がある。 
            ⅳ 当該関係人が自己又は他人の身体に対して危害を加えることなどを防止

       するため、逮捕が必要である。 
            ⅴ 児童その他被害を受けやすい者を当該関係人から保護するため、逮捕も

       必要であると信ずる合理的な理由がある。 
(3) 留置 
各警察署の留置管理官は、逮捕した者を留置するに当たり、その者を訴追するに足り 
る十分な証拠があるか否か判断しなければならず、その判断に必要な期間その者を警察

署に留置することができる（警察・刑事証拠法第37条）。 
警察署への留置は、訴追を行うことなく24時間を超えて続けることはできない。ただ 
し、証拠収集の必要があれば、36時間まで続けることは可能である（警察・刑事証拠法

第41条）。 
(4) 起訴 
イギリスでは、私人訴追の原則が守られており、警察官が私人と同列の対場で刑事訴 
追を行うことが多い。 
訴追を継続するか否かについては、検察官準則（The Code for Crown Prosecutors） 

に基づき、訴追局が判断することとなる。 
警察は、訴追後、被疑者を条件付で保釈することができるが、 
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      ・ 氏名、住所が明らかでない又はそれらが真のものかどうか疑う合理的な理由が

    ある 
      ・ 他人に身体傷害をもたらすおそれがある 
      ・ 裁判所への出頭を怠るおそれがある 
 場合は、この限りではない（警察・刑事証拠法第38条）。 
    保釈の条件は、 
      ・ 不出頭 
      ・ 保釈中の犯罪行為 
   ・ 自己又は他人に関する証人干渉その他の司法妨害行為 
 を防止するためのもので、具体的には、居住条件、人又は場所からの一定距離内への接

 近禁止、警察署への出頭、外出禁止などである。 
また、訴追するには証拠不十分であるが、捜査が継続され十分な証拠が得られる可能 
性がある場合は、 
       ・ 特定の日時に特定の治安判事裁判所に出頭する義務 
   又は 
       ・ 特定の日時に特定の警察署に出頭する義務 
 を課して保釈することができる（警察・刑事証拠法第47条）。 
(5) 裁判 

犯罪は、①治安判事裁判所で治安判事によってのみ審理可能な略式犯罪（Summary 

offences）、②治安判事裁判所、刑事裁判所にいずれでも審理できる中間的犯罪（Offences 

triable either way）及び③刑事裁判所で陪審裁判によってのみ審理できる正式起訴犯罪

（Indictable only offences）に分類される。治安判事裁判所は、正式起訴犯罪については、

刑事裁判所での審理に付すか否かの予備尋問を行い、中間的犯罪については、手続の種

類の決定手続を行う。刑事裁判所における刑事裁判手続では、起訴状の朗読後、被告人

は各訴因に対して有罪又は無罪の申立てを行う。有罪の申立てがあると、陪審によるこ

となく、裁判官による刑の量定手続に移行する。 
量刑には、免責（discharge）、罰金刑、社会内刑罰、拘禁刑がある。罰金刑は、社会 
内刑罰と併科して及び代替刑として科すことができる。裁判所は判決を言い渡す前に、

必要な場合は保護観察官が作成した判決前調査報告書（pre-sentence report）を取り寄せ、

量刑の適切さについて判断する。 
なお、裁判段階においても、警察段階と同様に保釈が認められる。 
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６ イギリスにおける刑事手続及び保護命令等の流れ 
 
 
 
           犯     罪                                          

                                      
                                                             虐待禁止命令 
                                                             占 有 命 令  
                                                             差 止 命 令  
                                                                 
          捜     査  
 
 
                                      
         身 柄 拘 束    
 
 
  
          留     置  
 
                                                        保 釈 
 
          訴     追  
 
                                                        保 釈 
 
          裁      判                  保 釈 
   
 
 
 
   有罪（実刑）  有罪（罰金）  有罪（社会刑）  無罪 

 
   釈放後、保護観察                     コミュニティ・リハビリテーション・オーダー 
   に付される場合、 
   プログラムを受講 
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「ヨーロッパ各国の地方自治制度」（平成２年（財）自治体国際化協会） 
大塚祚保 イギリスの地方政府 1998年流通経済大学出版会 
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平成12年度社会安全研究財団助成調査研究報告書「女性に対する暴力事犯の予防及び対処

   に関する研究」（平成13年財団法人警察大学校学友会・犯罪調査研究会） 
元山健／キース・Ｄ・ユーイング「イギリス憲法概説」（1999年法律文化社） 
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「諸外国の司法制度概要」（第５回司法制度改革審議会（平成11年10月26日）配布資料） 
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第２ ドイツにおける配偶者からの暴力の加害者に関する制度等につ 

 いて 
 
１ ドイツの法体系 
ドイツは、憲法であるドイツ連邦基本法（以下「基本法」という。）の下、16の州か 
ら構成される連邦国家である。行政の中心である州の下に、独立市、郡が置かれ、郡の

下に市町村が置かれている。 
州は、基本法により連邦の権限とされていない範囲において立法権を有している。 
刑事警察に関する連邦と州の協力関係等については、連邦の専属的立法事項とされて 
おり、これについて州が立法できるのは、連邦の法律により、明文で授権された場合の

みである。 
刑法及び刑の執行、裁判所の構成、裁判手続等については、連邦の競合的立法事項と 
されており、州は、連邦がその立法権を行使しない間（※）に限り立法権を有する。 
      ※ 競合的立法事項について、連邦は、以下の理由により連邦法律により規律する

    必要がある場合に立法権を有する。 
     ① ある事項が、個々の州の立法によっては実効的に規律することができない。 
          ② ある事項を州の法律によって規律することが、他の州の利益又は全体の利

      益を害する可能性がある 
          ③ 法の統一性又は経済の統一性を維持し、特に州の領域を超える生活関係の

      統一性を維持するため必要である。 
ドイツには、連邦憲法裁判所その他の連邦の裁判所、州の裁判所が設置されている。 
裁判権は、基本的には通常、行政、社会及び財政に区分され、この区分に従って設置さ

れる州の裁判所が下級審、連邦の裁判所が最終上訴審となる。 
警察は原則として、州の機関であり、州ごとに異なった警察法を有する。 

 
２ ドイツにおけるいわゆる「ドメスティック・バイオレンス」に関する法律 
傷害、暴行等の罪については、刑法で規定されており、これらの規定は配偶者間の行 
為に対しても適用される。 
「暴力行為及び追跡に関する民事裁判所の保護の改善と別居における婚姻住居の明渡 
しの容易化に関する法律」（2001年）の第１章（暴力行為及び追跡からの民法的保護に

関する法律、以下「暴力保護法」という。）において、保護命令等について規定されて

いる。 
刑事手続については、刑事訴訟法（以下「刑訴法」という。）で規定されている。 
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３ 処罰される行為 
処罰される行為は、刑法において規定されている。配偶者間の暴力について、特別に 
定めた法律は存在しない。 
暴力保護法の対象となると思われる犯罪の主なものは以下のとおりである。 

  ○ 強姦（刑法第177条） 
        ２年以上の自由刑 
  ○ 謀殺（刑法第211条） 
        無期自由刑 
          ※ 謀殺者とは、下劣動機に基づき残酷に人を殺すことなどをいう。 
    ○ 故殺（刑法第212条） 
        ５年以上の自由刑 
    ○ 遺棄（刑法第221条） 
        ３月以上５年以下の自由刑 
    ○ 傷害（刑法第223条） 
        ３年以下の自由刑又は罰金 
    ○ 危険な傷害（刑法第223条a） 
    ５年以下の自由刑又は罰金 
          ※ 危険な傷害とは、凶器を用いた傷害をいう。 
    ○ 毒害（刑法第229条） 
        １年以上10年以下の自由刑 
          ※ 毒害とは、他人の健康を害するため、毒物又はその他の健康を破壊するに

      適した物質を投与すること。 
    ○ 強要（刑法第240条） 
        ３年以下の自由刑又は罰金 
    ○ 脅迫（刑法第241条） 
        １年以下の自由刑又は罰金 
なお、重罪とは、最下限に１年以上の自由刑が定められている違法な行為をいい、軽 
罪とは、最下限に１年未満の自由刑又は罰金が定められている違法な行為をいう（刑法

第12条）。 
 
４ 加害者に対する命令 
(1) 保護命令（暴力保護法第１条） 
  ○ 行為者が故意に他人の身体、健康、自由を違法に侵害した場合 
  ○ 他人を生命、身体、健康、自由の侵害を内容として違法に脅迫した場合 
  ○ 違法かつ故意に、 
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   ・ 他人の住居又は平穏な不動産に侵入した場合 
   ・ 他人をその明示的意思に反して繰り返し追跡し、又は、遠隔通信手段を利用し

    て追跡して、過度に迷惑を引き起こした場合。 
以上の場合には、裁判所は被害者の訴えに基づいて、更なる被害を防止するために、 
行為者に次のことを行わないよう命令することができる。 
    ① 被害者の住居への立入り 
    ② 被害者の住居の一定範囲に留まること 
    ③ 被害者が定期的に留まらなければならない特定の他の場所を訪れること 
    ④ 遠隔通信手段の利用を含めて被害者と接触すること 
    ⑤ 被害者と出会うようにすること 
(2) 保護命令違反（暴力保護法第４条） 
命令に違反した場合は、１年以下の自由刑又は罰金に処する。 

 
５ 司法手続 
(1) 捜査 
検察官は、犯罪についての通報等により、犯罪の嫌疑について認識を得たときは、公 

訴を提起すべきかどうか決定するため、事実関係を究明しなければならない（刑訴法第

160条）。 
検察官は、捜査に必要な処分を自ら行う又は警察官に行わせることができる（刑訴法 
第161条）。 
警察官は、犯罪を究明し、遅延の許されない処分はすべてこれを行い、もって事件の 
混迷化を防止しなければならない。また、警察官は、捜査の結果を遅滞なく検察官に送

付することとなっている（刑訴法第163条）。 
(2) 勾留 
被疑者が罪を犯したと疑うに足りる強い理由があり、逃亡や証拠隠滅のおそれがある 
場合は、検察官の請求に基づき裁判官が発する勾留状により、被疑者を勾留することが

できる（刑訴法第112条、第114条、第125条）。 
６月以下の自由刑、180日以下の日数罰金に当たる事件では、証拠隠滅のおそれを理 
由として勾留を命ずることはできない（刑訴法第113条）。 
勾留状により被疑者を拘束したときは、速やかに管轄裁判官に引致しなければならず、 

引致を受けた裁判官は、遅くとも翌日中に被疑者を尋問しなければならない（刑訴法第

115条）。 
裁判官は、定められた日時における指定官署への出頭、住所・居所の制限、担保の提 
供などを考慮して、勾留状の執行を猶予することができる（刑訴法第115条）。 
(3) 身柄の仮拘束 
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現に犯罪を行っている時に捕捉され、又は追跡された者について、逃亡のおそれがあ 
る又はその身元が直ちに確認できないときは、何人も裁判官の命令なしにその身柄を拘

束することができる（刑訴法第127条第１項）。 
検察官及び警察職員は、現行犯の場合のほか、勾留状の要件を備える場合で、緊急を 
要するときも身柄の仮拘束を行うことができる（刑訴法第127条第２項）。 
身柄を仮拘束された者は、遅くとも拘束の翌日までに裁判官に引致されなければなら 
ない（刑訴法第128条）。 
(4) 起訴 
起訴は検察官が行うこととなっている（刑訴法第152条）。 
軽微な犯罪については、検察官は裁判所の同意を得て、起訴しないことができる（刑 
訴法第153条）。なお、裁判所においては、起訴後どの段階においても、検察官、被害者

の同意があれば手続を打ちきることができる。 
軽罪について検察官が起訴しない場合は、以下のような賦課事項又は遵守事項を課す 
ことができる（刑訴法第153条a）。 
    ① 犯罪のよって生じた損害を回復するために特定の給付を行うこと。 
    ② 公共の施設又は国庫に金員を支払うこと。 
    ③ その他公共に役立つ給付を行うこと。 
    ④ 一定額の扶養義務を履行すること。 
    ⑤ 被害者との和解に真剣に取り組むこと。 
    ⑥ 道交法に基づく講習に参加すること。 
          ※ 期限については、④は１年以下、それ以外は６月以下。 
なお、裁判所は、起訴後、公判終結までの間、検察官、被害者の同意を得て、手続を 
暫定的に中止し、賦課事項又は遵守事項を課すことができる。 
(5) 公判の開始に関する裁判 
裁判所は、公判を開始すべきか否かについて裁判を行うこととなっている（刑訴法第 
199条）。 
捜査の結果から判断して被告人が罪を犯したことにつき十分な嫌疑があると認めると 
きは、公判開始を決定する（刑訴法第203条）。 
(6) 公判 
公判の結果、判決が言い渡される。 
１年以下の自由刑を言い渡す場合において、言い渡しを受けた者が有罪判決を警告と 
して役立たしめ、将来、刑を執行しなくともいかなる犯罪行為をも犯さないと思われる

ときは、保護観察のために刑の執行を延期することができる（刑法第56条第１項）。特

別の事情がある場合は、２年以下の自由刑を言い渡す場合も、同様に保護観察のために

刑の執行を延期することができる（刑法第56条第２項）。 
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保護観察期間は、裁判所が決定し、その期間は２年から５年である（刑法第56条a）。 
裁判所は、有罪の言い渡しを受けた者に対し、 

    ① 行為による損害を回復すること 
    ② 公共に役立つ施設又は国庫に金員を払うこと 
    ③ その他公共に役立つ仕事を行うこと 
 といった遵守事項を課すことができる（刑法第56条b）。 

また、裁判所は、保護観察期間中に、 
    ① 居住地等に関する要求を遵守すること 
    ② 一定日時に裁判所等へ出頭すること 
    ③ 一定のグループと付き合わないこと 
    ④ 犯罪を誘発する一定の物件を所有、保管しないこと 
    ⑤ 扶養義務をつくすこと 
 といった指示をすることができる（刑法第56条c）。 

保護観察中に犯罪を犯した場合、遵守事項、指示事項を守らない場合は、刑の延期は 
撤回される（刑法第56条f）。 
裁判所が刑の延期を撤回しない場合は、刑を免除したこととなる（刑法第56条g）。 
180日分以下の日数罰金に処せられるべき場合において、裁判所は、有罪の宣告に併 

せてその者を警告し、刑を定め、刑の言い渡しを留保することができる（刑法第59条）。 
この場合、１年から３年の保護観察に付すことができる（刑法第59条a）。 
保護観察期間経過後は、警告が打ちきられたことを確認することとなる（刑法第59条 
b）。 
行為者が責任無能力又は訴訟無能力のため刑事手続を遂行しない場合は、改善及び保 
安処分として 
    ① 精神病院における収容 
    ② 禁絶施設における収容 
    ③ 社会治療施設における収容 
    ④ 保護監置における収容 
    ⑤ 行状監督 
    ⑥ 運転免許証の取消し 
    ⑦ 職業禁止 
 を言い渡すことができる（刑訴法第413条）。 

軽罪については、公判を開くことなく、書面により処分を定めることができる（刑訴 
法第407条）。 
事件の事実関係が簡単であるか、又は証拠が明白で、即時の裁判に適している場合に 
は、検察官は書面又は口頭で、簡易手続により裁判の申立てを行う。この手続において
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起訴状の提出は必要ない。ただし、１年を超える自由刑又は改善保安処分はこの手続に

より科すことはできない（刑訴法第417条、第418条、第419条）
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６ ドイツにおける刑事手続及び保護命令の流れ 
 
 
 
             犯    罪                                          

                                      
                                                   保 護 命 令 
                                                                 
            捜    査          警察による退去命令 
                                                    ※ 各州の警察法で規定 
 
                                      
    身柄拘束（勾留、身柄の仮拘束）           身柄不拘束 
 
 
                                    簡易手続による裁判 
 
 

   起 訴   略式命令請求    不起訴  
 
 
                                  略式命令           軽罪の場合は、 
                                                        賦課事項又は遵守事項を 
                                                        課すことができる。 
 
                                                   手続の暫定的中止 
           公判開始に関する裁判                賦課事項又は遵守事項を 
                                                      課すことができる。 
                                                       
        公    判              
   
 
有罪（実刑） 有罪（罰金） 有罪（保護観察付の執行猶予付） 刑の言い渡し留保   無罪 
                                      保護観察を付すことも可能 

 



 

- 22 - 

 
 
参考文献 
戸田典子 「ドメスティック・バイオレンスからの保護－ドイツの新法案」（外国の立法 
   2001年６月号） 
林美月子 「配偶者による暴力－ドイツの対応」（神奈川法学第35巻第２号、神奈川大学

   法学会）  
「ヨーロッパ各国の地方自治制度」（平成２年（財）自治体国際化協会） 
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第３ 韓国における配偶者からの暴力の加害者に関する制度等につい 

 て 
 
１ 韓国の法体系 
韓国においては、大韓民国憲法の下、国会が定める法律により、国民の権利及び義務 
等が定められている。地方公共団体（特別市、広域市、道、市、郡、自治区）は、法令

の範囲内において条例を制定できるに過ぎず、法律の委任がなければ、条例で罰則を定

めることはできない（地方自治法第15条）。 
刑罰や刑事手続については、法律で定められている。 
司法権は法院に属しており、最高法院である大法院のほか、各級法院として、高等法 
院、地方法院、家庭法院（家事訴訟等の第１審）、特許法院（特許法関係の第１審）、行

政法院（行政事件等の第１審）が置かれている（法院組織法第３条第１項）。 
 
２ 韓国におけるいわゆる「ドメスティック・バイオレンス」に関する法律 
傷害、暴行等の罪については、刑法で規定されており、これらの規定は配偶者間の行 
為に対しても適用される。 
刑事手続については、刑事訴訟法（以下「刑訴法」という。）で規定されている。 
家庭暴力犯罪に関しては、「家庭暴力犯罪の処罰等に関する特例法」（1997年、以下「特 
例法」という。）により、刑事手続の特例としての「保護処分」が規定されている。家

庭暴力犯罪については、この特例法が優先的に適用されることとなる。 
このほか、家庭暴力関連相談所の設置及び運営等について規定した「家庭暴力防止及 
び被害者保護等に関する法律」（1997年）がある。 

 
３ 家庭暴力犯罪とは 

家庭暴力犯罪とは、配偶者（事実上婚姻関係にある者を含む）、元配偶者、自己又は 
配偶者の親や子、同居親族等の間で行われる、身体的、精神的又は財産的被害を伴う行

為で、刑法の傷害罪（第257条）、重傷害罪（第258条）、暴行罪（第260条）、遺棄罪（第

271条）、虐待罪（第273条）、逮捕監禁罪（第276条）、脅迫罪（第283条）、名誉毀損罪  

（307条）、侮辱罪（第311条）、住居・身体捜索罪（第321条）、強要罪（第324条）、恐喝

罪（第350条）、財物損壊等罪（第366条）等に当たる行為である（特例法第２条）。 
主な家庭暴力犯罪の量刑は以下のとおり。 

      ○ 傷害 
          ７年以下の懲役、10年以下の資格停止（※）又は１千万ウォン以下の罰金 
         ※ 資格停止（刑法第44条） 
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                公務員になる資格、選挙権、被選挙権等の資格を１年以上15年以

          下停止すること。罰金より重い刑として位置付けられている。 
      ○ 重傷害 
          １年以上10年以下の懲役 
      ※ 重傷害とは、人の身体を傷害して生命に対する危険を発生させる行為。 
      ○ 暴行 
          ２年以下の懲役、500万ウォン以下の罰金、拘留又は科料 
      ○ 遺棄（扶助を要する者を保護する法律上又は契約上義務がある者による遺棄） 
          ３年以下の懲役又は500万ウォン以下の罰金 
      ○ 虐待（自己の保護又は監督を受ける人の虐待） 
          ２年以下の懲役又は500万ウォン以下の罰金 
      ○ 逮捕監禁 
          ５年以下の懲役又は700万ウォン以下の罰金 
      ○ 脅迫 
          ３年以下の懲役、500万ウォン以下の罰金、拘留又は科料 
      ○ 名誉毀損 
          ２年以下の懲役若しくは禁固又は500万ウォン以下の罰金 
          （虚偽の事実を摘示した場合は、５年以下の懲役、10年以下の資格停止又は 
      1,000万ウォン以下の罰金） 
      ○ 侮辱 
          １年以下の懲役若しくは禁固又は200万ウォン以下の罰金 
      ○ 住居・身体捜索 
          ３年以下の懲役 
      ※ 人の身体、住居等を捜索すること。 
      ○ 強要 
          ５年以下の懲役 
      ○ 恐喝 
          10年以下の懲役又は2,000万ウォン以下の罰金 
      ○ 財物損壊等 
          ３年以下の懲役又は700万ウォン以下の罰金 
      ※ 他人の財物、文書又は電磁的記録等特殊媒体記録を損壊又は隠匿するな

       どによりその効用を害すること。 
 
４ 加害者に対する命令 
    特例法に「保護処分」及び「賠償命令」として規定されている（詳細は後述の司法手
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 続の項で説明）。 
 
５ 司法手続 
(1) 捜査 
捜査の主体は検事であり、警察官は検事の指揮を受けて捜査及び捜査の補助を行うこ 
ととなっている（刑訴法第196条）。 
検事は、犯罪の嫌疑があると思料するときは、犯人、犯罪事実及び証拠を捜査をしな 
ければならない（刑訴法第195条）。 
進行中の家庭暴力犯罪について申告を受けた警察官は、直ちに現場に臨場し、以下の 
措置を行わなければならない（特例法第５条）。 
    ① 暴力行為の制止及び犯罪捜査 
    ② 被害者の家庭暴力関連相談所又は保護施設への引渡し（被害者の同意がある場合

   に限る。） 
    ③ 緊急治療が必要な被害者の医療機関への引渡し 
    ④ 暴力行為の再発時に臨時措置（後述）を申請できることの通知 
検事は、警察官がこれらの応急措置を採ったにもかかわらず、家庭暴力犯罪が再発す 
るおそれがあると認める場合は、職権又は警察官の申請により裁判所に臨時措置を請求

することができる。 
(2) 逮捕 
検事又は警察官は、捜査に必要がある場合、被疑者を出頭させ陳述を聞くことができ 
る（刑訴法第200条第１項）。被疑者が罪を犯したと疑うに足りる相当の理由があり、正

当な理由なくこの出頭に応じない又は応じないおそれがある場合には、検事は、地方法

院判事が発する逮捕令状により、被疑者を逮捕することができる。警察官が被疑者を逮

捕する場合は、検事の請求により地方法院判事が発する逮捕令状が必要となる（刑訴法

第200条の２第１項）。 
ただし、緊急逮捕（※１）、現行犯逮捕（※２）の場合は逮捕令状は必要ない。 

      ※１ 緊急逮捕（刑訴法第200条の３） 
            検事又は警察官は、被疑者が死刑、無期又は長期３年以上の懲役又は禁固に

     当たる罪を犯したことを疑うに足りる十分な理由があって、被疑者に一定の住

     居を有しない、証拠を隠滅するおそれがある、逃亡のおそれがあるといった事

     由がある場合で、急速を要し地方法院判事の逮捕令状を受けることができない

     ときは、その理由を告げて被疑者を逮捕することができる。 
      ※２ 現行犯逮捕（刑訴法第211条） 
            以下の者は、現行犯人として、何人も令状なしで逮捕できる。 
         ・ 犯罪実行中又は実行直後の者 
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         ・ 犯人として追呼されている者 
      ・ 贓物又は明らかに犯罪に使用したと思われる凶器その他の物を所持して

       いる者 
         ・ 身体又は衣類に顕著な証跡がある者 
         ・ 誰何されて逃走しようとする者 
(3) 拘束 
緊急逮捕、現行犯逮捕を含め、逮捕した被疑者の身柄を引き続き拘束するには、逮捕 
後48時間以内に拘束令状を請求しなければならず、この時間内に拘束令状を請求しない

場合は被疑者を釈放しなければならない（刑訴法第200条の２第５項、第200条の４第１

項、第213条の２）。 
検事又は警察官は、被疑者に、一定の住居を有しない、証拠を隠滅するおそれがある 
、逃亡のおそれがあるといった事由がある場合、地方法院判事が発する拘束令状により、

被疑者の身柄を拘束することができる（警察官が被疑者の身柄を拘束する場合は、検事

の請求により地方法院判事が発する拘束令状が必要となる。）（刑訴法第201条）。 
(4) 警察官による事件送致 
加害者の身柄を拘束する場合は、(2)逮捕、(3)拘束の手続を行うが、加害者の身柄を 
拘束しない場合は、任意で捜査が行われ、捜査が終了した時点で警察官から検事に事件

が送致されることとなる。 
警察官が被疑者を拘束した場合は、10日以内に、被疑者を検事に引致するか釈放する 
かについて決定しなければならない（刑訴法第202条）。 
家庭暴力犯罪については、警察官は迅速に捜査して事件を検事に送致しなければなら 
ず、送致に当たって、当該事件が家庭保護事件として処理することが相当であるか否か

に関する意見を提示することができる（特例法第７条）。 
(5) 起訴 
検事は、被疑者を拘束した場合又は警察官から被疑者の引致を受けた場合、10日以内 
（更に10日間の延長が可能）に公訴を提起する。この期間内に公訴を提起しない場合は、

被疑者を釈放しなければならない（刑訴法第203条、第205条）。 
ただし、刑法第51条で定められている 

       ⅰ 犯人の年齢、性行、知能及び環境 
              ⅱ 被害者との関係 
              ⅲ 犯行の動機、手段及び結果 
              ⅳ 犯行後の情況 
 を斟酌し、公訴を提起しないこともできる（起訴猶予、刑訴法第247条）。なお、家庭内

 の暴力事件については、起訴猶予後、再び犯罪を犯した場合は厳罰に処すとの警告を行

 う運用がなされている。 
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 ※ 家庭保護事件としての特例（保護処分） 
ア 検事による送致 
検事は、事件の性質、動機、結果、行為者の性行等にかんがみ、保護処分に処 

することが相当であると認める場合は、家庭保護事件として、家庭法院（家庭法

院が設置されていない地域においては地方法院）に送致しなければならない（加

害者の身柄を拘束している場合は、拘束期間内に送致）。ただし、被害者の意思

を尊重する必要がある（特例法第９条、第11条）。 
イ 臨時措置 

     判事は、必要があれば、行為者に対し、 
          ・ 被害者又は家族構成員の住居等からの退去（２月以内） 
          ・ 被害者の住居、職場等から100メートル以内への立入禁止（２月以内） 
          ・ 医療機関その他療養所への委託（１月以内） 
          ・ 留置場又は拘置所への留置（１月以内） 
        といった臨時措置を採ることができ、送致後24時間以内にこの臨時措置の可否に

    ついて決定しなければならない（特例法第13条第１項、第29条）。 
          なお、臨時措置に違反した場合の罰則は用意されていない。 
          加害者の身柄を拘束している場合は、判事が臨時措置の可否について決定した

    時点で、拘束令状は失効する（特例法第13条第３項）。 
      ウ  保護処分 
          判事は、審理の結果、以下の処分を行うことができる（併科可能）（特例法第 
    40条）。 
          ① 被害者に接近する行為の制限（６月以内） 
          ② 親権行使の制限（６月以内） 
          ③ 社会奉仕、受講命令（100時間以内） 
          ④ 保護観察（６月以内） 
          ⑤ 家庭暴力防止及び被害者保護等に関する法律が定める保護施設への監護委

      託（６月以内） 
          ⑥ 医療機関への治療委託（６月以内） 
          ⑦ 相談所等への相談委託（６月以内） 

保護処分が確定したときは、同一の犯罪事実により公訴提起することはできな 
い。ただし、行為者が保護処分の内容を履行しない場合は、判事の決定により保

護処分を取り消した上、検事に送致しなければならず、この場合は同一事実によ

る公訴提起も可能となる（特例第16条、第46条）。 
なお、保護処分を履行しない場合は、２年以下の懲役、2,000万ウォン以下の 

罰金又は拘留に処することとなる（特例法第63条）。 
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エ 賠償命令 
判事は、保護処分と同時に、賠償（被害者又は家庭構成員の扶養に必要な費用 
の支給、事件により直接被った物的被害及び治療費の賠償）を命じることができ

る（特例法第57条）。 
(6) 裁判 
 ア 判決 

被疑者が起訴された場合は、判事により裁判が行われ、判決が言い渡される。 
判事が審理した結果、保護処分とすることが相当と認める場合は、家庭保護事件を 
管轄する法院に事件を送致することができる（被害者の意思を尊重する必要あり。）

（特例法第12条）。送致後は、検察官による送致の場合と同様の流れで保護処分に向

けた手続が進められる。 
 イ 刑の宣告猶予 

１年以下の懲役、禁固、資格停止、罰金の刑については、改悛の情状が顕著であれ 
ば、刑の宣告を猶予することができる（刑法第59条）。この場合、１年間の保護観察

を命ずることができる（刑法第59条の２）。刑の宣告猶予を受けた日から２年を経過

したときは、免訴されたものとみなされる（刑法第60条）。 
 ウ 刑の執行猶予 

３年以下の懲役又は禁固の刑については、情状を酌量の上、１年以上５年以下の期 
間、刑の執行を猶予することができる（刑法第62条）。この場合、保護観察（期間は

執行猶予期間を上限に法院で定める）又は社会奉仕若しくは受講を命ずることができ

る（刑法第62条の２）。執行猶予の宣告後、その宣告の失効する又は取り消されるこ

となく猶予期間を経過した場合は、刑の宣告は効力を失う（刑法第65条）。 
 エ 略式手続 

罰金、科料又は没収を求める事件については、検事の請求により、公判手続に移行 
せず、略式手続を採ることができる（刑訴法第448条）。
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６ 韓国における刑事手続の流れ 
 
 
 

 犯    罪  
 
 

 捜    査  
                                                                      
 
 
   逮捕（通常逮捕、緊急逮捕、現行犯逮捕）     身柄不拘束  
 
 
                                         
             拘    束  
                                       家庭保護事件として検事から送致 
                                     家庭法院等 
 
                                         保護処分 
                                                          社会奉仕、受講命令 
                                                          相談委託  

  起 訴  略式命令請求      不起訴  
 
 
                 略式命令 
                                             家庭保護事件として地方法院判事から送致 
      裁    判                                家庭法院等 
                                           
                                           保護処分 
                                                             社会奉仕、受講命令 
                                                              相談委託 
 
 
   有罪（実刑） 有罪（罰金） 有罪（執行猶予） 有罪（刑の宣告猶予） 無罪 
                 保護観察又は   保護観察を命ずることが可能 
                         社会奉仕、受講を命じる 
                 ことが可能 
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第４ 台湾における配偶者からの暴力の加害者に関する制度等につい 

 て 
 
１ 台湾の法体系 
台湾には、中央政府のほか、地方政府として、省、県、市が置かれている。省の下に 
県及び市が置かれ、県と市は同列に扱われている。市の中には、中央政府直轄の市（省

と同列）も存在する。中華民国憲法により、立法院が国家最高の立法機関と位置付けら

れているが、省、県及び市にも一定の立法権が与えられている。 
立法管轄については、刑事、民事の法律及び司法制度は、中央が立法かつ執行するこ 
ととなっており、警察制度は、中央が立法かつ執行する又はその執行を省県に委ねるこ

ととなっている。 
裁判所については、最高法院（最高裁判所に当たる。）、高等法院（省、直轄市等に設

置され、刑事、民事の第二審裁判を担当する。）、地方法院（直轄市、県及び市に設置

され、刑事、民事の第一審裁判や非訟事件裁判を担当する。）が置かれ、基本的には三

審制が採られている。 
検察機関は、法院組織内に置かれているが、検察官は法院から独立してその職権を行 
使することとなっている。 

 
２ 台湾におけるいわゆる「ドメスティック・バイオレンス」に関する規定 
台湾家庭暴力防治法（1998年、以下「防治法」という。）により、民事保護令や刑事 
手続について規定されている。 
殺人、傷害等の処罰については刑法で、一般的な刑事手続については、刑事訴訟法（以 
下「刑訴法」という。）でそれぞれ規定されている。 

 
３ 家庭暴力罪とは 
家庭暴力罪とは、家族成員（※１）の間における故意の家庭暴力（※２）によって、 
他の法律に定める罪を犯すことである（防治法第２条）。 
      ※１ 家族成員とは、以下の者及びその未成年の子をいう。 
              ① 配偶者又は元配偶者 
              ② 現在又は以前に事実上の夫婦関係を有する者、家長尊属又は家族関係

        を有する者（親族でない者も永久に共同生活を営む目的を持って一つの

        家に同居するときは家族とみなす。） 
              ③ 現在又は以前に直系血族又は直系姻族である者 
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              ④ 現在又は以前に四親等内の傍系血族又は傍系姻族である者 
      ※２ 家庭暴力とは、家族成員の間において身体又は精神に不法な侵害を与える行

     為をいう。 
刑法に規定された、主な処罰行為及びその量刑については以下のとおり。 

      ○ 強姦（刑法第221条） 
          ５年以上の有期懲役 
              ※ 強姦罪は親告罪となっている。 
      ○  殺人（刑法第271条） 
          死刑、無期又は10年以上の懲役 
      ○ 傷害（刑法第277条） 
          ３年以下の懲役、拘留又は千元以下の罰金 
              ※ 傷害罪は親告罪となっている。 
   ○ 不同意堕胎（刑法第291条）  
              ※ １年以上７年以下の懲役 
      ○ 保護責任者遺棄（刑法第294条） 
          ６月以上５年以下の懲役 
      ○ 侮辱（刑法第309条） 
          拘留又は300元以下の罰金 
      ○ 誹謗（刑法第310条） 
          １年以下の懲役、拘留又は500元以下の罰金 
 
４ 加害者に対する命令 
加害者に対しては、裁判所が民事保護令を発することができる。この保護令には「通 
常保護令」と「一時保護令」があり、被害者、検察官、警察機関又は直轄市、県（市）

政府が、書面により、裁判所に保護令を請求することとなっている。ただし、被害者が

家庭暴力危害を受けるおそれがあり、かつ、その危害が切迫している場合には、検察官、

警察機関又は直轄市、県（市）政府は、口頭、ファクシミリその他の送信方法により保

護令を請求することができる（防治法第９条、第11条）。 
(1) 通常保護令（防治法第13条） 
  通常保護令とは以下の内容の命令である。 
    ① 相手方に、被害者又はその特定家族成員に対する家庭暴力を禁止する。 
    ② 相手方に、直接又は間接の被害者に対する嫌がらせ（※）、電話、通信その他の

   必要がない連絡行為を禁止する。 
          ※ 嫌がらせとは、すべての迷惑、恐喝、他人を軽蔑若しくは侮辱する言動又

      は他人に恐怖を与えることをいう（防治法第２条）。 
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    ③ 相手方に、被害者の住居から転居することを命ずる。必要があれば当該不動産の

   処分その他の仮処分を禁止する。 
    ④ 相手方に、被害者の住居、学校、職場その他の被害者又はその特定家族が通常出

   入りする場所への接近を禁止する。 
    ⑤ 自動車、バイクその他の個人生活上、職業上又は教育上の必要品の使用権を定め

   る。必要があればその交付を命ずる。 
    ⑥ 未成年の子に対する権利義務の行使又は負担は、当事者の一方又は双方によって、

   一時的に共同で行うことを定める。必要があれば子の引き渡しを命ずる。 
    ⑦ 相手方とその未成年の子の面会及び交流方法を定める。必要があれば、面会及び

   交際を禁止する。 
    ⑧ 相手方に、被害者の住居の家賃又は被害者及びその未成年の子に対する扶養費の

   給付を命ずる。 
    ⑨ 相手方に、被害者又は特定家族成員の医療、補導、庇護所、財物の損害などに支

   出した費用の交付を命ずる。 
    ⑩ 相手方に、薬物禁絶治療、精神治療、心理補導などの加害者処遇計画の受講を命

   ずる。 
    ⑪ 相手方に、相当な弁護士費用の負担を命ずる。 
    ⑫ 被害者又はその特定家族成員を保護するためのその他の必要な措置を命ずる。 
通常保護命令の有効期間は１年以下であり、１回に限り、１年以下の延長が可能とな 
っている（防治法第14条）。 
(2) 一時保護令（防治法第15条） 
一時保護令とは、裁判所の審理手続を行わず、又は通常保護令の審理の終結前に発す 
る命令で、その内容は、(1)の①から⑥及び⑫に限定される。通常保護令請求前に請求 

することとなっており、一時保護令が発せられた場合は、通常保護令を請求したものと

みなされ、引き続き通常保護令の審理に入ることとなる。 
検察官、警察機関又は直轄市、県（市）政府から、口頭、ファクシミリその他の送信 
方法により保護令の請求があった場合、裁判所は、警察官の陳述（法定に出頭又は電話

によるもの）から判断し、被害者が危害を受けるおそれ及びその急迫性が認められるの

であれば、原則として４時間以内に書面（ファックス等可）により一時保護令を発しな

ければならない。 
一時保護令は、通常保護令が発せられた時点でその効力を失う。 

(3) 保護令違反（防治法第50条） 
(1)の①から④及び⑩の通常保護令又は一時保護令に違反した者は、３年以下の懲役 
又は拘留に処し、新台湾元10万元以下の罰金を併科することができる。 
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５ 司法手続 
(1) 捜査 
捜査の主体は検察官であり、警察は司法警察吏として、検察官又は司法警察官（※） 
の命令を受けて捜査を行うこととなっている（刑訴法第231条）。 
      ※ 司法警察官は、検察官の犯罪捜査を補助する司法警察官（県（市）長、警政庁

    長、警務処長、警察局長、憲兵隊長官：以下「第１級司法警察官」という。）と

    検察官の指揮に従い犯罪を捜査する司法警察官（警察官長、憲兵官長、士官等）

    に分けられる。第１級司法警察官は、捜査の結果を検察官に移送しなければなら

    ないこととなっている（刑訴法第229条、230条）。 
(2) 逮捕 
以下の場合は、現行犯として、何人も逮捕状なしで逮捕することができる（刑訴法第 
88条）。 
        ○ 犯罪の実行中又は実行後直ちに発覚したとき 
        ○ 犯罪人として追呼されているとき 
        ○ 凶器、贓物等を所持している又は身体、衣服等に犯罪の痕跡があらわに出て

     いることにより、明らかに犯罪人であることを疑うべきとき 
      ※ 日本におけるいわゆる「通常逮捕」は、「勾引」という用語が当てられている。 
司法警察官又は司法警察吏は、家庭暴力罪又は保護令違反の現行犯を発見した場合は、 
直ちに逮捕しなければならない（防治法第22条）。 
(3) 勾引 
検察官が被疑者を取り調べるには召喚状（検察官が署名したもの）により、警察官が 
被疑者を取り調べるには出頭通知書（司法警察機関の主管の長が署名したもの）により、

それぞれ被疑者に任意出頭を促す（刑訴法第71条、第71条の１）。 
被疑者が正当な理由なく出頭を拒否する場合には、検察官が発する勾引状により、被 
疑者を勾引することができる（刑訴法第71条の１、第75条）。勾引の執行は、司法警察

官又は司法警察吏が行う。 
なお、犯罪の嫌疑が重大であって、被疑者に逃亡のおそれがあるなどの一定の事由に 
該当する場合は、召喚手続を採ることなく、直ちに勾引手続に入ることができる（刑訴

法第76条）。 
また、重大な嫌疑があるにもかかわらず、質問又は検査されている場から逃避した場 
合などにおいて、情況が急迫している場合は、検察官、司法警察官又は司法警察吏は勾

引状がなくとも直ちに被疑者を勾引することができる。ただし、司法警察官又は司法警

察吏が勾引を執行する場合は、執行後、直ちに検察官に勾引状の発布を求めなければな

らない（刑訴法第88条の１）。 
司法警察官又は司法警察吏は、被疑者が家庭暴力罪を犯した重大な嫌疑があり（現行 



 

- 35 - 

犯は除く。）、家族成員の生命、身体又は自由を継続的に侵害するおそれがある場合にお

いて、情況が急迫し、検察官に報告する時間的余裕がないときは、勾引状なくして直ち

に被疑者を勾引することができる。この場合も、勾引後、直ちに検察官に勾引状の発布

を求めなければならない（防治法第22条）。 
(4) 勾留 
捜査段階における取調べの権限は、検察官が有している。第１級司法警察官は、勾引 

又は逮捕された被疑者を受け取り、勾留の必要があると認める場合は、24時間以内に検

察官に移送することとなっている（刑訴法第229条第２項）。検察官は、逮捕又は勾引後

24時間以内に、即時尋問を行い、勾留の要否を判断しなければならない（刑訴法第93条）。

住居不定、逃亡、通謀、証拠隠滅のおそれ、重大犯罪に該当するといった事由があれば、

検察官は、勾留状（検察官が署名）により、被疑者を勾留することができる（刑訴法第

101条、第102条）。 
勾留の期間は、捜査段階では２か月以内（１回に限り２か月を限度に延長可能）、公 
判中は３か月以内とされている（刑訴法第108条）。 
勾留の必要がなく釈放する場合は、保証金の納付、身元保証、住居の制限を命ずるこ 
とができる（刑訴法第93条）。この場合、家庭暴力罪又は保護令違反の被疑者には、以

下の条件（１つ又は複数）が付されることとなる（防治法第23条）。 
    ① 家庭暴力行為を禁止すること 
    ② 被害者の住居から転居すること 
    ③ 被害者に対する直接又は間接の嫌がらせ、電話その他の手段による連絡行為を禁

   止すること 
    ④ その他の被害者の安全を保護するための措置 
この条件に違反した場合は、検察官又は法官は原処分を取消し、ほかに適当な処分を 
与えることとなる（防治法第24条）。 
また、被告人等は、何時でも保証を立てて勾留の停止を申請することができる。裁判 

所によって勾留停止が決定された場合は、上記①から④（１つ又は複数）の条件が付さ

れ、その条件に違反した場合の措置も防治法第24条が準用されることとなる（刑訴法第

110条、防治法第25条）。 
(5) 起訴 
検察官は、捜査で得られた証拠により、被疑者に嫌疑があると認める場合は、公訴を 
提起することとなる（刑訴法第251条）。勾留期間内に起訴がなされない場合は、勾留は

取り消されたこととなる（刑訴法第108条第４項）。 
死刑、無期又は３年以上の有期刑が定められている罪以外については、１年以上３年 
以下の間、起訴を猶予することが可能であり（刑訴法第253-3条）、検察官はこの猶予期

間中、加害者に対し精神治療、カウンセリングなどの受診などの遵守事項を課すことが
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可能である（ただし、加害者の同意が必要。）（刑訴法第253-2条）。 
 
(6) 裁判 
被疑者が起訴された場合は、法院により審判が行われ、その結果、判決が言い渡され 
る。 
２年以下の懲役、拘留又は罰金の宣告については、２年以上５年以下の刑の執行猶予 
を宣告することができる（刑法第74条）。執行猶予が取り消されることなくその期間が

満了した場合は、その刑の宣告は効力を失うこととなる（刑法第76条）。 
執行猶予の宣告を受けた者に対しては、その期間中、保護観察に付すことができる（刑 
法第93条）。家庭暴力罪又は保護令違反に関して執行猶予の宣告を受けた者は、執行猶

予禁中、保護観察に付されることとなる（防治法第30条第１項）。その際、以下の事項

の遵守を命令することができる（防治法第30条第２項）。 
    ① 家庭暴力行為の禁止 
    ② 被害者の住居からの転出 
    ③ 被害者に対する直接又は間接の嫌がらせ、電話その他の手段による連絡行為の禁

   止 
    ④  薬物禁絶治療、精神治療、心理補導などの加害者処遇計画の受講 
    ⑤ その他の被害者又はその特定の家族成員の安全を保護すること又は更生保護に関

   する事項 
この遵守事項に違反し、かつその情状が重大である場合は、執行猶予が取り消される 
こととなる（防治法第30条第４項）。 
また、酒乱によって罪を犯した者に対しては、刑の執行完了後又は赦免後、適当な場 
所に収容して、禁絶処分を施すことができる（刑法第89条）。この処分は、３年以下の

保護観察に代えることができる。 
量刑の本刑が３年以下の懲役、拘留又は専科罰金の罪（一部例外あり）については、 

検察官の申請により、通常の審判手続を経ない簡易判決により刑を言い渡すことができ

る（刑訴法第449条）。検察官が通常手続により起訴した場合であっても、法院の判断で

（検察官及び被告の同意が必要）簡易判決とすることも可能である（刑訴法第451条第１

項）。
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６ 台湾における刑事手続及び保護令の流れ 
 
 
 
           犯    罪                                              
                                  
                                          一時保護令     通常保護令 
                                                       加害者処遇計画受講

        
          捜    査  
 
 
                                      
       身柄拘束（逮捕、勾引）           身柄不拘束 
 
                                  
     
  勾  留       勾留停止       釈放（条件付） 
 
 
 

   起 訴    略式命令請求    不起訴  
 
 
                                  略式命令      起訴猶予の場合は、 精神治療、
                         カウンセリングなどを遵守事項と

                         して課すことができる。 
 
          裁    判         勾留停止    釈放（条件付） 
  
   
 
 
 有罪（実刑） 有罪（罰金） 有罪（執行猶予付）  無 罪 
    受刑者処遇計画                 家庭暴力罪又は保護令違反 
                    については、加害者処遇計画の受講 
                                       を命ずることができる。 
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第５ アメリカ（カリフォルニア州）における配偶者からの暴力の加 

 害者に関する制度等について 
 
１ アメリカ合衆国の法体系 
アメリカ合衆国（以下「アメリカ」という。）は、一定の主権を有する50の州（state） 
で構成される連邦国家である。連邦及び州は、それぞれ独自の憲法を定めており、それ

ぞれ立法権を有している。ただし、連邦は、合衆国憲法により明示的又は黙示的に与え

られた範囲内でしか立法権を有しておらず、多くの事項については、各州が定める州法

によって規定されている。すなわち、州内においてどのような行為を処罰するか、どの

ような手続で裁判を行うか、どのような判決を出すかなどについては、すべて州法で規

定されており、その内容は州によって様々である。 
州には、州法、州憲法を含む事件について最終判断を行う州最高裁判所（名称は 
「supreme court」など）があり、多くの州ではその下に中間上訴裁判所（名称は「court  

of appeals」など）が置かれている。また、各州には一般的管轄権を有する第一審裁判所

（名称は「superior court」など）が設置されている。そのほか、郡裁判所（county court）

などの下級裁判所（限定された管轄権を有する）が設置されている。 
 
２ いわゆる「ドメスティック・バイオレンス」の関係規定（カリフォルニア州の場合） 
カリフォルニア州においては、家族法典（California Family Code）の、第6200条から 

第6409条の部分が「ドメスティック・バイオレンス防止法」と呼ばれており、ドメステ

ィック・バイオレンス（以下「ＤＶ」という。）に係る緊急保護命令（emergency protective 

order）や保護命令（protective order）などについて規定されている。 
また、ＤＶに関する刑罰及び刑事手続については、カリフォルニア州刑法典（California  

Penal Code、以下「刑法」という。）において規定されている。 
 
３ ＤＶとは 
(1) ＤＶ 
ＤＶとは、次のいずれかの者に対して行われる虐待（abuse）である（ＤＶ防止法第 

 6211条）。 
    ① 配偶者又は元配偶者 
    ② 同棲者又は元同棲者 
  ③ 交際中若しくは婚約中の相手方又はかつて交際若しくは婚約していた相手方 
    ④ 家族法典中の統一父性法の下で、当事者の男性が父親であるとの推定がなされた

   場合において、当該男性との間に子どもを有する者 
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    ⑤ 当事者の子ども、又は統一父性法の下で訴訟の対象となっている子どもで当事者

   の男性が保護されるべき子どもの父親であるとの推定がなされた者 
    ⑥ ２親等以内の血縁関係又は姻戚関係にある者 
ここでいう「虐待（abuse）」とは、 

    ① 故意又は無謀に、身体的傷害を与え又は与えようとすること 
    ② 性的暴行 
    ③ 人に、自ら又は第三者に対して重大な身体的傷害が加えられることが差し迫って

   いるとのおそれを抱かせること 
    ④ ＤＶ防止法第6320条によって禁じられている又は禁じられ得る行為（虐待する、

   攻撃する、殴る、つきまとう、脅す、性的暴行を行う、激しく打つ、嫌がらせをす

   る、電話を架ける、刑法第653ｍ条の嫌がらせ電話を架ける、私有財産を破壊する、

   手紙その他で直接間接に連絡を取る、指定された距離を超えて近づく、相手方の平

   穏を妨げるなどの行為）を行うこと 
 をいう。 
(2) 処罰される行為 
 ア 暴行（battery） 

一般に暴行を行った者は、2,000ドル以下の罰金若しくは６か月以下の郡刑務所へ 
の拘置又は両者の併科に処する（刑法第243条(a)）。 
暴行が、配偶者、被告人の同棲者、被告人の子どもの親、元配偶者、婚約者、交際 
中の又はかつて交際していた相手、婚約中の又はかつて婚約していた相手に対して行

われた場合は、2,000ドル以下の罰金若しくは１年以下の郡刑務所への拘置又は両者 

の併科に処する。保護観察に付す又は刑の執行を猶予するには、被告人が、刑法 

第1203.097条に規定されている加害者治療プログラム（利用可能なプログラムがない

場合は、裁判所が指定する他の適当なカウンセリング）に１年程度参加し、これを成

功裏に終了することが条件となる（刑法第243条(e)）。 
なお、暴行とは、第三者に対し、故意に不法な有形力又は暴力を行使することであ 

る（刑法第242条）。 
 イ 外傷（traumatic condition） 

配偶者、元配偶者、同棲者、元同棲者、自分の子どもの親に対し、故意に身体的傷 
害を加え、その結果、外傷（物理的な力により、軽傷か重傷かを問わず、けがをした

又は身体の外部若しくは内部が傷ついた状態）に至らしめた者は、重罪とし、州刑務

所における２年、３年若しくは４年の拘置若しくは郡刑務所における１年以下の拘置、

6,000ドル以下の罰金、又は拘置と罰金の両者を併科する。この規定により有罪判決を

受けた者に保護観察に付する場合は、刑法第1203.97条の規定に従うものとする（刑 

法第273.5条）。 
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４ 加害者に対する命令 
(1) 緊急保護命令（emergency protective orders） 
 ア 命令の発出 
      裁判官（※）は、警察官が次のいずれかを信じるに足る合理的根拠を主張する場合

  は、一方的に緊急保護命令を発することができる（ＤＶ防止法第6250条）。 
①  命令の対象となっている者から受けた最近の虐待又は虐待の脅しに関する申立て 
の内容から判断して、その者が、ＤＶについて、差し迫った現在の危険にさらされ

ていること。 
② 家族及び家の構成員による最近の虐待又は虐待の脅しに関する申立ての内容から 
判断して、子どもが、家族及び家の構成員による虐待について、差し迫った現在の

危険にさらされていること。 
③ ある者が、子どもを誘拐する又は子どもを連れて州外に逃げる意思を有している 
ことを合理的に信じることができる内容、又は、最近の誘拐若しくは子どもを連れ

ての州外への逃走についての脅しに関する申立ての内容から判断して、子どもが、

両親や親戚により誘拐される、差し迫った現在の危険にさらされていること。 
④ 命令の対象となっている者から受けた最近の虐待又は虐待の脅しに関する申立て 
の内容から判断して、高齢や成人の被扶養者が、福祉施設法第15610.07条に規定さ

れた虐待について、差し迫った現在の危険にさらされていること。ただし、虐待の

内容が経済的虐待のみである場合は、緊急保護命令を発することはできない。 
     ※ ＤＶ防止法第6241条により、各郡の地方裁判所裁判長は、閉廷中か否かに

      かかわらず、常時電話で緊急保護命令を口頭で発出することが合法的に可能

      な、少なくとも１人の裁判官、補助裁判官又は審理人を指名することとなっ

      ている。 
  イ 命令の内容 
      緊急保護命令は、次のような内容の命令を含むことができる（ＤＶ防止法第6252条）。 
      ① ＤＶ防止法第6320条で規定される、具体的な虐待行為を禁止する命令 
      ② 第6321条で規定される、被告を住居から退去させる命令 
      ③ 第6322条で規定される、第6320条、第6321条により発せられた命令を実効的 

    なものとするために必要であると裁判所が決定した特定の行為を禁止する命令 
      ④ 危険にさらされている者及び命令の対象となっている者の未成年の子どもの一

    時的保護及び監督を決定する命令 
      ⑤ 危険にさらされている子ども及びその家庭の他の未成年の子どもの一時保護及

    び監督に関する条項を含む、福祉施設法第213.5条により決定された命令 
      ⑥ 誘拐の危険にさらされている未成年の子どもの一時保護及び監督を決定する命
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    令 
      ⑦ 福祉施設法第15657.03条により決定された命令 
  ウ 命令発出後の手続 
      緊急保護命令は口頭で発出されるので、命令を申請した法執行官は、発出された命

  令を書面にし、署名をする（ＤＶ防止法第6270条）。 
      法執行官は、命令の対象者に命令を送達し、保護される人に命令の写しを交付する。

  また、命令発布後、速やかにその写しを裁判所に提出する（ＤＶ防止法第6271条）。 
  エ 命令の効力 
      緊急保護命令は、 
      ① 命令発出後、５日目（裁判所閉廷日を除く。）の裁判所の閉廷時 
      ② 命令発出後、７日目 
    のうち、いずれか早い時刻に効力が切れる（ＤＶ防止法第6256条）。 
(2) 保護命令（protective order） 
保護命令とは、裁判官が一方的に、告知及び聴聞の後に、又は婚姻解消等に係る訴訟 
において下される判決の中で発出される、次の内容のいずれかを含む禁止命令である（Ｄ

Ｖ防止法第6218条）。 
    ① ＤＶ防止法第6320条で規定される、具体的な虐待行為を禁止する命令 
    ② ＤＶ防止法第6321条で規定される、被告を住居から退去させる命令 
    ③ ＤＶ防止法第6322条で規定される、第6320条、第6321条により発せられた命令を

   実効的なものとするために必要であると裁判所が決定した特定の行為を禁止する命

   令 
(3) その他の命令 

(2)の①②③のほか、裁判官が一方的に発出することができる命令としては、以下の 
命令がある。 
    ⅰ 原告、子ども、両親、子どもの保護者の住所や個人情報の開示を禁止する命令 

   （ＤＶ防止法第6322.5条） 
  ⅱ 親子関係を確立した当事者対し、裁判所が決定した条件の下、未成年の子どもの

   一時的監護及び面会を行うことを決定する命令（ＤＶ防止法第6323条） 
    ⅲ 当事者の動産、不動産の一時使用、所有、管理、命令の有効期間中に留置権や抵

   当権の支払について決定する命令（ＤＶ防止法第6324条） 
    ⅳ 結婚している当事者に対し、2045条に規定された、共有、準共有、財産分割に関

   する一定の行為を禁止する命令（ＤＶ防止法第6325条） 
また、(2)の①②③のほか、告知及び聴聞の手続後に発出できる命令としては、 

    (ｱ) 両当事者が結婚している場合において、加害者に子どもの養育及び扶養に必要な

   費用を支払うことを命ずる命令（ＤＶ防止法第6341条） 
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    (ｲ) 所得の喪失及び医療費や一時的な住居費などを含む出費について、被告に賠償さ

   せる命令（ＤＶ防止法第6342条） 
    (ｳ) 告知聴聞後、裁判所が、一方的に発出した命令を支持できないと判断した場合に

   おいて、当該命令により被告が被った経費を原告に賠償させる命令（ＤＶ防止法第

   6342条） 
    (ｴ) 被告の虐待の結果として原告に必要となったサービスに要した合理的な費用を、

   被告に公私の機関に対して賠償させる命令（ＤＶ防止法第6342条） 
    (ｵ) 被告に、第1203.097条に規定されている、保護監察局によって承認された加害者

   プログラムに参加することを要求する命令（ＤＶ防止法第6343条） 
    (ｶ) 勝訴側の弁護士費用の支払を命ずる命令（ＤＶ防止法第6344条） 
(4) 保護命令違反 
家族法典第6218条に規定される保護命令に故意に違反した場合は、軽罪であり、 

1,000ドル以下の罰金若しくは１年以下の郡刑務所への拘置又は両者の併科に処する（刑

法第273.6条(a)）。 
保護命令に故意に違反して、身体的傷害を生じさせた場合は、2,000ドル以下の罰金 
若しくは30日以上１年以下の郡刑務所への拘置又は両者の併科に処する（刑法第273.6 

条(b)）。 
    ※ ただし、郡刑務所に少なくとも48時間拘置された場合、裁判所は、理由を公

     表した上で、30日の拘置期間を短縮又は免除することがきる。その決定に当た

     っては、事実の重大性、訴訟係属中に更なる命令違反の申立てがなされるか否

     か、将来の違反の可能性、被害者の安全、及び被告人が成功裏にカウンセリン

     グを完了したか又は成果を挙げつつあるかどうかを考慮する。 
 
５ 司法手続 
(1) 捜査 
事件が起きた場合、警察官により捜査が開始される。 

(2) 逮捕 
警察官が被疑者を逮捕するには基本的には逮捕状が必要となるが、以下の場合は逮捕 
状なしで被疑者を逮捕することができ（刑法典第836条(a)）、実際には、ほとんどの場

合に無令状逮捕が行われている。 
     ○ その者が当該警察官の面前で犯罪を犯した場合 
     ○ その者が重罪を犯したと信ずるに足りる相当な理由がある場合（当該警察官の

    面前でなくても良いし、実際に重罪が犯されていなくても良い。） 
さらに、ＤＶに関しては、以下のような事項について、特別に規定されている。 
① 家族法典に基づき発出されたＤＶに関する保護命令、禁止命令等の違反として 
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通報を受けた場合、警察官において、命令の対象となる者が命令発出の通知を受

けており、かつ、当該命令に違反する行為を行ったと信ずるに足りる相当の理由

がある場合には、当該違反行為が当該警察官の面前で行われたか否かにかかわら

ず、逮捕状なしで逮捕することができる（刑法典第836条(c)）。 
② 被疑者が、配偶者、元配偶者、婚約者、元婚約者、同棲相手、元同棲相手、交 
際相手、元交際相手、被疑者の子どもなどに対し、暴行、脅迫を行った場合、警

察官は、実際に暴行、脅迫が行われたかどうかにかかわらず、被疑者が暴行、脅

迫を行ったと信ずるに足りる相当の理由があるときは、その理由が生じた後直ち

に被疑者を逮捕するのであれば、逮捕状は必要ない（刑法典第836条(d)）。 
逮捕後、拘置所に拘置された被疑者は、保釈金又は誓約により保釈される場合もある。 
また、軽罪の場合は、出頭命令書の発出により、釈放することも可能である。ただし、

ＤＶに関する保護命令違反の場合は原則として被疑者の釈放は行わない。なお、釈放さ

れない場合は拘置所に収監されることとなる。  
(3) 告発（charge） 

警察官は、身柄拘束後被疑者を裁判所に告発するか否かを決定する。 
(4) 冒頭手続 
裁判官は、釈放されていない被疑者について、最初の審問である冒頭手続の際に、釈 
放の可否を決定する。被疑者は誓約保証金を支払うことにより、釈放されることも可能

である。 
裁判所、地区検事、被害者は、釈放の条件として退去命令及び接近禁止命令を求める 
ことができる。このほか、加害者プログラムや薬物濫用治療を条件に加えることもでき

る。 
この条件に違反した場合は、裁判所は釈放の取消しを勧告する。裁判所が釈放を取り 
消した場合は、被疑者を拘置所に戻すか、逮捕状を請求するかのどちらかになる。 
重罪で告発され、罪を認めていない場合は、予備審問を行い、起訴に値するかどうか 
を判断する。この際、被害者も証言を求められる。軽罪の場合は、予備審問は開かれな

い。 
軽罪で告発された場合で、被告人が罪を認めないときは、裁判官、地区検事、弁護士 
が集まり話合いが持たれる。この会合の結果を踏まえても、被告人が、依然として罪を

認めない場合は、正式審理に入ることとなる。 
(5) 起訴 
地区検事は、警察からの報告に基づき、被告人を正式に起訴するか否かを決定する。 

(6) 罪状認否手続 
地区検事によって正式に起訴された場合、まず、弁解が聴取される（罪状認否手続）。 
被告人が罪を認め争わない場合は、速やかに判決が言い渡される。 
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(7) 公判 
ほとんどの場合は、被告人が罪を認め、公判手続まで行かないが、罪を認めない場合 
は、公判が行われることとなる。 

 
６ アメリカ（カリフォルニア州）における加害者更生に向けた取組 
(1) アメリカにおける刑事司法の特徴  
 アメリカでは日本と異なり、無令状で被疑者を逮捕することが多い。犯罪を犯したと認

める相当な理由があれば被疑者を逮捕し、その後本格的な取調べを行う。しかし、警察で

の取調べ時間は、24時間に限られていることが多く、あとは裁判所に身柄が引き渡される

こととなり、多くの者は、裁判所において保釈されている。 
 また、正式な裁判に至るまでの間に、司法取引などにより手続が終結することが多い。

正式に起訴された場合も、有罪を認めるのならば、裁判の手続に入らず、判決が言い渡さ

れることとなる。 
(2) カリフォルニア州における加害者更生制度 
 ア 冒頭手続における保釈に付随するもの 
 警察に逮捕された被疑者は、早い段階で裁判所に身柄を引き渡され、裁判官から審問を

受ける。この際に裁判官が保釈を認めることが可能であり、多くの場合はこの段階で保釈

が認められる。裁判所、地区検事、被害者は、加害者プログラムの受講を釈放の条件とす

るよう求めることができる。 
 イ 執行猶予に付随するもの   
 判決により刑の執行を猶予する際に、裁判官が加害者プログラムの受講を命ずることが

可能である。 
(3) 加害者更生プログラムの内容 
 カリフォルニア州では、刑法典第1203.097条第ｍ(c)項により、加害者プログラム 
（batterer’s program）の内容についてのアウトラインが示されている。その中で、加害者 

プログラムは、ＤＶをなくすことを目標とし、講義、講座、グループ討議、カウンセリン

グなどを含むことができると規定されている。規定されたアウトラインは以下のとおりで

ある。 
    ① 被告に、ＤＶの責任を自覚させるものであること  
    ② 同じジェンダーのグループによる活動であること。 
    ③  身体的、感情的、性的、経済的、言語的虐待について定義を与え、これらを止め

   るための技術を提供するものであること。 
    ④ 被害者が利用可能な資源に関する情報とともに、加害者が連続したプログラムに

   参加する要件に関する情報を被害者に提供すること。また、このプログラムに参加

   したことを持って、被告が暴力的でなくなったとの証明にはならないとの情報も被
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   害者に提供しなければならない。 
    ⑤ 薬物の影響がない状態でグループ活動に参加すること。 
    ⑥ 最低限、ジェンダー役割、社会化、暴力の性質、パワーとコントロールの力学、

   暴力が子どもや他人に与える影響について検査をする教育的プログラムであるこ 

   と。 
    ⑦ カップルカウンセリングやファミリーカウンセリングを含まないものであるこ 

   と。 
    ⑧ プログラム実施者は、被告がプログラムによって利益を受けているか否かについ

   て調査することができ、有益でないと判断した場合は、その参加を拒絶することが

   できる（この拒絶は、被告の支払い能力を理由としてはならない。）。可能であれば、

   他の適切なプログラムを提案することとする。 
    ⑨ プログラムスタッフは、可能な限り、配偶者からの虐待、児童虐待、性的虐待、

   薬物濫用、暴力と虐待の力学、法律、法的手続等に関する特別な知識を持つこと。 

   ⑩ プログラムスタッフに、専門知識、訓練、地域ＤＶセンターの支援の利用を促進 

  すること。 
    ⑪ プログラム内容、参加要件、薬物の影響のない状態でのグループ活動への参加、

   利益がない又はプログラムを破壊すると判断された場合のプログラムからの撤退に

   ついて、明文で確認すること。 
    ⑫ 被告に、プログラムやグループ活動に参加することにより得た情報のいついての

   守秘義務を負わせること。 
    ⑬ プログラムは、文化的、民族的に敏感でなければならないこと。 
    ⑭  プログラムに参加するには、事前に裁判所又は保護観察局の書面による委託が必

   要であること。この書面により、裁判所が要求した最低限の活動数が告げられる。 

   ⑮ 保護監察局に提出する以下の様式。 
      ・ 裁判所や保護監察局から提出された参加証明書 
      ・ 進捗状況報告 
      ・ 最終評価 
    ⑯ 料金は加害者の収入に合わせたスライド制とすること。 
(4) 民間団体の取組 
 カリフォルニア州では、(3)のアウトラインに即して、民間団体により様々なプログラ 

ムが開発されている。例えば、サンフランシスコ市の「マンアライブ」（非営利団体）で

は、 
 ① 暴力が男らしさの問題行動であるという正しいメッセージを加害者に送ること 
  ② 本当のリハビリテーションの機会を与えること 
が加害者プログラムに必要であるとして、３段階で構成されるプログラムを開発している。



 

- 47 - 

第１段階は、自分の行為を自覚するための工程、第２段階は、暴力的ではないコミュニケ

ーション能力を身につけるための工程、第３段階は、責任ある親密さを回復するための工

程と位置付けられている。
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７ アメリカ（カリフォルニア州）における刑事手続及び保護命令等の流れ 
 
 
           犯     罪                                          

                                      
                                                             緊急保護命令 
                                                             保 護 命 令  
                                                             その他の命令 
                                                                 
          逮     捕                       保 釈 
 
                                      
         告発（charge）    
 
  
          冒  頭  手  続                 保 釈 
                                                          加害者プログラムの受講 
                                                        を条件とすることも可能 
          予 備 尋 問  
 
 
                 正 式 起 訴  
 
 
                  罪 状 認 否  
                                          有罪を認める 
               無罪の主張 
 
          裁      判                  
 
 
 

 有罪（実刑） 有罪（罰金） 有罪（執行猶予付） 無罪 
                                       加害者プログラムの受講を 
                    命ずることも可能 
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第６ 我が国における配偶者からの暴力の加害者に関する制度等につ 

 いて 
 
１ 我が国の法体系 
日本においては、日本国憲法の下、国会が定める法律により、国民の権利及び義務等 
が定められている。都道府県、市町村等の地方公共団体は、法令の範囲内で条例を制定

できるに過ぎない（地方自治法第14条第１項）。 
どのような行為が処罰されるかについては、一部、地方公共団体が定める条例におい 
て規定されているものもあるが、基本的には法律で定められている。また、刑事手続に

ついては、法律で定められている。 
裁判所については、最高裁判所のほか、下級裁判所として高等裁判所、地方裁判所、 
家庭裁判所、簡易裁判所が存在する（裁判所法第２条）。制度は、原則として三審制が

採られている。 
 
２ 我が国におけるいわゆる「ドメスティック・バイオレンス」に関する法律 
我が国においては、刑法その他の法令において、暴行、傷害等の罪について規定され 
ており、これらの規定は配偶者間の行為に対しても適用される。配偶者間の暴力の処罰

について特別に定めた法律は存在しない。 
平成13年４月には、配偶者暴力相談支援センターや保護命令について規定した「配偶 
者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」（以下「配偶者暴力防止法」とい

う。）が成立し、同年10月（一部は平成14年４月）から施行されている。 
刑事手続については、刑事訴訟法で規定されている。 

 
３ 配偶者からの暴力とは 

配偶者からの暴力とは、配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様 
の事情にある者を含む。）からの身体に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害

を及ぼすものをいう（配偶者暴力防止法第１条第１項）。 
配偶者からの暴力に該当する主な犯罪行為及び法定刑は以下のとおり。 

   ○ 殺人（刑法第199条） 
        人を殺した者は、死刑又は無期若しくは３年以上の懲役に処する。 
    ○ 傷害（刑法第204条） 
        人の身体を傷害した者は、10年以下の懲役又は30万円以下の罰金若しくは科料

    に処する。 
    ○ 暴行（刑法第208条） 
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        暴行を加えた者が人を傷害するに至らなかったときは、２年以下の懲役若しく

    は30万円以下の罰金又は拘留若しくは科料に処する。 
 
４ 加害者に対する命令（保護命令） 
被害者が更なる配偶者からの暴力によりその生命又は身体に重大な危害を受けるおそ 
れが大きいときは、裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加え

られることを防止するため、当該配偶者に対し、以下の命令を命ずるものとする（配偶

者暴力防止法第10条）。 
  ① 接近禁止命令 
    ６か月間、被害者の住居その他の場所において被害者の身辺につきまとい、又は

   被害者の住居、勤務先その他の通常所在する場所の付近をはいかいすることを禁止

   する命令。 
    ② 退去命令 
        ２週間、被害者と共に生活の本拠としている住居から退去させる命令。 
これら保護命令に違反した者は、１年以下の懲役又は100万円以下の罰金に処せられ 
る。 

 
５ 司法手続 
(1) 捜査 
警察官その他の司法警察職員は、犯罪があると思料するときは、犯人及び証拠を捜査 
する（刑訴法第189条）。検察官も、必要と認めれば自ら犯罪を捜査することができる（刑

訴法第191条第１項）。検察事務官は、検察官の指揮を受け、捜査を行う（刑訴法第191

条第２項）。検察官と警察官等とは捜査に関し、互いに協力することとなっている（刑

訴法第192条）。 
(2) 逮捕 
警察官その他の司法警察職員、検察官、検察事務官（以下「警察官等」という。）は、 
被疑者が罪を犯したことを疑うに足りる相当な理由があるときは、裁判官のあらかじめ

発する逮捕状により、これを逮捕することができる（刑訴法第199条第１項）。 
逮捕状は、検察官又は司法警察員（警察官たる司法警察員については、国家公安委員 
会又は都道府県公安委員会が指定する警部以上の者に限る。）が裁判官に対し請求する。

裁判官は、被疑者が罪を犯したことを疑うに足りる相当な理由があると認めるときは逮

捕状を発するが、被疑者の年齢及び境遇並びに犯罪の軽重及び態様その他諸般の事情に

照らし、被疑者が逃亡するおそれがなく、かつ罪証を隠滅するおそれがないなど、明ら

かに逮捕の必要性がないと認めるときは、逮捕の理由があると認める場合においても、

逮捕状の請求を却下しなければならない（刑事訴訟法第199条第２項、刑事訴訟規則第1 
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43条の３） 
ただし、緊急逮捕（※１）、現行犯逮捕（※２）については、この限りではない。 

        ※１ 緊急逮捕（刑事訴訟法第210条） 
              警察官等は、死刑又は無期若しくは長期３年以上の懲役若しくは禁固に当

      たる罪を犯したことを疑うに足りる十分な理由がある場合で、急速を要し、

      裁判官の逮捕状を求めることができないときは、その理由を告げて被疑者を

      逮捕することができる。この場合には、直ちに逮捕状を求める手続をしなけ

      ばならず、逮捕状が発せられないときは、直ちに被疑者を釈放しなければな

      らない。 
       この規定によると、殺人や傷害は緊急逮捕が可能であるが、暴行について

      は、緊急逮捕を行うことはできない。 
        ※２ 現行犯逮捕（刑訴法第212条、第213条） 
              以下の者は、何人でも、逮捕状なくしてこれを逮捕することができる。 
              ○ 現に罪を行い、又は現に罪を行い終わった者 
              ○ 次の一に当たる者が、罪を行い終わってから間がないと明らかに認め

        られる場合   
                ・ 犯人として追呼されているとき 
                ・ 贓物又は明らかに犯罪の用に供したと思われる凶器その他の物を所

         持しているとき 
                ・ 身体又は被服に犯罪の顕著な証跡があるとき 
                ・ 誰何されて逃走しようとするとき 
(3) 勾留 
司法警察職員が逮捕した被疑者は、最終的には法律上の時間制限内に検察官に送致さ 
れ、検察事務官が逮捕した被疑者は、検察官に引致される（刑訴法第203条、202条）。

自ら逮捕した場合を含め、検察官は、被疑者留置の必要がないと思料するときは直ちに

これを釈放し、留置の必要があると思料するときは、法律上の時間制限内に裁判官に被

疑者の勾留を請求しなければならない（検察官は勾留請求せずにこの時間制限内に起訴

することもある。）（刑訴法第204条、205条）。裁判官は、被疑者に事件を告げこれに対 

する陳述を聴いた上、被疑者が罪を犯したと疑うに足りる相当な理由があり、かつ、被

疑者が、定まった住居を有しないとき，罪証を隠滅すると疑うに足りる相当な理由があ

るとき、又は逃亡し若しくは逃亡すると疑うに足りる相当な理由があるときには、被疑

者を勾留することができる（刑訴法第207条、60条、61条）。勾留期間は、原則として10

日間であるが、やむをえない事由があるときは、裁判官は検察官の請求によりさらに10

日間まで延長することができる（刑訴法第208条）。 
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(4) 起訴 
検察官は、逮捕・勾留中の被疑者については、上記のような時間の制限内に所要の捜 
査をして、被疑者を起訴する（刑訴法第247条）か否かを決することになる。検察官は、

起訴が可能であっても、犯罪の軽重、情状等を考慮して起訴を必要としないときは、起

訴しないことができる（刑訴法第248条）。この期間内に起訴しない場合は、被疑者を釈

放しなければならない（刑訴法第205条第４項、第208条第１項）。また、逮捕・勾留さ

れていない、いわゆる在宅の被疑者の事件については、司法警察員は、所要の捜査等の

後、検察官のもとに送致・送付が行われ（刑訴法第242条、246条）、検察官は、さらに

所要の捜査を遂げて、起訴するか否かを決することになる。 
(5) 裁判 
被疑者が起訴された場合には、裁判所により公判が行われ、その結果、判決が言い渡 
される。 
３年以下の懲役若しくは禁固又は50万円以下の罰金の言渡しについては、執行猶予（情 
状により、裁判が確定した日から１年以上５年以下の期間、その執行を猶予すること）

が言い渡される場合もある（刑法第25条、刑訴法第333条第２項）。執行が猶予される場

合においては、猶予の期間中保護観察に付することができる（刑法第25条の２）。 
なお、50万円以下の罰金又は科料を科すような事件については、検察官の請求により、 
公判前に書面審理のみにより刑を言い渡す略式手続を採ることができる（刑訴法第461

条）。 
 
７ 我が国における加害者更生に向けた取組 
(1) 公的機関の取組 
 ア 受刑者に対する指導 
 現在、刑務所等の行刑施設においては、配偶者からの暴力の加害者に対する特別な指導

は行っていないが、これに関連する指導として、性犯罪防止教育を、八王子医療刑務所、

川越少年刑務所、東京拘置所、奈良少年刑務所、松山刑務所の５か所で実施している。 
 
 イ 保護観察対象者に対する指導 
 保護観察処遇においては、対象者の問題性その他の特性にみられる共通性に着目し、そ

の問題性等に焦点を当てた類型別処遇を実施しているが、この類型の一つに、配偶者から

の暴力の加害者としての問題を加え、この種対象者に対する保護観察処遇の一層の充実化

に取り組んでいる。 
 
 ウ その他の取組 
 刑務所等の行刑施設以外の公的機関においては、加害者から相談に応じているところは
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数か所あるものの、現時点において加害者更生プログラムを実施している機関は見当たら

ない。 
 
(2) 民間団体の取組 
 いくつかの民間団体では、数年前から、自主的に訪れる加害者を対象に、集団プログラ

ム等を実施している。  
 ほとんどの団体は、アメリカの加害者更生プログラム等を参考に、アレンジを加えた独

自のプログラムによりグループ討議等による加害者更生を行っている。 
 ここでは、いくつかの団体が行っている加害者更生に向けた取組について紹介する。 
 
 ア メンズサポートルームの取組 
 メンズサポートルームでは、アメリカの加害者向け非暴力プログラムを日本社会に適合

するようアレンジを加え、「男のための非暴力グループワーク」として実施している。立

命館大学大学院応用人間科学研究科教授の中村正氏がグループの主宰を努め、スタッフは

すべて男性である。平成10年から大阪で実施しており、平成14年からは京都でも実施して

いる。大阪では、春と秋にそれぞれ６週間のグループワークを行い、それが終了した後、

隔週で行う「非暴力を語る会」を実施している。京都では、10週間連続のプログラムを実

施している。１グループ約10人で、１回の参加費用は1,000円。対象は、自主的に参加す 

る加害者で、配偶者間の暴力の加害者に限らず、恋人など親密な関係にある者に対する暴

力や兄弟間の暴力の加害者も含まれている。 
 
 イ 日本トラウマ・サバイバーズ・ユニオン（ＪＵＳＴ）の取組 
 ＪＵＳＴは、児童虐待の後遺症者、強姦・性的ハラスメント・ストーキング等の成人期

性的外傷体験の後遺症に悩む人々、配偶者虐待などの成人期外傷体験の後遺症に悩む人々、

我が子を虐待してしまう母たちで構成された相互支援のための連合体である。その中で、

「ＪＵＳＴ男性問題特別講座」を実施している。この講座は、配偶者に常習的に暴力を振

るう加害者だけでなく、父親の役割に迷う者や引きこもりなどの社会適応不全者も参加し

ているが、基本的には、男性の攻撃性に関するプログラムである。６回を１期とした有料

グループ療法を行っており、参加費用は１期ごとに２万円である。期ごとの参加者は約15

人で、すべてＪＵＳＴが行う無料ミーティングやフォーラム、ホームページ等により情報

を得て自発的に応募してきた者である。精神科受診歴のある加害者も受け入れている。治

療は、精神科医の斎藤学氏ほか２人の男性スタッフで行っている。 
 
 ウ ベター・パートナーシップ・センターの取組 
 ベター・パートナーシップ・センターでは、平成14年４月から、アメリカ（カリフォル
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ニア州）の取組を参考に加害者の更生のための取組を行っている。ファシリテーターは、

団体の代表である山口のり子氏であり、毎週日曜日、52週間かけてプログラムを実施して

いる。１回の参加費用は2,000円。対象は、配偶者間の暴力の加害者に限っておらず、恋 

人など親密な関係にある者に対する暴力の加害者も含まれている。申込者が８人になれば

プログラムをスタートし、途中で脱落者が出た場合は人員を補充することとしている。す

べて、ホームページや広告を見て申し込んできた人である（ただし、アルコール依存、薬

物依存がある人や精神疾患を有している加害者は対象としていない。）。 
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７ 我が国における刑事手続及び保護命令の流れ 
 
 
 
 
                 犯    罪                                  

                                              
                                                        保 護 命 令 
                                                                 
                捜    査  
 
 
                                      
   逮捕（通常逮捕、緊急逮捕、現行犯逮捕）      身柄不拘束 
 
 
     
             勾    留  
 
 
 

   起 訴    略式命令請求    不起訴  
 
 
                                  略式命令 
 
 
           裁    判              
   
 

 
 有罪（実刑） 有罪（罰金） 有罪（執行猶予付）  無 罪 
                                     保護観察を付すことも可能
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Ⅲ 海外現地調査に基づく制度の運用状況に関する報告 
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イギリスにおける加害者更生に向けた取組 
 

内閣府男女共同参画局推進課  土井 真知 
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Ⅰ はじめに 

イギリスは、イングランド・アンド・ウェールズ、スコットランド、アイルランド

から構成されるが、それぞれ異なる司法制度を有している。調査研究の主たる対象は

イングランド・アンド・ウェールズであり、本稿において述べる諸制度等はイングラ

ンド・アンド・ウェールズに限定されるものである。  
以下に、イギリスの制度上、どの部分に加害者更生プログラムが盛り込まれている

か、それはどのような制度で、どのように運用されているかを述べる。  
イギリスでは制度的に定められているものではないが、1970 年代以降、ドメスティ

ック・バイオレンスの加害者更生に関してコミュニティ・レベルで様々な取組がなさ

れてきた。現在でも、民間団体や地方公共団体において加害者更生プログラムが提供

されており、重要な部分を担っている。そのため、これらの取組についても述べるこ

ととする（１）。  
 
Ⅱ 刑事司法制度における取組 

１ 加害者更生の法的位置付け 

（１）概要 

イギリスにおいては、刑事裁判において有罪となった者が、社会内刑罰（ community 
sentence）である社会更生命令（ community rehabilitation order）の下で、加害者更
生プログラムの受講が科せられる。社会内刑罰には社会更生命令以外の命令もあるが、

社会更生命令以外の命令によって加害者更生プログラムが科せられることはない。加

害者更生プログラムの実施主体はプロベーション・サービス（Probation Service）（２）

である。  
また、刑務所から早期釈放され、保護観察に付された場合においても、保護観察の

期間が 12 か月以上に限り、加害者更生プログラムの受講が科せられる。  
 
（２）社会内刑罰 

1991 年刑事司法法（Criminal Justice Act 1991）は、これまで拘禁刑（ custodial 
sentence）の代替刑とされていたプロベーション命令（probation order）や社会奉仕
命令（ community service order）等を、社会内刑罰（ community sentence）という新
しい概念の下、刑罰体系において独立の刑罰としての位置付けを行った。独立の刑罰

としての位置付けに伴い、同法６条第１項では、社会内刑罰を科す要件として、「当該

犯罪が、その刑罰を正当化するだけの十分な重大性を有すること」を挙げ、６条第２

項では、言い渡す社会内刑罰を構成する命令の組合せは、その犯罪者に最もふさわし

い内容でなければならないこと、命令によって制限される犯罪者の自由は、犯した犯

罪の重大性と均衡の取れた内容でなければならないことを規定している（染田

1998:67）。  
社会内刑罰の種類は、1991 年刑事司法法では、  
①プロベーション命令（probation order）  
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②社会奉仕命令（ community service order）③結合命令（ combination order）  
④外出禁止命令（ curfew order）  
⑤指導監督命令（ supervision order）  
⑥出頭センター出頭命令（attendance centre order）  

となっていたが、①～③の命令は、2000 年刑事司法及び裁判所法（Criminal Justice 
and Courts Service Act 2000）によって名称が変更され、現在は、  
①社会更生命令（ community rehabilitation order）  
②社会懲罰命令（ community punishment order）  
③社会更生及び懲罰命令（ community punishment and rehabilitation order）  

となっている（2000 年刑事司法及び裁判所法 43 条）。  
 
（３）社会更生命令とプロベーション 

社会更生命令とは、前述のとおり、以前はプロベーション命令と呼ばれたもので、

犯罪者に対し、指定された期間、保護観察官（probation officer）の指導監督を受ける
ことを命じるものである。  
プロベーションの起源は古く、19 世紀の警察裁判所宣教師の慈善事業に求めること

ができる（法務省保護局 1994a:1）。「プロベーション（probation）」の語がイギリスで
最初に公式に用いられたのは、1887 年の初犯者プロベーション法（Probation of First 
Offenders Act 1887）においてであるが、現在のプロベーション制度が形成されたの  
は 1907 年の犯罪者プロベーション法（Probation of Offenders Act 1907）以降である
（守山 1999:57）。1907 年犯罪者プロベーション法は、1948 年刑事司法法（Criminal 
Justice Act 1948）によってプロベーション命令の充実とプロベーション・サービスの
組織化が図られ、プロベーション命令は法律上、刑罰の代替措置として位置付けられ

た。その後、プロベーション命令は 1991 年刑事司法法制定によって独立した刑罰の一
つとなったことは、すでに述べたとおりである。  

1991 年刑事司法法では、法律として初めてプロベーションの目的が明記されている。
ここで示されたプロベーション命令の目的は、犯罪者の改善・更生を確実にすること、

犯罪による被害から公衆を守ること、犯罪者が更に罪を犯すことを防ぐことの３つで、

これらのうち１つまたはそれ以上の目的を達するために望ましいと裁判所が判断した

場合にのみ命令を言い渡すことができると規定している（法務省保護局 1994b:16）（３）。
命令の期間は６か月以上３年以内である。  
 
（４）プロベーション・サービスの組織と業務 

プロベーション・サービスは、これまで各地域単位で独自に業務を展開してきたが、

2001 年刑事司法及び裁判所法（Criminal Justice and Courts Service Act 2001）にお
いて全国プロベーション・サービス（National Probation Service for England and 
Wales）を創設し、どの地域でも同じサービスが提供できる体制作りが進められている。 
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全国プロベーション・サービスは 42 のプロベーション・エリアを含み、内務省（Home 
Office）に全国プロベーション局（National Probation Directorate）が置かれている（４）。
各エリアには複数の事業所が置かれ、犯罪者に対する指導監督を行っている。  
全国プロベーション・サービスの目的は、①犯罪から公衆を守り、②犯罪者の再犯

を防止し、③コミュニティ（社会）において適正な罰を科し、④犯罪被害者や公衆が

被った犯罪の影響について犯罪者の自覚を確実なものとし、⑤犯罪者の更生を図るこ

とである。社会内刑罰の実施はプロベーション・サービスが担う。  
プロベーション・サービスは、刑事裁判において、判決前後の犯罪者にかかわる。

判決前の犯罪者については、保釈情報報告書（bail information reports）、判決前調査
報告書（pre-sentence reports）、特別判決前調査報告書（ specific sentence reports）
の作成を行う。これらの報告書は、犯罪者及びその犯罪について記述したもので、治

安判事や裁判官の決定に影響を与える資料である。  
判決後は、拘禁刑を言い渡された犯罪者について、当該犯罪者を受け入れる刑務所

に判決前調査報告書のコピーを含む情報を提供する。保護観察官が拘禁刑を言い渡さ

れた直後の犯罪者に面接し、刑務所に入所するに当たって緊急に対応しなければなら

ない問題がないか調査することもある。もし犯罪者の家族や子どもの保護が必要であ

れば、その措置を採る。また、被害者や家族に対し、犯罪者がどのような刑に処せら

れたのか、いつ釈放されるのか、といった情報提供も行う。社会更生命令その他の社

会内処罰を言い渡された犯罪者については、犯罪者の再犯を防ぐための計画を立て、

コミュニティにおいて指導監督を行う。  
このように、プロベーション・サービスは、刑事事件の各段階において治安判事や

裁判官、刑務所やプリズン・サービス（Prison Service）と連携・協力を行っている。 
 
（５）早期釈放制度とプロベーション 

受刑者を刑の満期日に先立って釈放する早期釈放制度において、釈放後、コミュニ

ティにおける加害者更生プログラムが必要な犯罪者については、社会更生命令と同様

に加害者更生プログラムが提供される。  
イギリスにおける早期釈放制度では、懲役が 12 月以上４年未満の短期受刑者が刑の

２分の１を受刑した場合、内務大臣は条件付で受刑者を釈放し、懲役４年以上の長期

刑受刑者は仮釈放委員会の勧告があれば、内務大臣が受刑者を条件付で釈放すること

ができることとなっている。これらの条件付で釈放された者のうち、保護観察の期間

が 12 月以上あり、かつドメスティック・バイオレンスに関する加害者更生プログラム
受講に適している者は、プロベーション・サービスによる加害者更生プログラムの受

講が科せられる。懲役が 12 月未満の場合は、受刑者が刑の半分を受刑した時点で、内
務大臣は当該受刑者を無条件に釈放しなければならないため、加害者更生プログラム

の受講は科せられない（５）。  
 
２ 社会更生命令発令までの流れ 



 

- 65 - 

（１）判決前調査報告書における査定 

イギリスでは、プロベーション・サービスが拘禁刑又は社会内処罰に相当する犯罪

者に対し判決前に面接し、判決前調査報告書を作成する。1991 年刑事司法法により、
拘禁刑に相当する場合又は通常より厳しい社会内刑罰を相当とする場合、判決前調査

報告書は必要とされていたが、1994 年刑事司法及び公共秩序法（Criminal Justice and 
Public Order Act 1994）では、裁判所に判決前調査報告書の要否決定に関する広範な
裁量権を付与し、この報告書の提出を任意とした（法務省保護局 1997:17）。報告書の
様式については全国基準（National Standards for the supervision of offenders in 
the community）で示されており、構成は以下のとおりである（６）。  
 
・ フロントシート  

犯罪者、犯罪、裁判所、報告書作成者等の基本情報  
・ 犯罪の分析  

犯罪事実の要旨、重大性の評価、犯罪者の当該犯罪に対する態度  
・ 犯罪者の査定  

読み書き・数量的思考の能力、住居、雇用の状況  
家庭環境や物質依存・精神的疾患など直接犯罪に関連が考えられる問題  
前科との関連、犯罪者の個人的な背景と犯罪との関連  

・ 公衆への損害や再犯の可能性  
現在の犯罪や犯罪者の態度、その他の情報に基づく再犯の可能性の査定  
公衆に対する深刻な損害の危険度の評価  

・ 結語  
適切な処分、それが社会内刑罰である場合、最も適切な内容の社会内刑罰の提案  

 
判決前調査報告書の作成に当たっては、保護観察官は犯罪者査定システム（Offender 

Assessment System, OASys）に基づいて、犯罪者及びその犯罪について調査する。こ
こで得られた情報は、その後も犯罪者に関する重要な情報として、プロベーション・

サービス及びプリズン･サービスで利用される（７）。ドメスティック・バイオレンスに

関する危険性も評価され、「危険がある」と査定された犯罪者は、殺人や重度の傷害以

外であれば、社会内刑罰の社会更生命令によって、加害者更生プログラムを受講する

ことが望ましいと報告書に記載される。この時に、どのくらいの期間、どこで、どの

ようなプログラムを受けることが望ましいかということも明記される。  
ドメスティック・バイオレンスの危険性の評価の際に用いられるものの１つに、北

米で開発された SARA（Spousal Assault Risk Assessment Guide）がある（８）。これ

は、犯罪歴、心理社会的な側面、配偶者暴力の経験などからなる 20 の質問項目によっ
て構成されている。イギリスには、「ドメスティック・バイオレンス」という罪はなく、

一般暴行（actual bodily harm）やその他の罪名で訴追されている。しかし、一般暴行
やその他の罪名で訴追された犯罪者であっても、背景にドメスティック・バイオレン
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スがあることがわかれば、ドメスティック・バイオレンスの問題に焦点を絞り、加害

者更生プログラムを受講させることが処遇として望ましいとされている。例えば、無

謀運転罪（ reckless driving）や器物損壊罪（ criminal damage）などで訴追された犯
罪者でも、背景にドメスティック・バイオレンスがあってこれらの罪を犯した場合、

ドメスティック・バイオレンスの問題に着目しないと問題の解決に至らないと考える。

そのためにも、犯罪の背景に何があるのかを把握することが重要となる。  
 
（２）裁判所の決定 

社会更生命令を言い渡すに当たって、裁判所は、犯罪者が命令に付される遵守事項

に同意する意思があるか確認しなければならず、同意が得られなかった場合は、裁判

所はこの命令を言い渡すことができない。犯罪者の同意が得られなければ、裁判所は

代わりに拘禁刑を言い渡すか、他の社会内刑罰を言い渡す（1991 年刑事司法法附則２）。 
遵守事項には、プロベーション期間中、保護観察官の指導監督を受けなければなら

ないという標準遵守事項に加え、その期間のすべて又は一部について、裁判所が犯罪

者の状況を考慮した上で決定する付加的遵守事項がある。付加的遵守事項としては、

住居、行動、事業所への出頭、精神的な治療、薬物又はアルコール依存の治療等に関

する事項が定められ、ドメスティック・バイオレンスが背景にある犯罪者に社会更生

命令が発せられる場合は、どのくらいの期間、どこで、どのような加害者更生プログ

ラムを受講するかが付加的遵守事項に含まれる。付加的遵守事項を決める際には、裁

判所は保護観察官から提出された判決前調査報告書を参考にする。  
 
（３）プロベーション・サービスの指導監督 

プロベーション・サービスの指導監督については、全国基準として実務上の運用基

準が定められている。しかし、全国基準で示されたものは最低限のものなので、実際

には、犯罪者を担当するプロベーション・サービスの事業所が、それぞれの犯罪者に

応じた指導監督計画を立て、実施することになる。  
プロベーション・サービスにおける加害者更生プログラムの提供は、各地域によっ

て異なっており、事業所が直接プログラムを提供しているところもあれば、民間団体

に委託してプログラムを提供しているところもある。また、全く加害者更生プログラ

ムを提供していない地域もある。プログラムが提供できない地域では、裁判所が実行

不可能な命令を発することはないので、加害者更生プログラムの受講を命ずる社会更

生命令は出されない。  
発令後に犯罪者が遵守事項を守らない場合、例えば加害者更生プログラムに故意に

参加しなかったり、長期間不参加の状態が続いたりする場合には、同意を拒否したも

のとみなされ、裁判所は別の刑罰を科す。ドメスティック・バイオレンスの場合、社

会更生命令以外の社会内刑罰はほとんど科せられないため、裁判所が社会更生命令を

継続することが可能と判断すれば、新たに社会更生命令と罰金を言い渡し、社会更生

命令の継続が不可能なら拘禁刑を科すことになる。  
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３ 加害者更生プログラムの実際 

（１）ウインブルドン・プロベーション・リソース・センター 

実際にプロベーション・サービスでは、どのようにして加害者更生プログラムを提

供しているかについて、ロンドンの事業所の１つであるウインブルドン・プロベーシ

ョン・リソース・センター（Wimbledon Probation Resource Centre、以下「センター」
という。）の取組を述べる。  
ロンドンには、プロベーション・サービスの事業所が３つある。現在、これら３か

所とウエスト・ヨークシャーの事業所、計４か所において、同一のカリキュラムによ

る加害者更生プログラムを提供している。プログラムは、レスター大学、リバプール

大学の２つの研究チームによってモニタリングされており、その効果についての実証

的な研究が行われている。この研究は内務省のパイロット･プロジェクトで、地域によ

って取組に差のある加害者更生プログラムの標準を作るためのものである（９）。  
センターではドメスティック・バイオレンスの加害者更生プログラムのほか、怒り

のマネジメント、飲酒運転、無免許運転などに関するプログラムがあり、それぞれ別

の対象にプログラムを提供している（ 10）。  
 
（２）プログラム開始前の事務 

裁判所で社会更生命令を言い渡された犯罪者は、最初にセンターのケース・マネー

ジャーと面接する。この面接でケース・マネージャーが作成し、犯罪者が署名する書

類が３つある。１つは情報公開書類（ release of information form）で、プロベーショ
ン・サービスが被害者に対して接触することを阻まないという内容の書類、２つ目は

加害者更生プログラムがどのような内容になっているのか、プログラムに参加しなか

った場合はどうなるのかといった説明の書類（ statement of understanding）、３つ目
が子どもの有無・人数、加害者と被害者の同居の有無等についての書類（victim contact 
form）である。  
ケース･マネージャーは犯罪者がプログラムに参加するように動機付けを行う。もし

参加できない理由があれば、プログラムが始まる前に問題を明確にし、対処する。具

体的には、住居がないためにプログラムの参加が困難であれば、住居の問題を解決し、

アルコールや薬物濫用の問題であれば、それらに対応するプログラムを優先する。  
また、ケース･マネージャーは当該犯罪者のグループ・セッションを担当するチュー

ターを選び、当人と対面させ、加害者更生プログラムの開始に備える。  
 
（３）カリキュラムと進め方 

センターが採用している手法は、ジェンダーによる分析視点を兼ね備えた認知行動

アプローチである（ 11）。加害者更生プログラムの期間は９か月（36 セッション）から
12 か月（48 セッション）で個人によって異なるが、最低でも９か月となっている。そ
の間、犯罪者は週１回、センターに出頭してグループ・セッションに参加する。セン
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ターでは、月曜日と水曜日の午後７時 30 分から９時 30 分までの２時間、グループ･
セッションの時間を設けている。いずれも４人から 12 人のグループで、参加費は無料
である。犯罪者は月曜日のグループ、水曜日のグループのいずれかに参加する。  
カリキュラムは、米国ミネソタ州のドゥルース市で開発されたモデルを用いている。

このドゥルース・モデル（Duluth Model）は、イギリスでも広く用いられており、様々
な地域で取り入れられているが、それぞれアレンジして使用しているため、ドゥルー

ス・モデルに忠実に行ってはいない。しかし、センターではドゥルース・モデルのカ

リキュラムをそのまま用いている。  
カリキュラムはテーマごとに分かれていて、各テーマの最初のセッションであれば、

どのテーマからでも始めることができる。ただし、「性的尊重」のテーマを受けるに当

たってはある程度の準備が必要であるため、最初にこのテーマから始めることはでき

ない。テーマは以下の８つになっている（ 12）。  
 
テーマ１：非暴力  
テーマ２：威嚇的でない態度  
テーマ３：尊敬  
テーマ４：支援と信頼  
テーマ５：説明責任と誠実さ  
テーマ６：性的尊重  
テーマ７：パートナーシップ  
テーマ８：交渉と公平性  
 
グループ・セッションは男女ペアのチューターによって進められる。セッションの

中では、ビデオ教材を用いたり、ロールプレイを行ったりする。チューターを担当す

ることは容易なことではない。個人が持っている信念や価値観を変えることは非常に

難しいことなので、当然、受講する犯罪者からは抵抗がある。しかし、チューターが

「理解しろ」と抑圧的に接するのではなく、犯罪者自らが自主的に学んでいくことを

目指す方針で行われている。  
 
（４）被害者への支援 

犯罪者に加害者更生プログラムを提供すると同時に、犯罪者がプログラムを受ける

際に作成した書類に基づき、センターの被害者担当官（victim worker）が被害者に連
絡する。これは被害者に強制するものではないが、９割の被害者が担当官との連絡を

取っている。被害者担当官は、犯罪者と直接対応するチューター等が兼務することは

なく、被害者支援を専門とした職員である。  
犯罪者は被害者と同居していることもあれば、すでに別居していることもある。ド

メスティック･バイオレンスの家庭は、かなり前に関係が終わっているか、現在終わり

つつあることが多いので、同居していない場合の方が多い。しかし、犯罪者と被害者
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の間に子どもがいる場合は、子どもとの面会の折などに両者が接触する機会が頻繁と

なる。これまでの研究で、被害者にとって最も危険な時期は、犯罪者が裁判所や刑務

所から出てからの３か月間と言われているので、この期間は被害者の安全確保のため

に細心の注意が必要である。  
被害者担当官の仕事は、被害者にとって必要な援助は何かを考え、被害者のニーズ

に応じ、カウンセリング機関、入居可能な住宅、子どものセラピーなどについての情

報を提供することである。被害者担当官は被害者の生活に介入していくことになるた

め、職務を遂行するに当たってはドメスティック･バイオレンスに関する高い知識と技

術が必要となる。  
加えて、プログラムを受ける犯罪者に子どもがいる場合は、子どもが犯罪者又は被

害者と同居しているかどうかにかかわらず、ソーシャル・サービス（Social Service）
に子どもの父親がセンターの加害者更生プログラムを受講していることを連絡する。  
 
４ 拘禁刑となった加害者への取組 

（１）刑務所内での加害者更生の状況 

刑務所の運営を行っているのはプリズン・サービスで、プロベーション・サービス

同様、内務省に担当局が置かれている。現在、刑務所内においてはドメスティック・

バイオレンスに関する加害者更生プログラムは提供されていない。しかし、プログラ

ムの必要性は認識されており、刑務所内での加害者更生プログラムを開発するための

プロジェクト・チームを設置し、調査研究を行っている。犯罪者の更生という点では、

プリズン・サービスは、すでに性犯罪者向け、一般暴行犯罪者向けの加害者更生プロ

グラムを開発し、すでに実施しており、ドメスティック・バイオレンスに関するプロ

グラム開発のプロジェクト・チームにも、これらのプログラム開発に関与した経験者

が含まれている。  
一般的に、ドメスティック・バイオレンスで殺人を犯した犯罪者は刑務所に入って

おり、殺人に至らない暴行・傷害事件を犯した犯罪者は社会内刑罰となっている。こ

れまでの配偶者殺人に関する調査研究では、殺人が起こった事案の 60％でドメスティ
ック・バイオレンスが起こっており、殺人事件の犯罪者と暴行・傷害事件の犯罪者に

は共通する部分が多いことが明らかとなっている。現在はコミュニティにおいてのみ

提供されている加害者更生プログラムが、刑務所内でも実施され、釈放後もコミュニ

ティにおいて継続されることが望ましいという観点で、プリズン･サービスとプロベー

ション・サービスが合同で調査研究及びプログラム開発を進めている。  
イギリスにおいては、政府がプログラムを開発するには、調査に基づく実証的な研

究が不可欠であり、効果が科学的に証明される必要があると考えられている。現在、

プリズン･サービスでは、2003 年からのパイロット・プロジェクト実施に向けて、実
験的に刑務所内でのドメスティック・バイオレンスに関するグループ・セッションを

始めている。このセッションでは、カナダのドナルド・G・ダットン（Donald G. Dutton）
博士の重層的生態学モデル（Nested Ecological Model）を発展させて作られた家庭内
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暴力介入プログラム（Family Violence Prevention Programme）を採用し、６か月間
の重度の暴力に対するプログラム（High Intensity Family Violence Prevention 
Programme）と６週間の軽度の暴力に対するプログラム（Moderate Intensity Family 
Violence Prevention Programme）の２つを行っている。グループ・セッションは、  
原則としては刑務所の中にいる者であれば誰でも受講できることになっているが、実

際には犯罪者査定システム（OASys）を用いてプログラムが必要な者を特定している。
重度と軽度の２コースがあるが、これは犯罪歴やこれまでの犯罪のパターンを見て決

定するもので、単純に殺人を犯した者だからといって重度のコースと決めるわけでは

ない。現在のところ、グループ・セッション中の態度は非常に良くなっているが、こ

れが刑務所から自宅に戻った後も継続するのかはまた別の問題であると考えられてい

る。  
パイロット・プロジェクトは、最初の計画では、マンチェスター、ダートムア、パ

ークハーストの３か所の刑務所で実施することを考えていたが、加害者更生プログラ

ムを始めるに当たっては、同時に被害者支援のプログラムも行わなければならないの

で、被害者支援プログラムが提供できるエリアで行う必要があり、現在、計画を練り

直している。  
 
（２）早期釈放後の加害者更生 

早期釈放後の加害者更生については、提供される加害者更生プログラムや事務手続

は、社会更生命令で受講が科せられた場合と同一である。社会更生命令において裁判

所が決定する付加的遵守事項の代わりに、早期釈放の条件として遵守事項が科せられ、

加害者更生プログラムの受講が命じられる。犯罪者が加害者更生プログラムに故意に

参加しなかったり、長期間不参加の状態が続いたりする場合には、早期釈放が取り消

されることになる。  
 
Ⅲ 民間団体における取組－ＤＶＩＰの例 

１ ＤＶＩＰ（Domestic Violence Intervention Project） 

ロンドンのハマースミス＆フルハムに拠点を置く D V I P（D o m e s t i c  Vi o l e n c e 
Intervention Project）は、1991 年に設立された民間団体で、ドメスティック・バイオ
レンスの被害者である女性とその子どもの安全を図ることを第一の目的に、加害者  
更生プログラムの提供と、被害者である女性への支援活動を行っている。加害者向け

のプログラムを被害者向けの支援活動と一緒に行うという DVIP の方法は、イギリス
においては政府が推奨するモデル事業となっている（ 13）。  
ロンドンのプロベーション・サービスは、ロンドン･エリアを４等分し、そのうち４

分の３はロンドンの３つの事業所がそれぞれ担当するが、残りの４分の１については

DVIP にプロベーション・サービスの業務を委託している。  
 

２ ＤＶＩＰの加害者更生プログラム 
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DVIP の加害者更生プログラムの受講者は、４つの経路から来る。１つ目は社会更生
命令によって加害者更生プログラムの受講が科せられた犯罪者、２つ目は自主的にプ

ログラムに参加する加害者、３つ目はソーシャル・サービスを通じて参加する加害者、

４つ目は家庭裁判所を通じて参加する加害者である。  
 
（１）社会更生命令 

社会更生命令によって受講する犯罪者は、DVIP のプログラム受講者全体の約半数を
占める。DVIP が担当するエリアに居住する犯罪者については、保護観察官によって作
成される判決前調査報告書において、DVIP においてドメスティック・バイオレンスの
危険性の評価を行うことが望ましいという一文が記載される。報告書の提出を受けた

裁判所は DVIP に犯罪者の査定を依頼し、DVIP が事件の概要や目撃者の証言をもとに
査定し、結果を裁判所に報告する。DVIP のプログラムは、６か月（24 セッション）
と８か月（32 セッション）のコースがあるが、裁判所への報告の中で、どちらのコー
スが適しているかを示す。場合によっては、「プログラムの受講は適していない」と裁

判所に報告することもある。  
 
（２）自主的な参加 

社会更生命令の次に多いのは、自主的に参加する加害者である。自らの行動を変え

たいと思ったり、被害者や家族、友人といった周囲の人から勧められたりして参加し

ている。  
 
（３）ソーシャル・サービスの推薦 

その次に多いのが、ソーシャル･サービスを通じて参加する加害者である。子どもが

適切に保護されていない事案で、ソーシャル・ワーカーが調査した結果、子どもの父

親が母親に暴力を振るっていることが判明すると、まず、ソーシャル･サービスは子ど

もを保護施設に保護する。子どもの保護は、子ども自身が親から虐待されているか否

かを問わない。子どもを保護した後に、子どもの家庭の状況を査定し、場合によって

は子どもの父親に DVIP の加害者更生プログラムを受けることを勧める。これは強制
ではないので、加害者によっては協力しないが、加害者更生プログラムを受講しない

場合は子どもが保護施設から親のところに戻ってこないので、子どもを引き取りたい

父親は加害者更生プログラムを受講しなければならない。そのため、「ソーシャル･サ

ービスの推薦」とはいえ、ある程度の強制力を持っている。  
 
（４）家庭裁判所の命令 

家庭裁判所を通じて参加する加害者は非常にまれである。人数が少ない理由は、家

庭裁判所から来る者の多くは、その前に家庭が崩壊している場合が多く、そうでなく

てもプログラムの途中に家庭裁判所で争われていた問題に決着がつき、プログラムを

辞めることが多いためである。  
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現在、CAFCASS（Children and Family Court Advisory and Support Service）や
全国規模のボランティア団体である子どもコンタクトセンター（ Child Contact 
Centre）と一緒に、2000 年４月からセーフ・コンタクト・プロジェクト（Safe Contact 
Project）を実施している。プロジェクトは、子どもの安全を図ることを目的に、家庭
裁判所や関係機関が連携して、家事事件に対応するものである。  

CAFCASS は、2000 年刑事司法及び裁判所法において設立された公的機関で、以前
はプロベーション・サービスの家庭裁判所福祉担当官（ family court welfare officer）
が担当していた事務を、新しい組織の下で行っている（ 14）。これまで家庭裁判所の子ど

もに関係する家事事件では、家庭裁判所福祉担当官が調査を行い、福祉報告書（welfare 
reports）を作成していたが、CAFCASS となった現在も、子どもにとって最大限の利
益となるような親権や面接交渉の方法などを決定するための資料を作成している。こ

の調査の過程で、子どもの母親が父親からドメスティック・バイオレンスの被害を受

けていることが分かった場合、CAFCASS が家庭裁判所に DVIP によるドメスティッ
ク・バイオレンスの危険性の評価を行う必要性を報告する。報告を受けた家庭裁判所

は、DVIP に当該父親の危険性の評価を依頼し、DVIP が評価を行い、その結果を家庭
裁判所に報告する。家庭裁判所は、CAFCASS や DVIP からの報告に基づき、父親に  
対して子どもとの面接交渉を行う条件として、DVIP の加害者更生プログラム受講を命
じる。  
家庭裁判所の命令による参加は年々増えており、現在までの 2 年半の間で約 60～70

人が参加している。家庭裁判所の命令による加害者更生プログラムを実施しているの

は、イギリスにおいても DVIP のみで、これは制度的に定められたものではなく、家
庭裁判所と DVIP の取決めの中で実施されているものである。家庭裁判所からの依頼
でドメスティック・バイオレンスの危険性の評価を行っている民間団体は、DVIP 以外
ではプリマスに１つあるが、他にはない。DVIP では、プロジェクトを評価して、効果
が確認された折には、ロンドン全域及び全国レベルで展開していきたいと考えている。 
 
Ⅳ おわりに 

イギリスにおける加害者更生は、制度としては、刑事裁判で有罪となった犯罪者に

対し、プロベーション・サービスによって加害者更生プログラムが提供されていた。

現在は、内務省が加害者更生プログラムの基準作りに取り組んでおり、パイロット・

プロジェクトを実施するなど過渡期と言える。今後、プロジェクトの成果を基にどの

ような標準が示され、全国規模において展開されていくのか注視していきたい。  
加害者更生は刑事裁判で有罪となった者が対象であるが、刑事司法制度におけるド

メスティック・バイオレンス等の犯罪に対する刑罰の実現には、加害者と被害者の関

係、成人の証人の不在と証拠収集の困難、被害者の刑事裁判手続に対する不安と非協

力等の障害があり、イギリスにおいても課題とされている（増田 2000（二） :73）。  
かつては私的関係者間の暴力は見知らぬ他人間の暴力よりも犯罪としての重大性が

低いと考えられていたが、1990 年に発出された内務省通達（HOC 60/1990）は、ドメ
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スティック・バイオレンスに対する警察の対応方針を示し、大きな方向転換を行った

（財団法人警察大学校学友会・犯罪調査研究会 2001:71）。警察は 1990 年通達の後、
2000 年に新たな通達（HOC 19/2000 Domestic Violence: Revised Circular to the 
Police）を発出し、問題の性質と範囲、定義、法的救済策、警察と他の機関の役割、警
察の政策、事案に対する初動対応、事案後の行動、被害者支援などについて規定して

いる（ 15）。一方、検察においても、1995 年の家庭内暴力事件の処理に関する方針によ
り、ドメスティック・バイオレンス事件を他の犯罪と同じように扱うこと、訴追する

ことが望ましいこと、被害者が告訴を取り下げた場合の対応等についての方針を示し

ている（増田 2000（二） :77）。  
イギリスでは、たとえ被害者が加害者の訴追に協力的でない場合においても、公益

上の利益の観点から必要な場合は訴追を行うとされており、以前に比べると、より多

くのケースが訴追されるようになったと言われる。しかし、被害者の証言なしで訴追

されるケースはまれで、継続的に暴力があり、重篤な結果が生じていて、かつ医学的

記録や目撃者の証言など多くの証拠が収集されている場合に限られているのが実際の

ようである（ 16）。そのため、多くの被害者・加害者は刑事司法制度外に置かれている現

状は、従来どおりとされる。現在の問題としては、司法関係者のドメスティック・バ

イオレンスに対する認識の不足が挙げられ、この点については内務省などを中心に研

修等の取組がなされている。  
イギリスでの実地調査において、政府機関や民間団体の関係者から繰り返し強調さ

れたのは、加害者更生プログラムを効果的なものとするには、プログラムに先だって

行われる加害者の査定が重要であることと、加害者更生と同時に被害者支援も行わな

ければならないことである。全国矯正事業者ネットワーク（National Practitioners’ 
Network）が作成したガイドラインにおいても、加害者更生プログラムを立ち上げる
際には、被害者支援のプログラムも立ち上げる必要があることが示されている。全国

矯正事業者ネットワークのガイドラインでは、加害者更生プログラムの中心目的は、

暴力を終わらせ女性の安全を確保することで、プログラムに参加することが加害者の

司法上の責任を回避するために利用されてはならないことが明確にされている（ 17）。日

本において、加害者更生プログラムの実施を考える際には、このイギリスで強調され

た点を心に留めて置きたい。  
最後に本稿では紹介できなかったが、地方公共団体においても積極的な取組がなさ

れている。ロンドンのカムデンにおいてはカムデン安全ネット（Camden Safety Net）
が、内務省の犯罪削減計画（Crime Reduction Programme）の資金で実施されている
（ 18）。カムデンでは、ドメスティック・バイオレンスに関する幅広い被害者支援が展開

しており、その中に加害者更生プログラムの提供も含まれている。イギリスにおける

加害者更生プログラムは、ドメスティック・バイオレンスに関する総合的な対応の一

環として位置付けられていることが、地方公共団体の取組からも見て取れる。  
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註 

（１）  イギリスのドメスティック・バイオレンス対策全般については、（増田 2000）  
に詳しい。  

（２）  「プロベーション（probation）」という用語は「保護観察」と訳されるが、イギ
リスにおけるプロベーション・サービスの所掌事務は、日本の保護観察業務よ

り広い。法務省資料においても「プロベーション」という用語がそのまま用い

られていることも多いことから、本稿では「プロベーション・サービス」を用

いる。ただし、日本の保護観察に該当する事務やそれを行う職員については、

「保護観察」「保護観察官」と訳している。  
（３）  1991 年刑事司法法で規定されたプロベーション命令の目的は、社会更生命令と

名称が変更された現在も変わっていない。2000 年刑事裁判所権限法（Power of 
Criminal Courts (Sentencing) Act 2000）においても同様の規定がある。  

（４）  全国プロベーション・サービスについては、  
http://www.homeoffice.gov.uk/cpg/nps/index.htm を参照。  

（５）  早期釈放制度におけるプロベーション・サービスの役割については、（法務省保

護局 1994b:232-243）を参照。  
（６）  2000 年全国基準 2002 年改訂（National Standards for the supervision of 

offenders in the community 2000 revised 2002）による。  
（７）  2003 年からは警察も犯罪者査定システムの情報を共有することとなっている。 
（８）  Multi-Health Systems Inc.から発行されている。  
（９）  パイロット・プロジェクトは、2001 年６月から準備が進められ、同年 11 月か  

らウインブルドン・プロベーション・リソース・センターにおける加害者更生

プログラムが始まった。現在（2002 年９月）までに約 40 名が受講している。
プロジェクトでは、受講する犯罪者に対し、プログラムの前後及びプログラム

終了６か月後に心理テストを行うことによる効果測定、グループ・セッション

を担当するチューターの研修、マニュアル作成などを行っている。プログラム

の各グループ・セッションはビデオに録画され、外部の専門家であるトリート

メント・マネージャーが事業の一貫性について監視している。  
（ 10）  ドメスティック・バイオレンスの加害者更生プログラムには、「怒りのマネジメ

ント」も含まれるが、これはプログラムの一部分であってすべてではない。暴

力を振るう、振るわないは、怒りなどの感情のコントロールができないためで

あるとか、アルコールや薬物の問題があるからではなく、加害者の意識的な選

択によるもので、プログラムの主要なテーマはジェンダー問題であるとウイン

ブルドン・プロベーション・リソース・センターの担当者は述べている。  

（ 11）  内務省の政府文書においても、ジェンダーの分析視点を兼ね備えた認知行動ア  
プローチが推奨されている（Mullender& Burton 2000）。ジェンダーによる分
析視点とは、加害者の根底にある「親密な男女関係においては、男が女をコン

トロールするのが当然」という信念を崩すことなしには、根本的な問題解決は
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あり得ないとする考え方である。認知行動アプローチは、暴力行動は学習され

た行動であって、消去が可能であり、その責任はひとえに加害者本人のもので

あるという見地に立つものである（浜井＆横地 2000:87）。  

（ 12）  ドゥルース・モデルについては、（Pence&Paymar 1993(2002)）を参照。  
（ 13）  DVIP については、http://www.dvip.org/を参照。内務省の政府文書では、DVIP

の取組が好事例（good practice）として紹介されている。  
（ 14）  CAFCASS については、http://www.cafcass.gov.uk/を参照。  
（ 15）  2000 年通達は（財団法人警察大学校学友会・犯罪調査研究会 2001）において訳

出されている。警察の実務については、（警察政策研究センター2002）を参照。 

（ 16）  地方公共団体の DV 対策担当者は、被害者の証言なしに加害者の逮捕、訴追、  
裁判となるケースは「 ice flow」と呼ばれていると話した。理由は不明であるが、
ゆっくりと氷が流れていく様から来ているのではないかとのこと。担当者は、

警察は進めようとしているが、検察はそれほど努力していないと述べている。  

（ 17）  全国矯正事業者ネットワークのガイドラインは（RESPECT 2000）を参照。
（RESPECT 2000）は、全国矯正事業者ネットワークの「原則の声明（Statement 
of Principles）」を発展させ、2000 年９月に改訂したもの。  

（ 18）  カムデン安全ネットについては、  
http://www.camden.gov.uk/camden/links/equalities/dm_safetynet.htm を参照。 
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加害者プログラムの最低基準 

 

加害者更生の目的 

ドメスティック・バイオレンスの加害者更生の第一次的な目的は、女性や子どもの安全を

向上することである。加害者更生における介入や決定はこのことを念頭において選択しな

ければならない。  

 

第二次的な目的は次の通りである。  

 女性に対する暴力について男性に弁明の責任を負わせること。  

 礼儀をわきまえた、平等主義の関係を促進すること。  

 ドメスティック・バイオレンスに対する社会の関心を高めるために他の者と協働する

こと。  

 

 

加害者更生の重点 

すべてのプログラムには核心となる要素として次のことが含まれていなければならない。  

 暴力的行為となるものについての理解。  

 加害者が自分の行動について 100％責任があること。  

 暴力的な行動は選択であること。  

 暴力的な行動は機能的であり、意図的であること。  

 否定し、軽視し、非難しようとする戦術を問題にすること。  

 暴力を支える態度や信念を問題にし、これを変えること。  

 ドメスティック・バイオレンスの社会的で、ジェンダーを反映した関連性を認め、疑

義を唱えること。  

 男性のパートナーに対する権力と支配の期待を問題にすること。  

 パートナーや子どもに加える暴力の短期的、長期的の双方にわたる影響を理解する能

力を発達させること。  

 建設的で、礼儀をわきまえた、平等主義的な在り方を学び、採用すること。  

 介入の焦点は、被害者としてではなく、加害者としての男性に置くべきであること。  

 プロジェクトは加害者の原理となれ合いになることを避けるべきであること。  

 

加害者更生に適した環境 

理想的には加害者更生はグループワークを主としなければならない。グループワークが不

可能な場合には、個人のワークはグループワークのために輪郭が描かれたものと同じ原則

と基準を厳守して計画され、構成されたプログラムでなければならない。カップル・ワー

ク、怒りのマネジメント、もしくは調停は、男性の女性に対する虐待的行動を取り扱うに

は適した環境ではない。  

 

（参考）
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カップル・ワークは次の場合以外は行ってはならない。  

 男性がプログラムを終了した後で、  

 かつ、暴力のないある程度の期間が経過した後で、  

 かつ、女性が安全に対する恐れなしに自由にカップル・ワークに入れる場合、あるい

は入れると感じる場合。  

 

 

プログラムの期間 

行動の変化には長い時間がかかる。イギリスその他の場所での長期的なプロジェクトの経

験に基づいて、グループワークを含み、男性が自らの暴力的な行動を扱う特別の問題につ

いてのプログラムの期間は、  

 30 週間にわたり最低 75 時間の期間でなければならない。  

この期間に満たないプログラムは有害となる可能性がある。  

 

 

秘密性 

加害者更生に携わる者がサービスを受ける者の虐待的行動のために誰かの安全について懸

念する理由がある場合には、加害者更生に携わる者はこれらの懸念を秘密にしない義務が

あり、他人に対する危険を最小限に止めるためにサービスを受ける者の秘密性を制限しな

ければならない。この義務には、他の機関又は現在、以前、若しくは新しいパートナーを

含めた他の人間への通知、報告、警告が含まれる。プロジェクトはプロジェクトの秘密性

の条件をサービスを受ける者に知らせ、同人がそれを理解するように確保しなければなら

ない。  

 

プロジェクトは、関係者、関係機関がその情報を利用することに明示的な許可を与えない

限り、プログラムの男性の現在、以前、又は新しいパートナー及び彼の暴力、虐待を受け

る危険のある他の者に関する情報を完全に秘密にしなければならない。関係者、関係機関

がその情報を利用することに明示的な許可を与えた場合でも、加害者更生に携わる者は女

性やその他の者に対する危険を増大しないように適宜に計らう義務がある。  

 

 

グループワークを行う者の性別と数 

すべてのグループには最低２名のファシリテーターがいなければならない。我々はプログ

ラムは男女のチームで行うのが一番良いと信じている。グループのファシリテーターは理

想的には男性１名と女性１名、もしくは女性２名と男性１名である。男女のチームで作業

しない者はできるだけ早くこれに移行する必要がある。  

 

加害者更生に携わる者は、効果的な共同作業ができると安心、又は安全だと感じることの
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できない男性との作業を強制されてはならない。監督者との協議においてこのことを判断

するのは当人であって、管理者であってはならない。  

 

 

男性プログラムと刑事司法制度 

ドメスティック・バイオレンスは犯罪行為であり、刑事司法制度の正当な事柄である。プ

ロジェクトは男性が彼らの行為の法律上の結果から逃れるために加害者プログラムへの参

加を利用することがないようにしなければならない。プロジェクトは先を見越して刑事司

法関連機関と連動しなければならない。  

 

プロジェクトは自分達の男性プログラムの方法と内容に関して、暴力の被害者の支援をし

ている女性グループと積極的な会話を求める用意がなければならない。  

 

 

リスクの評価 

リスクと再犯の評価を行う場合は、評価が根拠とする見地／情報を明示的に述べるととも

に、その評価手続の限界を評価の中で認めるものでなければならない。  

 

プロジェクトは裁判所が委託した照会に関してプログラムの適正さの評価を行う場合は、

証人の供述、その他の該当する報告を利用しなければならない。他の照会に関しても、プ

ロジェクトは利用可能なあらゆる報告を利用するように努力をしなければならない。  

 

プロジェクトは男性の進歩、グループに対する熱意、プログラム資料の理解、参加を評価

し、外部機関と外部の人間に彼らの関心事を報告し、他の機関のリスク評価の手続に貢献

するように努力する。  

 

 

 

＜資料出典＞  

RESPECT 

The National Association For Domestic Violence 

Perpetrator Programmes And Associated Support Services 

 

“Statement of Principles and Minimum Standards of Practice”から抜粋  

当資料についての問い合わせは下記まで。  

Respect, PO Box 34434, London W6 0YS 
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ドイツ  
 
 
 
 
 
        立命館大学大学院応用人間科学研究科教授  
                                           中 村  正 
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ドイツにおける DV加害者対策の概要 
 

中村 正 
１ ドイツにおけるＤＶ加害者対策の概要 
２ ドイツ連邦政府の取組 
－アクションプラン「女性に対する暴力との闘い」を中心にして－ 

３ ＤＶへの司法的介入と新しい「暴力保護法」 
４ ドイツの加害者対策についての動向 
－ヒアリング調査ならびに収集した資料をもとにして－ 
４－１ 学術調査団体・WiBIG Projectの取組 
４－２ ベルリン州司法省へのヒアリング 
４－３ 連邦「家族、高齢者、女性、青少年省」へのヒアリング 
４－４ ベルリン暴力予防センターへのヒアリング 

５ まとめ 
参考資料 「ドイツの暴力保護法」 

 

はじめに 
 
 内閣府「配偶者からの暴力の加害者更生に関する調査研究」の一環で、2002年 9月に海
外調査を実施した。本報告は、関係機関へのヒアリングと収集した資料をもとにして、ド

イツにおけるＤＶ加害者更生の取組の概要をまとめたものである。 
 
ドイツ調査は、2002年 9月 16日から 9月 19日にかけて実施され、訪問先は以下のよう

であった。 
     日時        訪問先 備考 

9月 16日 11:00‐13:00 WiBIG（オスナブルック大学学術調査団体） ベルリン 
      15:00‐17:00 「ベルリン暴力防止センター」（民間組織） ベルリン 
9月 17日  10;00‐12:00 ベルリン州司法省 ベルリン 

14:00‐16:00 ドイツ連邦司法省 ＊被害者の権利調査団と合流 ベルリン 
9月 18日  14:30‐16:30  ドイツ連邦「家庭・子ども・高齢者・青少年省」 ボン 

 
 なお、ドイツ連邦司法省の訪問調査は、同時期にドイツの犯罪被害者権利擁護の仕組み

を調査していた「全国犯罪被害者の会」（代表幹事：岡村勲弁護士）の調査団に合流したも

のである。ヒアリングの内容はＤＶ加害者更生施策ではなく、被害者の刑事司法参加制度
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であった。今次報告ではその内容報告は割愛している。 
 

１ ドイツにおけるＤＶ加害者対策の概要 

 
 刑事司法システムのなかで位置付けられているのは、第１に、軽微な犯罪として不起訴
処分となる場合の賦課事項又は遵守事項に何らかの加害者更生プログラムを課すという点

である。第２に、起訴した後、裁判所の判断で、公判終結までの間に、刑事司法手続のそ

れ以降の進行を暫定的に中止することができるとする規定があるが、この場合にも、賦課

事項又は遵守事項を課すことができる。同じく、何らかのカウンセリング受講命令などが

指示できる。手続中止の判断については検察官、被害者の同意を得る必要がある。第３に、

裁判が終結し、その判決の結果として執行猶予となり保護観察付となる場合に、遵守事項

又は指示事項として何らかのプログラムへの参加を命令することができる。 
 こうした賦課事項、遵守事項、指示事項の内容として、いわゆる加害者向け非暴力プロ

グラムへの参加命令が選択される可能性がある。一般に、ドイツでは「社会的トレーニン

グコース」と呼称されることが多い。非暴力行動変容のための「社会的トレーニングコー

ス」への受講命令を指示することができるというものである。しかし、受講命令それ自体

は、例えば、軽微な犯罪を不起訴処分とすることができるとする刑事訴訟法第 153 条に特
段の例示があるわけではないので、同法第 153 条ａのうち、５の「回復」への努力の一つ
としてとらえられていると解釈できる。その内容は、以下の本文で紹介するように、マン

ツーマンのカウンセリングではなく、グループワークを中心とした認知、行動、態度、意

識の変容を促す教育的処遇として組み立てられている。 
「社会的トレーニングコース」のグループワークへの参加指示が、加害者更生政策の基

本として考えられている。また、民間のカウンセリング機関等がグループワークを提供し

ている。そこには、ＤＶ加害者だけではなく、子ども虐待関連で福祉関係当局から参加を

指示される事例、刑務所収容中の加害者への矯正教育ならびに更生教育の一環として参加

を指示される事例などが合流してくる。 
しかし、そのプログラムの内容、期間、効果などについては、調査時点では試行中なら

びに開発中ということであった。 
ＤＶ対策については、さらに、被害者を救済する保護命令制度が創設された（３で詳述

する「暴力保護法」）。以下、調査で得た知見をもとにドイツのＤＶ対策、とりわけ加害者

対策の概要を報告する。 
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２ ドイツ連邦政府の取組 
 －アクションプラン「女性に対する暴力との闘い」を中心にして－ 

 
行動計画の概要 
 
 ドイツ連邦政府は、ＤＶを含む女性に対する暴力全般をなくすための行動計画を策定し

た。1999 年 12 月「女性に対する暴力の撲滅のための連邦政府のアクションプラン」であ
る（以下、「行動計画」と表記）。 

1975年の国際女性年を契機としてドイツ国内でも女性に対する暴力への関心が高まって
いた。それまでに数多くの調査、パイロットプロジェクト、反暴力啓発活動が展開される

ようになってきた。 
1976 年 11 月、ベルリンにドイツ最初のシェルターが開設された。その後もシェルター
が開設されていき、現在は全国で 400 近い数になっている。クライシス・ホットライン、
女性のためのカウンセリングサービスなども展開され、サポートネットワークが徐々に整

備されてきた。より効果的に暴力をなくすための取組が必要だと認識し、連邦レベルで、

包括的な反暴力のための行動計画を策定した。 
先行して、女性の人身売買に関するワーキンググループ（The national working group to 

combat the trafficking in women）があり、そして、ＤＶと闘うワーキンググループ（a 
working group to combat domestic violence）が続いた。これらの運動が盛り上がるには、
NGO（非政府組織）の役割が大きかった。そして、ウィメンズカウンセリングのグループ
も貴重だった。 
行動計画は、「女性に対する暴力は長い間タブーだった」という。「個人的なことは政治

的なこと」というスローガンがＤＶを公の関心事にした。パイロットプロジェクトや科学

的な研究が組織され、ＤＶを法的ならびに公的な課題にしてきた。連邦政府とベルリン市

議会のパイロット企画としてベルリンにシェルターを開設した。その際に、The Rendsburg 
women’s shelterというシェルターから運営のノウハウについてのアドバイスもあった。 
政府はシェルター運営、スタッフ研修、資材やテキスト開発に努力を傾注した。さらに、

90年代の 10年間には、加害者更生と介入プロジェクトが研究課題に追加された。80年代
から 90年代にかけては、ＤＶ以外の暴力についての取組も進展した。たとえば、女性に対
する性的暴力、レイプ裁判における被害者証言のあり方の改善、子どもへの性的虐待対応

強化、職場のセクシュアル・ハラスメント、買春ツアー問題と女性の人身売買、老人虐待、

外国人女性や障害のある女性への暴力などへの取組である。これらの反暴力の取組の一環

としてＤＶ対策がある。 
ＤＶを根絶するためにこれまで試されてきた、シェルター開設、クライシス・ホットラ

イン、カウンセリングセンターという 3 つの伝統的なものだけが重視されることだけでは
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なく、これらのセンターの相互ネットワーク化が大事でもある。 
 
行動計画の重点 
 
連邦政府の行動計画では、第１に、「予防」が重視されている。特に、家父長制社会の持

続的な構造の一表現が女性に対する暴力であると明言している。同時に、問題解決行動パ

ターンの個人的表現としての暴力というとらえ方もしている。加えて、貧しさ、失業、ア

ルコール問題と結びついた生活なども関連しているという。予防という点では、個人の要

因と社会的な要因の双方を射程に入れることが大切だとする。 
第２に、「一般的な社会的予防原則」として、以下のことを想定している。１）女性への

暴力は法律違反である。適切なかたちで、男性の暴力から被害者は保護されるべきこと、

加害者は国家から罰を受けること、２）あらゆる社会生活において、男女のもつ不均等を

除去すること、３）世代間連鎖を断ち切ることが指摘されている。 
第３に、連邦の健康教育センターでも非暴力教育を実施する。ここではコミュニケーシ

ョンを基礎としたアプローチを重視する。例えば、自尊心を強める、個人の責任を自覚す

る、コンフリクト・マネジメントスキルを学ぶなどのテーマである。さらにジェンダーの

視点からの性教育、性と暴力の関連についても学習する機会を若者に与えることに取り組

む。社会的には、ドイツ国鉄などの企業でも「セクシュアル・ハラスメントといじめ」な

どでキャンペーンを実施している。 
第４に、学校教育制度においても非暴力の取り組みを進める。女性と少女への敬意をは

らうための内容にする。連邦教育省も「スクールの寛容、理解と生活の視点から」の取り

組みを強めている。1999 年 11 月、「バイオレンスフリー(暴力のない)の学校づくり会議」
を開催した。 
もちろん、暴力から、障害のある少女と女性、高齢女性、外国人女性と子どもなど、特

別のニーズをもつ対象者も想定している。 
 
ＤＶに対応するための法制度改革 
 
連邦による法制度改革も重視されるべきである。第１に、ＤＶを防止するための新しい

法律の制定である。法による市民の安全の確保は当然のことである。刑法、民法、その他

の法領域において女性を保護することが大切である。そのためには、現行法をきちんと履

行することで暴力に対処するのが基本である。ＤＶを犯罪として訴追することが基本でな

ければならない。加害者が自らの悪行を根拠にして処分されるというシステムを構築せね

ばならない。加害者は、法に則り訴追され処罰される。 
その上で、連邦政府は、「persistent domestic violence」（しつこく繰りかえすＤＶの加
害）について、新しい法を制定し、独自な犯罪類型とするかどうかを検討する用意はある。
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裁判所、弁護士、カウンセリングセンターなどを通して事例を収集することとする。 
第２に、刑事手続における被害女性の参加への特別な配慮が必要である。ドイツでは、

「証言保護法（1998年 12月）」が制定されるなど、世界に先駆けて被害者の権利擁護が図
られている。もちろん法律は、被害者だけではなくて加害者へも関心をもっている。加害

者が自らの行動パターンを変更できるような仕組みの創出が必要である。 
暴力のサイクルを終わらせるためには、ＤＶ加害者向けの「社会的トレーニングコース

（courses in social training）」を開発し、それを受講することを義務付けるという制度が
必要である。これはドイツにおける DV加害者対策のメインとなっている考え方である。 
さらに、加害者と被害者の補償に関する仕組みがある。刑事訴訟法第 153 条は、要件を

満たせば訴訟を却下する（軽微な犯罪を対象にした不起訴処分で、賦課事項又は遵守事項

を課すことができる）と定めている。その賦課事項あるいは遵守事項として、暴力的でな

い関係を学ぶ社会的トレーニングコースに参加させる仕組みを連動させることができる。

ＤＶ事案において処罰は唯一の手段ではない。被害者‐加害者補償制度もまた暴力的葛藤

を個人的な直接の社会環境において解決することになるだろう。 
第３に、民事の取組がある。連邦政府は、被害者を暴力から保護する為の法律を制定し

た。いわゆる保護命令制度である。 
第４に、虐待を射程にいれることも看過できない。虐待対策の基本は、暴力のない環境

で子どもを育てることにある。暴力のある環境で育った子どもが長じて暴力を振るうよう

になる「暴力のサイクル」を絶つことを意味する。 
 
加害者へのアプローチ 
 
 ウィメンズシェルター、クライシス・ホットライン、ウィメンズカウンセリングセンタ

ーの整備が従来のＤＶ対策である。しかしこれは被害者救済を基本にしたものである。今

後のＤＶ対策には加害者対策が必要である。 
しかし、例外的に重大なＤＶ事件を除いて、加害者への関心は薄い。家庭内での暴力で

制裁を加えるべきだというのは稀である。依然として私的で家族的な出来事（A private 
family conflict）としてＤＶをみる傾向がある。ＤＶを犯罪として訴追することを強化する
とことは、私的な出来事だとされることを公的に顕在化させることを意味する。 
ＤＶ加害男性は自らカウンセリングに行こうとしない。妻の責任にすることもある。過

去 20年間の経験では、女性の被害者救済運動だけでは限界があるといえるだろう。本当に
変化させるためには加害者への対策が不可欠だ。そのために、まずは犯罪として公的な機

関が取り扱うことが大切である。 
しかし、ＤＶ加害の場合、通常の処罰（科料、懲役）では個人の行動の変化を期待でき

ない。もちろん、家庭内暴力を大目に観ることはできないが、将来にわたる非暴力への援

助のための制度創設も必要である。かかる観点からすれば、加害者に焦点を定めた施策
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（perpetorator-orieneted mesures）が樹立される必要がある。それは被害者保護と並んで
加害者の行動を変更させる取組である。そのために、命令によって、社会的トレーニング

コースへの参加を義務付けることと結び付いた仮の判決を課すことは現行法でも可能であ

る。こうした機会があれば、加害者に問題を気付かせ、善悪を判断させ、被害者のことを

理解し、カウンセリングセンターで他のサービスを受ける方へと男性を変えることができ

る。現在、「ＤＶと闘うベルリン危機介入プロジェクト」のフレーム内で加害者プログラム

について試行的に実践している最中である。連邦政府も加害者へのこうした新しいアプロ

ーチを強く支持している。 
 

３ ＤＶへの司法的介入と新しい「暴力保護法」 
 
ＤＶに対応する法の整備‐暴力保護法の制定と保護命令制度‐ 
 

2001 年 11 月「暴力行為及びストーカー行為における民事裁判所の保護の改善と別居に
おける婚姻住居の引渡しを容易にするための法律」が連邦議会を通過し、成立した(2002年
1月 1日施行。法律の全文は、別紙添付資料参照。戸田典子「ＤＶからの保護‐ドイツの新
法案」『外国の立法』209、2001年 6月、から、戸田典子訳の法案全文を引用)。 
この法律は全部で 11章から成る。第１章が「暴力行為及びストーカー行為からの民事法

上の保護のための法律」（以下、暴力保護法と表記）である。第２章以下は既存の第１章に

即して既存の法律を改める条項となっている。全４条から成る第１章は、いわゆる保護命

令を定めており、主に DV に対応するための法律である。もちろん、配偶者間だけではな
くて、成人した子どもが親に暴力を振るわれている事例や非配偶者間ならびに同性愛者等

の同居の事例にも対応可能となっている。つまり、一定の要件を満たす同居している関係

性において発生する暴力加害者を排除するための法律である。先行して制定された（1997
年）オーストリアの同種の法律をも参考にしたという。 
ドイツでは民法の一般規定、つまり、民法第 823条において、「不法行為により他人に損
害を与えた者は損害賠償義務を負う」とされ、さらに民法第 1004条は「所有権の侵害の除
去及び不作為を求める権利」を定めている。この規定を根拠にして暴力の被害者を保護す

る命令（保護命令）を発することは法的には可能であるが、実際にはこれらの条項は家庭

内暴力に関して活用されてこなかった。新しい暴力保護法の対象はＤＶという狭い特別な

領域であり、一般法である民法の特別法として制定されている。 
暴力保護法の第１条は、「暴力およびストーカー行為からの保護のための裁判上の措置」

を定めている。以下のように保護命令が定められている。 
 
「（１）ある者が故意に他の者の身体、健康又は自由を不法に侵害した場合には、裁判所は、被害者の申立てに基づき、
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さらなる侵害を防止するために、必要な措置をとらなければならない。裁判所の命令は期間を付して与えられるものと

し、期間は延長することができる。裁判所は加害者に対し、正当な利益の実現のために必要である場合を除き、特に、

１」被害者の住居に立ち入ること、２」被害者の住居から一定の範囲内にとどまること、３」被害者が規則的にとどま

らなければならない他の指定の場所を訪れること、４」遠隔的な連絡手段も含め、被害者への連絡ととること、５」被

害者との遭遇を引き起こすことを行わないように命令することができる。」 

「（２）ある者が、１」他の者に対し、生命、身体若しくは自由を侵害する旨を告知して不法に脅迫した場合、２」不

法かつ故意に、他の者の住居若しくは法律で保護された所有物にに侵入し、３」反復してストーカー行為を行い若しく

は遠隔的な連絡手段の使用により他の者を不当に苦しめる場合にも、上記（１）の命令される。」 

「（３）アルコール飲料や類似の薬剤を使用して自ら一時的に陥った、自由な意思決定が不可能な、知的活動の病

的な障害状態において犯したときにもまた、裁判所は上記（１）に定める措置を命令することができる。」 

第２条では、「共同で使用していた住居の明渡し」を定めている。第３条は被害者が未成年者の場合は、保護命令に代

えて、後見関係、保護権関係の法律の対象となることを定めている。第４条は命令違反への処罰についてである。この

命令を破ると、「1年までの自由刑又は罰金刑」として処罰される。 

 
家庭内暴力と刑事司法 
 
家庭内暴力への司法の介入について、そのあらましを『家庭内暴力への介入に関する研

修‐警察ならびに法律家のための継続教育用資料』（ドイツ連邦「家族・高齢者・子ども・

青少年省」発行の「第６章 法的介入」をもとにして紹介しておく。 
家庭の中で犯された犯罪に対する効果的制裁を達成するために、警察だけではなく、そ

の後の司法システムも必要である。制裁手続の中心には被疑者がいる。暴力を受けた女性

は全捜査手続に、証人として参加する。 
その際、彼女が第一義的な証明手段となる。彼女たちの証言、別の証人の証言、別の証

明手段が、犯人の罪を証明する。しかし、ＤＶ事案は、こうした従来の被害者証言の在り

方に問題を投げかける。刑事訴訟において犠牲者の利害を考慮するために、「被害者保護法

（1986年）」において、「被害者証人の権利」が強化された。 
警察が事件を捜査したあと、捜査結果に関する文書が検察庁に送られる。検察庁は、起

訴に値する十分な根拠があるかどうか吟味しなければならない。検察庁が、事実および法

的状況から公判において有罪判決が明らかであるという確信に達することを前提としてい

る。家庭という領域における暴力行為に対する捜査手続においては、しばしば以下のよう

な法的規定が重要な役割を果たす。 
第１は、被害者女性の証言拒否についてである。刑事訴訟において、特定の人間（配偶

者、婚約者、子どもなど）は、証言を拒否する権利をもつ。つまり、家庭内暴力を受けた

女性は証言を拒否することができる。この権利は、暴力的な男性パートナーが、女性の発

言を妨害するために、女性を抑圧することにつながりうることを背景にしている。証言拒

否の権利は、捜査手続の全過程において存在する。最初は証言した女性が、手続の後の段
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階で証言を拒否することもできる。 
第２に問題となるのが、私訴（Privatklageweg）である。私人訴追制度ともいわれてい

る。明白な犯罪において身体的な負傷が問題となっている場合、検察庁は、私訴の手続を

とるかどうかを決定しなければならない（刑事訴訟法 374条第１項）。私人訴追制度は、「住
居侵入罪、侮辱罪、信書の秘密に対する侵害罪など一定の軽微な犯罪について、検事局が

公訴を提起するかどうかにかかわらず、被害者が訴追できることとする制度」である（刑

事訴訟法第 374条から 384条。滝本幸一、橋本三保子「ドイツにおける被害者保護施策及
び被害者救済活動の現状」『法務総合研究所研究部報告』第９号参照）。 
刑事訴訟法第５編は「被害者の手続参加」を定めている。この規定はドイツにおける被

害者の利益を保護する重要な役割を果たしている。しかし、私訴の場合、家庭内暴力を受

けた女性は、告訴人として出廷しなければならないということとなる。このことは被害女

性にとっては過酷なものとなる。私訴は、とりわけ被害を受けている人が犯人との個人的

な関係を有していない場合に効果をもつとされるので、家庭内での暴力犯罪のための手続

においてはうまくいかないことがある。 
 ＤＶを犯罪化していく際に、とりわけ二つの調整がある。第１は、被告の罪が少ない、

あるいは公的利益が存在しない場合には（軽微な犯罪の事例）、刑事訴訟法第 153条に基づ
いた手続（不起訴処分）を採用する。第２は、中程度の犯罪の場合、刑事訴追において実

現することの公的利害が、命令あるいは指導の実行によって達成されうる場合にも刑事訴

訟法第 153 条が採用される。この手続は、何よりもまず被疑者が自らに課された義務を果
たすことによって終結する。被疑者には、犯罪の賠償あるいは支払いの義務が課せられる。

被疑者に、「社会的トレーニングコース（たとえば反暴力トレーニング）」に参加すること

を課することができるようになった。これら刑事訴訟法第 153 条の採用は、被疑者および
裁判所の同意を前提としている。 
 

＊刑事訴訟法第 153 条（軽微な犯罪）①手続の対象が軽微である場合、検察官は、行為者の責任が微弱であり、

刑事訴追に公の利益が存しないと認めるときは、公判開始に関し管轄を有する裁判所の同意を得て、公訴を提起し

ないことができる。法定刑の下限が加重されていない軽罪の場合で、犯罪行為により惹起された結果が軽微である

ときは、裁判所の同意は、必要でない。 
＊刑事訴訟法第 153 条ａ（賦課事項又は遵守事項の履行）①検察官は、軽微の事件につき、所定の賦課事項又は

遵守事項が刑事訴追による公の利益を消滅させるのに適しており、かつ責任の程度がこれを妨げないと認めるとき

には、公判の開始に関し管轄を有する裁判所及び被疑者の同意の下に、公訴の提起を暫定的に猶予し、被疑者に対

して賦課事項又は遵守事項を課することができる。賦課事項又は遵守事項としては、特に以下のものが考慮される。 

１．犯罪行為によって生じた損害を回復するために、特定の給付を行うこと。 

２．公共の施設又は国庫のために金員を支払うこと。 

３．その他公共に役立つ給付を行うこと。 

４．一定額の扶養義務を履行すること。 
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５．被疑者との和解に真剣に努力し（行為者と被害者との和解）、その際、自己の犯罪による損害の回復の全部もしくは

大部分を回復すること、又は損害回復のための努力をすること。６道路交通法・（略）・に基づく講習に参加すること。

検察官は、・・第４号については１年以下、それ以外は６月以下の期限を付する。検察官は賦課事項又は遵守事項を事後

的に取り消すこと、又は１回に限り履行期間を３月間延長することができる。被疑者の同意があるときは、賦課事項又

は遵守事項を事後的に課すること及びこれを取り消すこともできる。被疑者が賦課事項又は遵守事項を履行したときは、

その犯罪行為を軽罪として訴追することはできない。 

②公訴が提起された後は、裁判所は、事実の確定を最終的に審査できる公判段階の終結に至るまで、検察官及び被告人

の同意を得て、手続きを暫定的に中止し、同時に・・賦課事項又は遵守事項を被告人に課することができる。 

 
ＤＶの特別手続 
 
 家庭内暴力の刑事司法上の取扱いにとって、２つの重要な手続がある。ひとつは、「略式

手続」である。検察庁の申請から、文書による手続を通じて、裁判所は、罰金刑や自由刑

を課す。これに対して被疑者は、２週間以内に異議を申し立てることができる（刑事訴訟

法第 407条）。 
もうひとつは、「簡易手続」である。「簡易手続」は特別手続の一種であり、刑事訴訟法

第 417 条を根拠にしている。第一審では刑事裁判官が権限を持つ。この場合、殺人罪は除
外されることが多い。また、被疑者が犯罪を複数の罪種で犯している場合や、被疑者の人

格や前歴を調べる機会がある場合には、このようにはならない。 
＊刑事訴訟法第 407条（略式命令）①軽罪について検察官の書面による請求があるときは、公判を経ることなく、

書面による略式命令で犯罪に対する処分を定めることができる。 

＊刑事訴訟法第 417条(簡易手続の申立て) 

 「事件の事実関係が簡単であるか、又は証拠が明白で、即時の審判に適しているときは、検察官は、書面又は口

頭で、簡易手続による裁判の申立てをする」 

 
ＤＶへの制裁 
 
 裁判所の手続は判決によって終結する。裁判所が罪を確定することで、被疑者は判決を

受ける。判決は罰金刑となることが多い。ドイツの法的制裁において、1998 年の判決の
81.4％が罰金刑であった。自由刑判決は、判決の 18.6％だった。他には、「執行猶予なしの
自由刑」（1998年では自由刑の 32.1％）と「執行猶予付の自由刑」（２年まで延期）がある。
とりわけ６か月まで、刑の停止が考慮に値するかどうかを検討する。 
裁判所は、検察庁と同様に、刑事訴訟法第 153 条の手続きを採用することとなる。これ
には、検察庁と同様、被告の同意を必要とする。 
家庭内暴力の刑法上の制裁に関する実践的経験については、従来から連邦統計庁の司法

統計でも有益なデータがほとんど存在しない。 
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数少ない統計データを紹介しておく。第１に、手続の総数について。ベルリン検察庁特

別部門において、1996年 9月から、家庭内暴力に関する警察の文書が記録されている。「ベ
ルリン地区裁判所特別部門における家庭内暴力の記録」などの文書がある。これは実際の

家庭内暴力の増加を反映しているのではない。警察による告発の増加によって引き起こさ

れている。 
第２に、検察庁の手続締結である。家庭内暴力について検察庁が処理した手続締結の内

訳は、その 60％はたいてい明白な犯行容疑から行われたものではないという判断である。
30％は、裁判所に行くように指示されたもの、10％は別の部門に回された（「検察庁特別部
門における手続及び手続締結－区裁判所における手続き」）。検察庁の展開も同じように見

える。ここでも、たいていの手続は訴訟中止に終わる。それにもかかわらず、起訴手続の

割合（とりわけ略式命令の申請の割合）は増えている。 
 
訴訟中止 
 
 ベルリンでは、手続上の障害、たいていの場合は不起訴による中止件数が明らかに減っ

てきている。しかしそれに対して、刑事訴訟法第 170 条に基づく手続の中止（捜査から起
訴に十分な証拠を提供できないことによる訴訟中止）は増加している。 
 
＊刑事訴訟法第 170条（捜査終了後の手続）①捜査の結果、公訴を提起するに足りる十分な理由が示されたときは、検

察官は、管轄裁判所に対する起訴状の提出によって公訴を提起する。 

②前項に当たらないときは、検察官は、手続を打ち切る。この場合、被疑者の尋問を行ったことがあるとき、又は被疑

者に勾留状が発せられたことがあるときは、打切りの旨を通知しなければならない。 

 
 証拠不十分あるいは「十分な犯罪容疑」の欠如によって中止となる手続の割合は、検察

庁における中止の過半数を占め、非常に高い。刑事訴訟法第 170 条第２項に基づく中止の
割合は、1997年、ベルリンの全犯罪の 39.3％、そのうち明白な犯行容疑の欠如による中止
は 21.6％、手続上の障害による中止は 17.7％であった。連邦全体の平均では、刑事訴訟法
第 170 条に基づく中止の割合は、27.2％にとどまっており、そのうち明白な犯行容疑の欠
如による中止は 19.8％、手続上の障害による中止は 6.1％であった。 
手続上の障害による刑事訴訟法第 170 条に基づく中止の減少には、以下の３つの理由が
考えられる。第一に、検察が特別な公的利益を認め、不起訴を独自の決定によって埋め合

わせるような手続の割合が増加している。第二に、検察の手続が変化してきている。被害

者に対して起訴するかどうかを訊ねる際に、官吏はできる限り激励する。第三に、「家庭内

暴力に対するベルリン介入プロジェクト(BIG)」における議論では、女性の家や女性相談所
の体制が強化され、起訴申請を勧めていることにつながっている。 
十分な犯罪容疑の欠如による刑事訴訟法第 170 条に基づく中止の割合の高さには、たい
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ていの場合多くの要因が作用している。第一に、家庭内暴力の手続の際の捜査状況を特に

考慮しなければならない。被疑者が否認している際、必要な証拠を集めることは難しい。

第二に、警察による告発の増加が反映されている。ＤＶへの介入を促進させる研修教育や、

積極的に介入するようにという家庭内暴力における警察の振る舞い方についての指導が変

化したことも考えられる。これまで手続に成功のチャンスが全くなかったために、かつて

は告発を控えてきたこと被害者が変化してきたと考えればわかりやすい。 
 
家庭内暴力に関する簡単な統計 
 
以下のデータは 1998年 1月から 1999年 1月までの 13か月間の統計である。 
家庭内暴力での告訴は、全体で 172 件の手続だった。たいていの場合は傷害に関する起
訴であった。そのうちの 25％が重度の身体的負傷（刑法第 223 条および刑法第 224 条）、
12％が脅迫（刑法第 241条）、7％が強制猥褻（刑法第 240条）、4％が名誉毀損（刑法第 185
条）であった。 
「訴訟当事者」は、177 人の全被害者のうち、89％が女性、11％が男性であった。77％

がドイツ人、10％がトルコ人、6％がポーランド人、3％がそれ以外のヨーロッパ、あるい
はヨーロッパ以外の国籍であった。性別では、172の全被告人のうち、94％が男性、6％が
女性であった。 
被告人の国籍では、73％がドイツ人、27％がドイツ人以外の国籍であった（14.5％がト
ルコ人、2％がポーランド、2％がそれ以外のヨーロッパ国籍、7％がヨーロッパ以外の国籍）。
ベルリンにおけるドイツ人以外の人口の割合（1998年：13％）と比較すると、外国人の被
告人が多い。ベルリンのあらゆる犯罪容疑者の中でドイツ人以外の人口が占める割合（1998
年：23.5％）に関連付けると、ドイツ人以外の被告人の割合は、犯罪容疑者の構造一般比に
ほぼ対応している。 
被害者と加害者との関係が「配偶者」である割合をみてみると、ドイツ人以外の男性容

疑者の割合は 42－46％であった。妻に暴行を加えた外国人の夫は、ドイツ人の犯罪者より
も明らかに少ない。このことは、家庭内暴力にかかわった移民女性は、ドイツ人女性と比

べて、ほとんど告発しないということを意味している。 
 ５つのケースでは、複数の被害者がいる。こうしたケースでは、男性が起訴されている。 
「手続」として、被告人の 16％は、弁護士の代理を代理に立てた。被告人の 38％は、自白
しており、その際、いくつかのケースにおいては、部分的な自白が問題となっている。３

つのケース（1.7％）においてのみ、被害者は付帯訴訟を申請した。すべてのケースにおい
て付帯訴訟が認められ、女性は手続において弁護士を代理に立てた。この３つのケースの

刑の宣告は、罰金刑であった。 
被害者の 59％は裁判において供述をした。女性の 46％は証言拒否の権利を有していた。
それにもかかわらず、そのうち半分以上（54％）が証言を行った。被害者の証言拒否と手
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続終結との間に関連性は存在しない。 
簡易手続が問題になっているにもかかわらず、２か月において手続が継続になったのは

ケースの 20％であった。 
 手続の約半分（45％）が、軽微な犯行なので手続中止となった（刑事訴訟法第 153 条。
37 ケースにおいては、中止は付帯条件（履行義務）と結びついており、たいてい罰金の支
払いが問題となっていた。 
ケースの 30％において、被告人は有罪判決、主には傷害を与えたことによる罰金刑を受
けた。自由刑となった場合はすべてのケースで保護観察付となった。一つのケースでは、

補完的にアルコールセラピーを受講するようにとの命令が課された。暴力的な男性に対す

る女性のための社会的トレーニングコースに参加する命令はなかった。 
 15ケース（9％）において被告人は無罪となった。被告人は、ほとんど弁護士の代理を立
てなかった。被告人が弁護士の代理を立てた 28ケースのうち３分の１は、刑事訴訟法第 153
条に基づき中止された。弁護士の代理がないのは、手続の 22％だけであった。無罪となる
ケースで弁護士を立てた男性は 21％であり、弁護士のいない被告人（７％）よりも、明ら
かに有利であった。 
少ないケースであるが、傷害罪で保護観察付の自由刑が下された。簡易手続においても、

有罪判決を受けた男性が、保護観察の条件として社会的トレーニングコースに参加する命

令が課される可能性がある。「家庭内暴力に対するベルリン介入プロジェクト(BIG)」のコ
ーディネーターの証言によると、ベルリンの裁判所の実践でも、ゆっくりではあるがこう

したコースへの参加を促すなどの変化が確認された。 
ＤＶの場合、罪が軽いという理由での手続の中止が多数を占めている。中止の数が高い

のかあるいはむしろ適切なのか、また結果的な刑事訴追および暴力の予防という意味で、

手続きの中止を減少させるべきかどうかという問題が提起されている。 
「家庭内暴力に対するベルリン介入プロジェクト(BIG)」による社会的トレーニングコー
スの拡大は、将来的には、刑事手続の「暫定的な中止」の枠組みの中でも選択可能となる。

簡易手続においても、暫定的な中止においても、社会的トレーニングコースへの参加命令

を通じて、男性に行動変容を促すチャンスが高まることとなる。このことは、法律家のた

めの継続教育においてもさらに強化されるべきテーマである。 
 

４ ドイツの DV加害者対策についての動向 
－ヒアリング調査ならびに収集した資料をもとにして－ 

 
４－１ 学術調査団体・WiBIG Projectの取組 
 
介入プログラムの研究 
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 ドイツでは、加害者更生のための非暴力プログラムが社会的トレーニングコースとして、

試行的に取り組まれている。連邦内で実施されている 8 つの加害男性向けプログラムを取
り上げ、その理念、内容、効果などについて研究を積み重ねている。その効果について、

心理学、教育学、法律学などの見地から、オスナブルック大学に研究チームが組織され、

学術的調査を行い、今後の加害者対策の展開の基礎データを収集している。それが、WiBIG
（Evaluation Team of intervention projects against domestic violence of the University 
of Osnabruck）である。この学術調査団体を訪問して、ヒアリングを行い、すでに公刊さ
れた評価、分析資料などを入手した。特に、研究の中間報告書でもある「ドイツにおける

ＤＶ加害者への介入の概要」(An overview of work with perpetrator of domestic violence 
in Germany, Barbara Kavemann, Stefan Beckmann, Heike Rabe, 2001)とヒアリングに
よりながら、ドイツにおける加害者対策を概観しておくこととしたい。 
ドイツにおいて加害者対策に関心が持たれるようになったのは、90 年代に入ってからで
ある。70年代半ばには、レイプ、妻殴打への関心が、80年代には、子ども虐待、なかでも
性的虐待、職場でのセクシュアル・ハラスメント、売買春とトラフィッキング、特別なグ

ループの女性の暴力へと関心が拡大してきた。ＤＶ加害者対策はこうした関心の延長線上

にある。 
介入プロジェクトとして、政府の支持も手伝って、ここ 2、3年の間に急速に関心が高ま
っている。しかし、加害者向けのプログラムについては強制的な参加で本当に変化がある

のかが論争となっている。この論争を見極めるためにも、プログラムの具体像を探るのが

本プロジェクトの目的となっている。見極めの中心は、プログラムの期間、具体的方法、

内容、ゴール、効果などである。 
介入プログラムはＤＶに取り組む組織間の連携で開発されはじめた。プログラムサイズ、

構造、焦点の違いはあるが、暴力をなくすことでは一致した介入プロジェクトが試行的に

運用されている。その中心は、政府の行動計画にもあるように、女性と子どもの安全を守

り、家庭内暴力を根絶するという目的である。これは共通している。シェルター、ウィメ

ンズカウンセリングサービス、警察、弁護士、メンズカウンセリングサービス、子ども保

護団体、政府、自治体の広域連携で介入プログラムが開発されてきた。現在、オスナブル

ック大学が 8つの介入プロジェクトの評価を実施している段階である。1998年に取組を開
始し、2002年度末には一定の結論を出す予定である。 
伝統的な意味でのカウンセリングにおいては、男性の場合、パートナーシップ、キャリ

ア、父性などは話題になるが、暴力はメインとなりにくい。暴力を主訴に相談にはこない。

しかし、私的あるいは公的な場での男性の暴力は相談の大きな領域をカバーしているはず

である。男性向けカウンセリングのスペクトラムのなかに暴力が入ると考えている。性的

虐待は 10年ほど古くからカウンセリングの話題になっていたが、加害者対策としては主題
化されてこなかった。対人暴力を伴うので、単なるセラピーとして問題を片付けることは
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不適切でもある。それは有責的な行動だからだ。 
400 以上のシェルターに毎年 45000 人以上の女性と子どもが逃げ込んでいる現状からす
ると、フェミニスト団体は加害者対策を並行してとることに批判的である。フェミニスト

団体は、「Victim-oriented intervention」こそが大事だという。「Perpetrator-oriented 
intervention」への関心は薄い。犯罪訴追のための検察当局を超えてまで介入を拡大するこ
とには 90年代までは批判的だった。 
ミネソタ（米国）の DAIP（「ＤＶ防止プロジェクト」）の取組が 1991年頃にドイツに紹
介され始めた。その時に、ベルリン介入プロジェクト（BIG）が設立された。フェミニスト
と政府とが協働して、暴力男性対策を争点化した。ロンドンの DVIP「ＤＶ介入プロジェク
ト・ロンドン」も参考にしている。これは、女性のサポートと男性の暴力防止プログラム

の二つの極から成り立っている。 
従来より取り組みのあった性的虐待者、性犯罪者対策と DV 加害者対策は政策的論争点
となっている。しかし、介入プロジェクトの是非と可否についての大論争の多くはイデオ

ロギー的なものである。あるいは政治的なものといってもいい。つまり、メンズカウンセ

リングサービスへの不信が女性運動のなかにあるということだ。換言すれば、セラピー的

かつ教育的であることを強調したＤＶ加害者への介入プロジェクトを女性（運動）は信用

していないということである。たとえば、社会的トレーニングコースのトレーナーとして

元バタラーを活用することへの不信などが指摘できるだろう。 
また、加害者対策に予算を取られると、シェルターなどの補助金が削減されるのではな

いのかという不安もある。女性団体は、矯正局や司法当局が予算については責任をもつべ

きであると主張する。法的な制裁という文脈で介入プロジェクトがあるべきだという。 
もちろん、メンズカウンセリングへのシェルターからの懐疑には、女性の安全が本当に

守られるのだろうかという点が拭い去れないからである。後に紹介する認知行動療法的な

コースでトレーニングしているから安全だという錯覚に陥ることもある。プログラムが本

当に効果的なのかどうかについての完全な情報を、被害者も社会も受け取るべきである。

男性が本当に変化したのどうか、将来にわたっても非暴力であるのかどうかについての見

極めが必要だということだ。 
 
三つの介入モデル評価 
 

WiBIGによる評価は 3つの介入モデルを想定している。第１は、セラピー的(therapy) 
アプローチである。犠牲者としての側面も主張される。加害者の子ども時代を含めた社会

化過程に照準があてられ、よりケア的な見地となる。「goal-oriented training」を用いるこ
ともある。第２は、認知行動訓練「 cognitive behavioral training」である。これは非暴力
への自己動機付けを重視する。第３は、カウンセリング「counseling」志向である。純粋な
ものはなく、常に混在しているが、理念としてはこの 3 つを想定している。それぞれ特徴
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をみてみよう。 
 
セラピーアプローチについて 
 
 専門的な処遇としての特徴付けられている。心理的問題に対処する「病理治療モデル」

である。暴力をシンドロームとしてとらえるのではなく、学習された社会行動としてみる。

その行動に責任をとることができるし、個人的な暴力行動の決定をしているからである。

性的な犯罪者へもセラピー的な手法が使われてきた。その暴力から離れて。性犯罪者の収

監期間中にセラピーを行うというものである。バタラーへもセラピー的な関心が広がる。

短期間のグループセラピーでは深層心理的問題を扱うわけにはいかないとセラピストはい

う。クライアントの過去、社会化過程、暴力それ自体の経験などに焦点をあてて、暴力の

理由や背景を探ることを志向している。暴力それ自体ではなくて犠牲者としての経験に焦

点をあてるのだから、潜在的な危険性がある。免責的な機能をもつのではないかという批

判がある。 
 
認知行動的トレーニング 

 
このアプローチの仮説は、学習された行動として暴力をとらえ、故に、再学習可能な非

暴力行動だとするものである。暴力は病気でもなく、パートナー関係の葛藤でもなく、ア

ディクションでもない。「力の濫用」としての暴力という把握をすべきである。ヒエラルキ

ー、抑圧、機会の制限、役割パターンなどを男性が学ぶ過程に暴力が入り込む。日常生活

を通して暴力行動が繰り返され、行動パターンとして定着するという。 
 暴力と力の乱用は同じか、力を肯定するための暴力と無力さを回避しようとしての暴力

は違うのではいかという論点も含まれている。コントロール感を満たすために意識的に暴

力を用いることが強調される。セラピー的アプローチと異なり、このアプローチは子ども

の頃のような過去ははさておいておく。現在から未来が対象となる。 
プログラムの目的は加害者の主観的な幸福でなく、被害者を保護するために男性の行動

が変化することだと明確に設定される。ドイツでは、若者のための福祉の法において、60
年代から既に採用されている認知行動トレーニングである。当時は「教育的コース」とし

て位置付けられていた。「Therapeutic-pedagogic plan to cope with their conflict」と表現
されている。これは、①セラピー的かつ教育的なコースの哲学的目標の明確化、②トピッ

クを中心としたプランやカリキュラムの構築、③コンフリクトを解決する明快な目標への

行動のカタログの提示、④暴力と不平等を助長するような態度や行動の変容への援助とし

て構成されている。プログラムは半年以下で終わるのが大半である。 
このアプローチは、グループワークを志向する。グループワークは、暴力を個人の問題

ではなく、社会全体の問題だということを参加男性に知らしめることが可能となる。グル
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ープワークでは自己が振るった暴力を否認できない、加害男性の社会的孤立を回避する、

スタッフと加害者の溝を埋めることができるなどの利点がある。 
グループワークを通して、加害者が自らの暴力に直面化するのを援助する。グループワ

ークをとおして、ＤＶを振るっているという意味での「エキスパート」同士が出会う。暴

力の「エキスパート」たちの目はどんな言い逃れもできないほどの力を持つ。もちろん、

グループワークは安全な場としても機能する。コンフリクト解決に向けた暴力なしの戦略

をつくる。面子を失う恐怖なしに自己開示することができる。実践的な日常の葛藤回避に

ついての新しい知識や感覚を学ぶ。他の男性たちとのグループワークをとおして別の行動

パターンを学習する機会となる。 
 
カウンセリング 

 
個人カウンセリングの手法である。セラピーは病気モデルだが、カウンセリングは健康

的な人を相手にする。グループワークの導入期、補助手段、並行面接などとして個人カウ

ンセリングを使う団体が多い。後に紹介する「The Passau Model」だけが個人カウンセリ
ングのみを加害者に用いている。どのプログラムも初期面接はカウンセリングとして実施

している。個人カウンセリングとグループワークのギャップを埋めるために、次のグルー

プワークまではカウンセリングを実施することもある。 
なかには、カップルカウンセリングもある。この場合は、相手の女性の合意が必要であ

る。女性がカップルカウンセリングを望む場合もある。二人の関係はまだチャンスがある

のか、男性の行動は本当に変化するのかついての見極めが難しいところだ。カップルカウ

ンセリングは女性に責任があることを認める場ともなるので、実施については配慮が求め

られる。男性がカップルカウンセリングに参加するように女性を強いていないかどうか、

男性側の知識ではなくて、きちんとしたカップルカウンセリングについての情報を与えら

れるべきである。カップルカウンセリングはオープンな雰囲気のなかで、将来のこと、直

面している問題について語ることができなければならない。 
 
強制的なカウンセリング受講命令批判 
 
ＤＶ加害男性がプログラムに参加するルートは多様である。その際に、参加の動機が自

発的であるべきかどうかという点で論争がある。メンズカウンセリングプロジェクトやメ

ンズセンターの評価では、二つの大きな意見に分かれている。自発的に参加する男性たち

こそが変容可能だと主張するグループと、命令で参加する男性たちも変化の可能性がある

と主張するグループである。 
「MgM(men against male violence)」はハンブルグ（Humburg）で古くから活動する非
暴力のための男性の団体である。このグループは、人は強制力でもっては変わらない、そ
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して、司法システムでカウンセリングへの参加を命令するのは暴力を免責させてしまうと

主張している。ＤＶ加害者は、厳格に、収監することを目的として訴追すべきであるとい

う。暴力の責任を採らせるべきだからという理由だ。強制的なカウンセリング受講命令で

は効果がない、暴力というのは意図してとった行動なので責任があるともいう。さらに、

カウンセリング受講は逆に過剰な加害者の内面への介入となり境界侵犯的である、暴力そ

れ自体が境界侵犯なので、刑罰を課して責任をとらせるべきである。カウンセリングを通

して内面に介入されたと感じる加害男性たちは司法システムをとおして暴力を学ぶことに

なるという。こうした仕組み自体が暴力へのレディネスを形成してしまう。 
 
非自発的な参加命令も行動変容は可能 
 
この意見に対して、他方では、外的な参加命令をとおして、男性たちは受苦の感覚を形

成し始めるし、暴力予防的な感覚が熟成される契機となる、という主張がある。確かに、

自己動機形成が行動変容の最適な条件であることは間違いない。このことを否定する人は

いない。しかし、たとえ強制参加であっても、加害男性はグループワークの進行とともに

責任を受け入れ、謝罪と変化の必要性を理解していく。裁判所の命令による参加であって

も、制裁のフレームのなかで実施しているので、変容するという意味では、条件付けの好

ましいフレームとして機能する。つまり、カウンセリング受講命令もこうしたフレーム形

成として機能する可能性があるということだ。あとは、ドロップアウト率を減らす工夫、

プログラムの結果の測定やフォローの仕方の開発など課題が残る。クライアントの個人的

な資質だけではなくて、プログラムそれ自体の質やスタッフの質にも規定されて総合的に

プログラムとして評価されるべきことなので、カウンセリング受講命令をどうみるかは単

純ではない。 
1999 年のデータでは、ハノーバー市での 80 人の加害男性の事例がある。そのうち、司

法システムの各段階において提示されたカウンセリング受講を選択したのは 37人にすぎな
い。つまり、54％は犯罪としての制裁を受けたのである。裁判所の命令ではあるが、自ら
プログラムを選択したという意味では自発的でもある。自発的な参加と命令による参加は

動機づけという点では明確に線引きできず、参加命令だから加害男性が変容しないという

確証はない。 
 
自発的参加と強制的参加 
 
 逆に、ＤＶの場合、自発的な参加者は法的な強制なしに参加するので、自らの態度を変

えようという意図はなく、狡猾さが全面にでるかもしれない。この意味では、法による外

的な動機はひとつの態度変化への契機になりうるものである。非自発的な参加は、刑事司

法システムの強制だけではなくて、被害女性からの指図かもしれない。また、児童の福祉
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にかかわって、青少年福祉局からの参加指導かもしれない。こうした動機は確かに外的な

ものであるが、それは、バタラーが裁判所から命令されることも同じである。非自発的な

参加だからといって態度が変わらないということにはならない。 
自発的な男性が参加するプログラムというよりも、苦しみをしり、処罰を受け入れるよ

うになるような地域のプログラムやもっと利用しやすいプログラムを開発すべきである。

自発的な参加のみで成り立つプログラムは限定的な価値しかもたないともいえる。被害に

あっているパートナーがいなくなるかもしれないという恐れは男性が変化する契機になる。

青少年福祉局ならびに家裁は、親権の決定をする際に、社会的トレーニングコースへの参

加に関心をもつ。ＤＶは親権決定に否定的な役割を演じるからである。ハノーバー地区で

は、虐待にかかわって、警察とソーシャルワーカーによる介入プログラムの接点がある。 
 
認知行動トレーニング－暫定的なプログラムのスタンダード－ 
 
最終的にはプログラムの質が大切である。またその期間も重要である。現在、プログラ

ムの全国的な統一基準はドイツにはない。加害者へのプログラムは、非暴力という大きな

ゴールについての合意があるだけである。今後は、加害者対策が拡大し、連邦政府も州政

府も関心をもつようになりつつあるのでスタンダードが重要となるだろう。 
 認知行動トレーニングのゴールは、①暴力フリーな行動、②責任をもつことと自己コン

トロールの増大、③暴力を振るう自己への弁別能力の向上、④ソーシャルスキルの改善で

ある。対象となるグループはＤＶ加害者である。参加が自発的かどうかは問わない。しか

し、ＤＶ加害の確信犯タイプ、対話さえ拒否するような男性は排除することにしている。

参加要件はグループに参加する能力（グループのルールを守る。参加の意志がある。）とい

うことだけである。そして契約することも重要である。グループでのコミュニケーション

に参加する充分な能力があり、文化的宗教的に特別な排除理由がなければ加害者を受け入

れることにすべきである。 
このコースのフレームワークは、グループワークである。スタッフは専門的に訓練され

た者である。チームを扱いつつも個人事例にも精通することが望ましい。グループワーク

を実践しながら、男性の変化についての記録をとること、そのために妻との連携をおこな

う。個別のサポートも実施している。スタッフは非暴力への援助のための多様な方法を身

につけることが必要となる。暴力行動の再構築、暴力のサイクル、暴力の輪、ＡＢＣモデ

ル、リフレーミング技法、ロールプレイ、サイコドラマなどが有益である。 
グループワークを通して、男性としての家族生活や社会生活を反省することを促す。家

族、子ども、自らの暴力行動、親密な関係性のあり方などが主題となる。暴力への抵抗と

否認については可能な限り早めに考えさせることにしている。 
そして、再犯しないようにする。プログラムが修了したあとの最初の１か月間に再犯の

リスクが高くなる。この時期には、追加的な個人カウンセリングも行うことも視野にいれ
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る。特に危機に陥ったときへの対応を準備すべきである。リクエストがあれば妻とのカッ

プカウンセリングも実施する。 
 以下、個別のプログラムの特徴を紹介しておく。 
 
事例①「ハノーバー・メンズセンター（HAIP）の取組」（家族における男性の暴力に対す
る介入プロジェクト） 
 

1997年よりプロジェクト始動。ハノーバー・メンズセンターがプログラムを提供してい
る。70％は受講命令を受けて参加（30％は検察から、40％はソーシャルワークプログラム
から）、30％は自発的参加となっている。ドイツでは古くから活動している団体。 
 1999年には 106人の男性が最初の初期グループセッションに参加した。そのうち 35人
がトレーニングコースのグループワーク参加を選択した。1999 年には 11 人の男性がプロ
グラム完全修了となった。1998 年は 13 人であった。HAIP では年に 3 つのグループワー
クを動かしている。高いドロップアウト率。現状ではどこのプログラムでも抱える課題で

ある。二つの正職員のポストを三人の常勤で運営している。３人の非常勤スタッフがいる。

自治体の基金で運営し、初期面接と 24週間のトレーニングプログラムを実践している。参
加費は男性が払うルールである。一回のグループに 20 マルクから 60 マルク支払う。額は
個人の収入による。プログラムは、グループ討論と連続したモジュールで運営するが、柔

構造である。「女性と子どもへの暴力とともに妻へのいかなる暴力をも完全に永遠に止め

ること」が目標であるが、リーダーは短い時間では達成困難と認識している。さらに長期

にわたるセラピーにも参加した場合は成功率が高い。 
 
事例②「BiP(Packhaus)」  
 

1995年より始動。性的暴力と身体暴力への男性向けカウンセリングである。性的虐待者
へのセラピーで実績のある団体であり、ドイツでは有名な団体である。Scheleswig-Holstein
州司法省との財政的連携で実施し、連邦のモデルプログラムとして「州の連携と介入プロ

グラム」を開発してきた。Bipはセラピ－的な特別カウンセリングを得意としている専門家
集団である。運動主導型、つまりメンズムーブメント的ではない。男性２、女性２の正職

員専門カウンセラーがいる。さらに非常勤職員が１人いる。セラピーの期間中に、外発的

な動機しかなかった男性への動機付けを重視している。被害者の保護もとくに重視されて

いる。怒りと不全感が加害男性の心理を支配し、暴力行動の背景にある。セラピーをとお

して得られる暴力から自由な問題解決力の向上は彼にとっても利益がある。オープンなグ

ループワークとして組織化されている。いつでも新しく参加可能なグループワークとなっ

ている。13 のセッションから成りたつ。４回の個人カウンセリングセッションがグループ
ワークに先立つ。50％は受講命令を受けた男性。妻から、児童福祉局、他のカウンセリン
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グセンターからオファーされたのが 50％であった。1998 年には、46 人の男性がグループ
ワークに参加した。1999年には 51人の男性が参加した。1998年には５人の男性が完全に
グループワークを修了した。1999年には６人の修了者だった。このグループワークも高い
脱落率である。年間を通して参加可能なオープングループワークとなっている。 
 
事例③「Passsau model Violence in close relationship」 
 

1991年から 1994年までUniversity of Passauでモデルプログラムを実施した。「親密な
関係における暴力克服プログラム」である。Bavaria州と大学との連携している。検察とカ
ウンセリングセンターの 2 者による連携で可能となった。結婚、家族、生活に関するカウ
ンセリングセンターで、加害者向けに実施した。カソリック教会の慈善組織をバックに運

営され、３人の正職員がいる。このセンターで実施しているカウンセリングの 2％に相当す
る男性が加害者に該当する。検察から送られた加害男性であり、裁判所からの命令で参加

する男性は少ない。同じく自発的参加者も少ない。モデル期間終了後、体系的なデータ分

析を実施した。毎年４～５件の加害男性参加がある。検察からは 5 つのカウンセリングセ
ッションを要請されていた。ここではグループセッションは開催していない。カウンセラ

ーはカウンセリングの回数が少ないと批判的だった。ここでは、トレーニングでもなくセ

ラピーでもない伝統的なカウンセリングを実施している。カウンセラーは検察から加害男

性についての詳細な情報提供を受けた。カップルカウンセリングをオファーされた者もい

た。これ自体は介入モデルだと位置付けられているのではない。公的な関心を集めた。個

人カウンセリングを中心としたプログラムでは、認知行動トレーニングよりも効果はなか

った。 
 
介入プログラムの課題 
 
加害者への介入プログラムの目標は、100％暴力から自由になる行動を獲得することなの
か、それとも、ある限定された時期に暴力から自由であるだけでは不充分なのか、さらに、

暴力の頻度や強度が減少するだけではだめなのか、そして、プログラムを比較することは

そもそも可能なのか、データやグループワークをどのように選択するのかなど、まだ完結

していない研究課題が多い。身体的暴力だけではなくて、心理的な抑圧を増大させていな

いのかなど、女性たちの声を考慮すべきでもある。父としての子どもへの責任をもきちん

と果たせるように効果があるのかも問題となっている。この点はドイツでは期待が高い。

子どもへの権利をめぐって女性をコントロールする機会とする男性が多いからだ。他にも、

プログラムは暴力一般にも効果があるのか、目の前の女性への暴力だけなのか。伝統的な

男性性を変化させることができるのか、効果を測定するのに参与観察しかないのか、セラ

ピストの態度は問題にできるのかなど、多様な検討課題が浮上している。 
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プログラム評価のあり方という点では、まだ短期的な評価しかできていない。プログラ

ムの進行にあわせて、参加度、コースの進行具合、参加者の持続性、コースリーダーのヒ

アリングなどを実施している。しかし、サンプル数が少ない。データも一般化可能なほど

蓄積されておらず、制限的である。プログラムから脱落した男性の情報から学ぶことが多

いのに、この点でのデータは特に少ない。 
 
４‐2 ベルリン州司法省へのヒアリング 
 
刑事部副部長、刑事部ＤＶ担当、民事担当検察、行刑専門官、保護観察官が応対してく

れた。 
ＤＶは私的な出来事であるという意識の乗越えがこの間のドイツにおける課題である。

刑法、民法、予防の各方面から取り組んでいる。ドイツでは、夫婦間強姦が 97年に犯罪と
みなされた。ＤＶを犯罪にすることと処遇の過程でＤＶを意識している。 
民事の命令としての保護命令を創設した「暴力保護法」の半年間の刑事における実績へ

の反映としては、33％以上、ＤＶ事案が増加した。ＤＶが表面化してきたという認識であ
る。刑法上は傷害罪（告訴が前提）となる。訴追を強化するために、検察内部に DV 担当
課（10 人）を置いた。この特別課では、職務命令としてＤＶを司法手続において持続的に
扱うようにと指令している。 
保護観察処分のなかでもＤＶに対応している。司法省の直営ではなく民間の加害者対策

サービスに乗せるように指令あるいは命令することができる。ただ、裁判の結果、こうし

た命令（社会的トレーニングコースへの参加命令を指示する）につなぐ形式的な可能性は

あったが、あまり利用されてこなかった。これは無料のセラピーではない。 
民事上は保護命令を創設し、ＤＶ対応となっているが、ドイツにおける刑事上の加害者

対策は、特に DV 加害者への特化した特別な処遇はない。アルコール、性犯罪、高攻撃性
などの暴力のアスペクトで把握して処遇計画を立てることとしている。これまでの経験で

は、ＤＶとアルコール問題との重複が多いと感じている。脱アルコールプログラムへの参

加が必要である。これとは別に、2003年から性犯罪者処遇の新しい体系がスタートする。  
DV 加害者もこうした一般の行刑制度に則り処分され、処遇計画が立てられる。形式上は、
社会治療施設での処遇となる可能性もあるが、特にＤＶ特有ではない。処遇計画は、暴力

の程度と鑑定による。また、刑事司法のソーシャルサービスとして、二名の裁判補助官（日

本における家裁調査官のような仕事を実施）を増強し、より適切な判断が可能な調査を行

う体制をとっている。 
 
No Toleranceの原則 
 
軽微なものとして不起訴処分となることが多いので、これには賦課事項又は遵守事項を
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課すことができる。社会的トレーニングがメインであり、被害者との和解へとすすむ。判

決の結果、保護観察処分として遵守事項を付すこともある。この社会的トレーニングは、

再社会化プログラム（加害者更生プログラム）として位置付くが、実際に国内での提供は

少なく、開発中ということである。 
ＤＶについては、可能なかぎりの被害者保護の対策を打つことが大切である。私的な出

来事、プライベートな出来事だというＤＶへの考え方を乗り越える。現行制度のもつ可能

性を最大限に制度化する。組織的なネットワークも準備されている。特に被害者を救出す

るネットワーク化が課題である。保護命令として法律はできたが、その後に課題は山積し

ている。 
まずは、女性が力を持つ必要がある。勇気をもって警察に行くこと。その後に、警察や

司法機関がきちんと動き出すことも大切だ。しかもすばやく。調停プロジェクトは効果的

に作動している。2001年下半期のデータ。3600件の告訴の後押しとして新法が役立ってい
る。 
捜査をして、事件性が薄いと取り扱うことをしないこともあるが、訴追された事案は、

2002 年で 1117 件となっている。結果としては起訴しないケースも多くなっている。公訴
を維持できるかどうかがかぎである。傷害罪の場合は検察主導型ですすむ。その際には、

公の利益という判断がある。ＤＶを含んだ事件では、11500 ケースが不起訴となった（99
年から 2000年の 2年間の統計）。もちろん充分な証拠があれば有罪となる。 
不起訴の場合は遵守事項を課すことがある。刑事訴訟法第 153 条の第１項でいう軽微な
犯罪で不起訴事例での遵守事項付与は、検察の判断でおこなう。（ａ）項は裁判所の決定と

検察の同意により遵守事項を課す。その内容は、社会的トレーニングコースへの参加と和

解が基本となる。 
ベルリン市で 275人の保護命令を受けたＤＶ加害者がいる。ベルリンは 340万の人口規

模である。どのプログラムに参加するかは保護観察官と本人が決める。ベルリンには 2 つ
のコースしかない。ベルリン暴力防止センター、BIG プロジェクトである。加害者プログ
ラムは州の予算で動いている。25000 ユーロの補助金もでている。まだ遵守事項を課す事
例が少ないので、プログラムの数はこれだけで足りている。 
 
４‐３ 連邦「子ども・家庭・高齢者・青少年省」へのヒアリング 
 

BIG の取組を進めているところである。これはＤＶに関する組織のためのネットワーク
である。もちろん、警察も含めている。警察官への研修も実施している。加害者プロジェ

クトの評価についての研究プロジェクトも追加された課題である。 
暴力保護法という新法はオーストリアのモデルをも参考にした。先に紹介した連邦のア

クションプラン策定が大きな原動力となっている。これは女性に対する暴力全般を対象に

しているものであり、政策の統一性の根拠となっている。暴力の予防、ＤＶへの啓発、既
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存の法の改正を提言し、障害のある女性や外国人女性など特別なニーズをもつ者への配慮

もしている。 
保護法の考え方は、共同で住んでいた住居それ自体を対象にしている。あらゆる手段と

対象を想定したコンタクト（電子メール含む）の禁止が含まれている。身体的暴力を主に

想定しているが、「健康に害となる暴力」としている。心理的暴力もこうした結果をもたら

せば対象とされる。子どもへの虐待は含んでいない。虐待についての別の法体系が対象と

する。一般法である民法にも子どもの保護に関する規定がある。 
また、子どもから親への暴力もこの法律の対象ではない。子どもが成人（18 歳）に達し
ていれば、暴力保護法が適用される。この場合は、同居していれば、子どもから親への暴

力にも対応可能な法律となっている。夫の暴力に対して、母と子からの申請も可能である。

特別な場合として、未成年の子どもからも親の暴力を排除することが可能なように次期の

法改正では議論となるだろう。 
退去命令を出した男性のための「男の家」も必要ではないかという議論があった。実際

にはいろいろ個別に対応しているようだ。たとえば、友人の家に行くとか。保護命令は 24
時間以内に出すのが基本である。とにかく警察が動くこと大事で、危険を除去するために

迅速な保護命令が必要である。警察の迅速な対応、14日間の有効の退却命令、24時間以内
に命令を発することが基本。命令は書面で本人に通達される。強制的に排除する権限をも

った執行官が通達する。 
 
加害者対策について 
 
 プロジェクトとして活動している段階（８プロジェクト稼動中）である。1980年代から
相談があり、1990年代半ばから目立つ。プログラムの焦点は「社会的トレーニングコース
（＋心理的治療）」である。加害者は、自分の意思で、妻に言われて、処分の一環として、

これらのコースに参加してくる。 
判決の一部としての受講命令は、軽罪である事例と特別に付与する事例がある。ドイツ

には、「心理治療士」という国家資格がある。ソーシャルワーカーもいるので、こうした資

格を有した専門スタッフが提供しているコースである。このプログラムの開発には、「性的

暴力を振るった人へのプログラム」が先行事例となった。 
 暴力の実態（3組に１組の夫婦でＤＶがある）からするとこうした加害者プログラムへの
参加などとして表面化してこない加害者が圧倒的に多い。現在活動しているプロジェクト

は多様なモデルを有している。他のリハビリ命令（子どもへの性犯罪）もある。しかし依

然として、加害者プロジェクトを知らない専門家は多く、啓発の課題が残っている。くわ

えて、財政面の課題も多い。ジェンダーの問題を扱う部署ではなく、犯罪対策上の課題な

ので司法関係のセクションで負担すべきだという意見も多い。 
  



 

- 106 - 

４－４ ベルリン暴力予防センター「Berliner Zentrum fur Gewaltpravention」へのヒア
リング 

 
加害者向けのサービスを実施している。2000年に開設した団体で、スタッフは３人であ

る。ＤＶ加害男性向けのサービスだけではなく女性も含めて実践している。 
 プログラムを開発する際に、イギリスの DVIP、アメリカのエマージュやダルースを参考
にした。当センターの理念は、「反暴力」である。単に男性向けのプログラムではない。セ

ンターは、イデオロギーから自由なものとして組織し、運営されている。 
ドイツでは、これまで加害男性へのアプローチは目立たないテーマだった。専門スタッ

フとはいえ、私たち男性スタッフが男性の暴力について扱うというだけで社会的には信頼

されていないようにも感じる。つまり、加害者に連帯しているのではないのかとさえ思わ

れることもあった。プログラムの内容も、女性とともにということの大切さを実感してい

る。 
「ベルリン州ＤＶに対する行動計画」の一部となった当センターの取組である。先行し

て取り組んでいた「Manageマネージ」（新しい男性像という意味）のグループで活動して
きた実績もあるし、性犯罪の加害男性向けの取組も実施していたので、それらの成果にた

っている。 
当センターの男性向けのプログラム参加者は、自主的参加者３、裁判所からの参加者３、

刑務所からの参加者４という比率である。刑務所からの参加者にはＤＶ関連事案の加害者

が多い。 
これは、ベルリン州司法省との連携で成立しているプログラムである。心理学的鑑定を

受ける。刑務所からの参加者は州政府の費用で参加している。4時間半だけ外出できる制度
があり、社会復帰のためのトレーニングとして位置付けている。付添いは付かず、刑務所

から通うプログラムとなっている。刑期終了間際の受刑者なので、そのまま逃走する人は

いない。過去に一度だけ、その間に薬物を使用していたという事例はあった。 
プログラムは「包括的な再社会化プログラム」として位置付けている。性犯罪者はミッ

クスしたグループワークには向かないので、別個に処遇している。性犯罪で未成年者を対

象にした場合は、abuseとして扱う。成人を対象した場合は、violenceとして扱う。未成年
者を対象にした性虐待については個別カウンセリングを実施している。 
当センターのプログラムは、次のようデザインされている。週１回２時間のグループワ

ークを 20回実施する。本当は、1年や 2年間は続ける必要があると感じている。裁判所か
らの参加者は、保護観察の期間でプログラム受講の期間が決まる。服役中のものは効果な

どについて心理判定員が査定する。裁判所との連携もある。 
期間については、財政負担の問題が大きい。刑務所からの参加者は公的負担となる。保

護観察の付帯事項としてグループワークに参加を命じられた場合は自己負担となる。刑務

所からの参加者は司法省が負担する。自主的ならびに保護観察中の参加者は自己負担であ
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る。１グループワークあたり 20回分で 750ユーロである（１ユーロ＝120円で計算すると
90000円相当の自己負担）。 
プログラムは社会的トレーニングプログラムである。男性の持っている可能性を引き出

すことに主眼がある。暴力を用いずに表現するトレーニング、グループセラピーを実施し

ている。セラピーと称しているが、かなり構造化されたプログラムとなっている。ロンド

ンの DVIP のプログラムを参考にしたが、それよりは管理されたプログラム内容となって
いる。 
非暴力への扉を見つけるためのプログラムとしている。暴力に抵抗する自分でなくなる、

コントロールとパワーのかんしゃくをおこさない、子どものころ母に強く殴られた記憶、

被暴力体験の癒し、イデオロギーから解放された場をつくるように工夫して運営している。

殴られた体験のある加害者は、すでにその殴られた時に、幼い心のなかで「暴力の犠牲者

にならない」（＝つまり殴り返す）という決意をしている。これが反女性という心証のもと

となるので、そこまでさかのぼりセラピーを実施する。 
脱落した加害男性には保護観察官へ連絡する。毎回参加証明書を発行する。これがない

と遵守事項を守っていないということになり、裁判に戻る。遵守事項をきちんと履行する。

途中で止める加害者は少ない。難しい事例は裁判所からの問い合わせがある。守秘義務が

完全に免除になっていないので、メタファーを使って説明する。センターと被害者の連携

はない。グループワークは 17時 30分から 19時 30分までとなっている。土日は 4時間と
1時間半の休憩で一日コースである。通常の仕事をしながらグループワークに参加できる体
制となっている。いつも男女ペアでスタッフが進行する。この男女のスタッフが責任を持

つという運営は、ロンドンのＤＶＩＰから学んだ。 
現在、2つのグループが動いている。オープン参加ではなく、メンバー固定制で、２か月

に一度スタートする。加害者にとっては、待ち時間も動機を形成するための大切な時期だ

と考えている。 
「ベルリン犯罪者保護収容援助団体」とともに新しいプロジェクト開発しているところ

である。それは、暴力保護法により退去を命じられた男性向けに住宅を提供する加害男性

へのシェルターである。そこに入所している期間、非暴力プログラムを実施するという計

画である。これはホームレスやストーカーになることを防ぐ目的もある。再犯罪防止であ

る。サポートとプログラム参加のための住居提供サービスである。 
 

５ まとめ 
 
 保護命令制度を創設し、刑事司法システムの各段階において「社会的トレーニングコー

ス」と称しているＤＶ加害者向け教育プログラムを試行している点は、わが国の少し先を

いく取組としてみることができる。すでにダイバージョン制度が確立し、加害者更生プロ
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グラムが展開されている米国やカナダを別にすれば、欧州各国では、ようやくそれぞれの

法制度を活用して更生のためのプログラム化への取組がなされはじめた段階だといえよう。 
ドイツでは、政府の行動計画に示されているように、「暴力のスペクトラム」としてＤＶ

も含めてより包括的なとらえ方をしており、虐待や性犯罪や一般暴力との連続線上にＤＶ

を位置付けている。このことは、わが国における児童虐待防止法、DV防止法など家庭内暴
力関連諸法の見直し議論に役立てるべき視点だと考えられる。また、連邦「家庭・子ども・

高齢者・青少年省」でのヒアリングでも指摘されていたが、ＤＶについては、身体的な暴

力だけではなくて、「健康を害する行為」としているので、心理的暴力を明示していないが、

心的外傷なども含めることは可能であり、今後の暴力の定義の論議に参考になると思われ

る。
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暴力行為及びストーカー行為における民事裁判上の保護の改善並びに 

別居の場合の婚姻生活の住居の引渡しを容易にするための法律案 
Entwurf eines Gesetzes zur Verbesserung des zivilgerichtlichen Schutzes bei 

Gewalttaten und Nachstellungen sowie zur Erleichterung der Oberlassung der 
Ehewohnung bei Trennung. (Deutscher Bundestag. Drucksache 14/5429,05.03.2001) 

 

戸田 典子訳 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

連邦議会は、次の法律を議決した。 

 

第 1章 

暴力行為及びストーカー行為からの民事法上の

保護のための法律(暴力保護法---GewSchG) 
 

第 1条 暴力及びストーカー行為からの保護の

ための裁判上の措置 

(1) ある者が故意に、他の者の身体、健康又 

は自由を不法に侵害した場合には、裁判所 

は、被害者の申立てに基づき、さらなる侵害

を防止するために、必要な措置をとらなけれ

ばならない。(裁判所の)命令は期間を付し 

て与えられるものとし、期間は延長すること

ができる。裁判所は加害者に対し、正当な利

益の実現のために必要である場合を除き、特

に、 

1 被害者の住居に立ち入ること 

2 被害者の住居から一定の範囲内にとどまる

こと 

3 被害者が規則的にとどまらなければならな

い、他の指定の場所を訪れること 

4 遠隔的な連絡手段による場合も含め、被害

者への連絡をとること 

5 被害者との遭遇を引き起こすこと 

を行わないように命令することができる。 

(2) ある者が、 

1 他の者に対し、生命、身体、健康若しく 

は自由を侵害する旨を告知して不法に脅迫

した場合、又は 

2 不法かつ故意に、 

a)他の者の住居若しくは法律で保護さ 

 

れた所有物に侵入し、又は 

b) 表明された明示の意思に反して反復 

してストーカー行為を行い若しくは遠隔 

的な連絡手段の使用により他の者を不当 

に苦しめる場合 

には第 1項の規定を準用する。 

本項第 1文第 2号 bに定める場合には、当 

該行為が正当な利益の実現に資するときに 

は、不当な迷惑行為とはならない。 

(3) 第 1 項第 1文又は第 2項の場合において、

ある者が当該行為を、アルコール飲料又は類 

似の薬剤を使用して自ら一時的に陥った、自 

由な意思決定が不可能な、知的活動の病的な 

障害状態において犯したときにもまた、裁判 

所は、第 1項に定める措置を命令することが 

できる。 

 

 

第 2条 共同で使用していた住居の引渡し 

(1)被害者が、第 1条第 1項第 1文に定める 

行為、及び同条第 3項の場合における同条第 

1 項第 1文に定める行為の時点で、加害者と 

ともに継続的な共同の家庭を営んでいた場合 

には、被害者は、加害者に対し、共同で使用 

していた住居を、被害者が単独で使用するた 

めに被害者に引き渡すことを要求することが 

できる。 

(2)当該住居が建っている土地の所有権、地 

上権若しくは用益権を、被害者が加害者と共 

同で有している場合、又は当該住居を被害者 

が加害者と共同で賃借りしていた場合には、 

当該住居の引渡し期間には期限を付さなけれ 
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ばならない。当該住居が建っている土地の所 

有権、地上権若しくは用益権を、加害者が単 

独で若しくは第三者と共同で有している場 

合、又は当該住居を加害者が単独で若しくは 

第三者と共同で賃借りしていた場合には、裁 

判所は、被害者に対する住居の引渡しに最大 

6 月の期間の期限を付さなければならない。 

被害者が、裁判所によって第 2文により付さ 

れた期限内に、他の適当な住居空間を負担可 

能な条件で調達できなかった場合には、裁判 

所は当該期限を最大限さらに 6月延長するこ 

とができるが、加害者又は第三者の利益を大 

きく損なう場合はこの限りでない。第 1文か 

ら第 3 文までの規定は、住居所有権(原語: 

Wohnungseigentum)、継続的居住権(原 
語:Dauerwohnrecht)及び物権的な居住の 
権利(原語:dingliche Wohnrecht)に準用 
する。 

(3) 第 1 項に定める請求権は、次の各号のい 

ずれかに該当する場合には除外される。 

1 さらなる侵害の心配の必要がない場合。 

ただし被害者に対し、行為の重大さのゆえ 

に加害者とのこれ以上の共同生活を求める 

ことができない場合はこの限りではない。 

2 被害者が、住居の引渡しを行為の後 3月 

以内に書面により加害者に要求しなかった 

場合 

3 被害者への当該住居の引渡しが加害者の 

特別に重大な利益を損なう場合 

(4) 当該住居が被害者に対し使用するために 

引き渡された場合には、加害者は、当該利用 

権の行使を困難にし、又は無に帰しめるよう 

なすべての行為を行ってはならない。 

(5) 加害者は被害者に(住居)使用の使用料 

を公正な範囲で要求することができる。 

(6) 被害者が、第 1条第 2項第 1文第 1号に 

定める脅迫、及び同条第 3項の場合における 

同条第 2項第 1文第 1号に定める脅迫の時点 

で、加害者とともに継続的な共同の家庭を営 

んでいた場合には、不当に過酷な状態を避け 

るために必要な場合には、被害者は共同で使 

用していた住居の引渡しを要求することがで 

きる。 

 

第 3条 適用領域、競合 

(1) 被害者が、第 1条第 1項又は第 2項に定 

める行為の時点で両親の保護、後見又は養育 

の下にある場合には、両親又は保護権を有す 

る人物との関係において、第 1条及び第 2条 

に代えて、保護権関係、後見関係又は養育関 

係を規律する法規を適用する。 

(2) 被害者のその他の請求権はこの法律の規 

定によって影響を受けない。 

 

第 4条 刑罰規定 

第 1条第 1項第 1文又は第 3文に定める執 

行力のある命令、及び同条第 2項第 1文の場 

合における同条第 1項第 1文又は第 3文に定 

める執行力のある命令に違反する者は、1年 

までの自由刑又は罰金刑により処罰される。 

 

第 2章 

民法典の改正 

 

連邦法律公報第Ⅲ部分類番号 400-2 に公示さ 

れた整理された文言の民法典(…(原文のママ) 

による最終改正を含む。)を次のように改正す 

る。 

 

1.第 1361b 条は次のとおりとする。 

「第 1361b 条 

(1) 夫婦が別居しているか又は一方の配偶者 

が別居を望んでいる場合には、一方の配偶者 

は、他方の配偶者の利益を考慮した上で、不 

当に過酷な状態を避けるために、婚姻生活の 

住居又はその一部を、単独で使用するため 

に、他方の配偶者に対し引渡すことを要求す 
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ることができる。不当に過酷な状態は、その 

家庭において生活している子どもの福祉が損 

なわれる場合にも、存在するものとする。当 

該婚姻生活の住居が建っている土地の所有 

権、地上権又は用益権を、他方の配偶者が単 

独で又は第三者と共同で有している場合に 

は、これを特に考慮しなければならず、住居 

所有権、継続的居住権及び物権的な居住の権 

利にこれを準用する。 

(2) 申立ての相手方である一方の配偶者が、 

不法かつ故意に他方の配偶者の身体、健康若 

しくは自由を侵害した場合、又はこれらのも 

の若しくは生命を侵害する旨を告知して不法 

に脅迫した場合には、原則として住居全体が 

単独で使用するために引き渡されなければな 

らない。住居引渡しの請求権は、さらなる侵 

害及び不法な脅迫を心配する必要がない場合 

にのみ除外されるが、ただし侵害を受けた一 

方の配偶者に対し、行為の重大さのゆえに他 

方の配偶者とのこれ以上の共同生活を求める 

ことができない場合はこの限りでない。 

(3) 婚姻生活の住居の全部又は一部が一方の 

配偶者に引き渡された場合には、他方の配偶 

者は、当該利用権の行使を困難にし、又は無 

に帰しめるようなすべての行為を行ってはな 

らない。当該配偶者は利用権を得た配偶者に 

(住居)使用の使用料を公正な範囲で要求す 

ることができる。 

(4) 第 1567 条第 1項の意味における夫婦の別 

居の後、一方の配偶者が婚姻生活の住居を出 

てから 6月以内に確固たる帰還の意思を他方 

の配偶者に告知しなかった場合には、当該配 

偶者は、婚姻生活の住居に残った配偶者に対 

し、単独の利用権を委ねたものとみなす。」 

 

2.第 1903 条第 4項は次のとおりとする。 

「(4)第 1901 条第 5項の規定を準用する。」 

 

第 3章 

裁判所構成法の改正 

 

1975 年 5 月 9 日に公示された文言の裁判所構 

成法(連邦法律公報第Ⅰ部 1077 ページ。…に 

よる最終改正を含む。)を次のように改正する。 

 

1. 第 23a 条のピリオドをセミコロンに改め、 

次の第 6号を加える。 

「6 当事者が継続して共同の家庭を営んでい 

る場合又は申立ての前 6月以内に営んでい 

た場合には、暴力保護法による訴え」 

 

(訳注:区裁判所の管轄範囲の一つとして追加されて 

いる) 

 

2. 第 23b 条第 1項を次のように改正する。 

a) 第 8 号は、次のとおりとする。 

「8 婚姻生活の住居及び家財の取扱いに関 

する命令による規制に関する訴訟手続き」 

b) 第 8 号の次に、次の第 8a 号を加える。 

「8a 当事者が継続して共同の家庭を営ん 

でいる場合又は申立ての前 6月以内に営ん 

でいた場合には、暴力保護法による訴訟手 

続き」 

 

(訳注:第 23b 条第 1項は、区裁判所の中に、家族問 

題に関する部(家族裁判所)を設置する、と定めてい 

る。同条第 1項は、この家族裁判所の管轄範囲を列挙 

している。) 

 

第 4章 

民事訴訟法の改正 

 

連邦法律公報第Ⅲ部分類番号 310-4 に公示さ 

れた整理された文言の民事訴訟法(…による最 

終改正を含む。)を次のように改正する。 

 

1.第 620 条を次のように改める。 
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a) 第 8 号の次に、次の第 9号を加える。 

「9 当事者が継続して共同の家庭を営んで 

いる場合又は申立ての前 6月以内に営んで 

いた場合には、暴力保護法第 1条及び第 2 

条に定める措置」 

b) 従前の第 9号は、第 10 号とする。 

 

(訳注：第 620 条は、裁判所が申立てにより仮命令を発 

することのできる場合を列挙している。) 

 

2. 第 620c 条第 1文の 

a) 「命じ」の次に、コンマを加え 

b) 「又は婚姻生活の住居のすべてを一方の 

配偶者に与えたときは」を「暴力保護法第 1 

条及び第 2条に定める申立て又は婚姻生活の 

住居の居住者指定の申し立てについて決定し 

たときは」に改める。 

 

(訳注：第 620c 条は即時抗告ができる場合を挙げてい 

る) 

 

3. 第 621 条を次のように改める。 

a) 第 1 項を次のように改める。 

aa) 第 7 号は次のとおりとする。 

「7 婚姻生活の住居及び家財の取扱いに関 

する命令による規制」 

bb) 第 12 号の末尾にコンマ及び次の第 13 号を 

加える。 

「13 当事者が継続して共同の家庭を営んで 

いる場合又は申立ての前 6月以内に営んで 

いた場合には、暴力保護法第 1条及び第 2 

条に定める措置」 

 

(訳注：第 621 条第 1項は家族裁判所の専属管轄事項を 

列挙している) 

 

b) 第 2 項第 1文は次のとおりとする。 

aa) 冒頭の文中の「第 1号から第 4号まで」 

 

を「第 1号から第 4号まで及び第 13 号」に改 

める。 

bb) 第 4 号の末尾のピリオドをコンマに改 

め、次の第 5号を加える。 

「5 第 13 号の場合には、他方の配偶者に対 

する命令」 

 

(訳注:第 621 条第 2項は、第一審が係属中である裁判 

所が専属管轄権をもつ場合を挙げている) 

 

4. 第 621a 条第 1項第 1文及び第 621e 条第 1 

項の各々の 

a) 「民法典の」の次にコンマを加え 

b) 「並びに第 12 号」を「第 12 号並びに第 13 

号」に改める。 

 

(訳注：621a 条は、手続き規定として、非訴事件に関 

する法律並びに婚姻生活の住居及び家財の取扱いに関 

する命令を適用する場合を列挙している。第 13 号は、 

本法案第.4 章 3で第 621 条に加えられた号。) 

 

5. 第 621f 条の「第 1号から第 3号まで及び 

第 6号から第 9号まで」を「第 1号から第 3 

号まで、第 6号から第 9号まで及び第 13 号」 

に改める。 

 

(訳注：第 621f 条は、費用の予納についての規定) 

 

6. 第 621f 条の次に、次の第 621g 条を加える。 

「第 621g 条 仮命令 

訴訟手続きが第 621 条第 1項第 1号、第 2 

号、第 3号若しくは第 7号の規定によって係 

属中である場合、又はそうした訴訟手続きに 

要する訴訟費用扶助の申立てが提出されてい 

る場合には、裁判所は、申立てに基づき仮命 

令の方法で規制を行うことができる。第 620 

a 条から第 620g 条までの規定を準用する。」 
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7. 第 794 条第 1項第 3a 号は次のとおりとす 

る。 

「3a 第 127a 条、第 620 条第 4号から第 10 号 

まで及び第 621f 条に定める仮命令、訴訟 

手続きの目的が、婚姻生活の住居及び家財 

の取扱いに関する命令による規制である限 

りで第 621g 条第 1文に定める仮命令並び 

に第 644 条の規定による仮命令」 

 

(訳注:第 794 条第 1項は強制執行を行う場合を列挙し 

ている。) 

 

8. 第 885 条第 1項に次の文を加える。 

「裁判所執行官は、債務者に対し、送達先 

の宛名又は送達代理人を指定するよう要求し 

なければならない。第 620 条第 7項若しくは 

第 9項に定める仮命令、又は訴訟手続きの目 

的が、婚姻生活の住居及び家財の取扱いに関 

する命令による規制である限りで第 621g 条 

第 1文の規定に基づく仮命令においては、有 

効期間内に数次にわたる執行を行うことがで 

きる。債務者に対し、改めて送達を行う必要 

はない。」 

 

9. 第 892 条の次に第 892a 条を加える。 

「第 892a 条 

債務者が、暴力保護法第 1条に定める、特 

定の行為を禁止する命令から生ずる義務に違 

反する場合には、債権者は、継続する違反の 

排除のために裁判所執行官を招請することが 

できる。裁判所執行官は、第 758 条第 3項及 

び第 759 条の規定により執行しなければなら 

ない。第 890 条及び第 891 条の規定はこれと並 

び適用することができる。」 

 

10. 第 940a 条の「法の禁じた私力のため」の 

次に、「又は身体若しくは生命にとって具体 

的な危険がある場合には」を加える。 

(訳注：第 940a 条は住居の明渡しを命令できる場合を 

定めた規定である) 

 

第 5章 

非訴事件に関する法律の改正 

 

連邦法律公報第Ⅲ部分類番号 310-4 に公示さ 

れた整理された文言の非訴事件に関する法律 

(…による最終改正を含む。)第 64a 条の次に、 

次の第 64b 条を加える。 

 

「第 64b 条 

(1) 暴力保護法第 1条及び第 2条に定める訴 

訟手続きが家族裁判所の管轄に属するとされ 

た限りで、民事訴訟法第 12 条から第 16 条まで、

第 32 条及び第 35 条の規定を準用するものと 

し、さらに、家族裁判所は、その管轄地区内 

に当事者の共同の住居が存在する場合にも管 

轄権を有する。 

(2) 暴力保護法第 1条及び第 2条に定める訴 

訟手続きにおける家族裁判所の判決は、確定 

力を有する。ただし裁判所は、申立ての相手 

方への送達の前に、即時の発効及び執行の許 

可を命ずることができる。この場合には判決 

は、当該判決が裁判所の事務局に公示のため 

に交付された時点で効力を発するものとし、 

その時点は判決の中に記録されなければなら 

ない。暴力保護法第 2条に定める訴訟手続き 

には、婚姻生活の住居及び家財の取扱いに関 

する命令第 13 条第 1項、第 3項及び第 4項、 

第 15 条並びに第 17 条第 1項第 1文及び第 2項 

の規定を準用する。 

(3) 家族裁判所は、第 2項第 1文に定める訴 

訟手続きにおいては、申立てに基づき仮命令 

の方法で暫定的な規制を行うことができる。 

民事訴訟法第 620a 条から第 620g 条までの規 

定を準用する。裁判所は、仮命令の執行が申 

立ての相手方への送達の前に許されることを 

命ずることができる。口頭弁論を経ない仮命 
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令を発する場合には、命令は、公布の目的で 

事務局に交付することによってもまた効力を 

もつ。裁判所は、交付の時点を判決に記録し 

なければならない。仮命令を求める申立て 

は、口頭弁論を経ない仮命令の場合には、事 

務局の調整のもとに裁判所執行官による送達 

及び執行を求める申立てとみなすこととし、 

申立て人の申立てに基づき、送達は執行の前 

に行ってはならない。 

(4)第 2 項第 1文に定める確定力を有する判 

決、第 2項第 2文に定める即時の効力を有す 

ると宣言された判決、裁判所による和解及び 

仮命令により、民事訴訟法の規定に定める強 

制執行、特に民事訴訟法第 885 条、第 890 条、 

第 891 条及び第 892a 条に定める強制執行を行 

う。」 

第 6章～第 10 章 (略) 

 

第 11 章 

施行 

この法律は、…(ここに公布後 3月目の第 1 

日を書き込む)から施行する。 

 

(とだ のりこ・海外立法情報課)
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韓国 
 
 
 
 
 
    東京都精神医学総合研究所薬物依存研究部門副参事研究員 
                                                       妹 尾 栄 一 
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韓国における加害者更生に向けた取組 
 
           東京都精神医学総合研究所薬物依存研究部門副参事研究員 
                                妹 尾 栄 一 
 
調査期間：平成14年９月３日～９月７日 

調査者 ：妹尾栄一 

     親家和仁（内閣府男女共同参画局） 

 
第１ 韓国におけるドメスティック・バイオレンス対策の概要 

 

 韓国では、「家庭暴力犯罪の処罰等に関する特例法」「家庭暴力防止及び被害者保護等に

関する法律」の２法が1998年７月から施行されている。韓国の対策法では、加害者の処 

遇の流れについて、要約すると以下の３つの流れが規定されている。 

 ① 逮捕→検察官による刑事裁判への起訴→判決という、通常の刑事司法システム 

 ② 介入→応急措置→必要に応じて検事から裁判所への「臨時措置」申請 

   →検事から家庭法院へ家庭保護事件としての送致  

 ③ 通常の起訴後に地方法院判事から家庭法院に送致 

 ドメスティック・バイオレンス問題は、「家族内の争い」として、あるいは軽犯罪とし

て処理されやすい問題である故に、抜本的な処遇方針を決めるに当たっては、いかなる認

定の手続の下に「刑罰の対象」として扱っていくのか、明白な方針が確立していなければ

ならない。「家族の再構築」を主眼に制定された韓国の家庭暴力関連二法において、家庭

法院を舞台として「保護処分」が裁定されることとなったが、同時に韓国の法体系では被

害事実が重大な場合には通常の刑事裁判の手続に乗せることも可能である。この様に、予

め２つのトラックが用意されており、事例の重大性を勘案して走路を選択して審理を進め

る手続を規定した点が、韓国の対策法の特徴である。 

 本調査を行った2002年９月は、同法の施行５年目を迎えて、国会で法改正の議論が始 

まる時期と合致していた。そのため、現行法における加害者対策の概要を調査するのみな

らず、施行後の反省を踏まえて、どの様な点が改正のポイントかを質問の重点事項に加え

た。以下に、ヒアリング対象の結果得られた成果をまとめた。 
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第２ ヒアリングの概要 

 

１ 女性部 権益増進局 人権福祉課 

   課長 丁 悌淑（Chung Jai Sook）  
 
Ⅰ 法施行後の経過 

 家庭暴力関連２法制定時の経緯から、「家庭の維持や家庭の安定」を重視する政策が採

られ、加害者に対しても懲役などの処罰よりも「保護処分」で更生を図る方針となってい

る。 

韓国が儒教文化圏に含まれることに由来する「暴力が家庭内で起こる日常的な出来事」と

の従来の認識から、これからは社会的に対応していくという、認識の転換点になった。同

様な意味で、これまでは家庭の中での「恥」とされてきた問題が、外部に表出して解決し

ていくべき課題と考えられるようになった。 

 女性部が実施した最近の業績として、「家庭暴力、性暴力、性犯罪は犯罪です」とのス

テッカーを各所に貼っており、「家庭暴力」を３つの中で第一番に位置付けて啓発してい

る。これは家庭暴力もまた犯罪であるとの認識を国民に持ってもらうことを意図して始め

た啓発活動である。暴力の加害者は、相手もまた自分と同じ人格を持つ人間と言うことを

忘れ、あたかも自分の所有物のように見下している点が、共通している。 

 

Ⅱ 研修体制の充実 

 家庭暴力が発生する現場に臨場しているのは、警察官であり、また保護観察官であるが、

そうした第一線のスタッフへの研修はこれまで省庁別に行ってきた。2001年、女性部が新

設されたことを受けて、警察庁と法務部に対して、女性に対する暴力の「専門研修課程」

をもっと開設しようと呼びかけ、受け入れられた。その結果実現した企画として、警察庁

では女性暴力予防捜査過程、法務部では女性関連犯罪捜査実務班の研修過程が実現した。

両研修過程とも期間は１週間である。警察と法務部所属の研修機関がありスタッフの認識

を改善するための女性暴力関連の専門研修過程をそれぞれ設定している。同研修を受ける

のは、現場に出動する実務家である。 

 

Ⅲ 法改正の焦点 

 家庭暴力関連２法は見直しの時期に来ており、ちょうど2002年秋に国会での審議に入る

予定である。 

 改正手続きの実務は、法務部で統括している。改正の焦点となっている条項は、 

 ① 警察官が現場に出動し、（事例によって）被害者を隔離していたが、それだけでは 
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  不十分故に、警察官がその場で逮捕令状を請求できるように検討していること 

 ② 加害者は「家族を所有しているのだ」との観念を有している。被害者は隔離されて

  安全が確保されても、被害者の子どもが一緒に避難する際に、学校も転校して暮らし

  たいと思っても、教育法に転校に当たって住民登録を移転する必要ありとの規定があ

  り、加害者が住民票の追跡や学校当局を威嚇することで、結果として転校先や転居先

  を察知してしまう。そこで、教育関連者にも家庭暴力被害者の秘密を守る義務を追加

  しようとしている。 

 保護処分の裁定に当たって、「妻の意見を考慮して」判断を下している現行法のあり方

について、夫を処罰することを、被害者である妻が訴えを躊躇することもしばしばである。

躊躇する理由のひとつに、夫からの更なる暴力を恐れる場合もあるが、それのみではなく、

別居した後の経済的理由で踏み切れないでいるケースも多い。 

 女性部が行ったオーストリアでのヒアリング調査では、全体の犯罪の 70%が DV 関連問

題で占めている。治安が全般的に良好に保たれているために、警察は DV 問題にすぐ介入

できる体制が整えられており、被害者への社会福祉的保証も充実している。暴力を振るう

夫をまず家から退去させる処遇が確立しており、「暴力を振るったら退場」のルールが確

立している。韓国では、避難したあとの経済的保証が充分には対応されていないために、

妻が躊躇する傾向があるが、オーストリアではその様な懸念はない。また韓国でも接近禁

止の保護処分が出されるが、保護処分に違反した場合の処分が厳しくないので、実効性が

高くない。 DV の暴力が長い期間存在するので、長い被害関係の継続で、妻が警察に訴え

ても、「DV 犯罪」という認識が取り締まり側に高くなく、夫婦げんかとして夫を戻してし

まう。 
 
Ⅳ 今後の課題と女性部の役割 

 2002年下半期に相談所の相談員向けに、加害者を治療するための方法や、加害者の特性

を教育していく予定である（全国 153 か所の相談所）。地方裁判所の管轄ごとに、保護処

分に基づく（更生）教育を受ける機関がある。したがって、地方（田舎）においても、保

護処分に基づく教育プログラムは用意されている。現状では、裁判所の管轄ごとに用意さ

れており、おそらく類似した内容ではあるが、今後は女性部として統一したプログラムを

開発していく予定である。 

 法律に規定されている「監護処分」の施設は、現在、設置されておらず、所管を女性部

とするか法務部とするか現在、協議中である。これまでの福祉業務の中で、家庭暴力の問

題は小さな位置しか占めていなかったが、女性部が設立されたことで、主管すべき主要な

業務として位置付けられた。 

 被害者である妻が子どもを連れて避難する場合や、子どもへの虐待が併存する場合もし

ばしばだが、現在のところドメスティック・バイオレンスを予防するための法律と、児童 
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虐待を防止する法律は、別個に運用されている。家庭暴力防止法は包括的な法律であり、

児童福祉の関連法や青少年保護法は特別に重要視されて、特別法として制定されている。

母子を一緒に保護するという措置がなく、家族単位での処遇が難しいのが現状である。特

に年長の男の子では施設入所が躊躇される。今後は家族単位の入所施設を充実していく必

要がある。 
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２ 法務部保護局観察課 

   検事    金 聖俊（Kim Sung Joon）   
   保護観察官 Lee Seong Wook 
   保護観察官 Gang Ho Sung    
 
 家庭暴力犯罪の処罰等に関する特例法（以下「特例法」という。）第40条第３号の受講

命令としてのプログラムについて、保護観察所独自のプログラムとして開発して実施して

いる。受講命令を受けた加害者の数が増えつつあるのは、受講命令プログラムに対する裁

判所の信頼が高まっていることの反映であると受け止めている。社会的に見て、裁判所の

立場から見て、また加害者や被害者自らもプログラムの効果性を、高く評価してくれてい

る。 

 外部からの信頼度も高まりつつある。家庭暴力関連法が施行されて4年間が経過するが、

当初はDV相談所や大学教授など外部に委託してプログラム行っていたが、最近では保護観

察所が独自に行うプログラムの需要も高まりつつある。プログラムを管理する手間もかか

り、努力も必要とする故に、保護局観察課としての限られた人員で、負担になっているの

も事実である。 

 独自執行計画・・・・ 毎週土曜日の午後に、集団療法のグループリーダー、コ・ワー

           カーとして保護観察官、受講命令施行担当者、加害者相談専門家、 

           相談学修士相談員、相談心理士などにより実施される。 

            各回の講義テーマ及び講師については、本稿末資料１参照。 

            予算大系別には「独自施行プログラム」と「外部の社会的資源

           を活用したプログラム」に大別される。地方には28か所の保護 

          観察所があり、それぞれ実施している。大都市と地方の差につい 

          て、確かにソウルなどでは人材など層が厚いが、地方においても 

          大学やDV相談所などの機関の協力を得ており、独自のプログラム 

          を開発しつつある。 

実施上の困難性について 

 観察対象者（加害者）はそもそも、DV が犯罪であるとの認識に乏しく、自分の罪を認 

めない点で教育が難しい。教育の回数がますに連れて、ある程度の変化は現れるが、完全

に改善するところまでは到達しない。それでも、（反省文の内容などから）悪い影響を与

えたとの認識は芽生えている。 

 

命令違反について 

 保護処分を中止する事例も少しずつ出現している。年間で10数件くらい。 

 検察に送って懲役となる事例もある。 
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 保護処分ではなく、刑事裁判での保護観察付き執行猶予の場合にも、更生プログラムが

用意されており、両者を混在させていない。講義内容はほぼ類似である。執行猶予の場合

は、命令違反者が刑務所に行く点で、相違がある。 

 

家庭暴力事件のうち逮捕される事例の数が少なすぎるのではとの見方について 

 被害者を保護しているスタッフの側で、継続的に実態を把握しているのではなく、経験

的に感じているに過ぎないかもしれない。もちろん、被害者援助側の見解を全否定するわ

けではなく、少ないという現状はあるかもしれないが、現在社会の認識が変わりつつある

のも事実である。 

 

 なお、韓国全体の家庭保護事件処理状況については本稿末資料２を参照。 
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３ 法務部女性政策担当官室 

   室長、検事 KIm Jin Sook  
 
 ６省に「女性政策担当官」が配置され、中央省庁を横断して「女性特別委員会」を形成

している。家庭暴力相談員になるためには法律で定められた以上の研修を受けることにな

っているが、担当官は、その講習の際の講師として出張している。 

 

 妻が避難している際に、加害者の教育プログラムの受講状況を知らせる必要はとの質問

に対して、現行法の運用の実態に照らすと、妻が離婚を望んでいる場合には、保護処分に

はせず、刑事罰を課しているので、別居の場合の情報の提供は行われない。加害者の受講

状況を観察する意義はあると分かっているが、人員の制約もあり「モニタリング」が実行

できていない。 

 各地方の検察庁ブロックごとに女性問題の専任（専担）検事を配属している。検事の研

修過程として、新任時に暴力問題の研修を受けることになっている。専任になった時の別

途の研修はない。 

 

特例法第59条の賠償命令に関しては、管轄は家庭法院である。裁判所が処分を決める判

決を下す際に、同時に賠償関係についても命令しておく必要があるので、法務部は管轄

していない。家庭暴力事件では、離婚訴訟も提起される場合もあるが、離婚訴訟は係争

に時間がかかり、短期間では結論が出ない。 

離婚訴訟全般でも、慰謝料がどの程度払われているのか、把握していない。 
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４ 法務部矯正課 

   副理事官 梁 奉泰  

 

矯正施設内における、DV加害者への処遇について 

 家庭暴力法への違反で有罪とされ、矯正施設に入所した対象者は、他の受刑者と同じ処

遇を受けている。罪名別の受刑者の数の推移としては、家庭暴力防止法の違反者は横ばい

と認識している。家庭暴力の問題に特化したプログラムは実施されていない。先行する特

別プログラムとして、現在、薬物事犯の数が増加しつつあり、重症の人を１か所の刑務所

に集めて、心理教育を行いつつある。これについては、試行的なものである。 

 「くり返す犯罪」という点、自己破壊を進めるという点で、薬物事犯も DV は共通性が

あるとの認識を持っている。 
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５ 家庭法院 

   事務局長（法院副理事官） 宋 基憲 

   家事課課長（法院書記官） 朴 鐘仁 

  

 家庭法院でのヒアリングは、回答書（本稿末資料３）に基づいて行われた。 

まず家庭暴力の加害者の類型について、類型のしかたはいくつかの観点があるが、家庭の

 構成人員別では、①夫、②妻、③父母、④子ども、⑤その他同居中の親族に大別され、

数では①の夫が大部分を占めている。③は児童虐待として把握される。 

 家庭暴力事件の犯罪原因として、「行為原因」「家庭構成員」「処分時年齢別」「教育程度

別」に分類して一覧表に提示する（本稿末資料４）。行為原因別では、「経済的貧困」と「現

実に対する不満」が多く、年齢別では「30 歳以上40 歳未満」と「40 歳以上50 歳未満」 

とで大半を占めている。教育程度別では最終学歴が「高校卒業」者の占める割合が多い。 

 一般的に、家庭暴力事件の大部分は、被害者等家族からの届け出や訴え等に基づき処理

されているが、裁判所としては告訴・告発の有無に関する統計処理を行っているわけでは

ない（正確な数値の把握はしていない。）。 

 次に家庭保護事件の処分内容については、家庭保護事件人員数表（本稿末資料５）を参

照。家庭保護事件として受理した人員数表によれば、家庭法院への送致経路として、 

 ① 検事からの送致 

 ② 裁判所からの送致 

 ③ 他の裁判所よりの送致 

以上３つの経路がある。同人員数表によれば、加害行為の内容別では「傷害・暴行」がほ

ぼ全数（3146 件中の3138 件）を占めており、例外として器物損壊７件、脅迫１件が存在 

するのみである。保護処分の現況については単純処分と併科処分の分類で一覧に示されて

いる。保護処分取り消し後に検事に送致された事例は１件のみである。例年１、２件程度

で推移している。家庭保護事件の審理のスピードとしては、通常は１か月で、最大で２か

月を目途に処分を決めている。 

 次に、警察又は検察による臨時措置の申請内容として、１退去等の隔離命令、②接近禁

止命令の２種類がある。2001年度の実績として、捜査機関（警察、検察）が臨時措置を申

請した件数は 229 件で、措置が認められたのが 186 件、棄却が 43 件であった。申請の細 

かい内訳として、警察の申請が229 件、検察官の職権による措置が９件であった。 

 家庭暴力加害者について、家庭保護事件ではなく一般刑事事件として扱われる場合は、

以下の事例が該当する。まず家庭暴力事件中、とくに尊属に対する暴行、傷害等の程度が

極めて甚だしい場合は、加害者（子供等）に対し一般刑事事件として拘束、起訴し処理さ

れる場合が多いが、その割合や内容は家庭法院としては把握しておらず、不明である。 

 ただし、家庭保護事件を検事に送致（逆送）する場合は、検事が一般刑事事件として再
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び起訴（又は不起訴）する等の方法で事件を処理している。2001 年度、ソウル家庭法院に

おいて家庭保護事件を検事に送致した件数は 369 件（不処分後 5、保護処分取消後 1、同

行令状執行不能363）となっている。 

 現行の行政制度上改善すべき点、特に加害者更生の観点から見ての課題としては２点を

挙げる。 

 ① 家庭暴力行為者に対する保護処分の方法のうち、監護委託（5 号処分）する保護施 

 設が未だ整備されておらず、監護委託処分を活用できていない点。 

 ② 家庭暴力行為者が臨時措置（接近禁止処分）を違反した時、強制や処罰する根拠規

  定がない点。 
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６ 韓国女性法律相談所 

   所長 Bae-Hee Kwak 
 
 実施している加害者更生プログラムは、特例法第 40 条第５号の相談委託の事業として 

行っている。 

 保護処分のうち、相談委託となる事例は、そのほとんどが夫婦同居の事例である（妻が

シェルターに逃げていて、夫のみが通所の事例は多くない。）。 

 集団療法を基本として８回を１クールとして実施している。最初は個別相談を実施して

アセスメントを行う。その後も必要に応じて個別相談を併用している。 

 過去の受講者の実績として、1999 年 34人 、2000 年 85人、2001 年 34人、2002 年上半 

期 69 人の参加を得ている。１回あたりの参加者は、８人から12人程度で、開催時間は平 

日の夜に、２時間30分程度の時間をかけて行っている。 

 
 グループ療法を行う際のテーマとして 

  ① 家庭内での普通の会話の仕方 

  ② 摩擦や葛藤の原因分析 

  ③ 配偶者の性格を理解する 

などを設定している。テーマはその時の参加者の特徴に配慮して決めており、アルコール

中毒と暴力の関係なども組み込むようにしている。また舅や姑との葛藤に焦点を当てるこ

ともある。2001年には経済問題の悪化に伴う男性アイデンティティの揺らぎなど、時事的

問題に絡めたテーマも取り上げている。 

 

 グループ療法は、社会福祉学専攻の大学教授が行ったクールと、精神科医が行ったクー

ルがある。グループリーダのやり方や考えで、治療の雰囲気も異なる。 

 加害者更生プログラムが動き出した当初には、男性による家庭内暴力は犯罪ではないと

いう根強い考えがあり、加害者本人としては犯罪を犯していないのに６か月間も相談を受

け続けること自体に反発していた。そういう加害者をグループ療法に入れると、治療者自

身は強制力など持っていないため、治療に悪い影響を与えていた。そうした弊害を踏まえ、

まず個別相談を導入期に行うことにしている。 

 

 人員や予算の制限で、相談委託終了後のアフターケアーは行えていない。 

 再犯すれば再度保護処分を受けるし、再度困った事態が有れば、相談来所をするように

呼びかけてはいる。プログラムがスタートした当初は、グループ治療に乗り切れずに裁判

所に戻したこともあったが、最近では裁判所が保護処分の命令を課すときに「必ず教育を

受けなければならない」と念押ししているので、この点は改善している。 
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 予算面では、本体事業の法律相談、家族相談に対して総予算の２０～３０％程度政府か

らの補助金を得ている。相談委託事業に対しては、補助金はない。 

 参加者（加害者）個人から料金を徴収するが、収入状況を見て、徴収しない場合もある。 

本来の趣旨では、家庭法院が参加者（加害者）から料金を徴収することとなっている。 

 

 妻が警察に暴力行為を通報しても、男性の実家から圧力がかかること、また保護処分が

下ると相談に行く命令となるので、そのことを察知した夫の暴力がさらに増悪する事態も

あり、通報後に離婚に至る事例も表面化している。2001年の時点では、妻が判事の前で夫

をかばったり、保護処分にならないよう望んだりする事態も見受けられたが、このように

かばったとしても結局暴力はより深刻化したので、2002年には通報件数が、再度、上昇し

ている。 

 

 一般的に来所者は６か月間の治療継続（係属）に抵抗感を感じているが、保護観察が併

科されると、抵抗が少なくなる（ないしは義務感が強化される。）。 

 特例法第 40 条第３号の保護観察所受講命令と、第７号の相談委託の命令で、どの様に 

対象者を選別選択するのかは究極的には家庭法院の裁量に属する。印象としては、家庭内

の葛藤や夫婦間の摩擦などがあれば（女性法律相談所が従来から行ってきたカウンセリン

グの手法が使えるという意味で）相談委託になっているようである。 

 プログラムの最終のころには、妻にも参加してもらい、カップル同席での面接を入れて

いる。 
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７ 社団法人ソウル女性の電話 

   所長 Moon Ja Lee  
 
 女性の電話は、女性のための人権運動を進めてきた団体であり、家父長的社会制度に反

対する運動を行ってきた。女性主義（フェミニズム）に立脚した理論に基づいて運動を進

めており、家庭暴力の問題も、個人の問題ではなく社会構造の問題であると捉えており、

国が責任を取るべきだと訴えている。 

 加害者プログラムの概要として、対象者は保護処分における「相談委託」を命じられた

者である。集団療法が効果的との海外の研究成果から、委託者が８名揃ったところで治療

をスタートさせている。グループの設定期間は３か月で組んでいるが、対象によってはグ

ループ終了まで６か月ほど（相談委託期間）延長を要請することもある。 

 治療の内容は、自分の成長過程を振り返ったり、妻へ手紙を書いたり、「妻とのコミュ

ニケーションの取り方」といった具体的内容に即している。 

 受託の実績としては、年間 40～50 人くらいである。実施時間は、会社の終わった７時 

から10時くらいの間で実施している。回数は 20 回を予定しているが、実際は 15 回くら 

いで終了している。講師として大学教授を招いており、かつては大学内を会場としたこと

もある。加害者プログラムの費用（受講料）として、法文上は家庭法院が加害者から徴収

することになっているが、実際には徴収されておらず、実施団体で毎回3,000 ウオンを徴 

収している。 

 

 女性の電話は、被害者への援助を中心に相談活動を行ってきたので、その経験から加害

者の言動について熟知しており、加害者更生プログラムを担っていく上では有利である。

加害者のなかには、「女性の電話」（という看板に）反応して、恥の意識を持つ人もいる。

 家庭暴力の事例で、実際に警察に通報されるのは 0.2 ％くらいと推定されており、通報 

された事例のうちどの程度が保護処分になるかは不明である。 

 実際に行ってみたプログラムの効果について、加害者に対する教育や努力には大変な手

間がかかるが、それにもかかわらず効果はあまりあがらない実情があった。そのため女性

の団体として、家庭暴力は犯罪であるとの認識を社会に広げるよう、大衆に対して積極的

に訴えている。1999年以降、大衆の認識も変化して、教育を受けることへの抵抗も少なく

なってきた。それでも教育プログラムに参加し始めたばかりの加害者では、合理化や言い

訳ばかりが目立ち自分の行為を正直に認めたがらず、 20 回の講義の 15 回目でようやく変 

化してくる程度である。受講の命令に従わなければ裁判所に戻されてそれ以外の処分を受

けなければならないので、不本意ながら参加している人もいる。 

 集団療法では、暴力を振るうその時点での、ストレスを管理したり、互いの意思疎通を

はかる方法を取り上げている。加害者は、自分の怒りを調整できない場合に暴力につなが
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ることを理解させており、そのような暴力が妻や子供に与える影響や家庭の崩壊につなが

っていくことなど、その弊害について講義をしている。 

 講義の進め方は大きく分けて３段階に分類される。第一段階は、自分が間違っていたこ

とを確認する段階、第二段階は、妻への迷惑を考える団体、第三段階は、自分のこれから

の生き方を計画する段階である。 

 集団療法の実施に当たっては、リーダーとコ・ワーカーの組み合わせは 8 回 1クールの 

間同じメンバーで実施している。講義の内容がすべてに決まっているわけではなく、上記

の３段階のテーマを適当に組み合わせながら実施している。実施期間を６か月に延長でき

るよう要望してきており、2000 年からは 6 か月間の幅で実施できるようになった。 

 少数ではあるが、年間１、２名は出席しなかったり連絡が途絶えたりする事例がある。 

 また、家庭内で暴力を再び振るい始める事例もあり、そのような加害者をどう処遇すべ

きかは問題である。場合によっては隔離の必要もある。 

 

 法改正に関して女性団体としての重点要求事項は、ほぼ女性部の説明と同様であった。

 事件が現行犯又は準現行犯であった場合、警察官がその場で加害者を逮捕しなければな

らない義務条項を入れるように要求している。 

 特に、事件現場に出動した警察官が、夫が問題ないと答えるだけで、単なる夫婦げんか

として帰っていた事例があり、臨時措置として夫を逮捕させるに当たって、警察が検察に

請求だけではなく、被害者にも請求権を要求している（臨時措置における夫の留置条項）。

現状では、加害者の人権も尊重されなければならないとの認識があり、派出所などに留置

の部屋があっても、家庭暴力事件で留置はほとんど実現されていない。 

 第二に妻が子供を連れて避難する際に、子供が転校した先の学校関係者に秘密を守る義

務を規定するよう要求している。 

 

研修体制の在り方について、事件に介入するのは警察であったり被害者を治療する医療

関係者になるが、それらの関係者の認識を教育研修を通じて改めていく必要がある。 

現状では、刑事罰とはいえ罰金刑などにとどまることが多く、しかもそれすらも妻が払

う羽目になる。警察官向けには、毎年1000人規模での講習があり、年を経て、ある程度

の認識の変化は起こりつつある。しかし、検察官や判事など自分の権威を過信する人へ

の教育は難しい。 

 

 集団プログラムを開始した初期には、最後の回まで否認する参加者もいたが、最近では

家庭法院からの命令に従うようになってきている。 

 

 妻への暴力と子供への虐待が合併する事例は確かに発生しており、虐待された妻と虐待 
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された子供への援助が個別ばらばらに行われている。女性に対する管轄は女性部、子供や

老人は保健福祉部の所管となっている。近日中に緊急の討論会を予定している。討論会で

は、子供への暴力と女性への暴力を一緒にネットワークして扱えるよう話し合っていく。 

 
 
 
 
参考資料一覧 
          資料１ 2002年度第７回ドメスティック・バイオレンス治療講義の受講命令独
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          資料２ 家庭保護事件処理状況（法務部保護局観察課資料：日本語訳） 
          資料３ 日本内閣府の「配偶者暴力（Domestic Violence）加害者更生に関 
        する研究」海外調査協力要請に関する事項処理（回答）（ソウル家庭 
        法院資料：日本語訳） 
          資料４ 家庭暴力犯罪原因別（ソウル家庭法院資料：日本語訳） 
          資料５ 家庭保護事件人員数表（ソウル家庭法院資料：日本語訳） 
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        訳） 
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     資料 1 
 
 
家庭保護事件処理状況 

 
 

区     分 2001 年 2002年(1月～6

月) 

接近行為制限(１号) 334 88

親権行使制限(２号) 0 0

社会奉仕・受講命令(３号) 278 227

保護観察(４号) 754 271

監護委託(５号) 0 0

治療委託(６号) 1 0

保護処分 

(単純処分) 

相談委託(７号) 348 236

１号及び４号 117 34

２号及び４号 5 15

３号及び４号 748 381

４号及び７号 86 43

保護処分 

(併科処分) 

その他の組合せ 54 39

不処分 2,371 1,563

その他 506 160

計 5,602 3,057

韓国法務部保護局観察課まとめ 
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     資料２ 
 
 

2002年度 第 7回ドメスティック・バイオレンス治療講義の受講命令独自執行計画 
 
1. 目的 
家庭暴力犯罪の処罰等に関する特例法第 40 条の規定により、受講命令を受けた家庭暴力犯 
に対し、暴行についての理解及び暴行によって損なわれた家族関係等に対する洞察力の涵 

養、効果的な対処法の習得等を通して家族関係の改善と健全な家庭の育成を図り、暴行再 

発を抑制し犯行の再発を根本的に予防する。 

 

2. 目標 
イ.ドメスティック・バイオレンスの犯罪性、責任性を認識 

ロ.暴力行為の状況を認識、対処法を習得 

ハ.加害者の認知・行動の変化を通じたドメスティック・バイオレンス行動の中断 

ニ.家族関係の改善を通じ、変化した家庭生活を維持 

 

3. プログラム概要 
イ. 教育期間:2002.8.19 (月)～8.24 (土) 10:00-18:00 
ロ. 教育内容:[添付 1]プログラム細部計画参照 
ハ. 教育時間:48時間(1回 8時間、 全 6回) 
ニ. 執行委員:全 20名(ソウル 13名、議政府 6名、水原 1名) 

[添付 2]受講命令執行対象者一覧参照 
ホ. 教育場所:蚕室(チャムシル)総合社会福祉館集団活動室 

へ. 講師陣 

ノ・イルソク(ソウル保護観察所 受講命令執行担当官) 

シム・ソノグ(ソウル保護観察所 ドメスティック・バイオレンス受講命令執行担当官) 

ミョン・ファスク(家庭暴力加害者相談専門家／プログラムスーパーバイザー) 

ハン・チョルホ(カトリック大学心理相談大学院相談学修士、神父／進行補助ボランテ 

ィア) 

キム・ミスク(蚕室総合社会福祉館 家庭暴力相談所 相談心理士／プログラム進行統 

括) 

キム・ソンスク(蚕室総合社会福祉館 ドメスティック・バイオレンス被害女性「シュイ 

ント(休息の場)」 生活指導士／プログラム進行補助) 

ユ・ナンヒ(蚕室総合社会福祉館 家庭暴力相談所 相談心理士／プログラム進行補助) 
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ト.必要予算 

 
教育名 講師名 教育時間 講師費用 

基本欲求と支配的欲求等 キム・ミスク 4 160,000 
家庭暴力の全般的な姿 キム・ソンスク 2 100,000 

ドメスティック・バイオレンスの要因 キム・ミスク 2 100,000 

ドメスティック・バイオレンスとその

代償 
ユ・ナンヒ 2 100,000 

ドメスティック・バイオレンスの原因 キム・ミスク 2 100,000 

ドメスティック・バイオレンス防止技

術の必要性 
キム・ソンスク 2 100,000 

感情の認識と表現 ユ・ナンヒ 2 100,000 
怒りについての理解及び制御 キム・ミスク 4 160,000 

意思疎通技術訓練 キム・ソンスク 4 160,000 
ストレスと葛藤の管理 ユ・ナンヒ 2 100,000 
アルコール中毒関連教育 キム・ミスク 2 100,000 

非暴力計画 キム・ソンスク 2 100,000 
計  30 1,380,000 

 
チ.行政事項及びその他 

○ 教育対象者に対する受講命令執行命令書送付及び教育日程の案内 

○ 教育対象者最終確認及び必要物品(名札、書式等)の確保 

○ 教育の効果を検証するためのプログラム事前調査、事後調査の実施 
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[添付 1] 
【プログラム細部計画】 

 
区分 会期 時間 テーマ プログラム進行内容 進行役 

1 10:00 
12:30 

開講式及びプログ

ラム紹介 

①プログラムオリエンテーション／

事前検査 

②進行役及び集団メンバー紹介 

③集団規則の設定／誓約書サイン 

ノ・イルソク 

シム・ソノグ 

キム・ミスク 

2 13:30 
15:30 

基本欲求と支配的

欲求 1 

①欲求強度のプロファイル検査 

②欲求強度のプロファイルに基づく

集団活動 

8/19 
(月) 

3 15:40 
18:00 

基本欲求と支配的

欲求 2 

①5 つの基本欲求の理解 

②基本欲求と支配的欲求 

キム・ミスク 

キム・ソンスク

ユ・ナンヒ 

4 10:00 
12:30 

家庭暴力の全般的

な姿 

①家庭暴力の定義／統計／種類／周

期 

②暴力と統制の歯車 

③加害者／被害者の特性 

5 13:30 
15:30 

ドメスティック・バ

イオレンスの要因 

①信念の体系  

②家庭背景 

③精神的要因  

④酒／麻薬／賭博等 

8/20 
(火) 

6 15:40 
18:00 

ドメスティック・バ

イオレンスとその

代償 

①状況の認識 

②認識に基づく行動の選択 

③行動選択の代価 

キム・ミスク 

キム・ソンスク

ユ・ナンヒ 

7 10:00 
12:30 

ドメスティック・バ

イオレンスの原因 

①暴力行為の直接的原因 

②ドメスティック・バイオレンス責

任受容れ覚書を書く 

③加害者が被害者に対し手紙を綴る

方法 

キム・ミスク 

キム・ソンスク

ユ・ナンヒ 

8 13:30 
15:30 

家庭暴力関連法の

理解 

「家庭暴力防止及び被害者保護等に

関する法律」「家庭暴力犯罪の処罰

等に関する特例法」 

シム・ソノグ 
8/21 
(水) 

9 15:40 
18:00 

ドメスティック・バ

イオレンス防止の

ための諸技術 

①平等な夫婦関係の概念 

②自己管理方法(怒りの管理法、対話

法、葛藤管理法、ストレス管理法) 

③自我の成熟(自尊心、人間関係の発

展、感情の認識と表現、許容) 

キム・ミスク 

キム・ソンスク

ユ・ナンヒ 
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区分 会期 時間 テーマ プログラム進行内容 進行役 

10 10:00
12:30 感情の認識と表現 

①感情を理解する ②感情の種類 

③感情のコントロール ④感情の表

現方法 ⑤ドメスティック・バイオレ

ンスに関する感情 

11 13:30
15:30 怒りの理解 

①怒りの定義 ②怒りについての認

識(社会的通念) ③怒りの機能と性

格 ④怒りの処理法 ⑤怒りに関し

ての台本 

8/22 
(木) 

12 15:40
18:00 怒りの管理 

①怒りに対する責任感を認めさせる

②怒り(初期段階)に対し敏感になる

③怒りの処理方法(Time-out,積極的

思考、私―伝達法、ストレス管理、

緊張を緩める) 

キム・ミスク 

キム・ソンスク

ユ・ナンヒ 

13 10:00
12:30 意思疎通技術訓練 1

①対話の定義 ②意思疎通の 5段階 

③意志伝達の通路 ④意思疎通にお

いての障害 ⑤聞くための効果的な

練習 

14 13:30
15:30 意思疎通技術訓練 2

①私―伝違法の基本原則 ②話すた

めの効果的な練習 

8/23 
(金) 

15 15:40
18:00 

ストレスと葛藤の

管理 

①効果的なストレス管理法 

②葛藤管理法 

キム・ミスク 

キム・ソンスク

ユ・ナンヒ 

16 10:00
12:30 

アルコール中毒関

連教育 

①アルコール中毒の症状と原因 

②アルコール中毒とドメスティッ

ク・バイオレンスの関連性 

③アルコール中毒の治療 

17 13:30
15:30 非暴力計画 

①全課題のチェック ②私の変化

は？ ③信頼感再形成(暴力をやめる

／妻を信頼する／傾聴) 

キム・ミスク 

キム・ソンスク

ユ・ナンヒ 8/24 
(土) 

18 15:40
18:00 修了式 

①プログラム意見交換 ②握手及び

激励 ③事後検査及び評価／修了式 

ノ・イルソク 

シム・ソノグ 
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資料３ 
 

日本内閣府の「配偶者暴力(Domestic Violence)加害者更生に関する研究」海外調査協力要請 
に関する事項処理(回答) 

 

■ 家庭暴力の加害者類型 

○ 家庭暴力の加害者類型については、家庭暴力犯罪の処罰等に関する特例法第 2条第 2号 
の家庭構成員範囲内で分類することができる。 

① 夫(家庭暴力の大部分を占める) 

② 妻 

③ 父母 

④ 子供 

⑤ その他同居中の親族等 

 

○ 家庭暴力犯罪原因別―別紙参照(2001年度) 
 

■ 家庭暴力事件の告訴、告発の有無 

○ 家庭暴力事件の大部分は被害者等家族の届け出や訴え等に基づき処理されるのが一般 

的である。 

○ 告訴、告発の有無に関する統計が無いため、裁判所としては正確に把握していない(警 

察、検察等捜査機関にあると思われる)。 

 

■ 家庭保護事件の処分内容 

○ 家庭暴力事件の処分は、検事が家庭暴力加害者に対し家庭裁判所に送致した事件、裁判 

所より送致した事件、裁判所より移送した事件で、当方の裁判所に「家庭保護事件」と 

して受理、処分された内容である。 

○ 別紙統計資料参照 

 

■ 警察の臨時措置申請 

○ 家庭暴力行為者に対する警察の応急措置(法第 5条)にもかかわらず、家庭暴力犯罪の 
再発が憂慮される場合、検事の職権又は警察の申請により裁判所に対し臨時措置を請求 

できる。 

○ 捜査段階での臨時措置には 2種類がある。 
① 退去等の隔離(被害者又は家庭構成員の住居又は占有する部屋からの退去等の隔離) 

② 接近禁止(被害者の住居、職場等より 100m以内の接近禁止) 
○ 2001年度捜査機関(検察、警察)が臨時措置を請求した件数は 229件(認容 186、棄却 

43)である。 
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■ 家庭暴力事件の取扱 

家庭暴力事件は「家庭暴力事件を犯した者に対する環境の調整と性行矯正のための保護処 

分を行うことにより、家庭暴力犯罪により破壊された家庭の平和と安定を回復し、健康な 

家庭を育成することを目的」としているため、上記特例法により原則的に一般処罰ではな 

い、少年事件と同様の「保護処分」に処している。 

 

■ 家庭暴力加害者に対する保護処分の現況 

○ 保護処分は 1号(接近禁止)、2号(親権行使制限)、3号(社会奉仕、受講命令)、4号 
(保護観察)、5号(監護委託)、6号(治療委託)、7号(相談委託)等がある。 

○ 保護処分の現況－別紙統計資料参照 

○ 家庭保護事件行為者受託機関指定現況―別紙 

 

■ 家庭暴力加害者について、一般刑事事件として扱われる場合 

○ 家庭暴力事件中、とくに尊属に対する暴行、障害等の程度が極めて甚だしい場合は、加 

害者(子供等)に対し一般刑事事件として拘束、起訴し処理される場合が多いが、その 

割合や内容は把握されておらず、不明。 

○ 但し、家庭保護事件を検事に送致(逆送)する場合は、検事が一般刑事事件として再び 

起訴(又は不起訴)する等の方法で事件を処理。 

○ 2001年度、当方裁判所において家庭保護事件を検事に送致した件数は 369件(不処分後 
5、保護処分取消後 1、同行令状執行不能 363)となっている。 
 

■ 現行の行政制度上改善すべき点、とくに加害者更生の観点から 

○ 家庭暴力行為者に対する保護処分中、監護委託(5号処分)する保護施設が未だ整備さ 
れておらず、監護委託処分を活用できていない点。 

○ 家庭暴力行為者が臨時措置(接近禁止処分)を違反した時、強制や処罰する根拠規定が 

無い点。 
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資料４ 
 

 

家庭暴力犯罪原因別 

 2001年度 

(イ)行為原因別 

不正行

為 

経済的

貧困 

不当な

待遇・

虐待 

飲酒 現実に

対する

不満 

精 神 的

欠陥 

怒り 

(偶発)

その他 計 累計 

29 133 50 51 80  109 2 454 454 
 

(口)家庭構成員別 

配偶者関係 直系尊属・卑属

関係 

継父母と子の関

係又は嫡母と子

の関係 

同居する親族関

係 

計 累計 

381 39 4 30 454 454 
 

(ハ)年齢別(処分時) 

20歳未満 30歳未満 40歳未満 50歳未満 60歳未満 60歳以上 計 累計 

31 58 169 138 58  454 454 
 

(ニ)教育程度別 

無学 初等学校 中学校 高等学校 大学 大学院以上 計 累計

 16 62 301 62 13 454 454 
 

備考 
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資料５ 
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資料６ 
 

家庭保護事件行為者 受託機関指定現況 

2002.8.31.現在 

区分 名称 所在地 代表者 指定日 備考 

国立ソウル精神

病院 

ソウル市広津区中谷 3
洞 30-1 

イ・チュンギョン 98.6.30.  

地方公社京畿道

議政府医療院 

議政府市議政府 2洞
433 

イム・ホンミョン 98.6.30.  

治療

及び

療養

機関

(6号) ソウル大学病院 
ソウル市鐘路区蓮建洞

28 
パク・ヨンホン 98.7.25.  

社団法人ソウル

女性の電話 

ソウル市中区奨忠洞 1
街 38-84 

イ・ムンジャ 98.8.20.  

法律救助法人韓

国家庭法律相談

所 

ソウル市水登浦区汝矣

島洞 11-13 
キム・ホンハン 98.8.20.  

相談

機関

(7号) 

韓国女性相談セ

ンター 

ソウル市松枝区可楽洞

10-13サムソクビル
302号 

ハン・ヘスン 
2001. 
7.31 

 

 未指定    監護

機関

(5号) 
     

 
注) 法第 40条第 1項第 5号監護委託処分対象監護機関は、家庭暴力防止及び被害者保護等 
に関する法律が定める保護施設の未整備により、2002.8.31.現在、受託機関を指定できてい 
ない。 
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資料７ 

 

 

家庭暴力犯罪の認知・検挙件数 
 

 

措  置 
 認知件数 検挙件数 検挙人員 

拘束 非拘束 その他 

1998 年 3,685 件 3,685 件 4,002 人 498 人 3,491 人 13 人

1999 年 11,850 件 11,850 件 12,719 人 868 人 11,804 人 47 人

2000 年 12,983 件 12,983 件 14,105 人 678 人 13,380 人 47 人

2001 年 14,583 件 14,583 件 15,557 人 691 人 14,760 人 106 人

 
韓国警察白書(2002 年版)より 
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第 1 部 報告  
 
 
 

Ⅰ 問題の背景  

 

１ 加害者更生プログラムの問題  

 
 2001 年に成立した「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」（以下、
日本ＤＶ法）25 条は、国及び地方公共団体が「加害者の更生のための指導の方法」、いわ
ゆる加害者更生プログラムの調査研究の推進に努めるべきことを規定している。同法はア

メリカ法を参考にしながら作られたものであり、保護命令、配偶者暴力支援センターの設

置などＤＶ被害者の保護を規定したが、ＤＶ対策のもう一つの柱である加害者更生プログ

ラムの導入までは至らなかったためである。附則 3 条の予定する 3 年を目途とした見直し
においても、加害者更生プログラム導入の是非、その方法のいかんは、重要な問題の一つ

である。  
 

２ 台湾ＤＶ法と日本ＤＶ法  

 
 (1) 台湾ＤＶ法と韓国ＤＶ法  
 
 ＤＶ法は、1997 年の韓国（家庭内暴力犯罪の処罰等に関する特例法。以下、韓国ＤＶ法）、
1998 年の台湾（家庭暴力防治法。以下、台湾ＤＶ法）において、すでにアジアにおいて成
立していた。法文化において日本より家族主義的傾向が強く、夫権も強大なものと考えら

れてきた両国が、日本に先行してＤＶ法を成立させ、しかも、加害者更生プログラムも規

定しえたことは、興味ある事実である。  
 そのうちでも、台湾ＤＶ法は、立法直前のわが国で注目を集める度合いが、より大きか

ったと思われる（後掲の「邦語参考文献」を見よ。なお、台湾ＤＶ法の翻訳を始めとして、

本調査においては、これら邦語文献に助けられることが多かったことを、特に付記させて

いただきたい）。それは、台湾ＤＶ法が韓国ＤＶ法よりよりも後で成立したということだけ

によるものだけではない。台湾ＤＶ法は、被害者の申立てにより裁判所が保護命令を発す

るという、アメリカ型のシステムを基本とするものであるのに対して、韓国ＤＶ法は、検

察官の申立てにより家庭法院が保護命令を発するという、「保安処分型」のシステムである。

これは、検察官に少年事件の先議権を認めた同国の少年法に倣ったものである（栗栖素子

『大韓民国の家庭内暴力犯罪の実情と対策』（法務総合研究所研究部資料 49、2002 年）、
同「韓国の家庭内暴力犯罪の実情と対策」罪と罰 49 巻 4 号（2002 年）31 頁、参照）。
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アメリカ型の保護命令システムの導入を目指していた日本としては、台湾ＤＶ法に自然と

目が向くことになったのである。  
 
 (2) 民事処分と刑事処分 (Civil Order & Criminal Order)  
 
 しかし、加害者更生プログラム命令に関しては、台湾ＤＶ法は、アメリカとはやや異な

った方法をとっている。  
 アメリカでは、ＤＶで有罪となった加害者に、裁判所が、probation（刑の宣告猶予）の
条件として、加害者更生プログラムを終了することを命じるという刑事処分（命令）

（ criminal order）を基本としている。多くの州は、そのほかに、民事処分（命令）（ civil 
order）としての民事保護命令の一つとして、加害者に加害者更生プログラムへの参加、あ
るいは薬物・アルコール治療、精神病治療を言い渡す制度を持っているが、刑事処分とし

ての加害者更生プログラムが主力である。しかし、後述のように、台湾ＤＶ法の「加害者

処遇命令」においては、ＤＶ被害者の申立てによって裁判所が言い渡す「通常保護令」（13
条）が基本である。すでに民事の保護命令制度を採用している日本ＤＶ法も、台湾ＤＶ法

に倣って、加害者更生プログラムをこれに追加することが考えられるであろう。だが、日

本の民事裁判所が民事処分としてここまで命じうるかは、保護命令の導入の際の議論を振

り返るならば、大きな問題となるものと考えられる。このことについては、さらに述べる

ことがあろう（Ⅴ２ (4)）。  
 

３ 台湾ＤＶ法の特色  

 
 ここで、台湾ＤＶ法全体の特色を、日本法との対比において眺めておくことにする。  
 
 (1) 配偶者間暴力と家庭内暴力  
 
 「家族構成員の間における身体的、精神的不法の侵害」を「家庭暴力」とする台湾ＤＶ

法は、配偶者間暴力だけでなく、家庭内における児童虐待、子の親に対する暴力も対象と

しているが（2 条・3 条）、これは、日本ＤＶ法と異なる点である。台湾が立案に当たって
参考にしたとされるアメリカの Model Code on Domestic and Family Violence (1994)も、
文言上は親の子に対する暴力行為も対象としている（See Sec.102.2.(h)）。しかし、アメ  
リカ法においては、ＤＶ法はもっぱら配偶者間の暴力を対象とし、児童虐待は別の法律に

よって処理されるべきものと考えられているのに対して、台湾においては、立案関係者も

法実施者も、台湾ＤＶ法は、文字通り「家庭暴力防治法」と理解している。もちろん実際

には台湾ＤＶ法が適用されている対象は配偶者間暴力が殆どであるが、台北市社会局のホ

ームページ（http://www.fv.tcg.gov.tw/）が、児童保護、老人保護に関する通報件数を、婚
姻暴力のそれとは別に掲げ、しかもその数がかなりの数であることからするなら、台湾 
ＤＶ法が、運用においても、すべての家庭内での暴力を対象としているという考え方が看

取しうる。  
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 台湾の関係者によると、このような台湾ＤＶ法の観念は、配偶者間暴力も、他の家庭内

の暴力と同じように、家族全体の観点から、家庭平和維持の目的で解決されなければなら

ない、という思想に支えられている。  
 
  (2) 家庭平和の促進  
 
 台湾ＤＶ法の家族主義は、「家庭平和の促進」が法の目的（１条）の冒頭に挙げられて  
いることによって、より鮮明になっているといえよう。この点は、日本ＤＶ法の前文が、

「人権の擁護と男女平等の実現」を法の目標としているのと異なっている。  
 民間団体である「現代婦女基金会」（後記Ⅳ２参照）が作成し、立法院に提出された「第

３次草案」では、「家庭暴力の防止と被害者の権利の保護」が法の目的とされていた。し  
かし、審議の過程で、「家庭の再建」を法の目的とすべきだという意見が強まったため、  
「家庭平和の促進」が追加されたのである。これによって、「家庭暴力の防止と被害者の  
権利の保護」を、家族平和の枠内で実現しようとする思考が一段と明確になったといえる。

被害を受けている配偶者の多くは、加害者が殴らなくなり、家庭が円満になればそれでい

いと思っているのであり、離婚まで望んでいるのではない。このことは、台湾でも同じで

あることは、台湾で関係者から聞かされたことである。しかし、法律自体がこのようにし

たことによって、被害者の権利保護が、家庭平和との関係で相対的に解決されるべき問題

であることが認められたことになったために、台湾ＤＶ法に対する批判的見解も存在する

にいたったのである。  
 
  (3) 性暴力とドメスティック・バイオレンス  
 
 台湾でも立法を主導したのは女性団体であった。それは最初から、レイプ、人身売買、

売買春という女性に対する性暴力禁圧を目指していた。1997 年 1 月には、性犯罪の防止、
その訴追、被害者の保護に関する特別法である「性侵害犯罪防治法」を成立させ、翌年 6
月の台湾ＤＶ法の立法に至ったのである。従って、法執行においても、両者の密接な関連

が意識されている。中央政府の内政部の中では、「家庭暴力防治委員会」は「性侵害防治  
委員会」とは分離されているが（http://www.moi.gov.tw/div6 なお、後述Ⅳ５参照）、台
北市は、「家庭暴力曁性侵害防治中心」として一括している。女性団体は、次の立法目標  
をセクシャル・ハラスメントに定めている（後述Ⅳ２ (2)⑦参照）。  
 ＤＶは女性に対する性暴力の一つであるという意識が、台湾ＤＶ法とその運用に対して

いかなる影響を与えているかは、日本ＤＶ法との対比でさらに検討されるべき問題である。 
 
 

Ⅱ 調査の概要  

 
 本調査は、内閣府男女共同参画局の委託により、平成 14 年 8 月 28 日－30 日に台北市
内で行われたものであり、以下、Ⅲ－Ⅳは、これに基づくものであるが、調査と報告書の
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作成に当たっては、調査に同行された柑本美和君（現在、上智大学法学部助手）の献身的

な協力があったことを付け加えなければならない。  
 

１ 全体のスケジュール 

 
8 月 28 日（水）  午前 10 時 台湾志林地区地方裁判所  

午後 2 時半 財団法人 現代婦女基金会  
8 月 29 日（木）   午前 10 時 台湾高等裁判所  

午後 2 時半 台北市社会局 家庭暴力及び性侵害防治センター  
午後 4 時半 内政部家庭暴力防治委員会・性侵害防治委員会  

8 月 30 日（金）   午前 11 時 法務部矯正局  
午後 2 時 呂旭立紀念文教基金会  

 

２ 調査団の構成  

 
町野朔（上智大学法学部教授）、田中愛智朗（内閣府男女共同参画局推進課・配偶者間暴

力対策調整官）、柑本美和（国立精神・神経センター成人保健部研究員、上智大学法学研

究科） 

＊カッコ内の身分は当時のもの。  
 

３ 各施設・機関での対応者・同席者  

 
 ①台湾志林地区地方裁判所： 邱 璿如（法官）  
 ②財団法人 現代婦女基金会 : 姚淑文（副執行長）、李仰欽（督導）  
 ③台湾高等裁判所： 高鳳仙（法官）、許金標（法務部矯正局編審）  
 ④台北市社会局・家庭暴力・性侵害防治センター： 陳正元（社工員）  
 ⑤内政部家庭暴力防治委員会・性侵害防治委員会： 呉素霞（統合規制組組長）、王珮玲
（予防科婦幼安全組組長）、他 2 名  
⑥法務部矯正局： 黄徴男（司長）、周輝煌（科長）、許金標（法務部矯正局編審）、

余麗貞（検察官）、李茂生（国立台湾大学法律学院教授）  
 ⑦呂旭立紀念文教基金会： 何静秋（執行長）、呂旭亞（心理学博士）、他スタッフ 3
名  

 
 

Ⅲ 加害者更生プログラムとしての「加害者処遇命令」  
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 台湾ＤＶ法では、加害者更生プログラムは「加害者処遇命令」とされ、ＤＶ加害者にア

ルコール・薬物治療、精神治療、カウンセリング、またはその他の治療を強制することを

内容とする。  
 それは、民事の保護命令として（13 条 2 項 10 号。以下、条文のみを示すときは、台湾
ＤＶ法のそれである）、家庭暴力罪または保護命令違反罪を犯し保護観察付執行猶予に付  
された場合の遵守事項として（30 条 2 項 4 号）、また、家庭暴力罪または保護命令違反罪
で服役し、仮出獄中保護観察に付された場合に、その遵守事項として（31 条）、言い渡さ
れる。さらに、家庭暴力罪または保護命令違反罪で服役中の受刑者に対しても、特別な処

遇を行うという規定が置かれている（33 条）。なお、台湾刑事訴訟法（252 条 -1・253-2
条）では、検察官が被疑者に一定の遵守事項を言い渡し、その履行を条件として不起訴処

分をする「相対的不起訴」という制度があるが、現在のところ、これを加害者更生プログ

ラムに利用していることはないという（Ⅳ６ (2)参照）。  
 以下、各別に紹介する。  
 

１ 民事の保護命令としての加害者処遇命令  

 
 (1) 概要  
 
  保護命令には、通常保護命令（13 条）と一時保護命令（15 条）の 2 種類がある。一時
保護命令は、さらに、緊急性一時保護命令と一般性一時保護命令の二つに分けられる。  
 裁判所は、家庭暴力の事実があり、かつ必要と認める場合には、請求または職権によっ

て法 13 条 2 項 1-12 号に掲げられる通常保護命令を発することができる。通常保護命令に
は、暴力禁止命令、退去命令、接近禁止命令などと並び、加害者に薬物・アルコール治療、

精神治療、カウンセリング、またはその他の治療を命じる加害者処遇命令がある（13 条 2
項 10 号）。保護命令に対しては抗告が可能である（19 条 1 項）。通常保護命令の期間は、
原則として発令時より 1 年であるが、当事者および被害者の請求があれば、1 回に限って
延長が認められる。但し、延長期間は 1 年以下でなければならない（14 条 2 項）。加害者
処遇命令に違反した者に対しては、保護命令違反罪として 3 年以下の有期懲役、または拘
留、もしくは新台湾元 10 万元以下の罰金が併科される（50 条）。  
 
(2) 手続  
 
  裁判所は、加害者処遇命令を発する前に、必要な場合には、医師、サイコロジスト、ソ
ーシャルワーカー等に加害者の鑑定を行わせる（12 条 2 項）。各市・県に設置が義務付け
られている家庭暴力防止センター（8 条）には、市・県内の医師、サイコロジスト、ソー
シャルワーカーなどといった専門家が鑑定人として登録されている。裁判所から、当該加

害者について、処遇命令要否判断のための鑑定が依頼されると、家庭暴力防止センターは

そのうちから 3 名程度を選出して鑑定チームを結成し、地方裁判所に派遣する。通常、鑑
定では、加害者の精神状態、心理状態、認知状況、そして再犯の可能性などについて評価
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が行われる。裁判官に報告される鑑定結果には、どの程度の期間、どのような治療が必要

であるかが明記されており、それに基づき、裁判官は保護命令と一緒に加害者処遇命令を

科すか否かを決定する。保護命令には、「医療か心理輔導を、何ヶ月の間、毎週何時間受  
ける」ということ、及び、「命令を受けた日から何日以内に、戸籍［日本の住民票に類似す

る］の存する警察に出頭しなければならない」ということのみが記載されている（以上  
については、なお、Ⅳ４ (2)）。  
 台湾・行政院衛生署は、「中央衛生主管機関」として、「家庭暴力加害人処遇規範」を  
作成し（45 条）、内政部・家庭暴力防治委員会がこれを調整する（5 条 1 項 5 号）。これ  
に基づいて、各地方政府の家庭暴力防止センターが、処遇機関、処遇スケジュール等の具

体的な処遇内容を決定する（7 条 1 項 5 号）。例えば、機関については、台北市では、主  
に、45 条によって行政院衛生署が認定した台北市立療養院、国軍北投医院、新光医院、三
軍総医院に処遇を執行させ、さらに、民間団体である財団法人・呂旭立紀念文教基金会（以

下、基金会という）にも処遇を委託している（家庭暴力加害人処遇計画規範 6 項により、
カウンセリング・その他の指導については、民間団体等に委託することができる）。加害  
者は、警察署に出頭した際に、警察官から処遇機関・スケジュールについて指示を受ける

ことになる（家庭暴力加害人処遇計画規範 15 項）。  
 
 (3) 処遇内容  
 
 例として、台北市および台北県から委託を受けている基金会のプログラムがある。  
 加害者に対しては、個人カウンセリングとグループワークを行っている。グループワー

クについては、これまでに、1 グループ 4 名に対して、フェミニスト理論学習（女性の権
利、power and control）、anger control などの認知療法、dynamics の 3 つを柱にワーク
を行った。これは、アメリカの様々なプログラムを参考にしながら、台湾の状況に適した

プログラムに修正したものである。なお、Ⅳ７ (3)参照。  
 
  (4) スーパービジョン  
 
 処遇の進捗状況は、委託機関から各市・県の家庭暴力防止センターに定期的に報告され

る。また、加害者の処遇を延長する必要があると思われる場合にも、その旨を家庭暴力防

止センターに通知しなければならない。  
 家庭暴力防止センターは、加害者が治療またはプログラムにきちんと参加しているか否

かを監督する義務を負っているので、報告により違反を認知した場合には直ちに警察また

は地方法院検察署に通報を行う（家庭暴力加害人処遇計画規範 21 項）。  
 
 (5) 費用  
 
 家庭暴力加害人処遇計画規範 19 項では、経済困難な加害者以外は自己負担しなければい  
けないとされているが、台 北 市 、台 北 県 では、加 害 者 処 遇 にかかる費 用 は、現 在 のところ、 

政 府 が拠 出 している。しかし、台 北 市 は、来 年 （2 0 0 3 年 ）から、加 害 者 の収 入 に応 じて 、 
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費用を徴収する予定だということである。 

 

２ 刑事処分としての加害者処遇命令  

 
(1) 起訴猶予制度  
 
 2002 年 2 月の刑事訴訟法改正により、検察官は、被告が、法定刑として死刑、無期刑ま
たは 3 年以上の有期刑が定められていない罪を犯した場合であって、刑法 57 条規定の事
項（量刑にあたって考慮すべき情状）および公共の利益の維持を考慮し適当と考えるとき

には、その者につき 1 年以上 3 年以下の範囲で起訴を猶予できるようになった（刑訴 253
－1 条 1 項）。さらに、検察官は、起訴猶予の期間、悔悟書の提出、被害者への損害賠償  
の支払い、労務の提供、薬物・アルコール治療、精神治療・カウンセリングなどの受診を

遵守事項として科すことも可能となった（刑訴 253－2 条 1 項 1-8 号）。但し、被害者への
損害賠償の支払い、労務の提供、薬物・アルコール治療、精神治療・カウンセリングな 
どの受診・受講を命ずる際には、被告人の同意を得なければならない。以上の規定によっ

て、法律上は、家庭暴力犯罪または保護命令違反罪についても、検察官は、被告人を起訴

猶予とし、本人の同意があれば治療を命ずることが可能となる。  
 もっとも、2002 年 8 月下旬に、起訴猶予制度についての行政規則案ができたばかりであ
り、法律の改正は行われたもののまだ制度は動きだしていない状態である。以上について

は、なお、後述Ⅳ６ (2)参照。  
 
(2) 保護観察付執行猶予とされた場合の加害者処遇命令  
 
 家庭暴力罪または保護命令違反罪で有罪となり、刑の執行猶予を宣告された被告人は、

執行猶予期間中、保護観察に付されることになる（30 条）。裁判所は、この場合、必要と
考えれば、家庭暴力行為禁止、被害者の住居からの退去、連絡行為禁止、加害者処遇命令

などの遵守事項を併せて言い渡すことができる（30 条 2 項 1-5 号）。ここで、加害者処遇
命令とは、薬物・アルコール治療、精神治療、カウンセリング、またはその他の治療を指

す（同条項 4 号）。なお、執行猶予保護観察の遵守事項としての加害者処遇命令は不服申
し立ての対象になる。  
 被告人に対する加害者処遇命令要否判断のための鑑定手続、また、執行手続についても

家庭暴力加害人処遇計画規範が適用される（同規範 24 項）。上述の１ (2)「手続」を参照  
されたい。ここでの処遇命令は刑事処分であるにもかかわらず、民事命令と同じ手続で、

実質的に同じ機関が執行することについては、後述Ⅳ３ (9);Ⅳ５ (2)① ;Ⅳ６ (1)③参照。  
 2000 年 1 月－2001 年 5 月までの間に出された加害者処遇命令は 4 件（司法院統計所「地
方法院審理家庭暴力案件統計」参照、2002 年 1 月－5 月に出された加害者処遇命令は１件
（台湾高等法院編「地方法院違反家庭暴力防治法案件裁判結果」参照）と極めて少ない。

この点については、Ⅳ１ (3)③ ;Ⅳ３ (9);Ⅳ６ (3)②参照。  
 さらに、処遇命令の内容を見ると、アルコール・薬物治療 2 件、カウンセリング 2 件、
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その他の治療 1 件となっている。台湾ＤＶ法は広く児童虐待なども対象としているので（Ⅰ
３ (1)）、これらの命令がＤＶ加害者に対して言い渡されたものかについては必ずしも明ら
かではない。  
 
(3) 仮出獄保護観察遵守事項としての加害者処遇命令  
 
 家庭暴力罪または保護命令違反罪で服役し仮出獄となった者も、保護観察に付され、必

要に応じ遵守事項として加害者処遇命令を言い渡されることがある（31 条）。この場合の
加害者処遇命令も、アルコール・薬物治療、精神治療、カウンセリング、またはその他の

治療を指す（30 条 2 項 4 号・31 条）。そして、執行猶予保護観察の遵守事項としての加 
害者処遇命令と同様、鑑定・執行の手続については、民事の加害者処遇命令の手続が適用

される（家庭暴力加害人処遇計画規範 24 項）。  
 
(4) 受刑者に対する処遇  
 
 家庭暴力罪または保護命令違反罪で服役している加害者については、33 条 1 項の規定に
より法務部が作成した「触犯家庭暴力或違反保護令罪之受刑人処遇計画」に従って、処遇

が行われる。その内容は次のようである。  
 
 ①鑑定およびその評価  
 受刑者のインテイク後、刑務所は各受刑者の犯罪原因、動機、品行、境遇、学歴、心身

および家庭状況などについて分析を行う。その結果を参考にしつつ、心理的問題を抱えて

いそうな受刑者に対しては精神科医・サイコロジストの鑑定を受けさせる。鑑定の結果、

アルコール依存、薬物依存、精神的または反社会性人格障害などの心的異常が疑われる者

は「異常」とされ、まず専門家の治療に付される。このように「異常」が疑われる者の割

合は、家庭暴力罪あるいは保護命令違反罪による受刑者の約 1 割である。そして、異常が
認められない残りの 9 割の受刑者には、教誨師（＝刑務官）による補導（生活指導）が行
われる。  
 
 ②処遇内容  
 まず、精神治療についてであるが、台北、高雄、台中は医療監獄であるため精神科医、

サイコロジストが常駐しており、医療的措置を行うことが出来る。さらに、監獄の近辺に

ある社会資源として、台北には、桃園療養院、桃園栄民医院、八里療養院、高雄には、高

雄国軍医院、市立凱旋医院、台中には、国軍台中医院、私立劉昭聖診所があり、医師の派

遣を依頼することができる。  
 薬物依存に関しては、治療を受けられる監獄が決まっており、セラピストやソーシャル

ワーカーが配置されている。そのため、それらの者を、刑務所長の職務命令によって家庭

暴力防治法による受刑者の処遇にあたらせることが可能である。外部の医師や心理士を依

頼することもあるが、それほど多くはない。なお、反社会性人格障害者の治療は、刑務所

内では殆ど行うことができないので、これを行うことはないとのことであった。  
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 教誨師の輔導とは、法律、伝統的倫理、婚姻相談、親子関係および両性権利の平等など

に関する教育を意味する。座学を中心に、集団指導（1、2 回）と個人指導（7 回ぐらい）
の双方が行われる。教材の指定は特に無く、教誨師が自ら適切だと思うものを採用するこ

とが出来る。  
 
(5) 刑法上の保安処分との関係  
 
 台湾刑法 87 条によれば、心神喪失のために処罰されない者に対しては、適当な場所で精 

神 治療 を施すことができる。心神耗弱により刑 が減軽 された者が刑の執行を終わった後 も 

同 じである。また、同 88 条によれば、薬物使用の罪を犯した者に対しては、刑の執行前に 

適当な場所において禁絶処分を施すことができる。さらに同 89 条は、酒乱によって罪を犯 

した者に対 して、刑の執行後の禁絶処分を規定している。これらの保安処分の規定は、家 

庭暴力罪または保護命令違反罪を犯した被告人に対しても適用されるのであり、現に適用 

されている。 

 2000 年 1 月から 2001 年 5 月までの間に、家庭暴力罪を犯し監護処分とされた者は 7 名 

（殺人罪 2 名、傷害罪 3 名、妨害自由罪 2 名。以下、犯罪名は原則的に台湾法の表示によ 

る ）であり、保護命令違反罪を犯 し監護処分に付 された者は 1 名であった。また、同期間 

に、家庭暴力罪を犯し禁絶処分とされた者は 1 名 （傷害罪 ）であり、保護命令違反罪を犯 

し禁絶処分に付された者は 2 名であった（司法院統計所「地方法院審理家庭暴力案件統計」 

参照 ）。さらに、2002 年 1 月から 2002 年 5 月までの間に、家庭暴力罪を犯し監護処分と 

された者は 4 名（殺人罪 3 名、妨害自由罪 1 名）であり、保護命令違反罪を犯し監護処分 

に付 された者は 1 名であった。また、同期間に、家庭暴力罪を犯し禁絶処分とされた者は 

1 名 （傷害罪 ）であった（台湾高等法院編 「地方法院違反家庭暴力防治法案件裁判結果 」 

参照）。 

 なお、後述Ⅳ６(3)②参照。 

 
 

Ⅳ 個別調査  

 
 ここでは、Ⅱに記した調査の概要を各別に、訪問順に報告する。調査は、加害者処遇命

令だけでなく、台湾ＤＶ法の運用全般に及んでいる。以下、Ⅲに紹介したところとの重複

を避けつつ報告する。  
 

１ 志林地区地方裁判所  

 
 志林地区地方裁判所では、邱裁判官に、台湾ＤＶ法に関する法律事項を中心に質問を行

った。  
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(1) ＤＶ法の解釈  
 
 ①2 条 1 項で「家庭暴力」と定義されている「精神の不法な侵害」の内容  
 一般的・客観的に見て、通常人であれば非常に不快な思いをするような行為がこれに該

当する。内政部が作成した「家庭暴力防治中心辯理民事保護令聲請作業説明」によれば、

恐喝、脅迫、侮辱、騒擾、器物損壊、精神的虐待などが該当する。例えば、  
・言葉による虐待。言葉や語調による被害者の虐待。被害者の罵倒、侮辱。被害者ある

いはその子を殺害すると脅す行為。  
・心理的虐待。盗聴、監視などで、被害者に精神的苦痛を与える行為。  

 実務上は、軽蔑、誹謗中傷、侮蔑、貶めるなどの言動であれば、精神的侵害を認定して

いる（「何で家事をしないんだ」というような言動は該当しない）。また，ストーカー行 
為や、夜中の無言電話も精神的侵害と認められる。精神的侵害の認定に際しては、医師の

診断書までは必要とされず、被害者の子供の証言、近所の人の証言で足りる。但し、この

場合でも、上述の行為が一回行われただけでは十分ではなく、繰り返し行われていた旨の

証言が必要となる。  
 この問題については、さらに、Ⅳ３ (2)参照。  
 
 ②2 条 2 項の「他の法律に定める罪」  
 刑法あるいは特別刑法で規定されているすべての罪であり、限定がないが、傷害罪、妨

害自由罪、殺人罪、性自主妨害罪、恐嚇取財罪、妨害婚姻及家庭罪などの例が多い。性自

主妨害罪は、原則として、女性裁判官、女性検事が担当することになっている。この犯罪

の場合、証拠上事実認定が極めて難しいので、担当を嫌がる者が多い。なお、1999 年 4
月に刑法が改正され（229-1 条）、依然として親告罪ではあるものの、配偶者間にも強姦  
罪が成立することが明示された。  
 
 ③3 条 1 項 2 号の「事実上の夫婦関係を有する者」  
 台湾ＤＶ法の対象者には事実婚（内縁関係）も含まれている。しかし、台湾民法は届出

主義を採らず、婚姻届が提出されていなくても挙式の時点で婚姻が認められる（離婚には

届出が必要である）。こうしたことから、事実婚規定をあえて設ける必要性があったかは 
疑問であるとのことであった。なお、事実婚の認定方法については、「法院弁理家庭暴力 
案件應行注意事項の壱・丙・二（事実上夫妻関係之認定）」を参照。  
 
 ④逮捕について  
 現行犯でない家庭暴力罪の場合、警察官は、継続的な危険があり、かつ、「刑事訴訟法  
で定める令状によらない勾引要件を充たす場合」に限って、無令状逮捕を行うことができ

る（22 条２項）。言い換えれば、刑事訴訟法の規定が充たされない限り、無令状逮捕は認
められないということであり、この規定は確認規定に過ぎず、このような規定の必要性に

は疑問があるということであった。そして、アメリカと異なり、台湾で広く無令状逮捕が

認められなかったのは、権力の濫用による人権侵害を懸念したためだと思われるとのこと

であった。  
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 また、家庭暴力罪の場合とは異なり、保護命令違反罪の場合には無令状逮捕が認められ

ていないが、邱裁判官は、家庭暴力罪を犯す者の多くは、すでに保護命令を言い渡されて

いる者であることを考慮したためであろう、と推察している。  
 
(2) 保護命令一般  
 
 ①保護命令申請と被害者の意思  
 9 条によれば、保護命令の申請は、被害者以外の者、例えば、検察官、警察機関、また
は直轄市、県（市）主管機関も行うことが可能である。司法院および高等裁判所の統計に

よれば、申請の約 7 割は被害者によって行われており、次いで、警察の 2 割と続く（司法
院統計所「地方法院審理家庭暴力案件統計」、台湾高等法院編「地方法院違反家庭暴力防 
治法案件裁判結果」参照）。  
 法律上は、被害者の意に反して、周囲の者が申請を行うことも可能であるが、被害者本

人が希望していなければ証拠調査への協力も得られないことになるため、実際には、その

ような場合は殆ど想定できないということであった。  
 警察による保護命令の代理申請を認めるなど警察の関与が顕著であることについては、

被害者、女性団体ともに歓迎している。警察の側も、事件として扱えばそれだけ自分の成

績が上がるので、家庭暴力事件に関与することに躊躇はないとのことである。  
 なお、被害者に弁護士やリーガル・アドボケイトが付き添うケースは少ない。  
 
 ②保護命令の際の証明の程度、発令までの審理期間  
 保護命令には、通常保護命令（13 条）と一時保護命令（15 条）の 2 種類がある。一時
保護命令は、さらに、緊急性一時保護命令と一般性一時保護命令の二つに分けられる。  
 
  1. 一時保護命令  
 一時保護命令には、疎明で足りる。被害者に負傷の事実があるような場合には、加害者

を呼び出すことなく命令を出すことができる。このように簡易な手続きによる発令を認め

たのは、被害者の安全を確保することが最重要だと考えられたためである。発令までの審

理期間は、緊急性一時保護命で原則として 4 時間以内（15 条 3 項）、一般性一時保護命で
1 週間程度である。後者の 1 週間には、送達に要する期間も含まれている。裁判官が決定
を下すのに必要な期間は、実際には 2、3 日程度である。  
  2. 通常保護命令  
 通常保護命令を出すためにはその要件の証明が必要であるが、保護命令手続は非訟事件

であるため（19 条 2 項）、一般の民事訴訟で要求される証明の程度までは必要でない。ま
た、証拠能力についてもそれほど問題にされることはない。しかし、例えば、被害者が負

傷しているときには、負傷の事実のみならず、医師の診断書等も必要となり、さらに、加

害者も呼び出さなければいけない。その場合には、被害者の保護を考え、被害者と加害者

を同時には呼びださないようにしている。  
 女性団体の中には、被害者の証言だけで保護命令を出すよう主張するものもある。しか

し、何も証拠がないのに命令を発することは不可能であり、暴力が証明できない場合には、
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保護命令の申請は受理しない。なお、通常保護命令の審理期間は、2、3 ヶ月である。  
 通常保護命令発令の要件である「必要性」については、1 回の暴力で認められるのか、
あるいは何回かの暴力行為がなければ認められないのか議論がある。現在のところ、個々

の裁判官によって適用状況は異なっている。  
  3. 加害者の出頭  
 加害者を出頭させるために、加害者の戸籍に送達する（公示送達をすることはない）。  
送達の方法については、「法院弁理家庭暴力案件應行注意事項の壱・丙・二十一（保護令  
之送達）」を参照。  
 出頭しない加害者も多いが、その場合には、欠席裁判によって、命令が発布される。命

令は、裁判官による発令の日から有効となる。逮捕されている場合、出頭させられるケー

スは極めて少ない。  
 
(3) 加害者処遇命令  
 
 ①保護命令としての加害者処遇命令  
 裁判所は、家庭暴力の事実があり、かつ必要と認める場合には、請求または職権によっ

て 13 条 2 項 1-12 号に掲げられた通常保護命令を発することができる。暴力禁止命令、退
去命令、接近禁止命令などと並び、通常保護命令には、加害者にアルコール・薬物治療、

精神治療、カウンセリング、またはその他の治療を命じる加害者処遇命令がある（13 条 2
項 10 号）。  
 裁判所は、加害者処遇命令を発する前に、必要な場合には、医師・サイコロジスト（だ

いたいは、3 人 1 組）等による鑑定を行わせる。志林地区地方裁判所では、鑑定は月に一
度しか行われず、その際には数名の加害者の鑑定がまとめて行われる。これは、台北市に

は地方裁判所が 3 箇所あり、また鑑定人は本業を抱えていることもあって、鑑定人の数が
不足しているためである。しかし、通常保護命令は 3 ヶ月以内に発するよう決められてい
るため、全ての加害者について、月に一度しか行われない鑑定を待つことはできない。そ

のため、鑑定は必要な場合にだけ限定されることになる。鑑定結果には、どの程度の期間、

どのような治療が必要であるかが明記されており、裁判官はそれに基づいて命令を発する

ことになる。なお、鑑定を受けに来ない加害者については、命令の出しようがなく問題と

なっている。  
 邱裁判官が加害者処遇命令を言い渡すのは、治療を受けさせないと被害者が危険である、

または、暴力とアルコール・薬物の関係が顕著であるような場合であり、月に 2、3 件程
度である。このように危機介入的に加害者処遇命令を言い渡すのは、裁判官は、2 年も 3 年  
も先の未来を予測することは不可能で、今、目の前にある状況しか判断できないと考えて

いるからである。さらに、通常保護命令には１年間という期間が設けられており、その期

間を超えたところまでも判断することはできない。邱裁判官によれば、加害者処遇命令は、

理論的にはあったほうがいいとも思うが、執行状況が明らかではないし、効果も明確では

ないので、実際には、よくわらないということであった。  
 
 ②民事命令としての加害者処遇命令  
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 邱裁判官によれば、加害者処遇命令のような強権的な民事命令が規定されたのは、女性

団体の力が強く働いたことの他に、家庭内の平和維持は、社会問題に発展しうる重要な問

題であるため、裁判所は積極的に関与すべきであるという意識が存在したからではないか

とのことであった。法律家は、この点について抵抗はないし、議論も特に行われてはいな

いという。  
 
 ③保護観察付執行猶予の場合の加害者処遇命令  
 家庭暴力罪または保護命令違反罪で有罪となり、刑の執行猶予を宣告された被告人は、

執行猶予期間中、保護観察に付されることになる（30 条）。この場合、裁判所は、必要と
考えれば、家庭暴力行為禁止、被害者の住居からの退去、連絡行為禁止、加害者処遇命令

などの遵守事項を併せて言い渡すことができる（30 条 2 項 1-5 号）。  
 邱裁判官は刑事担当の経験がないため、執行猶予保護観察の遵守事項としての加害者処

遇命令についてはよく分からないとのことであったが、おそらく保護観察の遵守事項とし

ての処遇命令の場合、民事の通常保護命令の場合ほど、具体的に命令内容が記述されてい

ないのではないかということだった。  
 邱裁判官提供の資料によると、1999 年 11 月から 2002 年 7 月の間に、地方裁判所が保
護命令違反罪で有罪を言い渡した被告人に対する執行猶予率は約 24％である。他の犯罪の
場合と比べても、執行猶予率はそれほど高いわけではないとのことだった（「志林地区地  
方法院統計」参照）。  
 処遇命令言い渡しには、当該加害者の罪状に照らして執行猶予の言い渡しが可能である

ことが前提であるため、家庭暴力罪、保護命令違反罪を犯したことによって加害者処遇命

令を言い渡される加害者は極めて稀であることは、述べたところである（Ⅲ２ (2)）。  
 
(4) 台湾ＤＶ法の問題点  
 
 邱裁判官によると、現行法で検討を要する点は次の諸点である。  
 
 ①一時保護命令に対する抗告  
 家庭暴力防治法では、一時保護命令が出されたときには、通常保護命令の申請があった

ものとみなされる（15 条 4 項）。一方で、一時保護命令に対しては抗告を行うことが可能
である（19 条 1 項）。そのため、高等裁判所で一時保護命令の抗告が審理されているのと
同時に、地方裁判所で通常保護命令の発令について審理が行われるという複雑な状況が生

じる場合がある。この点は、修正の必要がある。  
 
 ②通常保護命令の延長について  
 通常保護命令の期間は、原則として、裁判所による命令言い渡しの時点から 1 年間であ
るが（14 条 1 項）、１回に限り１年までの延長が可能である（同条 2 項）。しかし、例え  
ば、9 月 1 日に失効する命令に対して、被害者が 8 月 31 日に延長の命令を申請したような
場合には、延長の審理が行われている間、命令が失効している状態が続くことになる。審

理に要する期間を考慮し、もっと前から延長の申請が行われるようにする必要がある。  
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 ③一時保護命令を警察に委ねること  
 裁判所には、他に抱えている事件が多数あるので、一時保護命令については警察が出せ

るようにし、不服申し立てについてのみ裁判所が審理すればいいのではないかという意見

が存在する。ただ、懸念されるのは、警察に任せた場合、申請を受理すらしないケースが

出てくるのではないかということである。女性団体は、この点を一番心配しているのでは

ないかと思われる。  
 
 ④和解・調停についての規定  
 裁判所は、保護命令事件について、調停または和解手続きを行うことができない（12 条
4 項）。しかし、この規定があるにもかかわらず、保護命令申請の撤回が可能である（14
条 2 項）ということは矛盾である。和解または調停ができなければ、脅迫して命令申請を
撤回させる事態は十分考えられる。また、撤回してくれれば離婚するという場合もあり、

申請が撤回されるケースは少なくない。このような場合でも、裁判所は撤回を拒否するこ

とはできない。  
 

２ 現代婦女基金会  

 
(1) 概要  
 
 1987 年に設立された財団法人で、性犯罪、セクハラ、ＤＶの被害者に対して援助活動を
行っている。理事長は元国会議員の藩維剛氏で、台湾ＤＶ法を推進した人物である。設立

当初は、婦女子の社会援助（就労援助など）を行っていた。ＤＶ被害者に対する援助は、

1988 年に開始されている。現在、スタッフは 11 名（１名を除いて全員ソーシャルワーカ
ーのフルタイムの職員）で、クライアントはＤＶ被害者が最も多い。  
 運営資金は、①中央政府・台北市からの補助金（60％）、②財団法人理事会の寄付（20-30 
％、1 人あたり約 100 万円で、10 数名分）、③一般からの寄付（10-20％）で賄っている。
年間の予算は、1,200 万元で、これら全てによっても賄えないときは、理事長が不足額を
負担することになっている。中央政府・台北市からの補助金は、防止法制定以前の被害者

援助活動が非常に評価された結果である。但し、これらの補助金の使途については、毎年、

厳しい監査を受けなければならない。以上の資金に加え、10 年以上前から、ケースマネー
ジメント代として、被害者を 1 人受けるごとに 1500 元（月毎）が台北市政府から現代婦
女基金会（以下、基金会という）に支払われている。なお、被害者の弁護費用、カウンセ

リング費用などは、市政府から支出される。  
 
(2) 活動内容  
 
 ①訴訟に関わるリーガル・アドボカシー  
 訴訟書類準備の援助、および裁判所への付き添い等。  
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 ②公務員教育  
 まだ法律が施行されてから日が浅く、ＤＶについての知識が不足しているため、内政部

からの委託を受けて、内政部職員、検察官、裁判官、警察官、地方自治体職員などへの教

育活動を行っている。  
 基金会によれば、警察官や裁判官は何も知らないのだから、教育を受ける必要があり、

警察官や裁判官が、民間団体の講義を受けることに、格段の抵抗はないようであるとのこ

とである。  
 
 ③被害者からの電話相談  
 基金会の開設時間に限って行われている。  
 
 ④個別カウンセリング  
 
 ⑤シェルター  
 開設していない。関係機関にケースをリファーするだけである。  
 
 ⑥啓蒙活動  
 啓発のためのテレビ CM をつくって放送したり、理念宣伝のためのビデオを作成するな
ど、一般市民向けの教育活動にも力を入れている。また、若い世代に、会の理念を伝える

ために、全国の学校を巡回し、意識の高い学生たちを集めてロールプレイを行わせたり、

ドラマの指導を行うなど、学生の教育にも力を入れている。時には、教師にも指導を行う

ことがある。  
 
 ⑦立法・法改正への関与  
 セクハラ防止法の検討、ＤＶ防止法改正の検討、性犯罪加害者登録制度（台湾版ミーガ

ン法）の検討に関与している。ミーガン法については、法律家は個人情報の問題を懸念し

ているが、一般の人々はおおむね導入に賛成である。  
 
(3) 加害者処遇命令について 
 
 基金会は、加害者処遇を行っていない。しかし、中央政府（内政部家庭暴力防治委員会。

5 条）、中央衛生主管（加害者処遇実施責任機関。45 条）が加害者処遇計画の大枠を検討
する際に、アドバイスを行っている。  
 グループワークなどを主体とした加害者処遇は、台湾でも今年始まったばかりであり、

現段階での効果はわからない。しかし、加害者による暴力のサイクルを止めるためには教

育が必要であると考えている。特に、基金会に相談する被害者には、もう一度幸せな家庭

を取り戻すために、加害者に変わってほしいと思う人が多く、その観点からも、加害者処

遇命令は必要だということである。  
 裁判官が、加害者処遇命令を危機介入手段として捉えている（Ⅳ１ (3)①参照）のとは異
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なり、基金会では長期的な展望に立ち、加害者の更生改善の手段と認識しているようであ

った。  
 
(4) 家庭暴力処遇協会について 
 
 この協会は、2002 年の 4 月に、学者、実務家（医師、サイコロジスト、ソーシャルワー
カー）、有識者などが、家庭暴力の防止を図ること、加害者処遇命令を行う機関を育成す  
ることを目的に設立された。基金会の副執行長はこのメンバーである。協会を訪問するこ

とはできなかったが、基金でその概要を知ることはできた。  
  家庭暴力処遇協会の林助教授は、ミシガン州で加害者処遇プログラム（詳細については、
林 助 教 授 の H P か ら ミ シ ガ ン 州 の プ ロ グ ラ ム に ア ク セ ス 可 能 で あ る 。

http://www.ccunix.ccu.edu.tw/~deptcrm/t_mcl.htm）を学んだ経験から、このプログラム

を台湾にも普及させようと、南台湾で実験的にプログラムを展開している（林助教授以前

にも、このプログラムを提唱している人はいる）。台湾では、林助教授だけでなく、北投  
の医師達もプログラムを行っており、これらのプログラムは、既に、13 条 2 項 10 号の加
害者処遇命令として使われている。  
 処遇協会の所属メンバーは、加害者の問題がアルコールや薬物、精神病などに集約され

るとは考えていない。加害者の多くは、アルコールや薬物の乱用とは無縁であり、むしろ、

ジェンダーに対する誤った認識から暴力をふるうことのほうが多いと考えている。  
 
(5) 加害者・被害者情報のデータベース化について 
 
 裁判官が、加害者の加害行為や被害者の被害状況を軽視している一つの理由は、関連情

報全てを入手できていないためだと考えられている。そこで、台湾では、社会局、警察、

基金会等の関係機関が有する、被害者の相談記録、加害者に対する通報回数、加害行為歴

などといった情報を内政部に集約し、加害者・被害者情報のデータベースを作成しようと

している。これらの情報がデータベース化されれば、全ての裁判官が瞬時に関連情報にア

クセスすることが可能となる。  
 
(6) ＤＶ被害者のための連携サービス 
 
 ＤＶの被害者に対し、より適切なサービスを提供するために、基金会では、2002 年の 3
月から、台北市政府の委託を受け、志林地区地方裁判所において裁判所との連携サービス

を開始した。これは、月曜から金曜までの午前 8 時半から 5 時半までの間、志林地区地方
裁判所に基金会のソーシャルワーカーを常駐させ、裁判に関与している被害者に、必要な

法律援助と社会福祉サービスの提供を行うものである。  
 

３ 台湾高等裁判所  
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 台湾高等裁判所では、法案起草者である高裁判官に、立法趣旨も含め法律的な事項を中

心に話を伺った。  
 
(1) 台湾ＤＶ法が「家庭暴力」防治法であることについて 
 
 台湾ＤＶ法は、配偶者間暴力のみならず、児童虐待、老人虐待まで含め、広く家庭内暴

力までをもカバーしている（Ⅰ３ (1)参照）。それはどのような理由からか、また、そうし
たことで問題は生じていないかが問題である。  
 高裁判官の意見は次のようである。  
 この法律は、全米少年・家庭裁判所判事協会（National Council of Juvenile and Family 
Court Judges）が作成した Model Code on Domestic and Family Violence (1994)になら
ったものである。  
 確かにカバーしている問題は多岐に渡るが、対象は家族に限られるので、実際の適用範

囲は狭い。例えば、家族成員以外の者による児童虐待などは、児童福利法で扱うことにな

る。なお、親から暴力を受けている子供も当然保護命令を申請することができるし、実際

にそのような例もある。  
 
(2) 「精神的侵害」について 
 
 2 条 1 項は、「精神の不法な侵害」も「家庭暴力」としている。高裁判官は、どのよう  
な理由でこうなったかについてのかくべつの説明はされなかったが、それは、当然のこと

だという意識によるものであろう。確かに、殆どの国のＤＶ法はこのようにしているし、

日本ＤＶ法がむしろ珍しいものなのであろう。  
 高裁判官によると、父親が娘をレイプしているのを目撃した母親のショックなどは精神

的侵害と認定されるだろうということだった。そして、認定に際しては、医師の診断書ま

では必要とされないが、挙証責任は被害者にあるため、被害を受けている際の録音テープ

や子供や近所の人の証言などを証拠として準備する必要があるとのことであった。一方、

加害者の証言については、ポリグラフを使用し虚偽か否かを検証する可能性もあるという

ことだった。  
 
(3) 無令状逮捕について 
 
 22 条 2 項により、現行犯でない家庭暴力罪の場合に、警察官による無令状逮捕が極めて
限られた場合にしか認められなかったのは、憲法違反が問題とされたためであるのかとい

う質問に対して、高裁判官は、憲法問題にまでは発展しなかったと思うとされた。  
 
(4) 保護命令の代理申請等に見られる警察の積極的な関与について  
 
 国民は、警察の積極的な介入を望んでいたので、抵抗は殆どなかった。むしろ、警察の

方が介入することにさほど積極的ではなかった。しかし、現在では、警察官は、家庭暴力
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事件を扱えば自分の成績になるので、積極的に関与しようとしている。  
 
(5) 離婚の道具として保護命令の申請？ 
 
 台湾で保護命令が活発に使われているのは、女性たちがこれを離婚要求の道具として利

用しているのではないかということは、台湾でいわれることがある。しかし高裁判官によ

ると、そのようなことはないという。  
 
(6) 通常保護命令発令までの期間について 
 
 志林地区地方裁判所において、命令発布に要する平均的な時間は、緊急性一時保護命令

で 4 時間、一般性一時保護命令で 1 週間、通常保護命令の場合には 2、3 ヶ月と聞いたが、
通常保護命令が発布されるまでに時間がかかりすぎているのではないか、という質問に対

して、高裁判官の説明は次のようである。  
緊急性一時保護命令の場合には、警察官が証人となるため、裁判所は 24 時間その場で

出すことができる。しかし、法律上は 4 時間で出すことになっているが、警察官がまず被
害者の安全を確保したりする必要がある関係で、実際には 4 時間では出せないことが多い。 
 一般性一時保護命令については、法廷での審議を行うか否かは裁判官の裁量による。証

拠があり、証人もいるような場合には、加害者を法廷に呼び出す必要はない。日本の保護

命令は、この一般性一時保護命令に近いように思われるところである。  
 通常保護命令は、証拠の優越の程度に証明が必要であるため、証拠収集、証人尋問など

を手続きに従って行わなければならない。また、加害者処遇命令の場合には、鑑定を行う

必要も生じてくる。そのため、他の命令に比べ、発布までに時間を要するのである。狡猾

な加害者は、加害者処遇命令を科すための鑑定を欠席し続けることがある。そのような場

合には、加害者の鑑定を行うことなく、被害者側の証拠のみ（薬物・アルコール中毒に罹

患しているなどといった証拠）によって欠席裁判を行い、加害者処遇命令を言い渡すこと

がある。このように加害者の鑑定を行うことなく処遇命令を言い渡すことができるのは、

あくまでも民事手続きだからである。  
 
(7) 加害者処遇命令の対象  
 
 高裁判官によれば、加害者処遇命令は、酒癖、薬物使癖などの重大な問題を抱えていな

い加害者、ただ考え方（思想のあり方）に問題がある者に対して科すことを想定したもの

である。ここには、法律がその立案者の意図と異なって運用されていることがうかがわれ、

興味深い。  
 
(8) 加害者処遇命令を民事命令で出すことについて 
 
 欧米では、有罪が認定された加害者に対して出される加害者処遇命令が主力である。し

かし、台湾ＤＶ法では、民事の保護命令として規定された加害者処遇命令が基本をなして
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いる。受命者の権利の侵襲性の高いものである加害者処遇命令を民事処分として、民事的

証明で出すことが原理的に可能であるかは、我々が疑問に思うところであった。しかし、

これに対する高裁判官の考えは次のようであった。  
 台湾ＤＶ法の加害者処遇命令は、アメリカの幾つかの州にならって規定したものである。

さらに、台湾では、保護命令として科す加害者処遇命令は、制裁とは考えられておらず、

むしろ、被害者の保護を図ることを目的とした福祉的・行政的処分と捉えられている。そ

のため、問題ではない。  
 
(9) 保護命令としての加害者処遇命令（13 条 2 項 10 号）と保護観察の条件としての加害者処遇

命令の履行（30 条 2 項 4 号）との相違  
 
 保護命令としての加害者処遇命令は民事命令であり、保護観察付執行猶予とされた場合

の加害者処遇命令は刑事処分であるため、各々の処遇命令を科すに際して要求される証拠

の程度が異なる。しかし、実際に行われている処遇の内容、病院などの執行機関は同じで

ある。草案の段階では、処遇の内容は同じでも、執行機関および執行方法は別にすること

を想定していた。一方、保護観察付執行猶予とされた場合の加害者処遇命令の言い渡し件

数は極めて少数であり、裁判官の中にはそのような命令があることすら知らない者もいる。 
 
(10) 刑法上の保安処分との関係  
 
 家庭暴力罪、保護命令違反罪に対しても、刑罰・保安処分の双方が科されうる。酒乱の

加害者には保安処分として禁絶処分が科されことがあるし（刑法 89 条）、監護処分（いわ
ゆる精神治療）が言い渡されれば、病院に収容され治療を受けることになる（刑法 87 条）。
このような保安処分は、保護観察付執行猶予と同時に科されうる加害者処遇命令に似てい

ないこともないが、加害者処遇命令はあくまでも刑の執行が猶予された者に対して付加的

に言い渡されるものであり、独立に言い渡される保安処分とは異なる。また、例えば、酒

乱によって罪を犯した者に対して科されうる禁絶処分は、刑の執行を前提としているため

（刑法 89 条第 1 項）、加害者処遇命令として科される禁絶治療とは、加害者の罪状、罪質
などの点で大きく異なっている。  
 
(11) 被害者保護の施設設置等  
 
  被害者を保護する施設は、法成立後にも順調に設置されており、特に問題は無いという。  
 

４ 台北市社会局・性暴力・家庭暴力防治センター  

 
(1) 概要  
 
  台湾ＤＶ法８条の規定により、1999 年に台北市が設立した性暴力及び家庭暴力防止のた
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めのセンターである。ソーシャルワーカーが中心となり、主に被害者に対する援助を行っ

ている。  
 台北市はＤＶ法施行以前も、積極的に性暴力の被害者に対する援助や児童・老人の保護

を行っていた。性暴力・家庭暴力防治センターは、既存の機関が担ってきた機能と家庭暴

力被害者のための機能を統合させたものである。  
 
 ①組織と人員  
・主任 1 名  
・24 時間ホットライン担当者、12 名。11 人が交代制で相談受付の窓口を担当。  
・性被害担当者、6 名。  
・成人保護担当者、7 名。  
・児童少年保護担当者、18 名。  
・行政担当者、6 名。  
・暴力防止担当者（女警隊と兼職）、1 名。  
・医療扶助担当者（衛生局と兼職）、1 名。  
 以上、合計で 52 名。  
 
 ②主なサービス  
・24 時間ホットライン。  
・危機介入。  
・保護命令申請援助・申請代理。  
・法律扶助。  
・被害者カウンセリングや心身治療の紹介。  
・職業やシェルターの紹介。  
・加害者の指導や強制治療の紹介。  
・各種教育訓練や啓蒙活動。  
 
(2) 加害者処遇命令について 
 
 ①防止センターと加害者処遇命令  
 防止センターが加害者処遇に関与するのは、以下の 3 点においてである。  
 
  1.鑑定チームの派遣  
 防止センターは、台北市内の医師、サイコロジスト、ソーシャルワーカーなどといった

専門家約 30 名を鑑定人として登録している。地方裁判所から、当該加害者について、加
害者処遇命令の要否判断のための鑑定が依頼されると、4、5 名を選出して鑑定チームを結
成し、地方裁判所に派遣する。通常、鑑定は月一回程度まとめて行われ、加害者の精神状

態、心理状態、認知状況、そして再犯の可能性などについて評価が行われる。  
  2.具体的な処遇計画作成  
 鑑定チームによる鑑定結果は、裁判官に報告され、それに基づき、裁判官は保護命令と
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して加害者処遇命令を科すか否かを決定する。保護命令には、「医療か心理輔導を、何ヶ  
月の間、毎週何時間受ける」ということ、及び、「命令を受けた日から○日以内に、加害  
者の戸籍のある警察に出頭しなければならない」ということのみが記載されている。治療

機関、スケジュールなど具体的な処遇計画については、加害者の様々な状況を勘案しつつ

防止センターが作成する。加害者は、警察署に出頭した際に、警察官によってそれらの内

容を指示される。  
  3.加害者の監督  
 加害者が治療またはカウンセリングなどにきちんと参加しているか否かを監督し、違反

があれば警察に通報を行う。  
 
 ②台北市の加害者処遇命令  
 
  1.加害者処遇命令の種類  
 台湾ＤＶ法に規定される加害者処遇命令には、戒護治療（禁絶処分類似の処分）、精神治

療、心理輔導（カウンセリング）、その他認知教育及び指導（認知行動療法など）の 4 
種類があるが、精神治療の場合、入院治療か通院治療かは、初回の医師の診察を経て決定

される。台北市では、これまでのところ、入院治療を言い渡された加害者は存在しない。  
  2.執行機関  
 2002 年 7 月現在、台北市では、主に、台北市立療養院、国軍北投医院、新光医院、三軍
総医院、呂旭立紀念文教基金会の 5 機関に加害者更生プログラム執行を委託している。こ
のうち、呂旭立紀念文教基金会以外の 4 機関は、法第 45 条に基づき行政院衛生署が作成
した認定執行機関一覧表に掲載されている。呂旭立紀念文教基金会は、2002 年に初めて台
北市のリストに加えられた民間団体である（後記Ⅳ７参照）。  
  3.費用  
 前期（Ⅲ１ (5)）のように、現在は、更生プログラムの費用は台北市政府が全て拠出して
いるが、来年以降は、収入に応じて加害者から費用を徴収する予定だとのことである。  
  4.自発意思の有無  
 更生プログラム命令は、加害者の自発的意思の有無にかかわらず言い渡されるというこ

とである。  
  5.統計  
 台湾において、家庭暴力防治法に基づいた処遇計画に従って更生プログラムが開始され

たのは、2001 年 8 月である。2001 年 8 月から 2002 年 6 月までに、台北市で鑑定が行わ
れた回数は 19 回、加害者数は 51 名であった。また、同期間中に、地方裁判所から言い渡
された加害者処遇命令数は 66 件であり、そのうち、遵守違反のため警察通報となったの
は 15 件であった（台北市家庭暴力加害者処遇計画 実績報告書 2002 年 7 月版参照）。  
 さらに、2001 年 8 月以前に、台北市が独自に実施していた処遇プログラムに付された加
害者も含めた統計は以下の通りである。  
 2000年 4月から 2002年 7月までの間に、地方裁判所から加害者処遇命令を言い渡され、
防止センターで受理した加害者数は 70 名であった。  
 これを処遇内容別に見ると、戒護治療が 30 名、精神治療が 18 名、心理輔導（カウンセ
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リング）が 42 名、その他認知教育及び指導が 8 名である。これらの合計人数が 70 名を超
えるのは、一度に複数の処遇を命じられている者がいるためである。  
 さらに、執行機関別で見てみると、台北市立療養院が 25 名、国軍北投医院が 29 名、新
光医院が 11 名、三軍総医院 2 名、呂旭立紀念文教基金会が 1 名、その他が 2 名であった
（台北市家庭暴力加害者処遇計画執行情形統計表参照）。なお、呂旭立紀念文教基金会が  
委託された 1 名は、認知行動療法を命じられているとのことである。  
 

５ 内政部・家庭暴力防治委員会  

 
(1) 概要  
 
 内政部家庭暴力防治委員会は、台湾ＤＶ法施行を受けて、1999 年 4 月 23 日に成立した。
家庭暴力防止活動を積極的に推進するために、司法、法務、社会、警察、衛生等政府関係

機関を連携させたものである。  
 
 ①職務（5 条 1 項 1-8 号）  
・家庭暴力防止に関する法規および政策の検討・立案。  
・家庭暴力防止事項を実施する関連機関の調整、監督、考査。  
・家庭暴力防止機関が提供するサービスの向上。  
・国民に対する家庭暴力防止教育。  
・被害者保護および加害者処遇計画の調整。  
・行政および民間の家庭暴力処理手続、家庭暴力防止教育推進への協力。  
・家庭暴力に関する資料の作成等。  
・地方政府による家庭暴力防止業務推進に対する援助。  
 
 ②組織  
 委員会は、21 名の委員（男女比 3：4）からなる内政部家庭暴力防治委員会が上部組織
となり、その下に総合規制組、保護扶助組、教育輔導組、暴力防治組の 4 つが置かれてい
る。その中で、5 条 1 項 5 号に定められている加害者処遇計画の調整を行うのは、教育輔
導組である。  
 
(2) 加害者処遇命令について 
 
 ①概要  
 加害者処遇命令に関する内政部家庭暴力防治委員会の役割は、処遇規範についてのスー

パービジョンを行うことである。加害者処遇命令の執行には全く関与していない。  
 行政院衛生署が作成した「家庭暴力加害人処遇計画規範」（45 条）を調整して、それを、
全国的な加害者更生命令の処遇規範として用いさせている（5 条 1 項 5 号）。各県、市の  
防止センターは、これに基づいて、さらに自分たちの処遇計画を作成している。  
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 なお、行政院衛生署・家庭暴力防治委員会の処遇計画規範は、保護命令としての加害者

処遇命令（13 条 2 項 10 号）ばかりでなく、執行猶予保護観察遵守事項としての加害者処
遇命令（30 条 2 項 4 号）、仮出獄保護観察遵守事項としての加害者処遇命令（31 条）に  
も等しく適用されるものとされている（家庭暴力加害人処遇計画規範 24 項）。従って、受
刑者の処遇計画としての加害者処遇（33 条）だけが、法務部の「触犯家庭暴力罪或違反保
護令罪之受刑人処遇計画」に従って行われることになる。  
 保護命令としての加害者処遇命令は民事命令として、執行猶予保護観察遵守事項と仮出

獄保護観察遵守事項としての加害者処遇命令は刑事処分として出されるものである以上、

前者と後２者とでは執行機関も異なる、後２者は国の法務部が所管することになる筈だと

いうのが、我々の感覚であった。しかし、台湾では、以上３者の加害者処遇命令は、すべ

て台北市のような地方公共団体政府が所管し、必要なときには警察力を用いて、行政院衛

生署と内政部家庭暴力防治委員会の作成したマニュアルに従って、これを執行するという

仕組みとなっており、これは当然のことと受け取られているようであった。  
 
 ②「心理輔導（カウンセリング）」および「その他の認知教育」について  
 心理輔導は、主に個人カウンセリングを指している。グループカウンセリングも必要に

応じて行われることがあるが、数は多くない。カウンセリングを行うのは、認定心理士で

ある。しかし、台湾では、昨年、心理士法が制定さればかりで、完全施行には至っていな

い。そのため、現在のところ、カウンセリングは、医師および認定資格を有していない心

理士が行っている状況である。  
 また、日本で言われるようないわゆる加害者プログラムは、台湾では「その他の認知教

育」に該当する。これについては、アメリカのやり方を導入してはいるものの、いまだ試

行錯誤の段階である。また、グループワークを行うだけの対象者が揃わないこともあり、

あまり活発には行われていないようである。  
 
 ③統計  
 委員会は、加害者処遇命令に関する全国的な数字は把握していないとのことで、統計資

料を得ることはできなかった。  
 なお、2001 年 1 月から 12 月までの間に、全国の家庭暴力防治センターが受理した通報
件数は 34,348 であった（家庭暴力防治中心服務案件累計表参照）。  
 

６ 法務部矯正局  

 
 法務部矯正局では、矯正関係者だけではなく、検察官からも話を伺うことができた。  
 
(1) 台湾ＤＶ法の立法趣旨について  
 
 ①広範な適用領域  
 台湾ＤＶ法が、配偶者間暴力のほか、児童虐待、老人虐待、さらには、いわゆる家庭内
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暴力までをもカバーしているのは、子供の虐待を通じて、夫が妻を精神的に虐待するとい

った台湾社会の実情を反映しているのではないかという説明があった。  
 
 ②民事命令としての加害者更生命令  
 未だ有罪が確定していない加害者に更生命令を出すことは台湾ＤＶ法の特色であるが、

法理論的には問題とはならないかという質問に対しては、台湾側の出席者の間でも、席上

かなりの議論があった。しかし、台湾では、軽微な民事的不法についても、刑事処分と同

程度の処分（身柄の拘束等）を行うことについて反発は殆どない。法務部も、このことに

問題があるとは考えていない。また、裁判官も国会議員も、この点については殆ど何も考

えていなかったのではないかとのことであった。  
 
 ③加害者処遇命令の執行規範と執行方法が同一であることについて  
 上記のように（Ⅳ５ (2)①）、保護命令としての加害者処遇命令は民事命令であり、保護
観察付執行猶予とされた場合の加害者処遇命令は刑事処分であるにもかかわらず、実際に

行われている処遇の内容、病院などは同じである。保護観察としての加害者処遇命令は検

察官が執行者のようであるが、実際には、民事の加害者処遇命令と同じく、警察官が行っ

ている。しかも、すべて行政院衛生署が作成した「家庭暴力加害人処遇計画規範」に従わ

なければならない。台湾には、「政府機関一体協働」という原則があり、民事、刑事処分  
ともに国家作用という意味では同じであるから、同じ機関が行っても何ら問題はない。実

際のところ、マンパワーの問題から、加害者処遇を行う治療機関の多くは国公立機関とな

らざるを得ず、結局は、民事命令でも刑事処分でも同じことになる。法務部としては、こ

れは仕方のないことだと思っている。なお、刑務所内のことについては、あくまでも法務

部矯正局の所管であり、受刑者の処遇プログラムを民間団体などに委託することは考えら

れない。  
 
(2) 起訴猶予の運用について 
 
 2002 年 2 月の刑事訴訟法改正により、検察官の不起訴裁量権は次のようになっている。 
 法定刑として死刑、無期または3年以上の有期刑が定められていない罪を犯した場合で
あって、刑法57条の事項および公共の利益の維持を考慮し適当と考えるときには、その者
につき 1年以上 3年以下の範囲で起訴を猶予できる（刑訴 2 5 3－ 1条 1項）。さらに、検  
察官は、起訴猶予の期間、悔悟書の提出、被害者への損害賠償の支払い、労務の提供、薬

物・アルコール治療、精神治療・カウンセリングなどの受診を遵守事項として科すことが

できる（刑訴253－2条1項1－8号）。但し、被害者への損害賠償の支払い、労務の提供、  
薬物・アルコール治療、精神治療・カウンセリングなどの受診・受講を命ずる際には、被

告人の同意を得なければならない（同条2項）。  
 以上の規定によって、法律上は、家庭暴力犯罪または保護命令違反罪についても、検察

官は、被告人を起訴猶予とし、本人の同意があれば治療を命ずることが可能である。しか

し、Ⅲ2(1)で述べたように、2002 年 8 月下旬に、起訴猶予制度についての行政規則案がで
きたばかりで、法律の改正は行われたもののまだ制度は動きだしていない状態である。ま
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た、薬物・アルコール治療、精神治療・カウンセリングについては、 (3)で述べるように、
台湾は深刻な治療者不足状態であるため、実際にどの機関が執行を担当するかが大きな問

題となってくる。  
 
(3) 受刑者に対する加害者処遇について 
 
 ①受刑者に対する処遇  
 家庭暴力罪あるいは保護命令違反罪で有罪とされた受刑者に対する処遇計画は、 1999
年 7 月 8 日に施行された。  
 
  1.鑑定およびその評価  
 受刑者のインテイク後、刑務所は各受刑者の犯罪原因、動機、品行、境遇、学歴、心身

および家庭状況などについて分析を行う。その結果を参考にしつつ、心理的問題を抱えて

いそうな受刑者に対しては精神科医・サイコロジストの鑑定を受けさせる。鑑定の結果、

アルコール依存、薬物依存、精神的または反社会性人格障害などの心理的異常が疑われる

者は「異常」とされ、まず専門家の治療に付される。このように「異常」が疑われる者の

割合は、家庭暴力罪あるいは保護命令違反罪で有罪とされた全受刑者の約 1 割程度である。
そして、異常が認められない残りの 9 割の者には、教誨師（＝刑務官）による補導（生活
指導）が行われる。  
  2.処遇内容  
 まず、精神治療についてであるが、Ⅲ2(4)②で述べたように、台北、高雄、台中は医療
監獄であるため精神科医、サイコロジストが常駐しており、医療的措置を行うことが出来

る。さらに、監獄の近辺にある社会資源として、台北には、桃園療養院、桃園栄民医院、

八里療養院、高雄には、高雄国軍医院、市立凱旋医院、台中には、国軍台中医院、私立劉

昭聖診所があり、医師の派遣を依頼することができる。  
 次に、反社会性人格障害者の治療は、刑務所内では殆ど行うことができない。心理士は、

昨年、心理士法が制定されたばかりということもあり、機動力にはなっていない。  
  薬物依存に関しては、治療を受けられる監獄が決まっており、セラピストやソーシャル
ワーカーが配置されている。そのため、それらの者を、刑務所長の職務命令によって家庭

暴力防治法による受刑者の処遇にあたらせることが可能である。  
 なお、外部の医師や心理士を依頼することもあるが、さほど多くはない。というのも、

台湾では、精神科専門医が不足しており、140 万名の精神病患者を約 600 名の精神科専門
医が診ている状況である。この人数で、性犯罪、家庭暴力罪、麻薬犯罪などの治療全てを

行うのは到底無理である（参考までに、台湾の現在の人口は 2000 万人。10 年前の精神科
専門医数は約 400 名であった）。  
 教誨師は、法律、伝統的倫理、婚姻相談、親子関係および両性権利の平等などについて

の教育を行う。座学が中心であるが、集団指導（1、2 回）と個人指導（7 回ぐらい）の双
方を行っている。教材についての決まりはなく、教誨師が自分で適切なものを採用するこ

とが出来る。  
  3.統計  
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 ＤＶ法上の罪を犯し、収容されている受刑者は 2002 年 6 月末現在、142 名であり、そ
のうち女性は 1 名であった。台湾ＤＶ法によれば、男性が女性を訴えることも可能ではあ
るが、自己の面目がつぶれることを恐れ、訴える者は殆どいない。この 142 名の受刑者の
多くは、配偶者、元配偶者あるいは内縁関係にある者に対する罪によって有罪判決を受け

た者である。  
 
 ②保安処分との関係  
 保安処分の規定は、家庭暴力罪または保護命令違反罪を犯した被告人に対しても適用さ

れ、重度の精神病に罹患した受刑者の場合は、監護処分に付されている。  
 保護観察付執行猶予とされた場合の加害者処遇命令数が極めて少ないのに対して、保安

処分がかなり言い渡されているということは、執行猶予にはしたくないという裁判官の考

えが働いているのではないか、ということであった。  
 

７ 財団法人・呂旭日記念基金会  

 
(1) 概要  
 
 1989 年 3 月に設立された財団法人で、被害者を中心とするクライアントに心理カウンセ
リング主体の援助を行っている。加害者に対しては、台湾ＤＶ法成立以前は自発的な意思

のある者に対して、成立以後は、裁判所の命令に基づき台北市、台北県から委託を受けた

者についてサービスを提供している。被害者援助を中心に行っていたので、加害者のプロ

グラムを行うことに最初は抵抗があったということである。  
 学生や教員に対する啓蒙活動も、この基金会の重要な役割の一つである。台湾ＤＶ法 49
条によって、小中学校は家庭暴力防止に関する教育を授業に導入しなければならないから

である。基金会では、学生に直接指導することもあるし、教員を指導することもある。教

材は、台湾政府教育部の両性平等委員会が作成しているものを使用している。なお、裁判

官や警察官、検察官などに対する教育は行っていない。  
 
(2) 実績  
 
 2002 年 6 月まで、台北県から委託を受け、1 加害者グループ 4 人に対しグループワーク
を行っていた。昨年までは、個人カウンセリングのみを行っていたが、今年からグループ

ワーク方式に変更するよう台北県に依頼した。従って、呂旭日基金会が、ＤＶの加害者に

グループワークを実施したのは今年が初めてである。もともとは 6 名のグループであった
が、1 人が逃亡、1 人は妻が申立てを撤回したため最終的に 4 人になった。  
 加害者たちは、年齢 30～50 歳代の男性であり、高学歴ではなく（専門学校レベル）、  
低度の人格障害、反社会性人格障害に罹患していた。なお、加害者の経過は良好であった

そうである。なお、高雄市にも、ＤＶ加害者に対しグループワークを行っている団体があ

るとのことであった。  
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(3) 加害者更生プログラムの概要  
 
 プログラムは、フェミニスト理論習得（女性の権利、power and control）、認知療法（anger 
control など）、dynamics の 3 つから成る。アメリカの様々なプログラムを参考にしなが
ら、台湾の状況に適したプログラムを作り上げている。スタッフの 1 人がシアトルに加害
者プログラムを学びにいっているが、そこで、学位や資格を取得したというわけではない。

加害者は、処遇プログラムの期間中、別居命令が出ていない限り、被害者と同居している

場合が多い。プログラムのスケジュールはきちんと作成されており、プログラムの進捗状

況は、台北市、台北県の防止センターに定期的に連絡される。また、台北市、台北県など

への報告書の他に、基金会独自のチェックリストを作成している。  
 進捗状況は被害者にも連絡され、さらに、ある加害者のプログラムが終了した後は、そ

の被害者に加害者のその後の状況を尋ねるといったフォローアップも行っている。なお、

ある加害者にプログラムを行っている間、この基金会は、その加害者の配偶者に援助を行

うことはない。  
 
(4) その他  
 
 アメリカなどと大きく異なる点の一つに、台湾では、配偶者間で暴力事件が生じると、

男性側、女性側の親戚全体が関与してくるという点が挙げられる。「家族」という単位が  
依然として根強く存在しているためだと思われる。  
 現段階では、台湾全土で実施されている、加害者更生プログラムの数はそれほど多くな

い。しかし、やれば改善の効果は見られるので、今後は、もっと広範に処遇プログラムを

実施すべきであるというのが、呂旭日紀念基金会の人々の意見であった。  
 
 

Ⅴ 結論  

 

１ 台湾ＤＶ法における加害者更生プログラム  

 
(1)  「加害者更生命令」の現実  
 
台湾においては、加害者更生命令は、①民事保護命令として、②執行猶予における保護

観察として、③仮出獄における保護観察として、④矯正施設内での処遇として、実行され

ている。そのうち①がよく用いられ、②④の刑事処分・行刑としてのそれは多くない。  
また、①も、 crisis intervention の手段として用いられる傾向があり、そのために、  

薬物・アルコール中毒の治療命令、精神病院入院命令、精神科治療命令が多く、 group 
therapy 受講命令が発せられた例は、訪問時には 1 件しかなかった。これに対して、精神
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病院送致、禁絶処分という刑法上の保安処分がＤＶ犯罪者に言い渡されることが多いこと

には、このような加害者更生命令の使われ方と共通のものがあると考えられる。台湾法務

部が、④において、ＤＶ犯罪者に精神科治療、薬物中毒の治療を中心とした処遇計画を導

入したこともそうであろう。  
もちろん、民間において台湾ＤＶ法制定を主導し、ＤＶに取り組んでいる関係団体、「加

害者処遇命令」を実際に監督している「行政院衛生署」は、アメリカで中心的に行われて

きた group therapy program の導入の必要性を認識している。しかし、現在のところ、心
理学・精神医学の専門家が少ない台湾にあっては、警察介入によるＤＶ犯罪の防止、ＤＶ

被害者の援助、保護命令の迅速な発令、ＤＶ犯罪者の処罰という、ＤＶへの初期的あるい

は直接的対応が重視されなければならない状況にある。「本来の加害者更生プログラム」  
の充実は、少し先になるものと思われる。  

 
(2) 家庭平和と加害者更生プログラム 
 
 台湾ＤＶ法が「家庭平和の促進」を終局的な目標とするものだとすると、「加害者更  
生処分」は、ＤＶ加害者を「殴らない夫」にして家庭復帰させることを目的とすること

になる。もし、日本法のように「人権の擁護と男女平等の実現」が目的だとするなら、そ

れ以上のこと、例えば、暴力のサイクルを絶ち、「女性を支配しようとしない男」「女  
性を殴らない男」にすることを目的とすることにもなるだろう。  
しかし、上記のように、ＤＶに対する即事的対応が中心の台湾ＤＶ法においては、ま

だ、このような考え方の相違が顕著になるような事態には至っていない。  
 

２ 日本法と加害者更生プログラム  

 
 わが国のＤＶ法が加害者更生プログラムを導入することの是非、その態様のいかんを

考えるにあたって、以上のような台湾法の状況は幾つかの示唆を与えるように思われる、

紙数の関係もあり、以下、簡単にポイントだけを示すに留める。  
 
 (1) 加害者更生プログラム導入の必要性  
 
 日本ではようようにＤＶ法が成立したが、保護命令が不十分である、シェルターも不

十分である、警察介入による被害防止の態勢が十分に整えられていない、などの基本的

といっていい多くの問題が指摘されている。そのようなところでは、加害者更生プログ

ラムの導入を行う前に、これらの問題への対応が先決だという意見もありうるだろう。  
また、もし加害者更生プログラムにしても、一気にアメリカ的なセラピー・プログラ

ムに進むのではなく、最初は、台湾で専ら行われているような、精神科治療命令、薬物

中毒治療命令などから行うことも考えられる。  
 
(2) 任意と強制  
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特に、心理療法を中心とした加害者更生プログラムは、任意の参加でなければ効果がな

いのではないか、という意見もある。しかし、完全な任意参加では無意味であるという意

見が、関係者の間には多いようである。  
通例は、この種のプログラムが刑事処分として言い渡されるときには、ＤＶ加害者の承

諾を得る、彼が承諾しないときには自由刑の執行を行う、あるいは承諾してプログラムに

参加したが完遂しなかったときには、probation を取り消し自由刑を執行する、という半
強制的方法がとられる。民事命令である保護命令の一種としてこのようなプログラム受講

を命令するときには、本人の承諾を得る運用がなされているかは、台湾では詳らかにしな

かった。しかし、保護命令と同じ扱いだとするなら、本人の承諾の有無にかかわらず命令

を発し、ＤＶ加害者がそれに従わなかったときには処罰する、ということになろう。  
 
(3) ダイバージョンと加害者更生プログラム  
 
加害者更生プログラムを刑事処分として行うとき――そしてこれが、アメリカでの一般

的な方法である――には、それは刑事司法過程からの離脱である diversion として行われ
ることになる。日本では、執行猶予に付加される保護処分として導入されることになろう。

しかし、配偶者への執拗な暴力を繰り返すが、殺人・傷害致死にまで至っていないＤＶ加

害者は、検察官の段階で起訴猶予になる例が殆どであると思われる。要するに、加害者更

生プログラムに適合すると考えられるＤＶ加害者が起訴されて、執行猶予の判決を受ける

事態が生じることは極めて稀であることが予想されるのである。そこで、検察官の起訴猶

予という diversion の先に加害者更生プログラムを付加することも考えられる。しかし、
これは、検察官に新たな権限を認めるものであり、その訴追裁量権のあり方をめぐる、大

きな問題を生じさせることになるのは必至である。  
日本ほどではないであろうが、同様に検察官に広範な訴追裁量権を認めている台湾が、

diversion ではなく、当事者の申し立てによる保護命令の一つとして加害者更生プログラ
ムを規定したのはこのためである。他方、韓国は、検察官がＤＶの事案を家庭保護事件と

認定して、裁判所に対して保護命令、加害者更生プログラムを請求する権利を認めた。こ

れは、少年保護事件に関して検察官の先議権を認める韓国少年法のモデルに従ったもので

あり、台湾とは逆に、検察官の権限に加害者更生プログラムの運用を委ねたものである。  
 

 (4) 民事命令と刑事処分  
 
民事命令として、裁判所が加害者更生プログラムの受講命令を発するときには、その手

続が問題である。  
民事裁判所が、このような本人にとって負担の大きい処分を、ＤＶの事実、本人が将来

ＤＶを行う危険性などの要件が証拠の優越  (preponderance of evidence)程度に立証され
たことで出すことが原理的に許されているかは、一つの問題であるように思われる。日本

ＤＶ法が、かなり難しい疎明方法によって初めて保護命令を可能としたときにも、依然と

して実務の間では抵抗感が強かったことを考えるなら、現行法の保護命令と同じ手続で加
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害者更生命令を出しうるとすることは妥当でないように思われる。冒頭に紹介したように、

台湾ＤＶ法においては、加害者更生命令は通常保護命令の一つとして規定され、一時保護

命令として出すことは認められていない。そして、鑑定が行われるのが通常であり、そう

でないときにも必ず加害者を出頭させて審理が行われる。日本でも、民事命令として行う

としたなら、このような配慮が必要であり、現在ある種類の保護命令とは異なって、迅速

性をある程度犠牲にした、より慎重な審理によって発布することが許される、新たな命令

を作ることが必要になると思われる。このことは、他方では、日本の保護命令発令の手続

を見直すことにもなることが考えられる。  
 
 (5) 加害者更生プログラムの実行  
 
 加害者更生プログラムの実行をどのような形態で行うかも問題である。アメリカでは、

probation として加害者更生プログラムが行われるときにも、政府が民間団体と契約を結
び、後者がプログラムを実施するという形態をとる。Probation officer などの政府職員、
警察がモニタリングを担当する。台湾もほぼこれと同じ方法をとっているようである。  
 しかし、このようなやり方は、日本には例がない。他方では、法務省保護局がすべて

を取り仕切るというこれまでの日本の保護観察のやり方をここでもとったほうがいいか

は、ここでは問題かもしれない。現在国会で審議中の、「心神喪失者等医療観察法案」  
における「入院によらない医療」のシステムなどを参考にしながら、さらに考えなけれ

ばならない問題である。  
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家庭暴力防治法  
                中華民国 87 年（1998 年）6 月 24 日 総統公布  
 
第 1 章 通則  
 
第 1 条  
この法律は ,家庭の平和の促進 ,家庭暴力の防止及び被害者権益の保障を図ることを目的 

とする。  
第 2 条  
 この法律において「家庭暴力」とは ,家族成員の間において身体又は精神に不法な侵害を  
与える行為をいう。  
 この法律において「家庭暴力罪」とは ,家族成員の間における故意の家庭暴力によって ,他  
の法律に定める罪を犯すことをいう。  
 この法律において「騒擾行為」とは ,すべての迷惑 ,恐喝 ,他人を軽蔑又は侮辱する言動 ,若  
しくは他人に恐怖を与えることをいう。  
第 3 条  
 この法律において「家族成員」とは ,次に掲げる各人員及びその未成年の子をいう。  
①配偶者又は前配偶者。  
②現在又は以前に事実上の夫婦の関係を有する者 ,家長尊属又は家族の関係を有する者。  
③現在又は以前に直系血族又は直系姻族である者。  
④現在又は以前に四親等内の傍系血族又は傍系姻族である者。  
第 4 条  
 この法律において「主管機関」とは中央において ,内政部家庭暴力防治委員会 ,省（市）にお  
いて ,省（市）政府 ,県（市）において ,県（市）政府を指す。  
第 5 条  
 内政部は家庭暴力防治委員会を設置しなければならない。その職掌は ,次に掲げる各号で  
ある。  
①家庭暴力防止に関する法規及び政策を検討・立案すること。  
②家庭暴力防止事項を実施する関連機関の協議監督 ,考査をすること。  
③家庭暴力防止機構のサービスを向上させること。  
④国民に家庭暴力防止教育を行うこと。  
⑤被害者保護計画及び加害者処遇計画を調整すること。  
⑥行政及び民間の家庭暴力処理手続及び家庭暴力防止教育推進に協力すること。  
⑦家庭暴力に関する資料を作成し ,それを裁判官 ,検察官 ,警察官 ,医療関係者及びその他の政  
府機関の参考のため提供すること ,又 ,被害者の身分について秘密を保持すること。  
⑧地方政府の家庭暴力防止業務の普及に協力し ,指導及び補助すること。  
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 前項第 7 号の資料の整備 ,管理及び使用方法については ,中央政府主管機関が別に定めるこ  
ととする。  
第 6 条  
 家庭暴力防治委員会の主任委員は内政部長をもって充てることとする。民間団体代表 ,学  
者 ,専門家の比率は ,委員総数の二分の一以下であってはならない。  
 家庭暴力防治委員会は専門の担当者を配置し家庭暴力に関する業務の処理を行わなけれ  
ばならない。その組織規程は ,中央機関が定めることとする。  
第 7 条  
 各地方政府は ,家庭暴力防治委員会を設置しなければならない。その職掌は ,次に掲げる名  
事項である。  
①家庭暴力防止の法規及び政策を研究し且つ立案すること。  
②関連機関の家庭暴力防止事項の執行について ,これを調整 ,監督 ,考査すること。  
③家庭暴力防止に関わる機構のサービスを向上させること。  
④国民に家庭暴力防止教育を行うこと。  
⑤被害者保護計画及び加害者処遇計画を調整すること。  
⑥行政及び民間の家庭暴力処理手続及び家庭暴力防止教育の整備に協力すること。  
⑦家庭暴力に関する資料を作成し ,裁判官 ,検察官 ,警察官 ,医療関係者及びその他の政府機関  
の参考のため提供し ,また被害者の身分について秘密を保持すること。  
 前項の家庭暴力防治委員会の組織規程は ,地方政府が定めることとする。  
第 8 条  
 各地方政府は家庭暴力防止センターを設置し ,警察 ,教育 ,衛生 ,社会福祉 ,戸籍 ,司法などの  
関連機関と共同で次に掲げる各事項を行い ,被害者権益を保護し ,家庭暴力事件の発生を防  
止する。  
①専用ダイヤル 24 時間電話サービス。  
②被害者にカウンセリング ,職業指導、住宅援助 ,一時保護及び法律扶助を推供すること。  
③被害者に 24 時問緊急救援活動を提供すること ,被害者の診療を援助し ,また被害の証拠を  
収集すること。  
④加害者の追跡指導を仲介すること。  
⑤被害者及び加害者の心身の治療を仲介すること。  
⑥各種教育 ,訓練及び宣伝を普及すること。  
⑦その他の家庭暴力防止に関連する措置を行うこと。  
 前項に掲げる救援センターは ,独白に又は性侵害防止センターと合併して設立することが  
できる。同センターにはソーシャルワーカー ,警察 ,医療 ,及びその他の専門家を配置しなけれ  
ばならない。その組織規程は ,地方主管機関が定めることとする。  
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第 2 章 民事保護命令  
 
第 9 条  
 保護命令は，「通常保護命令」及び「一時保護命令」とする。  
被害者 ,検察官 ,警察機関又は直轄市 ,県（市）主管機関は裁判所に保護命令を請求すること  

ができる。  
被害者が未成年 ,心身の障害を有する者又は代理人を委任することが困難な事情がある場  
合は ,その法定代理人 ,三親等内の血族又は姻族が裁判所に保護命令を請求することができ  
る。  
第 10 条  
保護命令の申立ては ,被害者の住居 ,相手方の住居又は家庭暴力が発生した地の裁判所の  

管轄とする。  
第 11 条  
保護命令の申立ては ,書面でしなければならない。但し ,被害者に家庭暴力危害を与えられ  

る虞があり ,且つその危害が切迫した場含は ,検察官 ,警察機関又は直轄市 ,県（市）主管機関は，
口頭 ,ファクシミリ又はその他の送信方法によって保護命令を申し立てることができる。な  
お ,夜間又は休日でも保護命令を申し立てることができる。  
 前項の申立てには ,申立人又は被害者の住居を記載せず ,送達先のみ記載する。  
裁判所は ,管轄地を定めるために ,被害者の住居所を調査することができる。申立人又は被  
害者が被害者の住居所を秘密にすることを要求する場合は ,裁判所は ,秘密方式で尋問を行  
わなければならない。尋問の記録及び関連資料等の書類は密封し ,その閲覧を禁止する。  
第 12 条  
 保護命令事件は非公開とする。  
裁判所は職権によって証拠を調べることができる。必要な場合は ,個別尋問を行うことが  
できる。  
裁判所は審理を終結する前に ,直轄市 ,県（市）主管機関又は社会福祉機関の意見を聴取しな  

ければならない。  
 保護命令事件は ,調停又は和解手続を行うことができない。  
 裁判所は、当事考がほかの事件の捜査又は訴訟に係属していることを理由にして ,保護命  
令を発することを遅延させることができない。  
第 13 条  
 裁判所は「通常保護命令」の申立てを受理した後 ,申立てが違法である場合直ちにこれを  
却下する場合を除き ,速やかに審理手続を行わなければならない。  
 裁判所は審理を終結した後 ,家庭暴力の事実があり ,かつ必要と認める場合は ,請求又は職  
権によって ,次に掲げる各項の「通常保護命令」を発する。  
①相手方に ,被害者又はその特定の家族成員に対する家庭暴力を禁止すること。  
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②相手方に ,直接又は間接に被害者に対する騒擾行為 ,電話 ,通信又はその他の必要がない連  
絡行為を行うことを禁止すること。  
③相手方に ,被害者の住居からの転出を命令すること。なお ,必要と認める場合は ,相手方に当  
該不動産の処分又はその他の仮処分を禁止すること。  
④相手方に対して ,次に掲げる「特定の場所」に近づかないように命令すること。被害者の  
住居 ,学校 ,職場 ,又はその他の被害者若しくはその特定の家族成員が常に出入りする場所。  
⑤自動車 ,バイク及びその他の個人生活上 ,職業上又は教育上の必要品の使用権を定めるこ  
と ,必要な場合は ,その交付を命令すること。  
⑥未成年の子に対する権利義務の行使又は負担は ,当事者の一方又は双方によって ,一時的  
に共同でその行使又は負担の内容及び方法を行うことを定める。必要と認める場合には ,子  
を引き渡すことを命令すること。  
⑦相手方とその未成年の子の面会及び交流方法を定めること。必要な場合は ,その面会交流  
を禁止すること。  
⑧相手方に ,被害者の住居の家賃又は被害者及びその未成年の子に対する養育費の給付を命  
令すること。  
⑨相手方に ,被害者又は特定の家族成員の医療 ,ケア ,シェルター又は財物の損害などに支出  
した費用の交付を命令すること。  
⑩相手方に以下に掲げる加害者の処遇計画を命令すること :薬物治療 ,精神治療 ,カウンセリ  
ング又はその他の治療 ,補導。  
⑨加害者に相当な弁護士費用の負担を命令すること。、  
⑩その他の被害者又はその特定の家族成員を保護するための必要な措置を命令すること。  
第 14 条  
 「通常保護命令」の有効期間は１年以下とし ,発令時から有効とする。  
「通常保護命令」が失効する前に ,当事者及び被害者は裁判所にその取消し ,変更又は延長を  
請求することができる。延長期間は ,1 年以下とし ,延長回数は ,1 回に限るものとする。  
 「通常保護命令」に定める命令は ,満期となる前に裁判所のほかの判決が確定した場合は ,そ  
の効力は失われる。  
第 15 条  
 裁判所は被害者を保護するため ,審理手続を経ず又は審理を終結する前に ,申立てによっ  
て「一時保護命令」を発することができる。  
 裁判所は「一時保護命令」を発する場合は ,申立て又は職権によって第 13 条第２項第１  
号から第６号まで及び第 12 号の命令を発する。  
 裁判所は第 11 条第１項但書の「一時保護命令」の申立てを受理した後 ,警察官が法廷に出  
頭し又は電話で家庭暴力の事実を陳述することによって ,被害者が家庭暴力を受ける虞があ  
り ,かつ事態が緊急であると認める場合は ,正当な理由のある場合を除き ,4 時間以内に書面  
で「一時保護命令」を発しなければならない。この命令はファクシミリ又はその他科学設  
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備で警察機関に送信することができる。  
 申立人は「通常保護命令」を請求する前に「一時保護命令」を請求することとし ,これを  
裁判所が発することを認めた場合は ,通常保護命令を請求したものと見なす。  
  「一時保護命令」は発令の時から有効とし ,裁判所が審理を終結し「通常保護命令」を発  
布した場合若しくは申立てを撤回した場合はその効力を失う。  
  「一時保護命令」の失効の前に ,裁判所は当事者及び被害者の申立て又は職権によってこ  
れを取り消し又は変更することができる。  
第 16 条  
 相手方に被害者の住居から退去すること又は被害者から離れることを命令する保護命令  
は ,加害者が退去せず又は離れないことに被害者が同意したときもその効力を失わない。  
第 17 条  
 第 15 条第３項の情況を除き ,保護命令は発令後 24 時間以内に当事者 ,被害者 ,警察機関及  
び県（市）主管機関に送達しなければならない。  
 直轄市 ,県（市）主管機関は各裁判所が発した保護命令を登録しなければならず ,これを常に  
裁判所 ,警察機関及びその他政府機関の閲覧に供する。  
第 18 条  
 裁判所は ,被害者又は証人が出頭する際に安全な環境および設備を提供しなければならな  
い。  
第 19 条  
 保護命令の規定に対しては ,特別規定のあるときを除き ,抗告することができる。  
 保護命令の手続は ,本章において別に規定するときを除き ,非訟事件法に関する規定を準  
用することとする。非訟事件法に規定がない場合は ,民事訴訟法に関する規定を準用するこ  
ととする。  
第 20 条  
 保護命令の施行は ,警察機関が行う。但し ,金銭給付の保護命令はこれを執行名義として，裁
判 所 に 強 制 執 行 を 請 求 す る こ と が で き る 。  
 警察機関は ,保護命令により ,被害者が被害者又は相手方の住居における安全を保護し ,被  
害者が住居 ,自動車・バイク又はその他の個人生活上 ,職業上又は教育上の必要な品を安全に  
占有することを確保する。  
 当事者又は利害関係を有する者は ,警察機関が執行する保護命令の内容に異議がある場合  
は ,保護命令が失効する前に ,保護命令を発した裁判所に異議の申立てを行うことができる。  
 異議の申立てを行う手続に関しては ,強制執行法の規定を準用する。  
第 21 条  
 外国裁判所の家庭暴力に関する保護命令は、申立てによって中華民国裁判所の認定を裁定  
してから ,それを執行することができる。  
 当事者が ,裁判所の認定があった外国裁判所の家庭暴力に関する保護命令を請求した場合，  
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民事訴訟法第 402 条第 1 号から第 3 号に定める状況の一に該当する場合は ,裁判所はその請  
求を却下しなければならない。  
外国戴判所の家庭暴力に関する保護命令は ,それを発する他国は中華民国裁判所の保護命  

令を認めない場合は ,裁判所はその申立てを却下することができる。  
 
第 3 章  刑事手続  
 
第 22 条  
警察官は ,家庭暴力罪又は保護命令違反の '現行犯を発見したときは ,直ちに逮捕しなけれ  

ばならない。このときは刑事訴訟法第 92 条により処理する。  
現行犯でない場合は ,警察官は ,その者が家庭暴力罪を犯した疑いが重大であり ,かつ ,家族  

成員の生命 ,身体又は自由を継続的に侵害する虞があり ,かつ刑事訴訟法で定める令状によ  
らない逮捕要件を充す場合は ,令状がなくして直ちに逮捕することができる。被疑者を逮捕  
した後 ,できる限り速やかに検察官に逮捕状を発することを求めなければならない。検察官  
が逮捕状を発しない場合は ,直ちにその者を釈放しなければならない。  
第 23 条  
家庭暴力罪を犯し又は保護命令罪に違反した被告人は ,検察官又は裁判官の尋問を受けた  

後 ,勾留される必要がないと判断され ,保釈 ,住居の制限又は釈放を言い渡されたときは ,次に  
掲げる各号の一又は数号の条件に付し ,これを遵守しなければならない。  
①家庭暴力行為を禁止すること。  
②被害者の住居からの転出。  
③被害者に対する直接又は間接の騒擾行為 ,電話等の接触行為又はその他連絡行為の禁止。  
④その他の被害者の安全を保護するための措置。  
検察官又は裁判所は当事者の申立て又は職権により前項に定める条件を取り消し ,又はこ  

れを変更することができる。  
第 24 条  
被告は ,検察で一又は裁判所が前条の第 1 項の規定に付する条件に違反した場合は ,検察  

官又は裁判所は原処分を取り消し ,ほかに適当な処分を与える。保証金を納付した場合は ,そ  
れを没収することができる。前項の場合 ,取調べ中に ,検察官は裁判所に加害者の勾留を請求  
することができる。公判中に、裁判所は勾留を命令することができる。  
第 25 条  
第 23 条 ,第 24 条第 1 項の規定は､勾留中の被缶人に対して ,裁判所が勾留執行停止命令の  

決定をした場合 ,これを準用する。  
勾留執行停止をされた被告人が ,裁判所が前項規定によって付する釈放の条件に違反した  

場合は ,裁判所は勾留の必要があると認めるときは ,その再執行を命令することができる。  
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第 26 条  
検察官又は裁判所は ,第 23 条第 1 項及び前条第 1 項により付する条件の処分又は裁定を  

する場合は ,書面でこれをしなければならない。これは被告及び被害者に送達する。  
第 27 条  
警察官は ,被告人が第 23 条第 1 項、第 25 条第 1 項の規定により検察官又は裁判所が付す  

る条件に違反したことを発見した場合は ,直ちに検察官又は裁判所に報告しなければならな  
い。第 22 条の規定は本条にこれを準用する。  
第 28 条  
家庭暴力罪及び保護命令違反罪の告訴は ,代理人を委任して行うことができる。但し ,検察  

官又は裁判所が必要と認めるときは ,本人の出頭を命令することができる。  
知的障害者又は 16 歳以下の被害者に対する尋問又は質問は ,申立て又は職権により法廷  

外で行い ,又は適当な隔離装置を用いること。被害者が本項の情況に従って述べた陳述は証  
拠として用いることができる。  
第 29 条  
家庭暴力罪又は保護命令違反罪についての起訴状 ,不起訴処分書 ,裁定書又は判決書は被  

害者に送達しなければならない。  
第 30 条  
家庭暴力罪を犯し又は保護命令に違反して刑の執行猶予の宣告を言い渡された者は ,執行  

猶予期間中保護観察に付する。  
裁判所は ,前項の刑の執行猶予を宣告する際 ,被告人に執行猶予付き保護観察期間中に次  

に掲げる各号の事項の遵守を命令することができる。  
①家庭暴力行為の禁止。  
②被害者の住居からの転出。  
③被害者に対する直接又は間接の嫌がらせ ,接触 ,電話又はその他の連絡行為の禁止。  
④加害者処遇計画を受けることを命令する :薬物治療 ,精神治療 ,カウンセリング又はその他  
の治療 ,指導。  
⑤その他の被害者又はその特定の家族成員の安全を保護すること ,又は更生保護に関する事  
項。  
裁判所は ,第 1 項の刑の執行猶予の宣告を言い渡す際は ,直ちに被害者若しくはその居住地  

区の警察機関に知らせなければならない。  
 保護観察を受ける被告人が ,第 2 項の保護観察事項に違反し ,かつその情状が重大である場  
合は ,刑の執行猶予を取り消すこととする。  
第 31 条  
前条の規定について ,受刑者を仮出獄保護観察に付する定めを準用する。  

第 32 条  
検察官又は裁判所は、第 23 条第 1 項 ,第 25 条第 1 項 ,第 30 条第 2 項又は前条の規定に付  
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する条件により ,司法警察員を指揮し執行する事ができる。  
第 33 条  
政府機関は ,家庭暴力罪又は保護命令違反罪の受刑者処遇計画を制定しかつそれを執行し  

なければならない。  
前項の計画を定立及び執行する人員は ,家庭暴力予防教育及び訓練を受けなければならな  

い。  
第 34 条  
刑務所長官は ,家庭暴力罪又は保護令罪違反した受刑者の (刑務所 )出所日又は受刑者が逃  

走した事実を被害者に知らせなければならない。但し ,被害者の所在が不明である場合は ,こ  
の限りでない。  
 
第 4 章  父母子と和解調停手続  
 
第 35 条  
裁判所は ,法律に従って ,未成年の子の権利義務を行使する者あるいは負担する者を定め  

るとき ,あるいは変更するときは ,家庭暴力を起こした者 ,暴力をふるうおそれのある者が ,子  
の権利義務を行使し負担することが ,子の利益にならないと判断することができる。  
第 36 条  
蔀判所は ,法により未成年子女のために権利義務の行使又それを負う者を選任又は改めた  

後又は面会方法に関する審判を下した後に家庭暴力が発生した場合は ,裁判所が子の最善の  
利益を前提として被害者 ,未成年の子 ,主管機関 ,社会福祉機関又は利害関係人の申立てによ  
って権利義務の行使又は負担する者を変更する。  
第 37 条  
裁判所は法により家庭暴力加害者がその未成年の子と面会 ,交流することを許可する場合  

は ,関連子女及び被害者の安全を斟酌し ,下に掲げる各号の命令をしなければならない。  
①特定かつ安全な場所に子を引き渡すことを命令する。  
②第三者又は機関団体が面会交流を監督することを命令し ,且つ面会交流する際に加害者が  
遵守すべき事項を定めること。  
③面会を条件として加害者に加害者処遇計画又はその他特別に定める指導をすることを命  
令する。  
④加害者に面会の費用を負担することを命令する。  
⑤宿泊を伴う面会を禁止する。  
⑥加害者に定刻通りかつ安全に子を引き渡すことを証明する保証金を納付することを命令  
する。  
⑦その他の子 ,被害者又はその他の家族成員の安全を保護する条件。  
裁判所は前項の命令に違反した場合 ,又は面会を許した場合は ,被害者又はその子の安全  
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を確保することができない場合は ,申立て又は職権によってその面会を禁止することができ  
る。前項の第 6 号の命令に違反した場合は ,保証金を没取することができる。  

裁判所は ,必要な場合は ,関連機関又は人員に被害者又はその子の住居に関して秘密を保 
持することを命令する。  
第 38 条  
各直轄市及び県 (市 )政府は未成年子面会センターを設置し ,又はその設置を委託しなけれ  

ばならない。  
前項の面会センターは ,家庭暴力安全及び防御訓練を受けた人員を配しなければならない。  

その設置方法及び面会の監督及び子の引き渡し手続は ,各直轄市及び県 (市 )主管機関が別に  
定めることとする。  
第 39 条  
裁判所は訴訟又は調停手続中に家庭暴力があることを認める場合は和解又は調停を行う  

ことができない。但し次に揚げる各情況の一に当たる場合は ,この限りでない。  
①和解又は調停を行う者は家庭暴力防止の訓練を受けた者が ,且つ被害者の安全を確保する  
方法として和解又は調停を行うこと。  
②被害者が補助人を選任し和解又は調停に参加すること。  
③その他の和解又は調停を行う者は被害者が加害者からの脅迫を受けない事ができること  
を認める手続。  
 
第 5 章  予防と治療  
 
第 40 条  
警察は家庭暴力事件を処理する際に ,必要な場合は次に掲げる方法をとって ,被害者を保  

護し家庭暴力の発生を防止する。  
①裁判所が第 15 条第 3 項の｢一時保護命令｣を発する前に ,被害者の安全をその住居におい  
て守ること ,又はその他の被害者及びその家族成員を保護するため必要且つ安全な方法をと  
ること。  
②被害者及びその子女をシェルター又は医療機関まで安全に送り届けること。  
③被害者を被害者又は加害者の住居にまで安全に送り届け ,被害者が保護命令に定める個人  
生活上 ,職業上又は教育上の必要な品を安全に占有することを確保すること。  
④被害者に権利 ,救済方法及び ,福祉サービスを行使することができることを告知すること。  
警察は ,家庭暴力事件を処理する際 ,書面による記録を作らなければならない ,その構成は , 

中 央 警 政 機 関 が 定 め る こ と と す る 。  
第 41 条  
医療 ,ソーシャルワーカー ,カウンセラー ,教育 ,保育 ,警察及びその他家庭暴力防止にあたる  

人員は ,職務を執行する際に家庭暴力犯罪の嫌疑者がいることを知った場合は ,現地の主管  
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機関に通報しなければならない。  
前項の通報者の身分 ,資料の秘密は保持しなければならない。  
主管機関は通報を受理した後 ,必要なときには ,自ら又はその他の機関又は家庭暴力防止  

に関する機関に委託し ,訪問 ,調査を行う。  
主管機関又は委託を受けた機関 ,機構又は団体は ,訪問 ,調査を行うときに ,警察 ,医療 ,学校  

又はその他関連ある機関又は機構の協力を求める。請求を受けた機関又は機構はそれに協  
力しなければならない。  
第 42 条  
病院 ,診療所は ,家庭暴力の被害者に対して ,正当な理由なくその診療及び身体診断書の作  

成を断ることができない。  
第 43 条  
衛生主管機関は ,家庭暴力防止に関する衛生教育の宣伝計画を定立し及びそれを普及させ  

なければならない。  
第 44 条  
直轄市及び県 (市 )政府は ,家庭暴力被害者に関する権益 ,救済及びサービスについての資料  

を制作し ,それを被害者に閲覧させ ,又は医師医療機構及び警察機関が使用するために提供  
する。  
医師は ,医療業務を執行する際に ,該当患者が家庭暴力の被害者であることを知った場合  

は ,前項の資料を患者に交付しなければならない。  
第 1 項の資料にシェルターの住所を記載しないこと､。  

第 45 条  
中央衛生主管機関は ,家庭暴力加害者処遇計画規範を定立する。その内容は ,次に掲げる各  

事項を含む。  
①処遇計画を評定する規準。  
②司法機関 ,家庭暴力被害者保護計画を執行する機関 (機構 )と加害者処遇計画を執行する機  
関(機構)の問の連携及び評価制度。  
③執行機関の資格。  
第 46 条  
加害者処遇計画の執行機関は ,次に掲げる各項を行うことができる。  

①加害が処遇を受けていることを被害者及びその弁護人に告知すること。  
②加害者がその他の機構で受ける処遇に関する資料を調査すること。  
③加害者の資料を司法機関 ,刑務所刑務委員会 ,家庭暴力防治センター及びその他の該当機  
関に告知すること。  
加害者処遇計画を執行する機関 (機構 )は ,加害者の恐喝 ,暴行 ,計画を守らない等の行為を  

該当機関に通知しなければならない。  
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第 47 条  
直轄市 ,県 (市 )政府は ,医療機構及び戸籍機関に家庭暴力防止に関する資料を提供しなけれ  

ばならない。これは医療機構及び戸籍機関が新生児の父母 ,未成年老の入院患者の父母 ,結婚  
登記を登録する新婚夫婦及び出生登記を登録する人のために提供する。  
前項の資料の内容には ,家庭暴力が子及び家庭に対する影響及び家庭暴力防止に関するサ  

ービスなどの事項が含まれていなければならない。  
第 48 条  
社会行政主管機関は ,ソーシャルワーカー及び保育職に家庭暴力防止に関する在職教育を  

行わなければならない。  
警察主管機関は ,警察人員に家庭暴力防止に関する在職教育を行わなければならない。  
司法法院及び法務部は関連司法に家庭暴力の防止に関する在職教育を行わなければなら  

ない。  
衛生主管機関は ,関連医療団体が医療人員に家庭暴力の防止に関する在職教育を行うよう  

指導し又は促さなければならない。  
教育主管機関は ,学校の指導 ,行政 ,教師及び学生に家庭暴力の防止に関する在職教育及び  

学校教育を行わなければならない。  
第 49 条  
各小、中学校に各学年ごとに家庭暴力の予防に関する課程を設けなければならない。  

 
第 6 章  罰則  
第 50 条  
第 13 条 ,第 15 条に規定した以下の命令に違反した者は ,保護命令違反罪として ,3 年以下の  

有期懲役 ,または拘留 ,もしくは新台湾元 10 万元以下の罰金を併科することができる。  
①家庭暴力を行うことの禁止。  
②直接あるいは間接の騒擾 ,接触 ,電話あるいはその他の連絡行為の禁止。  
③住居の転出命令。  
④住居 ,勤務先 ,学校あるいは特定の場所からの隔離。  
⑤加害者処遇プログラムの達成 :中毒治療 ,精神治糠 ,カウンセリング ,あるいはその他の治療  
および指導等。  
第 51 条  
第 41 条第 1 項の規定に違反した者は ,新台湾元 6 千元以上 3 万元以下の罰金に処す。但  

し ,医療機関に属する者は ,被害者の身休的緊急危機を回避するために行った場合にやむを  
えず違反した場含にはこれを罰しない。  
第 42 条の規定に違反したときは ,これを新台湾元 6 千以上 3 万元以下の罰金に処す。  

第 52 条  
警察機関が執行する保護命令および家庭暴力事件を処理する方法は ,中央主管機関が定め  
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る。  
第 53 条  
本法の施行細則は ,中央主管機構が定める。  

第 54 条  
本法は公布の日より施行する。  
第 2 章ないし第 4 章及び第 5 章第 40 条 ,第 41 条 ,第 6 章の規定は公布の 1 年後に施行す  

る。  
 

(出典 : 戒能民江編「ドメスティック・バイオレンス防止法」尚学社)



 

- 202 - 



 

- 203 - 



 

- 204 - 



 

- 205 - 



 

- 206 - 



 

- 207 - 



 

- 208 - 

         家庭暴力加害者の処遇計画に関する規範(仮訳) 

 
 第 1 章 総則  
1 本規範は、家庭暴力防止法(以下「本法」という｡)第 45 条の規定により定める。  
2 本規範において処遇計画とは、下記の治療あるいは療法をいう。  
一 嗜癖治療  
二 精神治療  
三 心理療法  
四 その他の治療及び療法  

  前第四号の治療及び療法には、認知教育療法を含む。  
3 本規範において処遇計画執行機構(以下「執行機構」という｡)とは、下記の機構をい  
一 中央衛生主管機関による病院評価に合格した医療センター､広域病院､精神科病院、  
精神科の病棟を有する地区病院  

二 直轄市、県(市)心理衛生センター(以下「心理衛生センター」という｡) 
三 直轄市、県(市)政府が指定する相当の機構、団体あるいは専門家(以下「「指定の  
執行機関」という｡」  

4 中央衛生主管機関による病院評価に合格した医療センター、広域病院、精神科病院、  
精神科の病棟を有する地区病院は、下記の処遇計画を実施することができる。  
一 嗜癖治療  
二 精神治療  
三 心理療法  
四 その他の治療及び療法  

5 心理衛生センター及び指定の執行機構は、下記の処遇計画を実施することができる。  
一 心理療法  
二 その他の治療及び療法  

6 加害者処遇計画の心理療法あるいはその他の療法を実施する執行機構は、指定の執行  
機構を除くほか、必要なときは、相当の機構、団体あるいは専門家に委託することがで  
きる。  

7 加害者処遇計画の内容は、下記を標準として参酌し、これを決定することができる。  
一 アルコール中毒あるいは薬物乱用の行為者である対象者  
二 精神病に罹患し、あるいは精神病の罹患が疑われる対象者  
三 被害者に対して習慣的に暴力を振るう対象者  
四 被害者に対して重大な暴力を振るう対象者  
第二章 対象者の鑑定  

8 直轄市、県(市)の家庭暴力防止センター(以下「防止センター」という｡)が編成す  
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る対象者の鑑定班は、裁判所の嘱託により、対象者に処遇計画を施す必要性の有無を鑑  
定する。  
前項の鑑定班は、下記の人員構成による。  

一 精神科の専門医  
ニ セラピスト  
三 ソーシヤルワーカー、少年調査官、少年保護官あるいは観護人  
第一項の鑑定は、地方政府が編成する予算で、これを弁じるものとする。  

9 防止センターは、裁判所の嘱託鑑定に対し、鑑定班の構成員として一人から三人を指  
定するものとし、下記の資料を点検し、その資料が揃わない者については、裁判所ある  
いは相当の機関に提供を求めるものとする。  
一 民事保護令の請求書の写し  
二 警察機関が処理した家庭暴力案件の調査記録の写し  
三 警察機関が処理した過程暴力案件の現場報告の写し  
四 防止センターに訪れて相談した記録の写し  
五 被害者の受傷した診断証明書あるいは受傷カルテの写し  
六 判決書(執行猶予者あるいは仮釈放者) 
七 危険性評価カード  
八 対象者の前科資料(無前科者は提出不用) 
九 その他関係資料  

10 対象者が指定期日に鑑定を受けなかったときは、防止センターはただちに嘱託裁判所  
 に通知するものとする。  
11 鑑定人は、対象者の心身の状況により、その精神異常、アルコール中毒、薬物乱用、  
 性格異常、行為障害等の有無及びそれが与える家庭暴力との因果関係の有無をみて、嗜  
 癖治療、精神治療、心理療法あるいはその他治療・療法の受けるか否かについて、対象  
 者を鑑定し、並びに、処遇計画の提案書を作成する。  
12 裁判所は、対象者の関係資料を送り、書面鑑定者に進行を嘱託する。防止センターは、  
 ただちに鑑定人を指定して書面審査を進行させ、処遇計画の提案書を作成する。  
13 警察機関は、対象者が鑑定の暫時保護令を受けたときは、確実に遵守させるものとす  
 る。  
14 防止センターは、鑑定の日から起算して七日以内に、処遇計画の提案書を嘱託裁判所  
に送付する。  
第三章 加害者処遇計画  

15 加害者で裁判所の裁定によって処遇計画の完遂を命じられた者は、裁定による所定期  
日までに指定の警察機関に出頭し、処遇計画の執行日程を受け取る。  

  防止センターは、前項の裁定を受けた後、直ちに適当な執行機関及び治療あるいは療  
法の開始期日を調整し、並びに、警察機関、執行機構、被害者及びその弁護人あるいは  



 

- 210 - 

保護観察を執行する地方検察署に通知する。  
  加害者が前二項の期日に出頭しなかった場合は、警察機関あるいは執行機構がただち  
に防止センターに通知する。  

16 執行機構は、加害者処遇計画を執行するときは、適当な治療あるいは療法の計画を検  
討するものとする。  

17 執行機構が加害者処遇計画の延長、その期間の短縮あるいは内容の変更の必要を認め  
た場合は、理由及び提案意見を明らかにして、防止センターに通知するものとする。  

18 防止センターが前項の通知を受け取ったら、ただちに当事者及び被害者に通知し、本  
法第 14 条第 2 項の規定により、裁判所に対し解除あるいは処遇計画の変更を請求するも  
のとする。  

19 加害者で処遇計画を受ける意志があり、かつ、主管機関が調査して経済的に困難であ  
ると認定した者は、規定により、地方政府に処遇計画の一部費用の補助を申請すること  
ができる。  

20 加害者がおどしをしたり、暴力を振るったり、あるいは治療や療法計画を遵守しない  
場合は、執行機構がただちに書面をもって防止センターに通知するものとする。  

21 執行機構の通知を受けた防止センターは､加害者に本法第 46 条第 2 項所定の状況があ  
り、あるいは、規定に依らない処遇計画の受療あるいは時数不足の受療があるときは、  
ただちに警察機関あるいは地方検察所に通知するものとする。  

22 処遇計画が完了した加害者については、執行機構は十日以内に執行状況を防止センタ  
一に通知するものとする。  
第四章 附則  

23 加害者処遇計画の業務を実施する防止センターは、専任の人員を置き、連絡の責任を  
負い、協調し、個別事案の資料を編纂する。  

   前項の専任人員の氏名、連絡電話を、裁判所、地方検察署、警察機関及び執行機構に  
知らせるものとする。  

   加害者処遇計画を実施する執行機構は、連絡担当者を置き、防止センターに知らせる  
ものとする。  

24 本法第 30 条第 2 項及び第 31 条の規定により保護観察処分で処遇計画を受ける加害者  
に本規範の規定を準用する。  
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台北市立家庭暴力及び性的侵害防治センターによる「家庭暴力加害者に対する処遇計画」

への介入・移送プロセスについての説明及び執行の心得 

 

壱、依拠: 

一ヽ家庭暴力防治法。 

二ヽ行政院衛生署 2001 年 2 月 1 日衛署医宇第 0900005653 号公文による修正･発布の 

   「家庭暴力加害者に対する処遇計画規範」。 

三ヽ内務省(台湾で内政部と称す)によって定められた「各直轄市、県・市政府(地方 

  公共団体 )は家庭暴力に係る相手方に対する鑑定並びに加害者に対する処遇計画の 

  業務について連携を図りながら取り扱うに供する参考用プロセス」。 

四ヽ内務省 2001 年 10 月 8 日付け「家庭暴力加害者に対する処遇計画がいまだ達成さ 

  れていない件への対処に関する検討会議」における決議。 

五ヽ台湾士林地方裁判所と台北市立家庭暴力及び性的侵害防治センター(以下、「家庭 

  暴力防治センター」と略称する)とによる加害者鑑定計画の処理協議に関する会議 

  の通知書。 

 

弐、プロセスについての説明及び執行の心得 

一、相手方に対する審理前の鑑定 

(一) 家庭暴力防治センターは、裁判所の委託により、鑑定チームの人員を配置 

        し順番を決め、相手方に対して処遇計画を施す必要性がある否かについて 

        鑑定を行なう。 

    (二) 鑑定に要する関係書類・フォーム用紙(空白の鑑定報告書、観測評定表や 

        アンケートの指定用紙、法律相談などに関する宣伝用パンフレットなど)、 

        ビデオテープ､権力制御に関する観測用教具(配分カードを含むもの)は、 

        家庭暴力防治センターによって提供される。裁判所側は、それらの書類・ 

        フォーム用紙を、鑑定を行なう当日に、鑑定の場所に置き鑑定の使用に供 

        すことに協力する。 

   (三)  鑑定を行なう当日には､裁判所側は､鑑定の場所を飾りつけ､標示を備え、 

        ビデオカメラ・テレビ・ホワイトボードなどの道具を提供し且つ操作し、 

        鑑定を受ける者の到着を受け付け、鑑定現場の安全を維持し、湯茶と弁当 

        を用意することなどに協力する。 

   (四)  裁判所側は、鑑定日の 5 日前に、鑑定(書面による鑑定を含むこと)を受 

        ける日取りの相手方の資料(保護命令の申立書の写し、警察機関が家庭暴 

        力事件を処理した調査記録表と現場報告表との写し、被害者の負傷診断証 

        明書の写し、相手方の前科記録などを含むもの)を公文書で鑑定チームの 

        人員に送付し、副本で家庭暴力防治センターにも通知すべし。 
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   (五) 鑑定を済ましてから 3 日以内に、鑑定チームの人員は、鑑定を受けた相手 

     方に対する鑑定報告書、鑑定費用にかかる請求書と領収書などの資料を家 

        庭暴力防治センターに送付すべし。鑑定を受けた者に係る原案資料は、鑑 

        定人員が責任をもって自主的にそれを焼却すること。 

   (六) 家庭暴力防治センターは、鑑定チームの人員によって送達されてきた家庭 

        暴力に係る相手方に対する鑑定報告書を受け取ってから、いまだ指定時間 

        の通りに鑑定を受けなかった加害者のリストを合わせて、参酌として、7 

        日以内に公文書で裁判所へ送付し得る。 

   (七) 鑑定チームの人員が鑑定を行なう費用については、家庭暴力防治センター 

        が予算を組みそれを支弁する。 

二ヽ加害者に対する後続処遇 

(一) 家庭暴力防治センターは、保護命令の裁定書を受け取ってから、処遇計画 

       の内容を点検し、早急に介入・移送の業務を成し遂げるべし。 

     1.個案の診療にかかる記録､距離の遠近などをはかりにかけて､適当な委託の執行機構を選ぶ。 

     2.執行機構に連絡を入れて、一回目の治療(補導)の時間･期日を手配する。 

     3.執行機構は､家庭暴力防治センターからの連絡を受け取ってから､原則として､3 日以内に治療(補導) 

     の時間･期日、治療(補導)の担当者､連絡員をもって返答する。 

(二) 家庭暴力防治センターは、執行機構を確認してから、公文書で(「台北市家 

        庭暴力加害者に対する処遇計画の実施プロセス」、家庭暴力防治法などを同 

        封して)執行機構へ治療を受けに赴くように加害者に通知し、さらに副本 

        で執行機構(保護命令、処遇計画建議書、個案に関する記録表などを同封 

        すること)、警察機関(加害者の到着、執行の詳細などを返答するようと願 

        う趣旨を含むこと)、地方検察署、被害者などにも通知する。当該通知の公 

        文書は、加害者が警察機関に到着すべき期日の 3 日前までに送達されるこ 

        と。 

(三) 加害者が一回目の治療補導に応じなかった場合には、執行機構は、10 日以 

        内に「家庭暴力加害者が執行機構への到着/未到着である通知書」(添附書 

        類一)をもって家庭暴力防治センターに通知すべし。(時効をよく把握する 

        ために、ファクシミリで送信してから通知書を送付すること｡) 

(四) 家庭暴力防治センターは、執行機構からの「加害者未到着通知書」を受け 

        取ったら、当該執行機構の通知資料を備えて公文書で警察機関に対処する 

        ようと願うことを通知し、副本で執行機構、被害者、検察機関(加害者が 

        仮釈放を許されている者である場合)に通知すること。 

(五) 家庭暴力加害者に対する一回目の治療補導が評定されてから、執行機構は、 

        治療補導の後続計画(日程、頻度、治療のテーマ・方向など)を立てて、 

        さらに「家庭暴力加害者が執行機構への到着/未到着である通知書」をも 
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って 1 ケ月以内に家庭暴力防治センターに送付し通知すること。 

(六) 家庭暴力防治センターは、執行機構によって立てられた治療補導の後続計 

      画を受け取ったら、公文書で裁判所に通知すること。 

(七) 加害者に対する処遇が行なわれている途中、特殊な事情(たとえば、恐喝 

      したり、暴力を振ったり、計画を遵守しなかったりする行為があるか、そ 

      れども、規定に応じないで処遇計画を受けようとしなかったり、受けたと 

      しても時限が足りなかったりとするか、または治療の期間を延長するか短 

      縮するか若しくは処遇内容を変更するかという必要があると評定されたこ 

      となど)が起きた時、執行機構は、速やかに「家庭暴力加害者特殊事情通 

      知書」(添附書類二)をもって家庭暴力防治センターに通知すべし。(時効 

      をよく把握するために、ファクシミリで送信してから通知書を送付するこ 

      と｡) 

(八) 治療補導の期間中に加害者が規定に応じないで処遇計画を受けようとしな 

      かったり、受けたとしても時限が足りなかったりとする場合､執行機構は、 

      治療と補導を受けることに戻してほしいという連絡を加害者に対して強化 

      すべし。二回の連絡を経て加害者が依然として到着しない場合には、規定 

      により連絡記録などの関係資料を同封して家庭暴力防治センターに通知す 

      る。加害者には明らかに処遇計画を達成できない事情がある場合、通知書 

      を送付する前に、加害者に対する処遇計画がいまだ達成されていない部分 

      をよくチェックしたうえ、相手方が既に処遇を受けた回数や、処遇計画が 

      達成されるまでの所要時間や、処遇計画を執行した際の加害者の到着署名 

      および連絡記録などの資料を通知書に付け加えて詳しく説明すること。 

(九) 家庭暴力防治センターは、加害者には恐喝したり、暴力を振ったり、計画 

      を遵守しなかったりする行為があるか、それども、規定に応じないで処遇 

      計画を受けようとしなかったり、受けたとしても時限が足りなかったりと 

      するとの通知を執行機構から受け取った場合、公文書で警察機関に対処す 

      るようと願うことを通知し、副本で執行機構、被害者、検察機関(加害者 

      が仮釈放を許されている者である場合)にも通知し、さらにそれをもって 

      当件に結末をつけること。 

(十) 家庭暴力防治センターは、加害者には治療の期間を延長するか短縮するか 

      若しくは処遇内容を変更するかという必要があるとの通知を執行機構から 

      受け取った場合、裁判所へ裁定を変更するようと申し立てることを公文書 

      で当事者、被害者、検察機関(加害者が仮釈放を許されている者である場 

      合)に通知すること。(ただし、当該変更の中立が裁定される前に、依然と 

      して元の保護命令の決定事項により処理すべし｡) 

(十一)   家庭暴力の加害者が処遇計画に達成した後に、執行機構は 10 日以内 
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     に「家庭暴力加害者処遇計画達成報告書」(添附書類三)をもって家庭暴力 

     防治センターに通知すべし。(ファクシミリで送信してから書類を送付する 

     こと｡) 

(十二)  家庭暴力防治センターは、執行機構から「家庭暴力加害者処遇計画達 

成報告書」を受け取ったら、公文書で被害者、検察機関(加害者が仮釈放 

     を許されている者である場合)に通知し、さらにそれをもって当件に結末 

     をつけること。 

(十三)  執行機構は、2 ヶ月ごとに加害者の治療(補導)の記録表を備えて、 

     参考・保管に供すために家庭暴力防治センターヘ送付すること。
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２ 統計資料  
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Ⅳ おわりに（展望と課題） 
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 我が国において、犯罪に当たる行為を行った者への働きかけは、刑罰によって行われて

いるのが原則である。刑罰の目的は、加害者更生のみではないが、その目的の一つとして、

加害者更生が含まれることは否定できないであろう（起訴猶予や執行猶予になる場合もあ

るが、こうした場合は、行為や結果の程度、再犯の可能性、被害者の処罰感情等を総合考

慮して決められているようである。）。暴行、傷害に限らず、刑罰法令に触れる行為につい

て、科せられる刑罰とは別に加害者の更生のための制度が用意されている例はないのが現

状である。 
 そこで、まず最初に、配偶者からの暴力の加害者更生のために刑罰以外の特別の働きか

けを行う必要があるか否かについて検討することが必要である。 
 特別の働きかけは必要なく更生は刑罰によりなされるべきとの意見がある一方、加害者

更生プログラムを受講させるなどの特別の働きかけが必要であるとの意見もある。 
 その必要性については、配偶者からの暴力の加害者更生は刑罰のみによっては必ずしも

果たせないこともあり得るとの面から説明することが可能であるし、配偶者からの暴力等

の家庭内における犯罪の中には、被害者が加害者に刑罰を科すことを望まない結果、刑事

手続に乗らない事例も多く刑罰による加害者更生が現実的ではないという通常の犯罪と

は異なった事情がある点からも説明することが可能である。また、配偶者からの暴力の加

害者更生に関する刑罰以外の特別の働きかけについては、諸外国にいくつか例があり、あ

る程度の効果が期待できるという点も加味される。 
 
 以下、我が国において、配偶者からの暴力の加害者更生に関する刑罰以外の特別の働き

かけを制度として導入することを考える場合に、検討を行わなければならない点について

整理した。 
 
１ 対象とすべき加害者 

「加害者」には、法的視点から見ても、様々な類型が存在する。 
被害者との関係で見ると、被害者がどこにも（だれにも）相談せずに１人で抱え込ん 
でいる段階のもの、被害者が配偶者暴力相談支援センター等に相談している段階のもの、

加害者に対して保護命令が発令されたもの、加害者が刑事事件の被疑者として検挙され

たものなどがある。 
検挙後についても、起訴猶予となった加害者、起訴された加害者、有罪判決で執行猶 
予が付いた加害者、実刑判決を受けた加害者などがある。 
また、加害者の行為に着目すると、配偶者暴力防止法で対象としている身体に対する 
不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすもの（刑法の暴行や傷害に該当するい

わゆる「身体的暴力」）である場合もあるし、こうした有形力の行使はないが相手の心
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身に有害な影響を及ぼす言動（いわゆる「精神的暴力」）である場合もある。 
さらに、加害者の中には、アルコール依存、薬物依存、人格障害などの問題を抱えて 
いる者もいる。 
このように、様々な類型の加害者がいることから、加害者更生の対象としてどのよう 
な加害者を想定するかについては、十分検討する必要がある。  

 
２ 加害者更生のためのアプローチ 

１で述べたように、加害者が配偶者に対し暴力を振るう要因は様々である。単純に割 
り切れるわけではないが、対象とする加害者によって、加害者更生のためのアプローチ

は大きく異なってくる。 
一般的には教育的なアプローチを採ることが必要と言われているが、アルコール依存 
などの問題を抱えている場合は、治療を先行させる必要がある。 
対象とする加害者ごとにどのようなアプローチを採るかについて検討が必要となる。 

 
３ 加害者に対する働きかけの内容 

加害者にどのような働きかけを行うのかは、加害者の類型、アプローチの方法、実施 
する機関等と密接に関連しているので、内容については、これらを勘案した上で検討す

る必要がある。 
また、すべての配偶者からの暴力の加害者に共通する事項についても検討する必要が 
ある。 

 
４ 加害者が更生のための働きかけを受ける契機 

１つは、自らの意思により加害者更生のための何らかの働きかけを受ける加害者が考 
えられる。この中には、純粋に自らの意思により働きかけを受ける者のほか、第三者（公

的機関、家族等）から勧められたことが契機となり自らの意思で働きかけを受ける者も

含まれる。 
もう１つは、公的機関から法的に何らかの強制を受け、自らの意思とは関係なく働き 

かけを受ける加害者が考えられる。 
加害者にどのような契機を与えるかについては、検討が必要となる。 

 
５ 被害者の安全確保 

加害者更生が行われることによって被害者が危険にさらされないよう、被害者の生命、 
身体の安全を確保することが求められている。制度をつくるに当たっては、どのような

形で被害者の安全を確保するのかについて検討が必要となる。 
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６ 加害者更生を実施する機関  
どの機関が加害者更生を実施するかは、どのような対象にどのような形で働きかけを 
行うかと密接に関係することから、実施機関のみについて議論することは難しい。 
対象や働きかけの内容と関連付けながら、全国にどの程度の数を有する施設が加害者 
更生を実施する施設として適切かについて検討が必要となる。 
なお、加害者更生を実施する施設は、被害者の安全や恐怖心などを考えると、被害者 
が相談等のために頻繁に訪れる施設ではないことが望ましい。 
さらに、１つの機関でのみ加害者更生を行うのではなく、様々な施設の特性に応じて、 
加害者の類型に応じた多様な働きかけを行うことも可能であり、こうした取組の是非に

ついても検討が必要となる。 
 
 
備 考  

 なお、「Ⅰ はじめに」において説明したように、本報告書は、研究会における議論

などを参考にしつつ、その内容については、内閣府の責任において取りまとめたもので

ある。当然、本章の内容についても内閣府の責任で取りまとめたものであり、「配偶者

からの暴力の加害者更生に関する研究会」における議論を取りまとめたものではないこ

とを念のため申し添えておく。 
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配偶者からの暴力の加害者更生に関する調査研究 
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配偶者からの被害者の加害者更生に関する研究会開催状況 

 
 
第１回 平成14年６月27日    
    ○  海外の取組についてのヒアリング 
              ① 米国ミネソタ州ドゥルース市の取組 
                      東京都精神医学総合研究所客員研究員 
                                                      波田 あい子 氏 
              ② 米国マサチューセッツ州及びカリフォルニア州の取組 
                      立命館大学大学院応用人間科学研究科教授 
                                                         中村 正 氏 
 
第２回 平成14年７月24日 
        ○ 我が国における取組についてのヒアリング 
              ① 日本トラウマ・サバイバーズ・ユニオンの取組 
                      家族機能研究所代表          齋藤 学 氏 
              ② メンズ・サポート・ルームの取組 
                      立命館大学大学院応用人間科学研究科教授 
                                                         中村 正 氏 
 
第３回 平成14年10月30日  
        ○ 海外調査結果についての報告 
              ① 台湾調査結果についての報告 
                    内閣府男女共同参画局推進課配偶者間暴力対策調整官 
                                                          田中 愛智朗 
              ② 韓国調査結果についての報告 
                    東京都精神医学総合研究所 
           薬物依存研究部門副参事研究員    妹尾 栄一 氏 
              ③ イギリス調査結果についての報告 
                    内閣府男女共同参画局推進課暴力対策専門官 
                                                           土井 真知 
              ④ ドイツ調査結果についての報告 
                    立命館大学大学院応用人間科学研究科教授 
                                                         中村 正 氏 
 
第４回 平成14年11月20日 
        ○ 加害者更生に当たっての問題点等の検討 
 
第５回 平成15年１月27日 
        ○ 調査研究報告書について 
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配偶者からの暴力の加害者更生に関する調査研究 
海外調査の概要 

 
１ イギリス 
 (1) 調査期間 
      平成14年９月11日から９月13日 
 (2) 調査実施者 
        ○ 立命館大学大学院応用人間科学研究科教授   中村 正 氏 
        ○ 内閣府男女共同参画局推進課暴力対策専門官      土井 真知 
 (3) 訪問先 
        ・ 内務省（Home Office） 
        ・ ロンドン・プロベーション・オフィス（London Probation Area  
         Office） 
        ・ ＨＭプリズンサービス（HM Prison Service） 
        ・ ドメスティック・バイオレンス・インターベーション・プロジ

     ェクト（Domestic Violence Intervention Project） 
        ・ カムデン・セイフティー・ネット（Camden Safety Net） 
 
２ ドイツ 
 (1) 調査期間 
      平成14年９月16日から９月18日 
 (2) 調査実施者 
        ○ 立命館大学大学院応用人間科学研究科教授   中村 正 氏 
        ○ 内閣府男女共同参画局推進課暴力対策専門官      土井 真知 
 (3) 訪問先 
        ・ 家庭内暴力調停プロジェクト（WiBIG） 
        ・ ベルリン暴力予防センター 
        ・ ベルリン州司法省 
    ・ 連邦司法省 
        ・ 連邦家庭・高齢者・女性・青少年省 
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３ 大韓民国 
 (1) 調査期間 
      平成14年９月４日から９月６日 
 (2) 調査実施者 
        ○ 東京都精神医学総合研究所薬物依存研究部門副参事研究員 
                                                      妹尾 栄一 氏 
        ○ 内閣府男女共同参画局推進課課長補佐（暴力対策担当） 
                                                          親家 和仁 
 (3) 訪問先 
        ・ 女性部権益増進局人権福祉課 
        ・ 法務部保護局観察課 
        ・ 法務部矯正局矯政課 
        ・ 法務部女性政策担当官室 
        ・ ソウル家庭法院 
        ・ 韓国家庭法律相談所 
        ・ ソウル女性の電話 
 
４ 中華民国（台湾） 
 (1) 調査期間 
      平成14年８月28日から８月30日 
 (2) 調査実施者 
        ○ 上智大学法学部教授             町野 朔 氏 
        ○ 内閣府男女共同参画局推進課配偶者間暴力対策調整官 
                                                        田中 愛智朗 
 (3) 訪問先 
        ・ 内政部家庭暴力防治委員会 
        ・ 法務部矯正局 
        ・ 高等法院 
        ・ 台北市士林区地方裁判所 
        ・ 台北市社会局家庭暴力防治センター 
        ・ 現代婦女基金会 
        ・ 呂旭立紀念文教基金会 
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配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（平成13年４月13日法律第31号） 
 
目次 
 第１章 総則（第１条・第１条） 
 第２章 配偶者暴力相談支援センター等（第３条―第５条） 
 第３章 被害者の保護（第６条―第９条） 
 第４章 保護命令（第10条―第22条） 
 第５章 雑則（第23条―第28条） 
 第６章 罰則（第29条・第30条） 
  附則 
 
 我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、人権の擁護と

男女平等の実現に向けた取組が行われている。 
 ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為であるにもかかわらず、被害者の救済

が必ずしも十分に行われてこなかった。また、配偶者からの暴力の被害者は、多くの場合

女性であり、経済的自立が困難である女性に対して配偶者が暴力その他の心身に有害な影

響を及ぼす言動を行うことは、個人の尊厳を害し、男女平等の実現の妨げとなっている。 
 このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現を図るためには、配偶者からの

暴力を防止し、被害者を保護するための施策を講ずることが必要である。このことは、女

性に対する暴力を根絶しようと努めている国際社会における取組にも沿うものである。 
 ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の体制を整備すること

により、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため、この法律を制定する。 
 
第１章 総則  
（定義）   
第１条 この法律において「配偶者からの暴力」とは、配偶者（婚姻の届出をしていない

 が、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）からの身体に対する不

 法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものをいう。 
２ この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴力を受けた者（配偶者からの暴力

 を受けた後婚姻を解消した者であって、当該配偶者であった者から引き続き生命又は身

 体に危害を受けるおそれがあるものを含む。）をいう。 
（国及び地方公共団体の責務）  
第２条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防止し、被害者を保護する責務を有

 する。 
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第２章 配偶者暴力相談支援センター等  
（配偶者暴力相談支援センター）  
第３条 都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談所その他の適切な施設において、

 当該各施設が配偶者暴力相談支援センターとしての機能を果たすようにするものとす 

 る。 
２ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力の防止及び被害者（被害者に準ず

 る心身に有害な影響を及ぼす言動を受けた者を含む。以下この章及び第７条において同

 じ。）の保護のため、次に掲げる業務を行うものとする。 
 一 被害者に関する各般の問題について、相談に応ずること又は婦人相談員若しくは相

  談を行う機関を紹介すること。 
 二 被害者の心身の健康を回復させるため、医学的又は心理学的な指導その他の必要な

  指導を行うこと。 
 三 被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあっては、被害者及びその同伴する家

  族。次号、第六号及び第５条において同じ。）の一時保護を行うこと。 
 四 被害者が自立して生活することを促進するため、情報の提供その他の援助を行うこ

  と。 
 五 第４章に定める保護命令の制度の利用について、情報の提供その他の援助を行うこ

  と。 
 六 被害者を居住させ保護する施設の利用について、情報の提供その他の援助を行うこ

  と。 
３ 前項第三号の一時保護は、婦人相談所が、自ら行い、又は厚生労働大臣が定める基準

 を満たす者に委託して行うものとする。 
（婦人相談員による相談等）  
第４条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な指導を行うことができる。 
（婦人保護施設における保護）  
第５条 都道府県は、婦人保護施設において被害者の保護を行うことができる。 
 
第３章 被害者の保護  
（配偶者からの暴力の発見者による通報等）  
第６条 配偶者からの暴力を受けている者を発見した者は、その旨を配偶者暴力相談支援

 センター又は警察官に通報するよう努めなければならない。 
２ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力によって負

 傷し又は疾病にかかったと認められる者を発見したときは、その旨を配偶者暴力相談支

 援センター又は警察官に通報することができる。この場合において、その者の意思を尊

 重するよう努めるものとする。 
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３ 刑法（明治40年法律第45号）の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規

 定は、前２項の規定により通報することを妨げるものと解釈してはならない。 
４ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力によって負

 傷し又は疾病にかかったと認められる者を発見したときは、その者に対し、配偶者暴力

 相談支援センター等の利用について、その有する情報を提供するよう努めなければなら

 ない。 
（配偶者暴力相談支援センターによる保護についての説明等）  
第７条 配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関する通報又は相談を受けた場合には、

 必要に応じ、被害者に対し、第３条第２項の規定により配偶者暴力相談支援センターが

 行う業務の内容について説明及び助言を行うとともに、必要な保護を受けることを勧奨

 するものとする。  
（警察官による被害の防止）  
第８条 警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行われていると認めるときは、警察

 法（昭和29年法律第162号）、警察官職務執行法（昭和23年法律第136号）その他の法令

 の定めるところにより、暴力の制止、被害者の保護その他の配偶者からの暴力による被

 害の発生を防止するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 
（被害者の保護のための関係機関の連携協力）  
第９条 配偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、社会福祉法（昭和26年法律第45号）

 に定める福祉に関する事務所等の関係機関は、被害者の保護を行うに当たっては、その

 適切な保護が行われるよう、相互に連携を図りながら協力するよう努めるものとする。 
 
第４章 保護命令  
（保護命令）  
第10条 被害者が更なる配偶者からの暴力によりその生命又は身体に重大な危害を受ける

 おそれが大きいときは、裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が

 加えられることを防止するため、当該配偶者に対し、次の各号に掲げる事項を命ずるも

 のとする。ただし、第二号に掲げる事項については、申立ての時において被害者及び当

 該配偶者が生活の本拠を共にする場合に限る。 
 一  命令の効力が生じた日から起算して６月間、被害者の住居（当該配偶者と共に生 

 活の本拠としている住居を除く。以下この号において同じ。）その他の場所において 

 被害者の身辺につきまとい、又は被害者の住居、勤務先その他その通常所在する場所 

 の付近をはいかいすることを禁止すること。 
 二  命令の効力が生じた日から起算して２週間、被害者と共に生活の本拠としている 

 住居から退去すること。 
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（管轄裁判所）  
第11条 前条の規定による命令（以下「保護命令」という。）の申立てに係る事件（以下

 「保護命令事件」という。）は、相手方の住所（日本国内に住所がないとき又は住所が

 知れないときは居所）の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に属する。 
２ 保護命令の申立ては、次の各号に掲げる地を管轄する地方裁判所にもすることができ

 る。 
 一 申立人の住所又は居所の所在地 
 二 当該申立てに係る配偶者からの暴力が行われた地 
（保護命令の申立て）  
第12条 保護命令の申立ては、次に掲げる事項を記載した書面でしなければならない。 
 一 配偶者からの暴力を受けた状況 
 二 更なる配偶者からの暴力により生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きい

  と認めるに足りる事情 
 三 配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職員に対し、配偶者からの暴力に関し

  て相談し、又は援助若しくは保護を求めた事実の有無及びその事実があるときは、次

  に掲げる事項 
  イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察職員の所属官署の名称 
  ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及び場所 
  ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 
  ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置の内容 
２ 前項の書面（以下「申立書」という。）に同項第三号イからニまでに掲げる事項の記

 載がない場合には、申立書には、同項第一号及び第二号に掲げる事項についての申立人

 の供述を記載した書面で公証人法（明治41年法律第53号）第58条ノ２第１項 の認証を 

受けたものを添付しなければならない。 
（迅速な裁判）  
第13条 裁判所は、保護命令事件については、速やかに裁判をするものとする。 
（保護命令事件の審理の方法）  
第14条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会うことができる審尋の期日を経なけれ

 ば、これを発することができない。ただし、その期日を経ることにより保護命令の申立

 ての目的を達することができない事情があるときは、この限りでない。 
２ 申立書に第12条第１項第三号イからニまでに掲げる事項の記載がある場合には、裁判

 所は、当該配偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署の長に対し、申立人が相談し

 又は援助若しくは保護を求めた際の状況及びこれに対して執られた措置の内容を記載た

 書面の提出を求めるものとする。この場合において、当該配偶者暴力相談支援センター

 又は当該所属官署の長は、これに速やかに応ずるものとする。 
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３ 裁判所は、必要があると認める場合には、前項の配偶者暴力相談支援センター若しく

 は所属官署の長又は申立人から相談を受け、若しくは援助若しくは保護を求められた職

 員に対し、同項の規定により書面の提出を求めた事項に関して更に説明を求めることが

 できる。 
（保護命令の申立てについての決定等）  
第15条 保護命令の申立てについての決定には、理由を付さなければならない。ただし、

 口頭弁論を経ないで決定をする場合には、理由の要旨を示せば足りる。 
２ 保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手方が出頭した口頭弁論若しくは審

 尋の期日における言渡しによって、その効力を生ずる。 
３ 保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速やかにその旨及びその内容を申立人の

 住所又は居所を管轄する警視総監又は道府県警察本部長（道警察本部の所在地を包括す

 る方面を除く方面については、方面本部長）に通知するものとする。 
４ 保護命令は、執行力を有しない。 
（即時抗告）  
第16条 保護命令の申立てについての裁判に対しては、即時抗告をすることができる。 
２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさない。 
３ 即時抗告があった場合において、保護命令の取消しの原因となることが明らかな事情

 があることにつき疎明があったときに限り、抗告裁判所は、申立てにより、即時抗告に

 ついての裁判が効力を生ずるまでの間、保護命令の効力の停止を命ずることができる。

 事件の記録が原裁判所に存する間は、原裁判所も、この処分を命ずることができる。 
４ 前項の規定による裁判に対しては、不服を申し立てることができない。 
５ 前条第３項の規定は、第３項の場合及び抗告裁判所が保護命令を取り消した場合につ

 いて準用する。 
（保護命令の取消し）  
第17条 保護命令を発した裁判所は、第10条第一号に掲げる事項に係る保護命令の申立て

 をした者の申立てがあった場合には、当該保護命令を取り消さなければならない。同号

 に掲げる事項に係る保護命令が効力を生じた日から起算して３月が経過した場合におい

 て、当該保護命令を受けた者が申し立て、当該裁判所が当該保護命令の申立てをした者

 に異議がないことを確認したときも、同様とする。 
２ 第15条第３項の規定は、前項の場合について準用する。 
（保護命令の再度の申立て）  
第18条 保護命令が発せられた場合には、当該保護命令の申立ての理由となった配偶者か

 らの暴力と同一の事実を理由とする再度の申立ては、第10条第一号に掲げる事項に係る

 保護命令に限り、することができる。 
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２ 再度の申立てをする場合においては、申立書には、当該申立てをする時における第12

 条第１項第二号の事情に関する申立人の供述を記載した書面で公証人法第58条ノ２第１

 項の認証を受けたものを添付しなければならない。 
（事件の記録の閲覧等）  
第19条 保護命令に関する手続について、当事者は、裁判所書記官に対し、事件の記録の

 閲覧若しくは謄写、その正本、謄本若しくは抄本の交付又は事件に関する事項の証明書

 の交付を請求することができる。ただし、相手方にあっては、保護命令の申立てに関し

 口頭弁論若しくは相手方を呼び出す審尋の期日の指定があり、又は相手方に対する保護

 命令の送達があるまでの間は、この限りでない。 
（法務事務官による宣誓認証）  
第20条 法務局若しくは地方法務局又はその支局の管轄区域内に公証人がいない場合又は

 公証人がその職務を行うことができない場合には、法務大臣は、当該法務局若しくは地

 方法務局又はその支局に勤務する法務事務官に第12条第２項及び第18条第２項の認証を

 行わせることができる。 
（民事訴訟法 の準用）  
第21条 この法律に特別の定めがある場合を除き、保護命令に関する手続に関しては、そ

 の性質に反しない限り、民事訴訟法 （平成８年法律第109号）の規定を準用する。 
（最高裁判所規則）  
第22条 この法律に定めるもののほか、保護命令に関する手続に関し必要な事項は、最高

 裁判所規則で定める。 
 
第５章 雑則  
（職務関係者による配慮等）  
第23条 配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜査、裁判等に職務上関係のある者（次

 項において「職務関係者」という。）は、その職務を行うに当たり、被害者の心身の状

 況、その置かれている環境等を踏まえ、被害者の人権を尊重するとともに、その安全の

 確保及び秘密の保持に十分な配慮をしなければならない。 
２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者の人権、配偶者からの暴力の特性

 等に関する理解を深めるために必要な研修及び啓発を行うものとする。 
（教育及び啓発）  
第24条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止に関する国民の理解を深めるた

 めの教育及び啓発に努めるものとする。この場合において、配偶者からの心身に有害な

 影響を及ぼす言動が、配偶者からの暴力と同様に許されないものであることについても

 理解を深めるよう配慮するものとする。 
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（調査研究の推進等）  
第25条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に資するため、

 加害者の更生のための指導の方法、被害者の心身の健康を回復させるための方法等に関

 する調査研究の推進並びに被害者の保護に係る人材の養成及び資質の向上に努めるもの

 とする。 
（民間の団体に対する援助）  
第26条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るための

 活動を行う民間の団体に対し、必要な援助を行うよう努めるものとする。 
（都道府県及び市の支弁）  
第27条 都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁しなければならない。 
 一  第３条第２項の規定に基づき同項に掲げる業務を行う婦人相談所の運営に要する

  費用（次号に掲げる費用を除く。） 
 二  第３条第２項第三号の規定に基づき婦人相談所が行う一時保護（同条第３項に規 

 定する厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委託して行う場合を含む。）に要する 

 費用 
 三  第４条の規定に基づき都道府県知事の委嘱する婦人相談員が行う業務に要する費

  用 
 四  第５条の規定に基づき都道府県が行う保護（市町村、社会福祉法人その他適当と 

 認める者に委託して行う場合を含む。）及びこれに伴い必要な事務に要する費用 
２ 市は、第４条の規定に基づきその長の委嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用を

 支弁しなければならない。 
（国の負担及び補助）  
第28条 国は、政令の定めるところにより、都道府県が前条第１項の規定により支弁した

 費用のうち、同項第一号及び第二号に掲げるものについては、その十分の五を負担する

 ものとする。 
２ 国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費用の十分の五以内を補助すること

 ができる。 
 一  都道府県が前条第１項の規定により支弁した費用のうち、同項第三号及び第四号 

 に掲げるもの 
 二  市が前条第２項の規定により支弁した費用 
 
第６章 罰則  
第29条 保護命令に違反した者は、１年以下の懲役又は100万円以下の罰金に処する。 
第30条  第12条第１項の規定により記載すべき事項について虚偽の記載のある申立書に

 より保護命令の申立てをした者は、10万円以下の過料に処する。 
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附則   
（施行期日） 
第１条 この法律は、公布の日から起算して６月を経過した日から施行する。ただし、第

 ２章、第６条（配偶者暴力相談支援センターに係る部分に限る。）、第７条、第９条（配

 偶者暴力相談支援センターに係る部分に限る。）、第27条及び第28条の規定は、平成14年

 ４月１日から施行する。 
（経過措置） 
第２条 平成14年３月31日までに婦人相談所に対し被害者が配偶者からの暴力に関して相

 談し、又は援助若しくは保護を求めた場合における当該被害者からの申立てに係る保護

 命令事件に関する第12条第１項第三号並びに第14条第２項及び第３項の規定の適用につ

 いては、これらの規定中「配偶者暴力相談支援センター」とあるのは、「婦人相談所」

 とする。 
（検討）  
第３条 この法律の規定については、この法律の施行後３年を目途として、この法律の施

 行状況等を勘案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるもの

 とする。 
（民事訴訟費用等に関する法律の一部改正） 
第４条 民事訴訟費用等に関する法律（昭和46年法律第40号）の一部を次のように改正す

 る。 
    別表第一の16の項中「非訟事件手続法の規定により裁判を求める申立て」の下に「、

 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（平成13年法律第31号）第10条

 の規定による申立て」を加え、同表の17の項ホ中「第27条第８項の規定による申立て」

 の下に「、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律第16条第３項若しく

 は第17条第１項の規定による申立て」を加える。 
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「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」

の円滑な施行について（その２）：平成14年４月２日男女共

同参画会議 （抜粋） 
 
 
１ 調査研究の今後の進め方に関する意見 
(1)基本事項 
   略 
(2)被害者に関する調査研究 
   略 
(3)加害者に関する調査研究 
・ 加害者に関する先駆的取組を行っている海外の状況や国内の加害者の 
実態等について調査を行うことが必要である（内閣府、法務省）。 

・ 刑務所等に収容されている場合を除き、公的機関において継続的に調 
査研究の対象とすることが容易な加害者は存在しない。様々な加害者に

ついて、その実態を把握することは、加害者の更生のための指導の方法

を調査研究する前提として非常に重要であることから、内閣府を中心に

関係省庁が連携し、刑務所等に収容されている以外の様々な加害者の実

態把握が行えるよう、その方法について工夫することが必要である（内

閣府、警察庁、法務省）。 
・ 生活全体にわたる幅広い視点から加害者の更生を行う方法や事例につ 
いて調査研究することが必要である（内閣府）。 
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  ［問い合わせ先］ 

  内閣府男女共同参画局推進課 
   住所 〒100-8914 
         東京都千代田区永田町１－６－１ 
   電話 03-5253-2111（大代表） 
   FAX 03-3592-0408 
   内閣府ホームページ http://www.gender.go.jp 

 

                                                                  
 

 


